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１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人日本学術振興会 

評価対象事業年度 年度評価 令和２年度 

中期目標期間 平成 30 年度～令和４年度（第４期） 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 振興企画課 奥野真 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策課 林孝浩 

 
３．評価の実施に関する事項 
令和３年７月５日 第１回 独立行政法人日本学術振興会の評価等に関する有識者会合を開催し、評価項目・分担案の了承を得るとともに、自己評価結果について、日本学術振興会の役員（理事長、理事、監事）

及び職員（担当事業部長）からヒアリングを実施し、有識者会合委員から意見を聴取した。 

令和３年７月８日～16 日 本評価書（案）について、有識者会合委員から書面にて意見を聴取した。 

令和３年７月 28 日 第２回 独立行政法人日本学術振興会の評価等に関する有識者会合を開催し、有識者会合委員から寄せられた意見を反映した本評価書（案）について、同委員の確認を得た。 
 

 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし 
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１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
Ａ Ａ Ａ   

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、全体として中期計画に定められた以上の業務の進捗が認められるため。 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 ○ 日本学術振興会は、長い歴史の中で構築した数多くの研究機関及び研究者とのネットワークを活用しつつ、効果的かつ効率的な業務運営を行っており、研究者の知的探求心や自由な

発想を源泉とする「学術研究」の振興を目的とし、学術研究における多様な特性・ニーズに応じた支援を行う我が国唯一のファンディングエージェンシーとしての役割を十分に果たし

ている。 
 
○ 科学研究費助成事業（科研費）では、新型コロナウイルス感染症の影響下において、審査体制を従来の集合形式からオンライン形式に柔軟に対応するとともに、これまでの審査シス

テムの蓄積を基にして短期間でオンライン審査環境を整備し、ピアレビューを適切に機能させながら遅滞なく審査業務を着実に実施したことは高く評価できる。また、科研費に係る全

ての提出書類について押印を廃止するとともにペーパーレス化を進め、研究者及び研究機関の事務負担軽減を図り、新型コロナウイルス感染症拡大を繰越事由とする研究課題の繰越申

請書様式の簡略化や、補助事業期間の再延長、研究者の研究計画等の進捗状況に応じた弾力的な研究費の使用を可能にしたことも高く評価できる。（p16 参照） 
 
○ 特別研究員事業において、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、申請期限を可能な限り延長する一方、例年のスケジュールから遅れることなく採用内定者の決定・通知を行っ

たほか、数々の特例措置を設定するなど、制度利用者の立場に立った柔軟な対応を実施したことは高く評価できる。また、報酬受給制限の緩和、DC 採用者が「ダブルディグリー・プ

ログラム」によって留学することを可能とする制度変更、審査制度の抜本的な見直し、手続きの電子化など、制度の更なる効果的・効率的な運営に向けて、積極的に改革を実行したこ

とは高く評価できる。（p42 参照） 
 
〇 また、海外特別研究員事業では、採用期間延長や申請書の提出期限延長、日本国内での採用開始を可能とする特例措置等、若手研究者海外挑戦プログラムでは一時帰国の特例措置や

申請書の提出期限延長等、外国人研究者招へい事業では採用期間延長や来日期限の延長、申請書の提出期限延長等、各事業において状況の変化に応じて柔軟に対応したことは採用者に

寄り添った取組であり、評価できる。（p42 参照） 
 
○ 国際共同研究事業において、スイス科学財団（SNSF）、ドイツ研究振興協会（DFG）及び英国研究・イノベーション機構（UKRI）の３か国それぞれとリードエージェンシー方式を導入

したプログラムの実施に向けて協議し、UKRI とは募集要項の合意に至ったことは評価できる。（p17参照） 

 
○ 大学教育改革の支援においては、国の定めた制度・方針等を踏まえ、迅速に事務体制を整えながら、事業ごとに専門家による委員会等を設置したことにより、透明性、信頼性、継続

性を確保した公正な審査・評価体制が整備できている。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響下において、大学の負担を考慮し、報告書や事後評価調書の締切を延長する措置を取

る一方、オンラインを活用しながら各事業における審査・評価業務をすべて滞りなく実施できた点はポストコロナも見据えた成果であると評価できる。また、卓越大学院プログラムで

も、新型コロナウイルス感染症の影響下においてもウェブ集計システムの新たな構築等の工夫により前年度と同時期に審査結果を通知、また、採択校の新型コロナウイルス感染症の影

響下でのプログラムにおける取組状況のフォローアップ及びその取組の横展開は、ポストコロナも見据えた取組であり評価できる。（p69 参照） 
 
○ 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な業務運営が行われていることが認められる。 
 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
日本学術振興会の業務運営の基本である学術の特質に配慮した事業の推進にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、研究者に寄り添った運営がなされたことに対し、総

務省独立行政法人評価制度委員会の方針に基づき、評価を行った。 
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３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
〇 引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業においては、計画変更や特例措置など柔軟な対応を実施することを期待する。（p18 参照） 
 
〇 振興会の業務運営において、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、学術システム研究センターの研究者も含め、情報セキュリティの確保に留意した上で、リモートによる

業務体制を整備し、オンライン会議等も活用しながら効率的かつ着実に業務を実施したと認められる。今後も効果的な業務体制を維持しながら、多様な研究者の知見を取り入れるとと

もに、エビデンスに基づいて分析・検証し、業務運営状況が改善されていくことを期待する。（p7 参照） 
 
〇 学術情報分析センターにおける分析や、学術システム研究センターにおける調査研究結果を、振興会事業の改善・発展に向けて活用するとともに、各事業が長期的な視点から我が国

の学術研究・基礎研究の振興にどのように貢献しているかを発信されることも期待する。また、新型コロナウイルスの感染拡大前後における学術研究動向の変化等は重要な視点となる

ため、今後の調査研究においては考慮することも考えられる。（p95 参照） 
 
〇 科研費事業において今回新たに導入したオンライン形式の審査を含め、審査・評価業務におけるデジタル化の推進について、審査委員からの意見等も踏まえ検証し、効果的・効率的

な運用に資する更なる改善に向けた検討を期待する。また、科研費の審査・評価業務改善のためにも、応募状況等を分析し状況の把握に努めつつ、検討を進めることを期待する。（p17

参照） 
 
〇 新型コロナウイルス感染症の影響によりオンラインによる研究者交流が活発になっているが、対面による交流も引き続き重要であり、更なる国際研究基盤の構築のためポストコロナ

社会における最適な学術国際交流の形を模索し実施していくことを期待する。（p87 参照） 
 
○ 外部評価委員会等の構成及び実施体制については、専門的な視点や多様性も考慮しつつ、今後検討することを期待する。（p112 参照） 
 
 

その他改善事項 特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
特になし 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 特になし 

その他特記事項 特になし 

※ 評定区分は以下のとおりとする。（「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27年 6月 30 日文部科学大臣決定、平成 29年 4 月 1 日一部改定、以降「旧評価基準」とする）」p10） 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。 
Ａ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 
Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 
Ｃ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 
Ｄ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 
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１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

中期目標（中期計画） 

年度評価 

項目別

調書№ 

備

考 

 

中期目標（中期計画） 

年度評価 

項目別

調書№ 

備

考 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項    
（３）大学のグローバル化の支

援 
(ａ) (ａ) (ａ)     

 

１．総合的事項 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅰ－１    ５．強固な国際研究基盤の構築 Ｂ重 Ｂ重 Ｂ重   Ⅰ－５  

 

（１）研究者等の意見を取

り入れた業務運営 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)        

（１）事業の国際化と戦略的展

開 
(ｂ重) (ｂ重) (ｂ重)     

（２）第一線級の研究者の

配置による審査・評価機能

の強化 

(ａ) (ａ) (ｂ)        （２）諸外国の学術振興機関と

の協働 
(ｂ重) (ｂ重) (ｂ重)     

（３）学術研究の多様性の

確保等 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)        （３）在外研究者コミュニティ

の形成と協働 
(ａ重) (ａ重) (ｂ重)     

２．世界レベルの多様な知の創

造 
Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重   Ⅰ－２     （４）海外研究連絡センター等

の展開 
(ｂ重) (ｂ重) (ｂ重)     

 

 

（１）科学研究費助成事業

の充実・強化に資する取組

の推進 

(ｓ○

重) 

(ｓ○

重) 

(ｓ○

重) 
      

６．総合的な学術情報分析基盤の

構築 
Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅰ－６  

 
（２）研究の国際化と国際

的な共同研究等の推進 

(ａ○

重) 

(ａ○

重) 

(ａ○

重) 
       

（１）情報の一元的な集積・管

理 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 
（３）学術の応用に関する

研究等の実施 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 
       

（２）総合的な学術情報分析の

推進 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 
３．知の開拓に挑戦する次世代

の研究者の養成 
Ｂ○重 Ｂ○重 Ａ○重   Ⅰ－３     （３）学術動向に関する調査研

究の推進 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 

 

（１）自立して研究に専念

できる環境の確保 

(ａ○

重) 

(ａ○

重) 

(ｓ○

重) 
      ７．横断的事項 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅰ－７  

 

（２）国際舞台で活躍する

研究者の養成 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 

(ａ○

重) 
       （１）電子申請等の推進 (ｂ) (ｂ) (ｂ)     

（３）研究者の顕彰・研さ

ん機会の提供 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 
       （２）情報発信の充実 (ｂ) (ｂ) (ｂ)     

（４）研究者のキャリアパ

スの提示 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 

(ｂ○

重) 
       （３）学術の社会的連携・協力

の推進 
(ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 
４．大学等の強みを生かした教

育研究機能の強化 
Ａ Ａ Ａ   Ⅰ－４     （４）研究公正の推進 (ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 

 

（１）世界最高水準の研究

拠点の形成促進 
(ｂ) (ｂ) (ａ)        （５）業務の点検・評価の推進 (ｂ) (ｂ) (ｂ)     

 （２）大学教育改革の支援 (ａ) (ａ) (ａ)      Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅱ  
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 １．組織の編成及び業務運営 ― ― (ｂ)      Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅳ  

 ２．一般管理費等の効率化 ― ― (ｂ)       １．内部統制の充実・強化 ― ― (ｂ)     

 ３．調達等の合理化 ― ― (ｂ)       ２．情報セキュリティへの対応 ― ― (ｂ)     

 
４．業務システムの合理化・効

率化 
― ― (ｂ)       ３．施設・設備 ― ― ―     

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅲ    ４．人事 ― ― (ｂ)     

 
１．予算、収支計画及び資金計

画 
― ― (ｂ)     

  
５．中期目標期間を超える債務負

担 
― ― ―     

   ６．積立金の使途 ― ― (ｂ)     

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、本評価書の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上

で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他

の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

なお、「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」、「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」及び「Ⅳ．その他の事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条

件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 
１ 総合的事項 
（１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 
（２）第一線級の研究者の配置による審査・評価機能の強化 
（３）学術研究の多様性の確保等 

業務に関連する政策・施策 政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 
施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 13 条、第 15 条第６号、第９号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標等 達成目標 前中期目

標期間最

終年度値 

30 年度 令和 
元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

        予算額（千円） 307,581 311,768 305,250   
決算額（千円） 469,094 537,880 459,368   
経常費用（千円） 470,181 494,890 415,592   
経常利益（千円） 862 -24,991 96,028   
行政サービス 
実施コスト（千円） 472,961 － －   

行政コスト（千円） － 522,600 415,592   
従事人員数 4 4 3   

注１）予算額、決算額は「１ 総合的事項」の支出額を記載。人件費については共通経費部分を除き各業務に配

賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「１ 総合的事項」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 主な業務実績等 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をＢとする。 

・評議員会の開催等を通して、研究者の意見を

取り入れた業務運営が図られた。 

・学術システム研究センターでは、全ての学問

領域をカバーしたうえで、男女比のバランス、

所属機関の形態、地域的なバランス等、多様性

の確保に配慮しながら第一線で活躍中の研究

者を幅広く選任し、事業改善の提案・助言や業

務運営を適切に行っている。 

また、特に集中的に審議が必要な重要な課題等

についてワーキンググループ等を開催し、研究

者の視点に立ち短期的・集中的に検討を行っ

た。 

・学術システム研究センターで、情報セキュリ

ティの確保に留意しつつ、全国各地の研究員が

リモートで業務を実施できる体制を整備した

ことにより、新型コロナウイルス感染症の影響

下においても中期計画通りに業務を実施した

ことは高く評価できる。 

・学術研究の多様性の確保や、学術研究の現代

的要請を踏まえた業務運営を行うという目標

達成に向けた取組が着実に行われている。 

・振興会の諸事業における男女共同参画の推進

に向けた取組が着実に行われている。 

 

＜課題と対応＞ 

・令和２年度は中期計画通り業務を実施してお

り、引き続き、研究者の意見を取り入れた業務

運営を図る。 

・学術システム研究センターで今後も引き続き

ワーキンググループやタスクフォースを必要

に応じて開催し、科研費やその他の事業の透明

性、公平性の確保に貢献し、新たな課題等への

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

振興会の業務運営において、新型コロナ

ウイルス感染症の影響下においても、学

術システム研究センターの研究者も含

め、情報セキュリティの確保に留意した

上で、リモートによる業務体制を整備

し、オンライン会議等も活用しながら効

率的かつ着実に業務を実施したと認め

られる。今後も効果的な業務体制を維持

しながら、多様な研究者の知見を取り入

れるとともに、エビデンスに基づいて分

析・検証し、業務運営状況が改善されて

いくことを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

振興会の業務運営の基本である学術の

特質に配慮した事業の推進にあたり、新

型コロナウイルス感染症の影響下にお

いても、研究者に寄り添った運営がなさ

れたことを評価する。 
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柔軟な対応に努める。 

・「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る

男女共同参画推進基本指針」に基づき取組を進

めるとともに、取組状況のフォローアップを行

っていく。 

 

 【評価指標】 

１－１ 研究者等の意見聴取

状況（評議員会の開催実績等

を参考に判断） 

 

【目標水準の考え方】 

１－１ 研究者等の意見を取

り入れる機会を確保し、業務

運営に適切に反映されたか、

評議員会の開催実績や学識経

験者からの意見聴取実績及び

それら意見を踏まえた業務運

営状況を参考に判断する。 

【評議員会】 

・評議員は、理事長の諮問に応じ、学術界、産業界、大学等を代表する学識経験者で

構成されており、学術研究支援に関する政策にも通じたメンバーを含んでいる。 

・評議員会は令和２年４月 10 日及び令和２年 10月 21 日に開催した。 

・評議員会では、業務の実績に関する評価、概算要求の概要、各事業部における最近

の主な動き等について審議し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況下におい

ても、研究者等の意見を取り入れ、研究者等が研究活動を遂行できるよう適切な対応・

支援を行っていることが評価された。引き続き研究者等が研究活動を遂行できるよ

う、評議員会での意見も参考に議論・検討を進めていく。 

・評議員会の議事要録は外部 HP で公開している。 

 

●評議員名簿 

石川 冬木 京都大学大学院生命科学研究科 教授 

大野 英男 東北大学 総長 

加登田 惠子 山口県立大学 学長 

川合 眞紀 自然科学研究機構分子科学研究所 所長 

小谷 元子 東北大学 材料科学高等研究所 主任研究者、教授 

五神 真 東京大学 総長 

櫻田 謙悟 経済同友会 代表幹事 

永田 恭介 筑波大学 学長 

中西 宏明 日本経済団体連合会 会長 

町村 敬志 一橋大学社会学研究科 特任教授 

宮浦 千里 東京農工大学 副学長 

村田 治 関西学院大学 学長 

室伏 きみ子 お茶の水女子大学 学長 

山極 壽一 前 京都大学 総長 

 

【学術顧問】 

・学術の振興に係る諸課題について、理事長をはじめ役員や事業担当が必要に応じて

各学術顧問と個別に意見交換を行い、学術研究に特に高い識見を持つ立場からの専門

的な助言を聴取した。例えば、学術研究支援のあり方や若手研究者の支援のあり方に

ついての助言をいただいた。 

 

●学術顧問 名簿 

吉川 弘之 （学術最高顧問）科学技術振興機構特別顧問 

佐藤 禎一 （学術特別顧問）元ユネスコ日本政府代表部特命全権大使 

（１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に、実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・以下の評価指標に対する自己評価に記載のと

おり、評議員会の開催及び学術顧問との意見交

換を通して、研究者の意見を取り入れた業務運

営が図られ、計画通りに実施された。 

 

＜課題と対応＞ 

・令和２年度は中期計画通り業務を実施してお

り、引き続き研究者の意見を取り入れた業務運

営を図る。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である１－１については、学術研究

を行う研究者を含めた評議員会を開催すると

ともに、役員が学術顧問と意見交換を行うこと

により、研究者等の意見を取り入れる機会を確

保し、事業運営の改善を行うなど、研究者の意

見を取り入れた業務運営が図られたと言える

ことから、計画通りに実施されたと判断する。 

（１）研究者等の意見を取り入れた業務

運営 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

振興会の目指す大きな方向性として世

界レベルの知の創造や事業の国際化と

戦略的展開などを謳っていることから、

法人運営に係る会議体などにおいても

外国人の視点を入れることも考慮して

はどうか。 
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浅島 誠 帝京大学特任教授 

飯野 正子 津田塾大学名誉教授 

郷 通子 

 

長浜バイオ大学特別客員教授、中部大学創発学術院客員教授、

名古屋大学名誉教授、お茶の水女子大学名誉教授 

小林 誠 高エネルギー加速器研究機構特別栄誉教授 

佐々木 毅 国土緑化推進機構理事長 

野依 良治 科学技術振興機構研究開発戦略センター長 

本庶 佑 京都大学高等研究院副院長、特別教授 
 

 【評価指標】 

１－２ 学術システム研究セ

ンターによる各種事業への提

案・助言の状況（有識者の意

見を踏まえ判断） 

 

【目標水準の考え方】 

１－２ 第一線級の研究者の

知見を生かした、各種事業へ

の提案・助言が行われたか、

有識者の意見を踏まえ判断す

る。 

【学術システム研究センター】 

■学術システム研究センターの体制 

・９つの専門調査班（人文学、社会科学、数物系科学、化学、工学系科学、情報学、

生物系科学、農学・環境学、医歯薬学）に研究員を配置することにより、全ての学問

領域をカバーしている 。 

研究員の選考にあたっては、独立行政法人や民間の研究機関を含む、科学研究費助成

事業（科研費）に応募可能な研究機関の長に候補者の推薦を依頼している。選考の際

には前任者と同一の研究機関からの選任を行わないようにするとともに、国・公・私

立大学及び大学共同利用機関等、組織形態のバランス、地域的バランス、男女比バラ

ンスに配慮している。また、選考過程において科研費等の採択実績や審査委員歴を踏

まえ、第一線で活躍中の研究者を確保している 。 

所長（１人） 大野 弘幸 

副所長（３人） 西村 いくこ 

永原 裕子 

岸本 美緒 

・主任研究員 21 人 

・専門研究員 108 人 

 

・男女比バランスについては、令和２年度に就任した新規研究員 40 人のうち女性研

究員は 12 人であり、研究員の全体では女性研究員 30 人（23％）になり、前年度より

女性研究員７人名増となった。令和元年度は、研究員全体のうち女性研究員 23 人

（17％）。 

・センターの定例会議や審査委員候補者選考等のすべての業務は、従来、研究員が日

本学術振興会に来会して行っていたが、情報セキュリティの確保に留意してリモート

で業務を実施する体制を整備したことにより、研究員が来会できない新型コロナウイ

ルス感染症の影響下においても大きな遅れなくセンター業務を実施した。 

 

■会議開催実績 

・学術システム研究センターに以下の会議等を設置し、これらの会議での議論を踏ま

えて科学研究費助成事業、研究者養成事業、学術国際交流事業の各事業について提案・

助言等を行うとともに、各事業の審査・評価業務に専門的な見地から関与した。 

・また、単なる提案・助言にとどまらず、各事業への実装の状況から、各種会議にお

計 129 人（うち、大学以外５人） 

（２）第一線級の研究者の配置による審査・評

価機能の強化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に、実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・全ての学問領域をカバーしたうえで、多様な

視点からの意見を活かすため、男女比のバラン

ス、所属機関の形態、地域的なバランス等、多

様性の確保に配慮しながら第一線で活躍中の

研究者を幅広く選任し、事業改善の提案・助言

や業務運営を行っている。女性研究員の割合が

前年度よりも向上したことは高く評価できる。 

・情報セキュリティの確保に留意しつつ、全国

各地の研究員がリモートで業務を実施できる

体制を整備したことにより、新型コロナウイル

ス感染症 の影響下においても中期計画通りに

業務を実施したことは高く評価できる。 

・集中的に審議が必要な重要な課題について検

討を行うため、科学研究費助成事業（科研費及

び特別研究員事業でワーキンググループを開

催するとともに、２つのタスクフォースを設置

し、審議を行ったことは評価できる。特に特別

研究員事業の審査方法について研究者の視点

から改善を行ったことは、第一線級の研究者が

学術研究に対する真摯な議論を行う学術シス

テム研究センターならではのものとして、高く

評価できる。 

・ホームページの見直しや説明会等の開催によ

り、分かりやすい情報発信に努め、中期計画を

（２）第一線級の研究者の配置による審

査・評価機能の強化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

学術システム研究センターの研究員は、

すべての学問領域をカバーし、所属機関

や男女比、地域的なバランスなども考慮

した上で、第一線級の研究者から選任さ

れており、多様な視点からの意見を取り

入れている。また、女性研究員の割合が

前年度より向上している点も評価でき

る。 

新型コロナウイルス感染症の影響下に

おいても、情報セキュリティに留意し

て、全国各地の研究員がリモートで業務

を実施できる体制を整備し、業務を実施

したことは評価できる。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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いて再度検証を行い更なる事業改善に繋げる PDCA サイクルを絶えず回し、よりよい

審査・評価制度へ継続的に取り組んでいる。 

 

＞主任研究員会議：19 回（原則月２回） 

＞専門調査班会議：117 回（原則専門調査班ごとに月１回、９班がそれぞれ実施） 

＞科学研究費事業改善のためのワーキンググループ 

（以下「科研費 WG」という。）：10 回 

【主な検討事項】 

・基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）、若手研究、国際共同研究加速基金（帰国

発展研究）の「審査の手引き」の改善について検討し、令和３年度

審査に反映した。 

 

＞特別研究員等審査システム改善のためのワーキンググループ：８回 

特別研究員事業の審査方法の改善について検討し、検討の結果は令和４年度分募集

に反映した。 

【主な検討事項】 

・全ての申請者を同じ条件のもとで公正かつ効果的に審査するた

め、これまで PD 及び DC の第二次選考で行っていた「面接審査」に

代わり「書面審査及び合議審査」を導入。面接審査で確認していた

観点は、申請書様式や評価項目の改善・充実に反映。 

・研究者としての資質や将来性についてより重点を置いて評価でき

るよう申請書様式を改善するとともに、審査委員への「審査の手引」

においても、その旨を分かりやすく明記することとした。 

 

＞科研費改革推進タスクフォース：１回 

科研費改革推進タスクフォースを前年度に引き続き設置し文部科学省からの検討

要請事項の検討を中心となって行った。機動的な検討を行うため、会議開催以外にも

随時メールで意見交換を行い、検討を進めた。 

現行の「審査区分表」について、令和５年度助成を目処として中間的な検証を行っ

て必要な見直しを図ることが科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査

部会から要請されている。令和元年度に「審査区分表」の見直しに当たっての基本的

な方向性について」を検討し、審査部会に報告、了承された。令和２年度はこの「基

本的な方向性」に基づいて、より公正な審査方法等について、具体的な検討を行った。 

まず本タスクフォースが中心となって検討を行い、その後、主任研究員会議や各専

門調査班会議で検討を重ねた。 

 

＞学術変革領域研究の移管及び科研費大型研究種目の公募前倒しに伴う学術システ

ム研究センター研究員の増員に関するタスクフォース：２回 

科研費の学術変革領域研究の審査・評価業務の文部科学省からの移管及び科研費大

型研究種目の公募前倒しが予定され、これに伴って学術システム研究センターの業務

増加が想定されることから、業務増加後のセンターの適切な運営を図るため、新たに

タスクフォースを設置し、研究員の増員や業務分担等の検討に着手した。 

 

着実に実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・今後も引き続きワーキンググループやタスク

フォースを必要に応じて開催し、科研費やその

他の事業の透明性、公平性の確保に貢献し、新

たな課題等への柔軟な対応に努める。 

・引き続き研究者コミュニティ及び社会に対し

て、学術システム研究センターの業務について

分かりやすい情報発信に努める。 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である１－２については、第一線級

の研究者から構成されるセンター研究員によ

る主任研究員会議、専門調査班会議、各種ワー

キンググループ、及び各種タスクフォースにお

ける検討・議論を経て各種事業に対する提案・

助言が行われたことに対し、有識者から構成さ

れる運営委員会において、提案・助言の適切性

を評価する意見を得ており、中期計画通り着実

に実施していると評価できる。 
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■運営委員会の実施 

・センターの運営及び業務実施に関する方針等について、多様な視点からの意見を反

映できるように運営委員会で審議を行った（令和２年度は３回開催）。運営委員会で

は、副所長の人事、学術研究動向等に関する調査研究の実施、さらには新型コロナウ

イルス感染症の影響下におけるセンター業務の運営状況、センターによる各種事業へ

の提案・助言の適切性について審議を行った。運営委員会では、新型コロナウイルス

感染症の影響下においても、リモートでセンター業務を行う体制を整備したことによ

り、センターが各種事業の審査委員候補者選考、審査結果の検証等の業務を着実に実

施するとともに、科研費や特別研究員事業等の審査方法の改善についてワーキンググ

ループ等での議論を経て適切な提案・助言を行っている、との意見を得た。 

 

●運営委員会名簿（令和２年度） 

川村 光 豊田理化学研究所フェロー 

栗原 和枝 東北大学未来科学技術共同研究センター教授 

田井 一郎 株式会社東芝 元取締役・代表執行役 

瀧澤 美奈子 科学ジャーナリスト 

田代 和生 慶應義塾大学名誉教授 

永田 恭介 筑波大学学長 

八田 英二 

（委員長） 

学校法人同志社総長・理事長 

宮嶌 和男 金沢工業大学産学連携室教授 

山本 正幸 

（委員長代理） 

東京大学名誉教授、自然科学研究機構基礎生物学研究所

名誉教授 

吉野 彰 旭化成株式会社名誉フェロー 

 

■事業における審査・評価等のプロセス等のホームページによる情報発信 

・センター業務の具体的な内容や活動の成果についてわかりやすく発信するため、ホ

ームページの構成を見直した。その際、これまで紙媒体のリーフレットで周知を図っ

てきた内容をウェブサイトに変更し、効果的な情報発信に努めた。また、科研費に関

する学術システム研究センターの役割をはじめとして、事業における審査・評価のプ

ロセスについても可能な限り公表している。 

https://www.jsps.go.jp/j-center/gyoumu_jyosei.html 

■説明会等の実施 

・令和４年度に新規就任する研究員の候補者の推薦を研究機関に依頼するに当たっ

ては、新たにオンラインでの説明会及び個別相談会を実施し、 センター研究員の業

務等について周知を図った。 

 

・国立大学協会の総会及び各地区支部会議、公立大学協会、私立大学連盟理事会、大

学共同利用機関機構長・学長ミーティング、RU11 研究担当理事・副学長懇談会におい

説明会 （令和３年２月25日） 参加37機関 

個別相談会 （令和３年３月９、10日） 参加７機関 
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て説明を行い、学長等に対してもセンター業務の重要性について周知を図った。 

・センター研究員が所属する研究機関や学会等で説明会を行うことにより、センター

の活動に対する理解だけでなく、科学研究費助成事業、特別研究員事業などの振興会

事業についても広く周知を図るよう努めている。 

 

 【評価指標】 

１－３ 学術研究の多様性の

確保と現代的要請を踏まえた

業務運営状況（有識者の意見

を 

踏まえ判断） 

 

【目標水準の考え方】 

１－３ 学術研究の多様性を

確保する観点から、幅広い分

野等への支援や女性研究者の

参画を促進するとともに、学

術研究の現代的要請を踏まえ

た業務運営が行われている

か、有識者の意見を踏まえ判

断する。 

【学術研究の多様性の確保等】 

・中期目標に定められた、学術研究の多様性の確保や、学術研究の現代的要請である

挑戦性、総合性、融合性及び国際性の観点を踏まえた業務運営の状況について明らか

にするため、「学術研究の多様性の確保等を踏まえた業務運営状況の報告」を令和２

年４月 10 日の評議員会において報告した。本報告書は、振興会の諸事業の実施状況

を取りまとめたもので、学術研究の多様性の確保に係る業務運営状況として、事業に

参画する者等の多様性に係る状況を性別、年齢、研究分野、研究機関、国際性の観点

から示した。また、学術研究の現代的要請を踏まえた業務運営状況として、挑戦性、

総合性、融合性及び国際性の各観点から、取組実績等を取りまとめた。 

・評議員会では、学術研究の多様性の確保に係る業務運営状況について、概ね良好と

判断できるとの意見を得た。事業に参画する者の多様性に関しては、性別、年齢、研

究分野、研究機関、国際性の各観点から着実に進捗していると評価され、今後も若手

研究者への支援の充実や多様な研究者が応募しやすい事業運営の工夫等により、振興

会が学術研究の多様性の確保に貢献していくことへの期待が示された。審査委員等の

多様性に関しては、十分な配慮がなされていると評価され、特に母集団の割合を踏ま

えながら女性の参画に努めることや、審査・評価の質の維持・向上を確保しつつ外国

人の参画に引き続き努力することを期待する旨が示された。 

学術研究の現代的要請を踏まえた業務運営状況については、いずれの観点においても

取組が成果を上げつつあると評価され、引き続き種々の取組を展開していくべきとさ

れた。また、これまでにない学術領域を創出するために、今後も、優れた研究を見出

し、後押しする業務運営の継続を望む旨が示された。 

 

【男女共同参画の推進】 

・男女共同参画推進委員会（令和３年３月 12 日）において、学術の振興を目的とす

る振興会として、学術分野における男女共同参画の更なる推進を重要課題と位置付

け、研究者の活動を安定的・継続的に支援するという役割を一層果たしていくため令

和２年３月に策定した「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る男女共同参画推進

基本指針」の取組状況について確認を行った。 

・令和２年度においては以下のような取組が行われている事を確認し、引き続き上記

指針に基づいて男女共同参画の更なる推進を図っていくこととした 

・科学研究費助成事業や特別研究員事業等において、研究とライフイベントとの

両立を可能とするための各種取組を継続的に実施するとともに、研究者に案内

をしている。 

・振興会内の各種委員会の委員や学術システム研究センター研究員や審査委員の

選考にあたって、女性の確保に努めている 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止も踏まえ、ウェブ会議システムを積

極的に活用している。 

・研究とライフイベントの両立に関する情報発信等を行うためのホームページ構

（３）学術研究の多様性の確保等 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に、実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・左記の通り、評議員会において、学術研究の

多様性の確保や、学術研究の現代的要請を踏ま

えた業務運営を行うという目標達成に向けた

取組が行われていることが確認された。 

・「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る

男女共同参画推進基本指針」に基づき、情報発

信を強化するためのホームページの構築作業

を進めるなど、振興会の諸事業における男女共

同参画の推進に向けた取組が着実に行われて

いる。 

 

＜課題と対応＞ 

・「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る

男女共同参画推進基本指針」に基づき引き続き

取組を進めるとともに、取組状況のフォローア

ップを行っていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である１－３については、学識経験

者から構成される評議員会において、目標達成

に向けた取組が行われているとの意見を得た。 

（３）学術研究の多様性の確保等 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

法人運営に係る会議体などにおいても

女性の参画を増やし、外国人の参画も考

慮しながら、引き続き学術研究の多様性

の確保に貢献していくことを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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築作業を行った。 

 

     

 
４．その他参考情報 
予算と決算の乖離については、学術動向調査研究委託費等の増によるもの。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 

２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）科学研究費助成事業の充実・強化に資する取組の推進 
（２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推進 
（３）学術の応用に関する研究等の実施 

業務に関連する政策・施策 政策目標７ Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

施策目標７－３ 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第１号、第３号、第４号、第 18

条 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】【難易度：高】 

世界レベルの多様な知の創造を目的とした研究支援業務は、学術の振興を目的と

する資金配分機関としての根幹をなすものであり、我が国の研究者が国内外で学

術研究を先導していくための取組として極めて重要である。また、その実施に当

たっては、膨大な研究課題の中から極めて効果的かつ効率的な手法により、短期

間で公正性、透明性を確保した審査を行い、優れた研究課題を選定することや、

前例のない国際共同研究への新たな支援枠組みの導入に際しては、相手国との間

で、異なる諸制度の調整を行い、研究者にとって使いやすい仕組みを構築する必

要があることから難易度は高い。 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

令和３年度行政事業レビュー番号 0199、0221 

 

２．主要な経年データ 

 

①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達

成

目

標 

前中期

目標期

間実績

等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

関連指標 予算額（千円） 233,780,728 239,967,471 243,178,385   

科学技術の状況に係る

総合的意識調査（文部

科学省科学技術・学術

政策研究所）における

科研費に関する調査

（※）結果 

ー 5.6 5.3 5.2 5.2 

 

 

決算額（千円） 231,037,989 233,863,847 225,893,339 
  

経常費用（千円） 230,612,528 233,875,032 225,771,313 
  

経常利益（千円） 105,729 -16,074 2,279 
  

事後評価を行う科研費

の研究種目において、

期待どおり、あるいは

それ以上の成果を上げ

た課題の割合 

－ 73％ 70％ 77％ 67% 

 

 

行政サービス実施コスト

（千円） 
229,820,121 - - 

  

行政コスト（千円） - 233,993,662 225,771,313 
  

従事人員数 62 59 61 
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二国間共同研究・セミ

ナーのうち、次のステ

ージとなる共同研究に

結び付いた発展的な成

果を出したと研究者自

身が評価する共同研究

及びセミナーの割合 

－ 75％ 78% 78% 82%  

 

 

事後評価を行う国際的

な共同研究等を支援す

る事業において、想定

どおり、あるいはそれ

以上の成果を上げた課

題の割合 

－ 84％ 92.9％ 100％ 66.7% 

  

 

 

 

 

  

（※）「科学研究費助成事業は、研究者が新たな課題を積極的に探索し、挑戦することに十分に寄与してい

ると思いますか」という質問 

注１）予算額、決算額は「２ 世界レベルの多様な知の創造」の支出額を記載。人件費については

共通経費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「２ 世界レベルの多様な知の創造」の事業担当者数を計上（重複を

含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ａ 評定 Ａ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を上回っ

て履行し、中期目標を上回るペースで実績を上

げていると言えることから評定をＡとする。 

・科研費の審査業務については、文部科学省が

定める基本的考え方・役割分担に基づき着実に

実施されている。審査・評価を公正性・透明性

を持って行うとともに、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を勘案し、研究遂行が困難とな

った研究者や研究機関に向けて、各種申請期限

の延伸や特例の設定、手続きの簡素化等の柔軟

な対応を行っている。特に集合形式の審査会が

実施できなくなった状況において、オンライン

形式の審査会等により約９万件もの膨大な応

募課題の中から優れた研究課題を選定するこ

とで、研究者が研究を早期に開始することがで

きるようにした点は極めて高く評価できる。 

また、行政手続における押印の見直しが政府か

ら要請されたことを受け、他事業に先駆けて科

研費に係る全ての提出書類について押印を廃

止するとともに、紙媒体での提出を求めないペ

ーパーレス化が顕著に進捗したことは高く評

価できる。 

・国際的な共同研究等を推進するため、二国間

交流事業を着実に実行し、研究者や大学等のニ

ーズに対応する形で多様な国との共同研究や

セミナーを支援するとともに、国際共同研究事

業においては、複数の相手国学術振興機関とリ

ードエージェンシー方式を導入したプログラ

ムの実施に向け協議し、両機関の相互理解と協

力関係を一層強固なものとした。また、両事業

ともに、新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、委託期間の延長等の弾力的な運用を実施

しつつ、新型コロナウイルス感染症の影響が著

しい地域の相手国機関との協議も円滑に進む

よう努め、新規課題を採択するなど、計画を上

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。  

 

科研費事業の充実・強化に資する取組と

して下記取組を講じている点が評価で

きる。 

・科研費の審査業務については、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、審査

体制を従来の集合形式からオンライン

形式に柔軟に対応するとともに、これま

での審査システムの蓄積を基にして短

期間でオンライン審査環境を整備し、ピ

アレビューを適切に機能させながら遅

滞なく審査業務を着実に実施したこと 

・科研費に係る提出書類全てについて押

印を廃止するとともに、紙媒体での提出

も求めないこととしたことにより研究

者及び研究機関の事務負担軽減となっ

たこと 

・新型コロナウイルス感染症拡大を繰越

事由とする研究課題の繰越申請書様式

の簡略化や、補助事業期間の再延長申請

を認める等の柔軟な対応を行うととも

に、電子申請システムを活用しながら、

倍増した繰越申請を受け付け、研究者の

研究計画等の進捗状況に応じて弾力的

に研究費を使用できるよう対応したこ

と 

 

研究の国際化と国際的な共同研究等の

推進に資する取組として、下記取組を講

じている点が評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた各事業において、期間延長など各課

題に対して柔軟な対応に努めるととも

に、事業運営に支障が生じないようオン
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回る実績を上げた。 

研究拠点形成事業においては、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を踏まえ、委託期間の延長等

の弾力的な運用を実施しつつ、多国間交流の枠

組みによる研究交流拠点の構築や若手研究者

の育成を図るなど、業務を着実に実施した。 

以上のとおり、国際的な共同研究等を中期計画

通り着実に実施していると評価できる。 

・課題設定による先導的人文学・社会科学研究

推進事業では、引き続き３つのプログラムによ

る共同研究を推進するととにも、来年度から行

う新たなプログラムの検討等を行い、中期計画

に沿って着実に事業を実施している。 

人文学・社会科学データインフラストラクチャ

ー構築推進事業では、拠点機関の中間評価を実

施するとともに、振興会・拠点機関・国立情報

学研究所の三者で緊密な連携を図り、事業を円

滑かつ着実に推進していると評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・科研費について、学術研究の特性を踏まえ、

より効率的・効果的な助成制度となるよう、引

き続き不断の見直しを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライン形式の審査・評価等を実施したこ

と 

・国際共同研究事業について、スイス科

学財団（SNSF）、ドイツ研究振興協会

（DFG）及び英国研究・イノベーション機

構（UKRI）の３か国それぞれとリードエ

ージェンシー方式を導入したプログラ

ムの実施に向けて協議し、UKRI とは募集

要項の合意に至ったこと 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

科研費事業において今回新たに導入し

たオンライン形式の審査を含め、審査・

評価業務におけるデジタル化の推進に

ついて、審査委員からの意見等も踏まえ

検証し、効果的・効率的な運用に資する

更なる改善に向けた検討を期待する。 

また、科研費の審査・評価業務改善のた

めにも、応募状況等を分析し状況の把握

に努めつつ、検討を進めることを期待す

る。 

課題設定による先導的人文学・社会科学

研究推進事業については、終了した研究

テーマは、先導的な共同研究事例として

積極的に研究者等に成果発信していく

必要があることから、引き続き、シンポ

ジウムの開催など、情報発信に取り組む

とともに、「人文学・社会科学を軸とした

学術知共創プロジェクト（審議のまと

め）」を踏まえた新たなプログラムの着

実な実施を期待する。また、本事業に係

る人文学・社会科学分野の特性を踏まえ

た評価システムの在り方については、今

後検討結果を実際の事業評価に適用し

ていくことを期待する。 

人文学・社会科学データインフラストラ

クチャー構築推進事業については、拠点

機関及び国立情報学研究所と緊密に連

携し、より幅広い分野横断的なデータカ

タログの整備、データ寄託を円滑に推進

するためのガイドラインの策定などの

データ利用環境の向上に資する取組を
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実施することで、人文学・社会科学にお

けるデータの共有・利用を促進させるこ

とを期待する。 

その他、引き続き新型コロナウイルス感

染症の影響を受ける事業においては、計

画変更など柔軟な対応を実施すること

を期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

科研費に係る提出書類全てについて押

印を廃止するとともに、紙媒体での提出

も求めないこととしたことは、単に事務

作業の効率化のみならず、従来の紙ベー

スの審査からの文化的脱却も意味し、審

査委員らに対する電子的な審査体制の

教育をも含んでいる。この取組は、学術

論文の審査制度がペーパーレスに移行

している中において、我が国の学術審査

体制を国際化するためにも大いに寄与

する。 

人文学・社会科学分野における世界の共

通土台を形成・発展させるには、長期に

わたって継続することが重要である。課

題設定による先導的人文学・社会科学研

究推進事業については、事後のフォロー

も含め、基盤形成のサポートをすること

を期待する。 

 

 【評価指標】 

２－１ 科研費の審査・評価

の公正性、透明性（有識者の

意見を踏まえ判断） 

 

２－２ 科研費の交付処理状

況（Ｂ水準：ヒアリング審査

等の必要な研究課題を除き４

月上旬に交付内定を通知） 

 

【関連指標】 

２－Ａ 科学技術の状況に係

る総合的意識調査（文部科学

省科学技術・学術政策研究

・科研費の実施に当たっては、文部科学省が定める基本的考え方・役割分担に基づき、

以下のとおり滞りなく確実に実施した。また、文部科学省が公募・審査・評価業務を

行っている新学術領域研究を見直して創設された学術変革領域研究について、振興会

に対しスムーズに移管が行えるよう文部科学省と連携の上、検討を行った。 

 

・科研費改革は、①審査システムの見直し、②研究種目・枠組みの見直し、③柔軟か

つ適正な研究費使用の促進の三つの取組を柱として推進している。平成 30 年度助成

（平成 29 年９月公募）から導入した新たな「審査区分表」を適用するとともに、同

一の審査委員による書面審査と合議審査を実施する「総合審査」方式及び同一の審査

委員が２段階にわたり書面審査を実施する「２段階書面審査」方式により審査を着実

に実施した。 

・国際共同研究加速基金（帰国発展研究）については、従来、応募資格を「応募時点

において日本国外の研究機関に教授、准教授又はそれに準ずる身分（ポストドクター

を除く）」を有していることとしていたが、「ポストドクター」の中には自らの責任で

（１）科学研究費助成事業の充実・強化に資す

る取組の推進 

補助評定：ｓ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を質的に

上回って履行し、中期目標を上回るペースで実

績を上げ質的に顕著な成果が得られていると

言えることから評定をｓとする。 

・科研費業務については、中期計画に記載され

ている事項（科研費委員会の開催や透明性の高

い審査・評価システムの構築、研究費の交付）

を着実に実施するのみならず、並行して、新た

な制度設計を行うなど科研費制度の不断の見

（１）科学研究費助成事業の充実・強化

に資する取組の推進 

補助評定：ｓ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の顕著な進捗が認められ

るため。 

①審査・評価の充実 

・科研費の審査業務については、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、審査

体制を従来の集合形式からオンライン

形式に柔軟に対応するとともに、これま

での審査システムの蓄積を基にして短

期間でオンライン審査環境を整備し、ピ
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所）における科研費に関する

調査（※）結果 

（※）「科学研究費助成事業

は、研究者が新たな課題を積

極的に探索し、挑戦すること

に十分に寄与していると思い

ますか」という質問 

 

２－Ｂ 事後評価を行う科研

費の研究種目において、期待

どおり、あるいはそれ以上の

成果を上げた課題の割合 

 

【目標水準の考え方】 

２－１ 資金配分機関として

公正性、透明性を確保した適

切な審査等が行われたか、有

識者の意見を踏まえ判断す

る。 

 

２－２ 交付処理の迅速性を

確保する観点から、ヒアリン

グ審査等の必要な研究課題を

除き４月上旬に交付内定を通

知することを達成水準とす

る。 

 

２－Ａ 卓越した研究成果が

持続的に生み出されるための

環境の整備状況を把握するた

め、当該指標について毎年度

確認を行うとともに、平成

28 年度調査における実績

（指数 5.6（※））を基準と

した状況変化を評価において

考慮する。 

（※）指数 5.5 以上で、最

も高い水準である「状況に問

題はない」とされる。 

 

２－Ｂ 独創的・先駆的な学

術研究への支援状況を把握す

るため、当該指標について毎

自由に使用できる研究費を獲得するなど独立した研究者として活動している者もい

ることから、令和２年度公募より「ポストドクター」という身分であっても本種目の

趣旨に合致する場合には応募可能とした。 

・国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ））については、令和２年度公募よ

り、応募資格の年齢制限について従来の「36 歳以上 45 歳以下の者」としていたもの

を改め「45 歳以下の者」とした。 

・平成 30 年度助成にかかる審査より適用されている「審査区分表」については、令

和５年度助成を目処として中間的な検証を行って必要な見直しを図ることとなって

いる。学術システム研究センターに設置した、科研費改革推進タスクフォースにおい

て、学術情報分析センターと連携し、公正な審査が行われているかという観点から、

新たな審査区分適用後の応募データ等を分析し、「見直しの基本方針」を定めており、

令和２年度は、学術システム研究センターを中心に、より公正な審査方法や各小区分

（306 区分）の内容の例等について検討を行っている。なお、検討に当たっては現行

の「審査区分表」について、ホームページ上で一般からの意見公募を行い、寄せられ

た 376 件の御意見について検討する際の参考とした。 

・学術システム研究センターにおける現状の分析、検証結果を踏まえ、優秀な若手研

究者に対してより大規模な研究への挑戦を促すため、若手研究に２回目に応募する場

合は基盤研究（Ｓ）、（Ａ）、（Ｂ）への重複応募を可能とし、559 名の若手研究者がよ

り規模の大きな研究種目に挑戦し 121 名が採択された。 

 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、研究者及び研究機関からの要望を踏

まえ、文部科学省と連携しつつ、主に以下のような対応を行った。 

・緊急事態宣言発出中にホームページ上で臨時の問い合わせフォームを開設し、研究

者及び研究機関担当者が電話を使わなくても容易に問い合わせができるようにした。 

・令和２年４月から、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴って寄せられた問い

合わせへの回答を掲載し、随時更新を行った。 

・施設に立ち入れないなど事業継続に困難をきたす研究機関や研究者の実態を勘案

し、各種提出書類について、締切の延長や、申請手続きの簡素化など特例的な対応を

行った。 

１．応募書類の提出期限の延長 

研究活動スタート支援 ５月 11 日→５月 29 日 

3,812 件中 3,744 件（98.2％）が延長期間に提出 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ）） 

５月 29 日→６月 15 日 1,232 件中 1,187 件（96.3％）が延長期間に提出 

２．交付内定後の手続きにかかる提出期限の延長 

交付申請書および交付（支払）請求書 

４月 22 日→５月 22 日 ※延長後の期限までに提出することが困難な場合も、柔軟に

対応 

  37,572 件中 32,556 件（86.6％）が延長期間に提出 

研究成果公開促進費（ひらめき☆ときめきサイエンスを除く）４月 24 日→５月 22 日 

  384 件中 304 件（79.2％）が延長期間に提出 

「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ））」（令和元年度に採択された研究

課題）交付申請書の提出期限の延長 

直し・改善を行っている。 

特に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を

勘案し、研究遂行が困難となった研究者や 研

究機関に向けて、各種申請期限の延伸や特例の

設定、手続きの簡素化等の柔軟な対応を緊急事

態宣言下においても行ったことは高く評価で

きる。 

学術システム研究センターにおいて、現状の分

析、検証、改善を行い、若手研究者の挑戦機会

の拡大等を図ったほか、一般から幅広く意見を

求めつつ長期的な視点で審査区分表の見直し

の検討を精力的に進めるなど、今後の科研費制

度改革の検討を積極的に行っており、これは科

研費制度を改善していく上で大変重要なこと

である。 

【審査・評価の充実】 

・文部科学省が定める基本的考え方を踏まえ、

適切な審査方針等を決定し、年度計画通り着実

に審査が実施されている。科研費の審査は、約

９万件の膨大な応募研究課題を受け付け、応募

が締め切られた 11 月から３月の約５ヶ月とい

う短期間で約 7,000 名にも及ぶ審査委員がピ

アレビューにより優れた研究課題を選定して

いる。集合形式の審査会が実施できなくなった

状況において、これまで経験やノウハウの蓄積

が全くないオンライン形式の審査会等により

約９万件もの膨大な応募課題の中から優れた

研究課題を選定することで、研究者が研究を早

期に開始することができるようにしたことは

高く評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響

により、３月 27 日以降に予定していた特別推

進研究及び基盤研究（Ｓ）の合議審査の中断を

余儀なくされたが、集合会議形式による合議審

査に代え、オンライン形式により審査を再開し

た。迅速かつ臨機応変に審査方式を変更し、経

験・ノウハウがない中で着実に審査を実施した

ことは高く評価できる。 

・「挑戦的研究」については、「挑戦的研究（開

拓）」で新規応募件数が２倍以上になる中、新

型コロナウイルス感染症の拡大を受け、集合形

式の合議審査から全く想定していない中で２

段階の書面審査へと迅速かつ臨機応変に審査

アレビューを適切に機能させながら遅

滞なく審査業務を着実に実施したこと

は、中期計画に定められた以上の成果と

認められる。 

・審査委員の選考にあたっては、令和元

年度に引き続き「若手研究」「若手研究

（Ｂ）」採択経験者についても審査委員

候補者データベースへ登録し、委員候補

者の新規登録者数を着実に充実させる

とともに、選考過程において、学術シス

テム研究センター研究員の参画を得て、

前年度の審査に対する検証を実施し、当

該検証結果を踏まえて、適切な審査委員

を選考している。これらのことから、審

査委員の量的・質的な充実を図っている

と認められる。 

また、全ての審査委員の任期が満了した

種目について速やかに審査委員名簿を

公表することで透明性の高い審査シス

テムの構築を図っていると認められる。 

・評価業務については、「特別推進研究」、

「基盤研究（Ｓ）」の研究進捗評価及び研

究成果の検証並びに「特別推進研究」、

「基盤研究（Ｓ）」（平成 30 年度以降に

採択された研究課題）及び「研究成果公

開促進費（国際情報発信強化）」の中間評

価について適切に実施し、評価結果につ

いてはホームページにおいて広く公開

するなど、年度計画通り着実に評価業務

が行われていると認められる。 

②助成業務の円滑な実施 

・科研費に係る提出書類全てについて押

印を廃止するとともに、紙媒体での提出

も求めないこととしたことは研究者及

び研究機関の事務負担軽減となり、中期

計画を上回る成果として認められる。 

・科学研究費委員会の審査結果に基づ

き、大部分の研究種目について、年度当

初の４月１日付で交付内定通知を発出

しており、着実に助成業務を行っている

ことが認められる。 

・新型コロナウイルス感染症拡大を繰越

事由とする研究課題の繰越申請書様式
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年度確認を行うとともに、前

中期目標期間における実績

（平成 25～28 年度の評価に

おいて、期待どおり、あるい

はそれ以上の成果を上げたと

評価された課題の割合：

73％）を基準とした状況変化

を評価において考慮する。 

令和３年３月 31 日→令和４年３月 31 日 

３．令和 2年度への繰越及び補助事業期間延長承認申請の延長 

研究課題の繰越申請 ３月１日→３月６日 

※３月７日以降も柔軟に対応(手続書類の当初送信期限は２月 14 日) 

 3,754 件中 1,054 件（28.1％）が延長期間に提出 

補助事業期間延長承認申請書 ３月１日→３月 13 日 

 6,361 件中 1,145 件（18.0％）が延長期間に提出 

繰越承認申請に伴う経費の返納期限の延長 

４月 19 日→５月 19 日 実績報告書及び実施状況報告書 ５月 31 日→６月 30 日 

４．実績報告書等の提出期限の延期 

85,663 件中 82,245 件（96.0％）が延長期間に提出 

研究成果報告書 ６月 30 日→７月 15 日 

21,173 件中 18,954 件（89.5％）が延長期間に提出 

研究成果公開発表：令和元(2019)年度補助事業の完了後 61 日以内→令和元(2019)年

度補助事業の完了後 91 日以内 ※延長後の期限以降も柔軟に対応 

6 件中 2件（33.3％）が延長期間に提出 

５．交付申請の留保 

研究成果公開促進費（研究成果公開発表）について、シンポジウム等の準備や開催日

の検討が困難な場合には、交付申請を留保できることとし、その場合の交付申請を９

月 11 日まで延長可能とした。 

６．新型コロナウイルス感染症の感染拡大を事由とする研究課題の令和３年度への繰

越申請書の様式を簡略化、補助事業期間の再延長を認めた。 

  繰越申請：7,450 件 前年度（3,754 件）と比較して 

  98.5%増 

  補助事業期間延長承認申請：約 9,900 件 

 前年度比約 1.6 倍 

  うち、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を事由とする申請数 

  繰越申請：約 6,800 件 

 補助事業期間の再延長申請：約 3,400 件 

 前年度延長した課題の約５割 

７．その他 

研究活動スタート支援及び国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ））にかか

る審査委員の委嘱依頼の回答期限を延長（４月 24 日→５月 15 日） 

・審査委員候補者データベースの確認・更新期限を延長（４月 24 日→６月 12 日） 

・行政手続における押印の見直しが政府から要請されたことを受け、影響範囲の検討

（全 276 様式）や提出フォームを緊急構築した上で、他事業に先駆けて令和２年 10

月に「科学研究費助成事業（科研費）に係る各種書類の押印の廃止と提出方法の変更

について」（事務連絡）を発出し、科研費にかかる提出書類全てについて押印を速や

かに廃止するとともに、紙媒体での提出も求めないこととした。 

 

【審査・評価の充実】 

■審査業務 

（審査業務） 

方式を変更し、着実に審査を実施したことは高

く評価できる。 

・国際共同研究加速基金については、審査評定

を見直したことで、研究種目の目的・性格に応

じた審査をより効果的に行うことが可能とな

った。 

・審査委員の選考にあたり、令和元年度に引き

続き「若手研究」「若手研究（Ｂ）」採択経験者

についても審査委員候補者データベースへ登

録し、委員候補者の新規登録者数を着実に充実

（登録者総数 135,876(対前年度 8.2%増)）さ

せるとともに 、選考過程において、学術シス

テム研究センター研究員の参画を得て、約 38

万件にも及ぶ前年度の審査に対する検証を実

施し、当該検証結果を踏まえて、適切な審査委

員を選考しており、公正な審査制度を構築して

いる。あわせて、年齢層が比較的低い（49 歳以

下）研究者の審査委員への積極的登用を進め、

審査委員に占める 49 歳以下の割合の増を着実

に図っている。 

また、10月に開催された科学研究費委員会にお

いて、令和２年度科研費の審査の総括を計画通

り行っている。なお、全ての審査委員の任期が

満了した種目について速やかに審査委員名簿

を公表することで透明性の高い審査システム

の構築を図っている。 

・審査では、審査委員と応募者が審査に臨むに

当たっての姿勢を示した「科学研究費助成事業

（科研費）の審査について」を手引及び審査シ

ステム画面に示すことにより、ピアレビューに

よる科研費の審査がより健全に機能するよう

図っており、審査マニュアルにおいては、学術

的な意義に基づいて審査を実施するよう、審査

委員への周知を徹底することで、新たな審査シ

ステムに対する理解向上を図っている。以上の

取組により、公正で透明性の高い審査制度を着

実に整備した。 

・科研費審査システム改革後、改革の実効性・

有効性を検証するため、審査会での意見交換や

学術システム研究センター研究員による検証、

また令和元年度に実施したアンケートにより、

新たな審査システムである総合審査、２段階書

面審査とも有効に機能していることが確認さ

の簡略化や、補助事業期間の再延長申請

を認める等の柔軟な対応を行うととも

に、電子申請システムを活用しながら、

倍増した繰越申請を受け付け、研究者の

研究計画等の進捗状況に応じて弾力的

に研究費を使用できるよう対応したこ

とは、年度計画を上回る成果であり高く

評価できる。 

③研究成果の適切な把握 

・令和元年度に終了した研究課題の研究

成果報告書について、報告が可能な全て

の研究課題について提出させており、着

実に業務を実施したと認められる。 

また、科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）について、研究成果報告書のダ

ウンロード数の大幅な増加はKAKENを通

じた研究成果の社会還元・普及等が着実

に行われていると認められる。 

また、広報として「科研費 研究成果トピ

ックス」を令和元年度に引き続き実施し

ており、科研費事業の研究成果を広く公

開することに努めていると認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

今回新たに導入したオンライン形式の

審査を含め、審査・評価業務におけるデ

ジタル化の推進について、審査委員から

の意見等も踏まえ検証し、効果的・効率

的な運用に資する更なる改善に向けた

検討を期待する。 

また、科研費の審査・評価業務改善のた

めにも、応募状況等を分析し状況の把握

に努めつつ、検討を進めることを期待す

る。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

「挑戦的研究（開拓）」の新規応募件数の

大幅な増加やそれに伴う審査委員の増

加、緊急事態宣言の発令といった状況に

あっても、審査業務を円滑に行ったこと

は評価できる。オンライン形式の審査の

導入や「挑戦的研究（開拓・萌芽）」にお
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・６月４日、７月 14 日、10 月 30日に科学研究費委員会を従来の集合形式ではなく、

オンライン形式で開催し、文部科学省科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日

本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」に基づき、「科学研

究費助成事業における審査及び評価に関する規程」の一部を改正した。このことによ

り、研究種目の特性に応じ、適切に審査を行う仕組みを整備した。また、科学研究費

委員会についてはメール審議形式も併用することとし（令和２年度は５回実施）、議

論の機会を増やすとともに委員の負担を軽減した。 

・特別推進研究及び基盤研究（Ｓ）については「総合審査」にて実施しているが、支

援規模等を踏まえて、より総合的な観点からの審査を実施するため、書面審査後に、

ヒアリング審査を経て、合議審査を実施した。また、専門性も配慮し、審査意見書（特

別推進研究については海外レフェリーも含む）を活用した。 

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響により、令和２年３月 27 日以降に

予定していた特別推進研究及び基盤研究（Ｓ）の合議審査の中断を余儀なくされたが、

審査再開に向けた検討を重ね、従来の集合形式に代え、オンライン形式により審査を

再開した。特別推進研究では当該オンライン会議形式により第２回合議審査（ヒアリ

ングの実施、合議による採択候補研究課題の選定）を１つの小委員会で実施し、基盤

研究（Ｓ）では第 1回合議審査（ヒアリング研究課題の選定）を６つの小委員会で、

続く第２回合議審査（ヒアリングの実施、合議による採択候補研究課題の選定）を 11

の小委員会で実施し、オンライン会議形式による審査の経験・ノウハウが全くない中

でも確実に審査を完了させた。 

・挑戦的研究（開拓・萌芽）について、12 月４日～１月 16 日にかけてプレスクリー

ニング（事前の選考）を、３月２日～４月 14 日にかけて書面審査を実施した。その

後、４月 16 日に緊急事態宣言の対象が全国に拡大されたことにより、集合形式での

合議審査に代え、公正・公平な審査を迅速に実地し、速やかに交付業務を行うため、

文部科学省及び科学技術・学術審議会との協議により「基盤研究（Ｂ・Ｃ）」等の審

査方式である「二段階書面審査」の仕組みを活用し、同一の審査委員に相互の評点・

コメントを確認した上で再度評価する２段階の書面審査によって採択候補研究課題

を選定し、７月 30 日に内定通知を発出した。「挑戦的研究（開拓）」では「基盤研究

（Ｂ）」との重複制限緩和により新規応募件数が 1,607 件と前年度（699 件）より大

幅に増加するなか、合議を必要とする研究種目において最多である 595 人の審査委員

との間で審査方式の変更など例年以上の連絡調整を実施した。 

・国際共同研究加速基金については、令和２年度助成分として、国際共同研究加速基

金（国際共同研究強化（Ａ））について、令和２年度の新規応募研究課題 400 件につ

いて、令和２年 10 月上旬から令和３年２月上旬にかけて同じ審査委員による書面審

査及びオンライン会議形式の合議審査（審査委員約 140 名。小委員会を 17 回開催）

を実施し、126 件の採択を行い、令和３年２月 19 日に交付内定通知を発出した。 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ））について、新規応募研究課題 1,231

件について、令和２年７月上旬から令和２年９月中旬にかけて科研費「審査区分表」

の「中区分」を活用した「２段階書面審査」（審査委員約 510 名）を実施し、255 件の

採択を行い、令和２年 10 月 27 日に交付内定通知を発出した。 

・国際共同研究加速基金（帰国発展研究）については、令和２年度の新規応募課題 48

件について、令和２年 11 月中旬から令和３年２月中旬にかけて同じ審査委員による

書面審査及び合議審査を実施し、12 件を採択し、令和３年３月 16 日に交付内定通知

れた。他の審査委員の評価結果を参考に再評価

する仕組みが機能していることからも、学術的

価値の高い研究課題を採択する仕組みが機能

し、審査の質の向上が図られていると考えられ

る。 

・「特別推進研究」、「基盤研究（Ｓ）」の研究進

捗評価及び研究成果の検証並びに「特別推進研

究」、「基盤研究（Ｓ）」（平成 30 年度以降に採

択された研究課題）及び「研究成果公開促進費

（国際情報発信強化）」の中間評価については

適切に実施し、評価結果についてはホームペー

ジにおいて広く公開するなど、年度計画通り着

実に評価業務が行われている。 

【助成業務の円滑な実施】 

・科研費に係る提出書類全てについて押印を

廃止するとともに、紙媒体での提出も求めない

こととした。政府からの要請を踏まえ迅速に対

応した結果として、新型コロナウイルス感染症

の影響もあり、ペーパーレス化が顕著に進んだ

ことは研究者および研究機関の事務負担軽減

となり、計画を上回る成果として高く評価でき

る。 

・オンラインによる会議の実施に当たっては、

通信環境の整備や IT リテラシーを一定基準以

上有することが必要とされる中で急遽対応し、

事業遂行に大きな影響を与えなかったことは

特筆に値する。特に各合議審査に先立ち当日の

円滑な進行を確保するため 1,000 名を超える

審査委員に対して事前の接続テストを実施し、

大きな接続トラブルを生じさせることなく全

ての審査会を完遂した。また、審査委員の旅費

や日当が不要になることから、大幅なコスト削

減につながった。 

・日本語版の公募要領等に加え、英語版の公募

要領等も作成し公表しており、日本の研究機関

に所属している外国人研究者が応募する際の

利便性の向上を図っており着実に業務を実施

している。また、科学研究費委員会を開催し、

審査方針を決定後、研究者等が確認できるよう

応募受付期限前に公表しており、研究者の申請

準備の便宜の向上や、透明性を確保しているこ

とは高く評価できる。 

 

ける「二段階書面審査」の活用など、新

型コロナウイルス感染症に伴う審査運

用の変更による効果や影響を検証し、審

査制度の改善に努めることを期待する。

また、平成 30 年度から導入した現行の

審査制度は、極端に専門領域にこだわる

ことなく、広い視点で学術研究評価を行

うという新しい研究哲学に基づいたも

のである。これらの審査制度の評価・検

証は、長期的に行われる必要があり、中

期計画評価では重要なポイントになる

ため、継続的な分析を期待する。 

研究成果報告書のダウンロード数が前

年度に比べ大幅に増加している状況も

踏まえ、さらに効果的な情報発信方法等

を分析・検討し、研究成果が社会に還元

され、より多くの人に活用される仕組み

づくりの強化を期待する。 
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を発出した。なお、国際共同研究加速基金（帰国発展研究）の審査は、これまで審査・

評価第一部会において実施してきたが、国際共同研究強化（Ａ）と同じ国際科学研究

費部会において審査を行うこととし、さらに応募研究課題が種目の趣旨・対象に合致

しているかどうかを評価するため、評定要素を「Ａ．帰国発展研究としての妥当性」

と「Ｂ．研究計画の内容に関する評定要素」に整理し、評定要素の内容を見直した。

また、研究計画調書を含む審査資料は紙媒体での送付を行わず、電子申請システムの

みで書面審査を行うことで、11 月の公募締切後、速やかに書面審査を開始するとと

もに、電子申請システムのみで書面審査を行うことなどについてアンケート調査を行

った。 

・基盤研究（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）及び若手研究については、令和３年度の新規応募研究

課題約９万件のうち、約７万６千件について、令和２年 11 月の応募締切後、令和２

年 12 月上旬から令和３年３月中旬にかけて審査を行い、令和３年４月１日に交付内

定通知を発出することで４月当初から研究を開始できるよう、迅速に審査を実施し

た。基盤研究(Ｂ)、(Ｃ)、若手研究については、同一の審査委員が２段階にわたり、

書面審査を行い採否を決定する審査方式「２段階書面審査」を実施し（審査委員約

6,000 名）、基盤研究(Ａ)については、書面審査及び合議審査(審査委員約 500 名)を

同一の審査委員が行い、審査委員相互の議論を通じて採択候補研究課題を選定する審

査方式「総合審査」で配分審査のための小委員会を従来の集合形式ではなく、オンラ

イン形式で延べ 82 回実施した。なお、基盤研究（Ａ）等のオンライン形式の合議審

査に先立ち当日の円滑な進行を確保するため 1,000 名を超える審査委員に対して事

前の接続テストを実施した。 

・若手研究における独立基盤形成支援（試行）について、支援対象の研究種目を従来

の「若手研究」から「基盤研究（Ｃ）」にも拡大した結果、応募件数は 173 件と、前

年度の 67 件から約 2.6 倍になった。７月１日に公募要領を公開し、９月７日の科学

研究費委員会において 133 件の採択を行い、９月 18 日に交付内定通知を発出した。 

・奨励研究については、審査区分毎に同一の審査委員が書面審査を２回行い採否を決

定する「２段階書面審査」を引き続き実施した。 

・研究成果公開促進費については、小委員会において書面審査を行った上で、同一の

審査委員によるオンライン会議形式で合議審査を７回実施し、採択を行った。 

 

（審査委員の選考） 

・審査委員の選考に当たっては、学術システム研究センター研究員が審査委員候補者

データベース（令和２年度において約 10,200 名の新規登録者を加え、登録者数は

135,000 名以上に充実）を活用し、専門的見地から適切な審査委員を選考した。具体

的には、学術システム研究センターの研究員によって、審査に問題があった審査委員

や有意義な審査コメントを付した審査委員の特定など、前年度の審査を検証（※）し

た上で選考した。この他、次世代の審査委員を育成するなどの観点から、令和元年度

に引き続き、「若手研究」と「若手研究（Ｂ）」の採択経験者をデータベースへ登録し

審査委員候補者の拡充を図るとともに、研究分野の事情も考慮に入れつつ、年齢層が

比較的低い（49 歳以下）研究者を「基盤研究（Ｂ）」「基盤研究（Ｃ）」「若手研究」の

審査委員に積極的に登用した。これにより、当該研究種目の審査委員に占める 49 歳

以下の割合を前年度比 6.7％増（構成比 48.2％）とした。 

 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、ホ

ームページ上で事業主旨や公募内容の変更点

等を周知するとともに、質疑応答の代替手段と

して FAQ を充実させることで従来の集合形式

にあったメリットを補完した。また、研究機関

からの要望に応じて、全国各地で説明会を行

い、公募内容や制度の改善等に係る正しい理解

の促進を積極的に図っている。 

【交付業務】 

・科学研究費委員会の審査結果に基づき、大部

分の研究種目について、年度当初の４月１日付

で交付内定通知を発出しており、書面審査だけ

でなくヒアリング審査も行っている研究種目

についても、研究を早期に開始できるよう交付

業務を迅速に行っている。 

 

・新型コロナウイルス感染症拡大を繰越事由

とする研究課題の繰越申請書様式の簡略化や、

補助事業期間の再延長申請を認める等の柔軟

な対応を行うとともに、大幅に増加した申請を

例年にない短期間で処理し、研究者の研究計画

等の進捗状況に応じて弾力的に研究費を使用

できるよう対応したことは、年度計画を上回る

成果であり高く評価できる。また、実績報告書

及び実施状況報告書の提出件数が年々増加し

ている中、実績報告書に基づく額の確定処理を

円滑に行っている。 

・科学研究費助成事業は、これまでも、平成 23

年度から一部種目に基金化を導入するなど、常

に他の競争的資金制度に先がけて制度改善を

行っており、令和元年度からは海外渡航時にお

ける科研費の中断・再開制度を導入し、また、

基金対象課題の拡大に伴う準備等を着実に実

施するなど、多くの研究活動の活性化や研究費

の効率化、研究者の負担軽減が図られている。

科研費は、現時点においても、学術研究の特性

を踏まえた、非常に効率的・効果的な助成制度

となっているが、学術研究の更なる発展を図る

べく不断の見直し等を行っていることは、更な

る制度改善を着実に進めたものとして、高く評

価できる。 

・学術研究助成基金については、安全性の確保

を最優先としつつ、運用期間、運用額及び金融
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※令和２年度科研費の審査の検証 

実施時期：令和２年２月～令和２年７月 

実施件数：約 38 万件 

 

・審査に当たっては、２段階書面審査方式、総合審査方式を導入することにより、同

一の審査委員が２回にわたって審査を行うことで、他の審査委員の意見も踏まえなが

ら自身の評価の再検討を可能としている。さらに、各審査委員が行った審査の結果に

ついても、学術システム研究センターにおいて、審査・評価規程を踏まえた基準・方

法で審査が行われていたか否かの検証を行うなど、審査の公正性を確保している。 

なお、10 月に開催された科学研究費委員会において令和２年度科研費の審査の総括

を行い、文部科学省の審議会においても報告した後、ホームページで公表した。 

●「審査に係る総括」 

https://www.jsps.go.jp/j-

grantsinaid/01_seido/03_shinsa/data/r02/R2_shinsa_soukatsu.pdf 

また、審査委員名簿についても、審査終了後にホームページ上で公表することとして

おり、全ての審査委員の任期が満了した研究種目について名簿を公表し、透明性の高

い審査システムの構築を図った。 

●審査委員名簿 

https://www.jsps.go.jp/j-

grantsinaid/14_kouho/data/index/h31/h31_meibo01_kakenhiiin.pdf 

 

（新たな審査システムの理解向上） 

・審査を担当する審査委員の公平かつ公正な審査に資するため、審査の手引を作成し

た。また、審査委員と応募者が審査に臨むに当たっての姿勢を示した「科学研究費助

成事業（科研費）の審査について」を手引及び審査システム画面に示すことにより、

ピアレビューによる科研費の審査がより健全に機能するよう図ったほか、審査の手引

並びに幹事説明会において審査にあたっての姿勢を説明し、科研費の審査方式につい

て、審査委員への周知を徹底した。 

・従前の取組に加え、学術システム研究センターからの提案に基づいて、審査委員が

審査に先立って、改革の趣旨や背景、意義等についてさらに理解を深めることが重要

との考えのもと、学術システム研究センターでの議論を経て資料「科研費審査システ

ム改革 2018 の趣旨等について」により審査委員へ事前に周知した。 

 

（新たな審査システムの改善） 

・科研費審査システム改革の検証や改善のため、審査会での意見交換や審査委員に対

するアンケートの実施により、審査委員からの新たな科研費の審査方式等に対する意

見を把握した。 

 

■評価業務 

（研究進捗評価の実施） 

・科学研究費委員会において、「特別推進研究」及び「基盤研究（Ｓ）」については、

これまでの研究成果、研究組織の適切性、研究費の使用、研究目的の達成見込みとい

った当該研究課題の研究の進捗状況を把握し、当該研究の今後の発展に資するため、

商品を設定して流動性を確保するとともに、複

数の金融機関から引き合いを行い、収益性の向

上に留意し、着実な管理及び運用を行ってい

る。 

【研究成果の適切な把握】 

・令和元年度に終了した研究課題の研究成果

報告書について、国民へ研究成果を還元すると

いう観点から、報告が可能な全ての研究課題に

ついて提出させており、着実に業務を実施し

た。 

また、科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）について、研究成果報告書のダウンロ

ード数の大幅な増加は KAKEN を通じた研究成

果の社会還元・普及等が着実に行われていると

考えられる。 

さらに、国民が科研費においてどのような研究

が行われているか、また、研究成果が生み出さ

れたかを知ることができるよう、分かりやすい

形での情報提供を行い、新たに基盤研究(Ａ)の

採択課題の所見を公開するなど、様々な情報を

広く公開している。 

・「科研費 研究成果トピックス」については、

原稿の様式を統一し記入要領を提示したこと

によって、研究成果が伝わりやすい情報発信を

可能としたほか、一般の方にも読みやすく理解

しやすい内容となり、多くの国民に科研費やそ

の研究成果をわかりやすく紹介している。ま

た、依頼の仕方等を工夫したことで、研究機関

や研究者の負担軽減を実現し、研究の現場に近

い観点で選定した数多くの優れた科研費の研

究成果を発信している。さらに、研究機関の連

絡先掲載やホームページにおける公開方法を

工夫する、KAKEN へのリンクを設けるなど、科

研費に関する積極的な情報発信や広報普及活

動に着実に取り組んでいる。 

 

＜課題と対応＞ 

・今後も感染対策とペーパーレス化が求めら

れることから、オンラインでの会議が効率的に

運用できるよう整備を進める。審査委員から聴

取した意見等を参考に、ポストコロナの審査会

のあり方を検討する。 

・学術研究の特性を踏まえ、より効率的・効果



 

24 
 

ヒアリング・書面・合議による研究進捗評価（88 件）、及び研究成果の検証（79 件）

を行った。 

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響により、審査業務同様、審査委員が

本会に一堂に会して行う従来の集合形式による合議審査に代え、オンライン形式によ

って、特別推進研究では第３回合議審査を３つの小委員会のすべてにおいて、基盤研

究（Ｓ）においても第３回合議審査を全 21 の小委員会でそれぞれ実施し、確実に評

価を完了させた。 

また、研究進捗評価及び研究成果の検証結果については、令和２年 12 月 16 日にホー

ムページに広く公開するとともに、研究進捗評価結果を令和３年度科研費の配分審査

に活用した。 

 

●研究進捗評価の実施状況 

部会名 研究種目 
研究進捗評価

の内容 

委員会開催 

実績 
実施課題数 

審査・評価

第一部会 

特別推進

研究 
研究進捗評価 R2 年８～９月 12 件 

研究進捗評価

（検証） 
R2 年８～９月 14 件 

審査・評価

第二部会 

基盤研究

（Ｓ） 
研究進捗評価 R2 年８～９月 76 件 

研究進捗評価

（検証） 
R2 年８～９月 65 件 

計 167 件 

・特別推進研究 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/25_tokusui/hyouka_02.html 

・基盤研究（S） 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/12_kiban/cg_hyouka_r02.html 

（中間評価の実施） 

・科学研究費委員会において、「特別推進研究」及び「基盤研究（Ｓ）」（平成 30 年度

以降に採択された研究課題）については、当初予見していなかった展開を含むこれま

での研究の進展状況や研究成果、研究組織の適切性、研究費の使用といった当該研究

課題の中間年度における研究の進捗状況を把握し、当該研究の今後の発展に資するた

め、ヒアリング・書面・合議による中間評価（90 件）を行った。 

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響により、研究進捗評価と同様、オン

ライン上の会議システムを活用したオンライン形式により第 3回合議審査を実施し、

評価を確実に完了させた。 

また、中間評価結果については、令和２年 12 月 16 日にホームページに広く公開し

た。 

・研究成果公開促進費（国際情報発信強化）について、対象となる成果公開の進捗状

況を把握し、当該成果公開のその後の取組に資するため、５年間の内約を行った継続

事業課題のうち３年目の課題について、ヒアリング等による評価を実施した。なお、

評価結果をホームページにおいて公開している。加えて、中間評価を受けた課題を発

展させる目的で、助成期間最終年度において令和３年度科研費に応募がなされた場合

的な助成制度となるよう、引き続き不断の見直

しを行っていく。 

・引き続き、研究者の利便性向上を図りながら

円滑な募集・交付業務等を実施するとともに、

わかりやすい情報発信を行っていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である２－１については、外部有識

者で構成する科学研究費委員会において令和

元年度の応募・採択件数、審査の組織、方法、

経過等について総括を行い、審査・評価の公正

性・透明性が確保されていることが確認され

た。また、各年度の審査終了後に行う審査の検

証においても、審査の中で利害関係や利益誘導

が行われていないか等を確認しており、様々な

形で審査・評価の公正性・透明性を確認できる

仕組みを構築している点は高く評価できる。 

・評価指標である２－２については、中期目標

に定められた水準にて交付処理を行うだけで

はなく、迅速かつ正確に約９万件の新規応募課

題を処理していることや毎年の応募、審査、交

付業務を行う傍ら、科研費の審査システムに係

る不断の見直しや改善を図っている点は高く

評価できる。 

 

・関連指標である２－Ａについては、令和２年

度の科学技術の状況に係る総合的意識調査指

数は 5.2 であり、「ほぼ問題はない」との評価

を得ている。 

・関連指標である２－Ｂについては 67％であ

った。今後も推移を確認しつつ、研究成果が一

層生み出されるよう、引き続き制度改善を行っ

ていくこととする。 
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は、中間評価結果を科研費の配分審査に活用した。 

 

●令和２年度中間評価実施件数： 

・特別推進研究：11 件 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/25_tokusui/hyouka_02.html 

・基盤研究（Ｓ）：79 件 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/12_kiban/cg_hyouka_r02.html 

・研究成果公開促進費（国際情報発信強化）15 件 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/index.html 

 

【助成業務の円滑な実施】 

■募集業務（公募） 

・令和３年度公募に関する情報について、９月作成の日本語版の公募要領等に加え、

英語版の公募要領等も作成し、併せてホームページで公表することにより、研究計画

調書の様式などの情報を研究者等が迅速に入手できるようにした。なお、外国人研究

者の利便性向上を図るため、令和 3年度公募における主な変更点等、研究計画調書の

様式、記入要領、重複制限一覧表といった特に重要な部分については、日本語版の公

募要領と同日に英語版を公表した。研究機関担当者向けの内容等、その他の部分を含

む公募要領全体の英語版については、９月 18 日に公表した。 

・11 月上旬の基盤研究等の応募受付期限前に研究者等が審査方針等の内容を確認で

きるよう 10 月 13 日に科学研究費委員会（メール審議）において主な審査方針等を決

定後、10 月 15 日に公表した。 

・研究活動スタート支援については、令和３年３月１日より公募を開始し、英語版の

公募要領等を３月５日に提供開始した。 

 

・説明会の実施 

例年「科学研究費助成事業公募要領等説明会」として開催してきた説明会について、

令和元年度より「科学研究費助成事業説明会」と名称を変更し、最近の科研費制度変

更を行った趣旨や目的、科研費制度における関係者の役割や研究者の責務等につい

て、より理解を深めてもらうことを目的とする説明会を開催したところだが、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大を受け、従来の集合形式に代え、日本学術振興会のホーム

ページに科研費制度の概要や令和３年度の公募内容の変更点等の説明資料を掲載し

た。資料では公募における主な変更点、科研費改革の趣旨、令和３年度の概算要求、

公募内容の変更点等について説明するとともに、質疑応答の代替手段として FAQ を充

実させ、質問内容に合わせて随時更新（計６回）した。加えて、制度の改善や公募の

内容等に係る正しい理解の促進を図るため、機関等からの要望に応じて全国各地で個

別説明会を開催した（15 回）。 

 

■交付業務 

・令和２年度科研費について、科学研究費委員会等の審査結果及び文部科学省からの

通知に基づき、下記のとおり研究種目の交付業務を迅速に行った。 
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●交付内定通知の日程 

研究種目 交付内定日 

・基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）、若手研究の新規研究課題

及び継続研究課題、新学術領域研究の継続の研究領

域に係る新規研究課題及び継続研究課題 

４月１日 

・特別推進研究、基盤研究（Ｓ）、挑戦的研究（開拓）、

特定奨励費及び特別研究員奨励費の継続研究課題 

 

・研究成果公開促進費（研究成果公開発表、国際情

報発信強化、学術図書、データベース）の新規事業

課題及び継続事業課題 

 

・奨励研究の新規研究課題  

特別推進研究の新規研究課題 ７月 30 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 ４月 24 日 

基盤研究（Ｓ）の新規研究課題 ８月 31 日 

挑戦的研究（開拓・萌芽）の新規研究課題 ７月 30 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 ７月１日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 ７月 29 日 

研究活動スタート支援の新規研究課題 ９月 11 日 

若手独立基盤形成支援（試行）の新規研究課題 ９月 18 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 ９月 25 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題及び資格変更した

特別研究員(CPD) への追加交付 

10 月１日 

学術変革領域研究（Ｂ） 10 月２日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 10 月 12 日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ）） 10 月 27 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 11 月 13 日 

学術変革領域研究（Ａ） 11 月 19 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 １月１日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ）） ２月 19 日 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） ３月 16 日 

※４月上旬より後に交付内定通知を発している種目は「ヒアリング審査等を行ってい

る」「公募や応募の時期が異なる」などの種目である。 

・ヒアリングを実施するなど研究種目にふさわしい審査を実施している特別推進研

究や基盤研究（Ｓ）、事前の選考を行っている挑戦的研究（開拓・萌芽）、公募・審査

の時期を別途設定している研究活動スタート支援等を除き、基盤研究、若手研究の不

採択となった応募者のうち希望者に対し、おおよその順位、評定要素毎の平均点、不

十分と評価された項目など書面審査等の結果について、令和２年４月 20 日に電子申

請システムにおいて開示を行った。 

 

（制度改善による弾力的な運用） 

・科研費（補助金分）については、従前通り繰越手続により次年度に研究費を繰越し
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ており、令和３年度に繰越す研究課題は令和元年度（3,754 件）と比較して 98.5%増

となる約 7,450 件であった。なお、新型コロナウイルス感染症の影響による繰越の場

合に限り、申請書の様式を簡略化した結果、新型コロナウイルス感染症に係る繰越申

請件数は約 6,800 件であった。また、科研費（基金）分については、補助事業期間を

令和３年度に延長する研究課題は 9,913 件であった。また、前年度に延長をした課題

については、新型コロナウイルス感染症の影響による再延長の申請を認めることとし

た結果、新申請は 3,426 件にのぼり、令和元年度に延長した課題の約５割となった。 

 

・平成 25 年度から科学研究費補助金に「調整金」の枠を設け、補助金分の対象研究

種目において前倒し使用や繰越事由に該当しない研究課題について次年度使用を可

能とする制度改革を行い、令和 2年度はのべ 111 件の研究課題の前倒し使用、732 件

の研究課題の次年度使用の承認を行うなど、研究等の進捗状況に応じて弾力的に経費

の執行ができるようにした。 

・学術研究助成基金により交付している（基金分）については、前倒し使用（令和２

年度申請実績 548 件）や次年度使用（令和２年度に次年度使用した研究課題は約

41,800 件）等の年度にとらわれない弾力的な運用を行った。 

※平成 25 年度を基準とした増加率  

繰越：約 5.1 倍 

調整金（次年度使用）：約 9.6 倍、 

調整金（前倒し使用）：約 1.7 倍、 

科研費（基金分）前倒し使用：約 0.8 倍、 

科研費（基金分）次年度使用：約 1.7 倍 

 

・若手研究者等が海外渡航による科研費での研究を断念することなく、帰国後の研究

費が保障されるよう海外渡航時における科研費の中断・再開制度を令和元年度より導

入し、令和２年度は 87 件の申請を受理した。 

また、令和２年度からは挑戦的研究（開拓）が基金化され、円滑に交付業務を行った。 

・科研費使用ルールについて、研究者の研究計画の進捗状況等に応じて、柔軟に研究

を行うことができるよう、変更について検討を行った。具体的には、①研究費の効果

的・効率的な使用を一層促進するため、令和２年度から合算使用の制限を緩和し、一

定要件の下で科研費の複数の研究課題の直接経費同士を合算して使用することを可

能とすること、②科研費で購入した図書の寄付について、令和２年度以降は金額に拠

らず、研究上の支障がなくなるときまで寄付の留保を可能とできるようにすること、

③異動後の研究環境の整備を円滑に進め研究を一層加速させるため、科研費で購入し

た設備等の所属研究機関の異動に伴う移設の取扱いについては、これまでの研究期間

内に加えて、研究期間終了後５年間は最低限、研究者（補助事業者）の希望に応じて

科研費で購入した設備等を返還、移設させることとした。 

 

（額の確定及び状況の確認） 

・令和２年度に提出された科学研究費助成事業に係る実績報告書（約 37,600 件（う

ち基金分約 17,900 件））を６月 30 日までに提出を受け、10 月７日に額の確定を行っ

た。 

・令和元年度に継続した科研費（基金分）の課題については、５月 31 日までに実施
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状況報告書の提出を受け、約 49,400 件について状況の確認を行った。 

・国庫債務負担行為が導入された特別推進研究の令和２年度に継続する課題につい

ては、６月 30 日までに実績報告書の提出を受け、額の確認を行った。 

 

【学術研究助成基金の管理及び運用】 

・学術研究助成基金については、「独立行政法人日本学術振興会における学術研究助

成基金の運用に関する取扱要項」（平成 21 年度制定）に基づき、安全性の確保を最優

先としつつ、流動性の確保や収益性の向上に留意した管理及び運用を行った。 

具体的には、助成金の交付時期及び交付額を考慮した上で、運用期間、運用額及び

金融商品を設定して流動性を確保するとともに、金融庁の指定する格付け機関のう

ち、２社以上から高い格付けを受けた金融機関を選定することにより、安全性を確保

した。 

 

【研究成果の適切な把握】 

■研究成果の把握・公表 

平成 31 年度に終了した研究課題の研究実績の概要及び研究成果報告書について、

KAKEN により公開した。令和２年度において、KAKEN において PDF ファイルで公開し

ている研究成果報告書のダウンロード数は、前年度比で、約 1.12 倍の約 360 万回と

大幅に増加している。 

また、科研費の研究開始時における公開情報の充実のため、採択された課題の研究

概要を、科研費の研究終了後における公開情報の充実のため、研究成果報告書に新た

に「研究成果の学術的意義や社会的意義」欄を設け、研究成果がより分かりやすく説

明された成果報告書を、それぞれ KAKEN に公開した。基盤研究(Ａ)の審査結果の所見

についても、令和元年度より公開している。 

 

・「研究成果の発信」に関し、現在、学術雑誌等では、近年の情報通信技術（ICT）の

発展に伴い、インターネットを通じて無料で自由に論文にアクセスできる「オープン

アクセス」化の流れが世界的に拡大していることを踏まえ、科研費の助成を受けて執

筆した論文のオープンアクセス化の推進について公募要領で周知するとともに、「実

績報告書（研究実績報告書）」で報告する科研費論文については、オープンアクセス

化の状況についても併せて報告を受けた。 

※研究実績（実施状況）報告書で令和元年度中に報告された科研費論文数に占めるオ

ープンアクセス化した（予定含む）論文数の割合 約 35.2%（約５万９千件） 

 

■広報誌等 

・科研費による研究成果を一般の方々にわかりやすく紹介する「科研費 研究成果ト

ピックス」について、原稿の様式と記入要領を提示した上で、選考・作成・校閲を研

究機関の裁量に委ねることで、研究機関や研究者、振興会の業務負担及び費用負担の

軽減に努めた。令和元年度に引き続き、令和２年度も試行的に研究成果についての原

稿の提出を研究機関に依頼した。22 機関から 98 件の原稿の提出を受け、科研費ホー

ムページ内に掲載した。（令和元年度：18 機関、126 件）科研費及びその研究成果の

発信を充実させるため、掲載に当たっては、科学研究費助成事業データベース（KAKEN）

の各研究者や各研究課題のページへのリンクを設けた。また、掲載した研究成果につ
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いては、科研費ホームページのトップページにスライドショー形式で研究者の写真付

きで紹介し、注目度を上げるよう取り組んだ。 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/37_topics/index.html 

 

 【評価指標】 

２－３ 国際共同研究におけ

る新たな枠組みの導入による

申請・審査過程の効率化・国

際 

化（有識者の意見を踏まえ判

断） 

 

【関連指標】 

２－Ｃ 二国間共同研究・セ

ミナーのうち、次のステージ

となる共同研究に結び付いた

発展的な成果を出したと研究

者自身が評価する共同研究及

びセミナーの割合 

 

２－Ｄ 事後評価を行う国際

的な共同研究等を支援する事

業において、想定どおり、あ

るいはそれ以上の成果を上げ

た課題の割合 

 

【目標水準の考え方】 

２－３ 英語での申請に加

え、相手国対応機関と審査を

分担することにより、審査過

程の効率化・国際化が図られ

たか、有識者の意見を踏まえ

判断する。 

 

２－Ｃ 国際的な共同研究の

促進と国を越えた優れた学術

研究への支援状況を把握する

ため、当該指標について毎年

度確認を行うとともに、前中

期目標期間における事業実施

後のアンケート調査結果（平

成 25～28 年度の調査におい

て、研究成果の発展予定、別

【諸外国との二国間交流の支援】 

■二国間交流事業 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う渡航制限措置等の影響を受けながらも、各

課題では、必要に応じてオンラインを活用した共同研究の実施、ウェブ会議システム

を利用したセミナーの開催などにより、交流を推進した。渡航を要とする計画を含む

課題は、後述の特例措置を利用し、委託期間を延長した。 

 

●協定等に基づく共同研究・セミナー・研究者交流 

・我が国の研究水準の向上、国際競争力の強化を一層進めるため、諸外国の学術振興

機関との協定等に基づき実施される二国間交流事業においては、34 か国、46 機関と

の協定等に基づき、下記のとおり支援した。 

＞共同研究：350 件・セミナー：38 件 

派遣交流総数：０ 

受入交流総人数：６ 

＞研究者交流：１人(派遣：１人、受入：０人) 

＞申請・採択実績（令和２年度実施分） 

 申請件数 採択数 採択率 

共同研究・セミナー 1,117 件 195 件 17.5％ 

研究者交流派遣 ８件 ３人 37.5％ 

・新型コロナウイルス感染症の影響が著しい地域の相手国機関との協議についても

円滑に進むよう努め、新規課題を採択した。 

 

●オープンパートナーシップ共同研究・セミナー 

・協定等に基づく二国間交流事業を実施している国以外との交流に対する研究現場

からのニーズにも幅広く応えるため、我が国と国交のある全ての国（台湾及びパレス

チナについてはこれに準じて取り扱う）を対象に、下記のとおり支援した。 

また、令和２年度に新設したオープンパートナーシップセミナー（大学間連携）によ

り、大学コンソーシアム等の組織的な取組への支援を行った。 

＞共同研究・セミナー・セミナー（大学間連携）：99 件 

派遣交流総数：０ 

受入交流総人数：１ 

●オープンパートナーシップ申請・採択実績（令和２年度実施分） 

 申請件数 採択数 採択率 

共同研究・セミナー・ 

セミナー（大学間連携） 
288 件 52 件 18.1％ 

・上記採択数のうち、令和２年度に支援した協定等を締結していない国との交流は 27

か国・44 件（下表参照）であり、研究現場からの多様な国との交流ニーズに幅広く対

応できた。 

 

（２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推

進 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を上回っ

て履行し、中期目標を上回るペースで実績を上

げていると言えることから、評定をａとする。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

弾力的な運用を実施し、学術国際交流が停滞し

ないよう研究者のニーズに配慮した支援を行

ったことは着実に業務を実施したと評価でき

る。 

・諸外国の学術振興機関との協定等に基づき

実施する事業については、新型コロナウイルス

感染症の影響が著しい地域の相手国機関との

協議が円滑に進むよう努め、とりわけ国際共同

研究事業については、リードエージェンシー方

式による審査を導入したプログラムの実施に

向け協議を実施し、募集要項の合意に至ったこ

とは、高く評価できる。 

 

【諸外国との二国間交流の支援】 

・二国間交流事業では、研究者のニーズや諸外

国の学術振興機関との関係に配慮して、継続的

な見直しを行いながら中期計画通り着実に業

務を実施した。 

【国際的な共同研究の推進】 

・国際共同研究事業では、採択課題の研究が円

滑に実施されるよう滞りなく支援するととも

に、欧州との社会科学分野における国際共同研

究プログラム（ORA プログラム）について遅滞

なく新規課題を採択した。また、スイス科学財

団（SNSF）、ドイツ研究振興協会（DFG）及び英

国研究・イノベーション機構（UKRI）の３か国

の学術振興機関とそれぞれリードエージェン

シー方式を導入したプログラムの実施に向け

協議し、特に英国 UKRI とのプログラムにおい

て募集要項の合意に至ったことは、両機関の相

（２）研究の国際化と国際的な共同研究

等の推進 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた各事業において、期間延長など各課

題に対して柔軟な対応に努めるととも

に、事業運営に支障が生じないようオン

ライン形式の審査・評価等を実施したこ

とは、新型コロナウイルス感染症の影響

下において学術国際交流や国際研究ネ

ットワークを停滞させず構築・維持・強

化させる重要な取組であり、高く評価で

きる。 

・国際共同研究事業について、スイス科

学財団（SNSF）、ドイツ研究振興協会

（DFG）及び英国研究・イノベーション機

構（UKRI）の３か国それぞれとリードエ

ージェンシー方式を導入したプログラ

ムの実施に向けて協議し、UKRI とは募集

要項の合意に至ったことは、これまで築

き上げてきた関係の強化に資する取組

であるとともに、今後の実施に向けて

SNSF 及び DFG とも協議を進めていくこ

とは事業の更なる発展が期待できる取

組であり高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き新型コロナウイルス感染症の

影響を受ける事業においては、計画変更

など柔軟な対応を実施することを期待

する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

文化的・歴史的背景の異なる世界各国の

学術振興機関との交流・協力は、ボーダ
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事業への申請予定、相手国側

とのネットワークの形成・拡

大、研究者の育成等の点で進

展があると評価された共同研

究及びセミナーの割合：

75％）を基準とした状況変化

を評価において考慮する。 

 

２－Ｄ 国を越えた優れた学

術研究への支援状況を把握す

るため、当該指標について毎

年度確認を行うとともに、前

中期目標期間における実績

（平成 25～28 年度の評価に

おいて、想定どおり、あるい

はそれ以上の成果を上げたと

評価された課題の割合：

84％）を基準とした状況変化

を評価において考慮する。 

 

●オープンパートナーシップ令和２年度採択内訳（交流相手国・地域） 

 
共同研究 セミナー 

セミナー 

（大学間連携） 

協定等を締結

していない国 

(共同研究:22

か国・36 件、

セミナー:４

か国・５件、セ

ミナー（大学

間連携）：３か

国・３件） 

スリランカ、マレー

シア、ミャンマー、

モンゴル、台湾、ザ

ンビア、オーストラ

リア、アイスラン

ド、ウクライナ、オ

ランダ、キルギス、

スウェーデン、スペ

イン、デンマーク、

ノルウェー、フィン

ランド、ルーマニ

ア、コロンビア、チ

リ、メキシコ、カナ

ダ、米国 

スロベニア、

ノルウェー、

カナダ、米国 

台湾、スイス、ス

ウェーデン 

協定等を締結

し て い る 国

(共同研究:５

か国・６件、セ

ミナー（大学

間連携）：２か

国・２件） 

インド、インドネシ

ア、中国、フランス、

英国 

 中国、フランス 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う弾力的な運用） 

・令和元年度に実施予定であったセミナー４件について、委託期間を延長して令和２

年度も支援した。 

・オンライン等を介した交流等の実施に必要な設備・備品に係る経費を支出可能とす

るとともに、委託費の 50％以上を旅費に使用するという条件を免除した。 

・弾力的な経費執行に対応するため、事前の申請により令和２年度の委託契約を令和

３年度に延長可能とした。（申請件数：共同研究 331 件 セミナー42 件 計 373 件） 

・事業終了後の報告書類の提出期限を、４月末日から５月 29 日に延長するとともに、

押印が必要な書類については６月末日まで更に延長した。 

 

■日独共同大学院プログラム 

・令和２年度実施件数：２件 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う弾力的な運用） 

・弾力的な経費執行に対応するため、事前の申請により令和２年度の委託契約を令和

互理解と協力関係を一層強固なものとしたと

高く評価できる。 

・国際共同研究加速基金については、評定要素

の内容等を変更したことで、研究種目の目的・

性格に応じた審査をより効果的に行うことが

可能となった。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、交

流会の代替手段として、ホームページ上で過去

開催時の意見交換の内容等を紹介するととも

に、「JSPS Researchers Network (JSPS-Net)」

への登録を促すことにより、志を同じくした研

究者との交流や相互連携の強化を積極的に図

っている。 

【研究交流拠点の形成支援】 

・研究拠点形成事業において、国際的に競争の

激しい先端研究分野及び地域共通課題の解決

に資する研究分野において多国間交流の枠組

みによる研究交流拠点の構築や若手研究者の

育成を進めており、中期計画通り着実に業務を

実施していると評価できる。また、本事業に採

択された研究交流課題に対し支援期間終了後

にアンケートを実施した結果、拠点機関から、

申請時の目標を達成でき、今後も相手国研究者

との交流を継続・発展させるとの回答があり、

本事業実施により、我が国及び相手国の拠点形

成に寄与していると評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、諸外国の学術振興機関との協力の

下、国際的な共同研究など国を超えた優れた学

術研究への支援を行っていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である２－３について、国際共同研

究事業で、複数の相手国学術振興機関とリード

エージェンシー方式を導入したプログラムの

実施に向け協議し、とりわけ英国 UKRI とのプ

ログラムにおいて募集要項の合意に至ったこ

とは高く評価できる。 

 

・関連指標２－Ｃについて、前期中期目標期間

を上回る 82％の課題で発展的な成果を出した

と研究者自身が評価したことは着実に業務を

ーレスにつながっている学術活動の理

解と支援に不可欠の活動である。相互交

流から得られた知見を深く分析し、我が

国の学術振興に役立てることを期待す

る。 
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３年度に延長可能とした。（申請件数：２件） 

 

【国際的な共同研究の推進】 

■国際共同研究事業 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う渡航制限措置等の影響を受けながらも、各

課題では、必要に応じてオンラインを活用した共同研究の実施、ウェブ会議システム

を利用した研究発表などにより、研究を推進した。渡航を要とする計画を含む課題は、

後述の特例措置を利用し、委託期間を延長した。 

 

●欧州との社会科学分野における国際共同研究プログラム（ORA プログラム） 

・欧州等４か国の学術振興機関（フランス国立研究機構（ANR）、ドイツ研究振興協会

（DFG）、英国社会科学研究会議（ESRC）、オランダ科学研究機構（NWO））との連携に

より、社会科学分野における多国間国際共同研究事業を実施したほか、新型コロナウ

イルス感染症の影響が著しい地域の相手国機関との協議が円滑に進むよう努め、遅滞

なく令和２年度採択分（NWO に代えて、カナダ社会・人文科学研究会議（SSHRC）が参

画）の書面審査及び合議審査を行い、２件の応募から１件を採択した。（令和２年度

支援件数：新規１件、継続３件） 

（参考）平成 30 年度公募実施 対象分野：社会科学  申請件数：12 件 採択件数：

３件 

 

●国際共同研究教育パートナーシッププログラム（PIRE プログラム） 

・米国国立科学財団 NSF と連携して行う国際共同研究事業を実施した。（令和２年度

支援件数：継続２件） 

（参考）平成 27 年度公募実施 対象分野：人文学、社会科学及び自然科学にわたる

全分野 申請件数：７件 採択件数：２件 

 

●スイスとの国際共同研究プログラム（JRPs） 

・スイス科学財団（SNSF）と連携して行う国際共同研究事業を実施した。（令和２年

度支援件数：継続８件） 

（参考）令和元年度公募実施 対象分野：数物系科学、化学、工学系科学、情報学、

農学・環境学申請件数：21 件 採択件数：８件 

・リードエージェンシー方式による審査を導入した新たな国際共同研究事業の実施

に向け協議を実施した。 

・平成 28 年度採択課題の終了を受けて、事後評価を実施した。 

＜事後評価の実施･公表実績＞ 

実施課題数 評価結果 

４ Ａ: 意義があった／２課題 

Ｂ：ある程度意義があった／２課題 

※評価はＳ～Ｃの４段階で実施 

事後評価結果： 

https://www.jsps.go.jp/j-bottom/06_g_jigohyouka.html 

 

実施したと評価できる。 

・関連指標２－Ｄについて、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、事後評価を実施できな

い課題があったが、66.7％の課題で想定どおり

あるいはそれ以上の成果を上げていることは

着実に業務を実施したと評価できる。 
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●ドイツとの国際共同研究プログラム（JRPs-LEAD with DFG） 

・DFG と連携して行う国際共同研究事業を実施した。（令和２年度支援件数：継続９

件） 

（参考）平成 30 年度公募実施 対象分野：地球科学 申請件数：25 件 採択件数：

９件 

・リードエージェンシー方式による審査を導入した国際共同研究事業の実施に向け

協議を実施した。 

●英国との国際共同研究プログラム（JRPs-LEAD with UKRI） 

・英国研究・イノベーション機構（UKRI）と連携して行う国際共同研究事業を実施し

た。（令和２年度支援件数：継続 10 件） 

（参考）平成 30 年度公募実施 対象分野：生命科学、環境科学 申請件数：169 件 

採択件数：10 件 

・リードエージェンシー方式による審査を導入した国際共同研究事業の令和３年度

の実施に向け協議を実施し、募集要項について合意に至った。 

 

●中国との国際共同研究プログラム（JRP with NSFC） 

・中国国家自然科学基金委員会（NSFC）と連携して行う国際共同研究事業を実施した。

（令和２年度支援件数：継続４件） 

（参考）令和元年度公募実施 対象分野：サステイナブル・レメディエーション 申

請件数： 35 件 採択件数：４件 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う弾力的な運用） 

・弾力的な経費執行に対応するため、事前の申請により令和２年度の委託契約を令和

３年度に延長可能とした。（申請件数：22 件） 

・事業終了後の報告書類の提出期限について、４月末日であったところ、受託機関か

らの申し出により、１ヶ月程度延長した。 

 

■国際共同研究加速基金 

・国際共同研究加速基金については、文部科学省科学技術・学術審議会が示す「独立

行政法人日本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」に基づ

き、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」の一部を改正したほ

か、評定要素の内容等を変更するなど、研究種目の特性に応じ、適切に審査を行う仕

組みを整備した。科学研究費委員会等の審査結果に基づき、下記のとおり交付業務を

迅速に行った。 

 

研究種目 交付内定日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ）） 10 月 27 日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ）） ２月 19 日 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） ３月 16 日 

 

■JSPS-LEADSNET（リーズネット）事業 

 JSPS-LEADSNET（リーズネット）について、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、

集合形式による研究交流会の開催に代えて、過去の開催概要及び現在でも参考となる
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意見交換の内容等をホームページで紹介するとともに、過去の参加者と令和２年度の

参加対象となる予定であった研究者のネットワーキングに資するべく、「JSPS 

Researchers Network (JSPS-Net)」への登録を促し、国際的な研究活動を展開する上

で必要となるノウハウ等の共有を図る等、真に国際的な視野を持つリーダーとして活

躍できるよう、志を同じくした研究者との交流や相互連携の強化を図る機会を提供し

た。 

 

【研究教育拠点の形成支援】 

■研究拠点形成事業 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う弾力的な運用） 

①令和元年度に実施していた課題の内、事前の申請により 28 件について、委託期間

を延長して令和２年度も支援した。 

②研究交流経費総額の 50％以上を旅費として用いることとする制限を免除した。 

③弾力的な経費執行に対応するため、事前の申請により令和２年度の委託契約を令和

３年度に延長可能とした。（申請件数：Ａ型 30 件、Ｂ型 25 件） 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う渡航制限措置等の影響を受けながらも、各

課題では、必要に応じてオンラインを活用した共同研究の実施、ウェブ会議システム

を利用した研究発表やセミナーの開催などにより、研究交流を推進した。渡航を要と

する計画を含む課題は、前述の特例措置を利用し、事業計画の実施期間を延長した。 

 

（Ａ. 先端拠点形成型） 

・先端的かつ国際的に重要な研究課題について、米英独仏等の 34 か国・地域との間

で 17 機関 44 課題を、日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組みで実施した。 

 

●交流国・地域数：34 か国（令和元年度：32 か国） 

アルゼンチン、イタリア、インド、インドネシア、英国、オーストラリア、オランダ、

カナダ、韓国、シンガポール、スイス、スウェーデン、スペイン、タイ、台湾、中国、

チリ、デンマーク、ドイツ、ニュージーランド、ノルウェー、ハンガリー、フィリピ

ン、フィンランド、ブラジル、フランス、米国、ベトナム、ベルギー、ポーランド、

マレーシア、メキシコ、ルクセンブルク、ロシア 

 

・採択３年目の課題に対する中間評価を実施した。また、支援期間を終了した課題に

対し、事後評価を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響により事業計画の実施

期間を延長した課題の中間評価、事後評価については、延長期間終了後に評価を行う

こととした。 

 

●中間評価の実施･公表実績 

 実施課題数 評価結果 

中間評価 ３ Ａ：想定以上の成果をあげつつあり、当初の目

標の達成が大いに期待できる／２課題 

Ｂ：想定どおりの成果をあげつつあり、現行の

努力を継続することによって目標の達成が概

ね期待できる／１課題 
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※評価はＡ～Ｄの４段階で実施 

中間評価結果：https://www.jsps.go.jp/j-c2c/hyouka_a.html 

 

●事後評価の実施・公表実績 

 実施課題数 評価結果 

事後評価 ２ Ｂ：想定どおりの成果をあげており、当初

の目標は達成された／２課題 

※評価はＡ～Ｄの４段階で実施 

事後評価結果：https://www.jsps.go.jp/j-c2c/hyouka_a.html 

 

●申請採択状況（令和３年度募集分） 

事業のニーズが高い中、国際事業委員会において、課題の先端性・重要性やネットワ

ークの構築等多角的な視点から選考を実施した。新型コロナウイルス感染症の感染拡

大状況を踏まえ、ヒアリング審査はオンライン形式で実施した。 

 申請件数 採択数 採択率 

研究拠点形成事業 

（Ａ. 先端拠点形成型） 
38 件 ８件 21.0％ 

 

（Ｂ. アジア・アフリカ学術基盤形成型） 

・アジア・アフリカ地域の問題解決に資する研究課題について、38か国・地域との間

で 25 機関 34 課題を、日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組みで実施した。 

 

●交流国・地域数：38 か国（令和元年度：36 か国） 

アルジェリア、インド、インドネシア、ウガンダ、ウズベキスタン、エジプト、ガー

ナ、カザフスタン、韓国、カンボジア、ケニア、ザンビア、ジプチ、シンガポール、

スーダン、スリランカ、セネガル、タイ、台湾、タンザニア、中国、ナイジェリア、

ネパール、バングラデシュ、フィリピン、ブータン、ブルキナファソ、ブルネイ、ブ

ルンジ、ベトナム、ベナン、ボツワナ、マレーシア、南アフリカ、ミャンマー、モザ

ンビーク、モンゴル、ラオス 

 

・本事業に採択された研究交流課題に対し支援期間終了後にアンケートを実施した

結果、拠点機関から、申請時の目標を達成でき、今後も相手国研究者との交流を継続・

発展させるとの回答を得る等、我が国及び相手国の拠点形成に寄与したことを確認し

た。 

 

●申請採択状況（令和３年度募集分） 

事業のニーズが高い中、国際事業委員会において課題の重要性・必要性やネットワー

クの構築等多角的な視点から選考を実施した。 

 申請件数 採択数 採択率 

研究拠点形成事業（Ｂ. アジア・

アフリカ学術基盤形成型） 38 件 10 件 26.3％ 
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【審査・評価業務】 

（審査業務） 

・公募事業は国際事業委員会等において利害関係者の取扱いに厳正を期しつつ、書面

審査及び合議審査（ヒアリング審査を含む）を競争的な環境の下で行った。なお、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏まえ、合議審査にオンライン形式を導入

し、審査業務を滞りなく実施した。 

＞審査委員に審査の手引等を配布して、審査基準及び評価方法等を明確に示し、併せ

て利害関係者の取り扱いについても周知し、公平で公正な審査体制を維持した。 

＞書面審査員の名簿は任期終了後に、合議審査を行う国際事業委員会委員の名簿は年

度終了後にホームページで公開するとともに、審査方針や審査方法も公開し、審査の

透明性確保に努めた。 

＞審査結果について、学術システム研究センターにおいて審査意見の適切性等につい

て分析・検証（審査に問題があった審査員や有意義な審査を行った審査員の特定など）

を行い、翌年度の審査員候補者を選考した。 

 

（評価業務） 

・上述のとおり、「研究拠点形成事業（Ａ.先端拠点形成型）」、「スイスとの国際共同

研究プログラム（JRPs）」、の２事業において、事業の成果及び効果を把握するため、

採択を終了した課題に対する事後評価を実施したほか、「研究拠点形成事業（Ａ.先端

拠点形成型）」及び「日中韓フォーサイト事業」においては採択３年目の課題に対し

て、事業の進捗状況等を確認し、適切な助言を行うとともに、その課題を継続すべき

かどうかを判断するため中間評価を実施した。事後評価、中間評価いずれの結果も報

告書とともにホームページに公開した。 

 

 【評価指標】 

２－４ 学術の応用に関する

研究における適切な課題設定

に向けた取組状況（有識者か

ら 

の意見聴取実績等を参考に判

断） 

 

【目標水準の考え方】 

２－４ 様々な学術的・社会

的要請に応えた課題設定に向

けた取組が行われたか、有識

者からの意見聴取実績や情報

収集の取組等を参考に判断す

る。 

【課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業】 

以下の３つのプログラムを実施した。 

■実社会対応プログラム（平成 25 年～平成 27 年、平成 27 年～平成 30 年、平成 30

年～令和３年（2021 年）） 

・平成 30 年度に採択し、既に開始している８件の研究テーマについては、委託業務

実績報告書により研究の進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、

額の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：８件 

■ グローバル展開プログラム（平成 25 年～平成 28 年、平成 28 年～令和元年（2019

年）、令和元年（2019 年）～令和４年（2022 年）） 

・令和元年度に採択し、既に開始している６件の研究テーマについては、委託業務実

績報告書により研究の進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、額

の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：６件 

・また、令和元年度に委託契約が終了した３つの研究機関の額の確定を行った。 

■ 領域開拓プログラム（平成 26年～平成 29 年、平成 29 年～令和２年（2020 年）、

令和２年（2020 年）～令和５年（2023 年）） 

・平成 29 年度に採択し、既に開始している 12 件及び平成 26 年度に採択し研究期間

の延長が認められた１件の研究テーマについては、委託業務実績報告書により研究の

（３）学術の応用に関する研究等の実施 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・課題設定による先導的人文学・社会科学研究

推進事業では、令和２年度は３プログラムのフ

ォローアップを行うとともに、「領域開拓プロ

グラム」において、研究テーマの新規採択審査

に加え、延長審査を着実に実施している。また、

事業の効果的な成果普及とプレゼンス向上の

ために、新型コロナウイルス感染症の拡大等の

影響もある中、開催形式をオンラインに変更

し、シンポジウムを中期計画通りに開催したこ

とは評価できる。あわせて、研究評価の在り方

について、昨年度に行ったシンポジウムのパネ

ルディスカッションでの意見交換や事業委員

（３）学術の応用に関する研究等の実施 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

課題設定による先導的人文学・社会科学

研究推進事業については、様々な学術

的・社会的要請を踏まえて課題を設定し

て、共同研究を推進した。終了した研究

テーマは、先導的な共同研究事例として

積極的に研究者等に成果発信していく

必要があることから、引き続き、シンポ

ジウムの開催など、情報発信に取り組む

とともに、「人文学・社会科学を軸とした

学術知共創プロジェクト（審議のまと
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進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、額の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：12 件 

・上記 13 件の研究テーマの研究期間が最終年度のため、研究評価を実施した。研究

成果の状況について、部会において有識者による評価を行い、13 件中、Ｓが１件、Ａ

が６件、Ｂが６件と判断された。（評価はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃの４段階で実施） 

・上記 13 件中、研究期間の延長申請のあった３件について、新規公募と並行して延

長審査を行い、十分な成果がありかつ研究を継続する価値があるかどうか審査した結

果、１件の研究期間の延長が認められた。 

・また、令和２年度中に委託契約が終了した３つの研究機関の額の確定を行った。 

・令和２年度新規採択については、外部有識者の意見を踏まえ、研究テーマ公募型５

つ（人文学・社会科学における方法論の検討および新たな創出の試み、人工知能など

高度化する情報技術社会におけるルールと公共性の問題、グローバル化社会における

格差と機会の平等についての領域横断的研究、科学技術と「人間」との関係性に関す

る研究、パンデミックなど世界規模の災禍への人間社会の対応と課題）の課題を設定

した。また、それらの課題について研究テーマを公募し、審査要項に基づき外部有識

者による公正な審査を経て、75 件中 11 件の研究テーマを採択し支援を開始した。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：11 件 

 

また、３つのプログラムに共通して、以下の取組を行った。 

・各プログラムの実施に当たっては、専門家による公正な審査を実施するため事業委

員会及びプログラム毎に部会を設置し、透明性・信頼性の確保及び適切かつ円滑な運

営を図った。 

・公募要領等の審査に係る基本的な情報の他、各プログラムの採択研究テーマの研究

概要及び概要図についてホームページで情報を公開した。 

・円滑な事業実施の観点から、複数年の委託契約を締結し、研究費の年度間繰越を認

め、研究の進捗状況に応じて研究費を執行できる弾力的な経費執行の促進に努めた。 

・本事業の効果的な成果の周知普及・プレゼンス向上のため、２月に新型コロナウイ

ルス感染症の拡大等の影響も考慮し、オンライン形式によるシンポジウムを開催し、

平成 28 年度グローバル展開プログラムに採択された研究テーマの成果報告と、パネ

ルディスカッションを行い、134名（前年度 56 名）が参加した。また、シンポジウム

終了後、ホームページに開催概要及びパネルディスカッション発言録を掲載し、広く

成果を発信した。 

 

・事業としての人文学・社会科学の特性を踏まえた評価の在り方について、昨年度に

行ったシンポジウムのパネルディスカッションでの意見交換や事業委員会での議論

を踏まえ、研究評価指標の案を作成し、その有効性を検証するため、今年度に行った

領域開拓プログラムの評価の際に試行的な評価を行い、検証の上その結果を取りまと

めた。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響も考慮し、従来の対面形式での会議では

なく、メール形式やオンライン形式による会議を実施することで、委員や関係者の安

全を確保しつつ着実に目的を達成した。 

 

【課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業】 

会での議論を踏まえ、研究評価指標の案を作成

し、その有効性を検証するため、今年度に行っ

た領域開拓プログラムの評価の際に試行的な

評価を行い、その結果を取りまとめた。さらに、

令和３年の文部科学省の報告書を踏まえ新た

なプログラムの検討及び来年度の公募に向け

た準備を行ったことや、新型コロナウイルス感

染症の拡大等の影響を考慮し、従来の対面形式

での会議ではなく、メール形式やオンライン形

式による会議を実施することで、委員や関係者

の安全を確保しつつ事業運営を行ったことは、

中期計画通り着実に業務を実施していると評

価できる。 

・人文学・社会科学データインフラストラクチ

ャー構築推進事業では、新型コロナウイルス感

染症の拡大等の影響も考慮し、従来の対面形式

での会議ではなく、メール形式やオンライン形

式による会議を実施することで、委員や関係者

の安全を確保しつつ、拠点機関の中間評価を実

施するとともに、振興会・拠点機関・国立情報

学研究所の三者で緊密な連携を図り、事業を円

滑かつ着実に推進した。 

 

＜課題と対応＞ 

・課題設定による先導的人文学・社会科学研究

推進事業において、引き続き３つのプログラム

による共同研究を推進するとともに、来年度か

ら行う新たなプログラムによる共同研究を推

進し、先導的な人文学・社会科学研究を推進し

ていく。 

・人文学・社会科学データインフラストラクチ

ャー構築推進事業において、引き続き振興会、

拠点機関及び国立情報学研究所の三者間の連

携を密にし、データ利活用システムの構築を推

進していく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である２－４については、３プログ

ラムにおいて、設定された課題に対して採択さ

れた研究テーマのフォローアップを行うとと

もに、「領域開拓プログラム」において、設定さ

れた課題に対する研究テーマの新規採択審査

に加え、延長審査を行うことで着実に実施して

め）」を踏まえた新たなプログラムの着

実な実施を期待する。また、本事業に係

る人文学・社会科学分野の特性を踏まえ

た評価システムの在り方については、研

究評価指標の案を作成し、試行、検証を

行うなど着実な取り組みを進めており、

今後は検討結果を実際の事業評価に適

用していくことを期待する。 

人文学・社会科学データインフラストラ

クチャー構築推進事業については、拠点

機関及び国立情報学研究所と緊密に連

携し、より幅広い分野横断的なデータカ

タログの整備、データ寄託を円滑に推進

するためのガイドラインの策定などの

データ利用環境の向上に資する取組を

実施することで、人文学・社会科学にお

けるデータの共有・利用を促進させるこ

とを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

人文学・社会科学を軸とした学術知共創

は簡単な課題ではなく、本当に重要な問

題を見い出すことから始めるべきであ

る。その評価は、英文による論文発表数

のような指標で十分に測れるものでは

ないため、日本ならではの学術情報発信

につなげる必要がある。 
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以下の３つのプログラムを実施した。 

■実社会対応プログラム（平成 25 年～平成 27 年、平成 27 年～平成 30 年、平成 30

年～令和３年（2021 年）） 

・平成 30 年度に採択し、既に開始している８件の研究テーマについては、委託業務

実績報告書により研究の進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、

額の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：８件 

■ グローバル展開プログラム（平成 25 年～平成 28 年、平成 28 年～令和元年（2019

年）、令和元年（2019 年）～令和４年（2022 年）） 

・令和元年度に採択し、既に開始している６件の研究テーマについては、委託業務実

績報告書により研究の進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、額

の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：６件 

・また、令和元年度に委託契約が終了した３つの研究機関の額の確定を行った。 

■ 領域開拓プログラム（平成 26年～平成 29 年、平成 29 年～令和２年（2020 年）、

令和２年（2020 年）～令和５年（2023 年）） 

・平成 29 年度に採択し、既に開始している 12 件及び平成 26 年度に採択し研究期間

の延長が認められた１件の研究テーマについては、委託業務実績報告書により研究の

進捗状況を確認するとともに年次支出報告書の提出を受け、額の確認を行った。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：12 件 

・上記 13 件の研究テーマの研究期間が最終年度のため、研究評価を実施した。研究

成果の状況について、部会において有識者による評価を行い、13 件中、Ｓが１件、Ａ

が６件、Ｂが６件と判断された。（評価はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃの４段階で実施） 

・上記 13 件中、研究期間の延長申請のあった３件について、新規公募と並行して延

長審査を行い、十分な成果がありかつ研究を継続する価値があるかどうか審査した結

果、１件の研究期間の延長が認められた。 

・また、令和２年度中に委託契約が終了した３つの研究機関の額の確定を行った。 

・令和２年度新規採択については、外部有識者の意見を踏まえ、研究テーマ公募型５

つ（人文学・社会科学における方法論の検討および新たな創出の試み、人工知能など

高度化する情報技術社会におけるルールと公共性の問題、グローバル化社会における

格差と機会の平等についての領域横断的研究、科学技術と「人間」との関係性に関す

る研究、パンデミックなど世界規模の災禍への人間社会の対応と課題）の課題を設定

した。また、それらの課題について研究テーマを公募し、審査要項に基づき外部有識

者による公正な審査を経て、75 件中 11 件の研究テーマを採択し支援を開始した。 

－研究テーマ公募型研究テーマ：11 件 

 

また、３つのプログラムに共通して、以下の取組を行った。 

・各プログラムの実施に当たっては、専門家による公正な審査を実施するため事業委

員会及びプログラム毎に部会を設置し、透明性・信頼性の確保及び適切かつ円滑な運

営を図った。 

・公募要領等の審査に係る基本的な情報の他、各プログラムの採択研究テーマの研究

概要及び概要図についてホームページで情報を公開した。 

・円滑な事業実施の観点から、複数年の委託契約を締結し、研究費の年度間繰越を認

いる。 
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め、研究の進捗状況に応じて研究費を執行できる弾力的な経費執行の促進に努めた。 

・本事業の効果的な成果の周知普及・プレゼンス向上のため、２月に新型コロナウイ

ルス感染症の拡大等の影響も考慮し、オンライン形式によるシンポジウムを開催し、

平成 28 年度グローバル展開プログラムに採択された研究テーマの成果報告と、パネ

ルディスカッションを行い、134名（前年度 56 名）が参加した。また、シンポジウム

終了後、ホームページに開催概要及びパネルディスカッション発言録を掲載し、広く

成果を発信した。 

 

・事業としての人文学・社会科学の特性を踏まえた評価の在り方について、昨年度に

行ったシンポジウムのパネルディスカッションでの意見交換や事業委員会での議論

を踏まえ、研究評価指標の案を作成し、その有効性を検証するため、今年度に行った

領域開拓プログラムの評価の際に試行的な評価を行い、検証の上その結果を取りまと

めた。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響も考慮し、従来の対面形式での会議では

なく、メール形式やオンライン形式による会議を実施することで、委員や関係者の安

全を確保しつつ着実に目的を達成した。 

■新プログラムの検討 

令和３年１月の文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会人文学・社会科学特別委

員会報告「人文学・社会科学を軸とした学術知共創プロジェクト（審議のまとめ）」

を踏まえ、新たなプログラムの検討を行い、来年度の公募に向け準備を行った。 

 

【人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業】 

・運営委員会において、事業の適切かつ円滑な運営を行うとともに、拠点機関に対し

中間評価を実施し、５機関中１機関がＳ、４機関がＡと判断された。（評価はＳ、Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で実施） 

・社会科学系の拠点機関を横断的に検索可能なデータカタログを構築し、試験運用を

実施した。また、オンライン分析の開発を進め、大学の講義の場を活用して試験運用

を実施した。 

・国立情報学研究所との連携を密にするとともに、振興会・拠点機関・国立情報学研

究所の三者で連絡協議会等を開催し、データインフラストラクチャー構築の取組状況

の共有を行った。 

・作業部会において、研究データのデータ・アーカイブへの寄託の促進に資する人文

学・社会科学分野を対象とした共通ガイドライン（手引き）について、両分野で共有

できる項目が多く、まとめて策定することで研究者の利便性が向上することから、分

野毎に策定する計画から、一冊の共通ガイドライン（手引き）にすることに切り替え、

先行していた社会科学分野を策定する一方で、後発の人文学分野の策定を進めた。 

・人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進センターにおいて、先行

している外国のアーカイブ機関の事例等の調査を実施し、データカタログの構築等に

必要な技術的項目の策定を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大等の影響も考慮し、従来の対面形式での会議では

なく、メール形式やオンライン形式による会議を実施することで、委員や関係者の安

全を確保しつつ着実に目的を達成した。 
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４．その他参考情報 
○日本の論文に占める科研費が関与する論文の状況 

 （1996 年-1998 年） （2001 年-2003 年） （2006 年-2008 年） （2011 年-2013 年） 

日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の件数 
23,800 30,940 37,393 40,157 

日本の TOP10％補正論文に占める科研費が関

与する論文（Wos-KAKEN 論文）の件数 
2,630 3,141 3,695 3,893 

 

 （1996 年-1998 年平均） （2001 年-2003 年平均） （2006 年-2008 年平均） （2011 年-2013 年） 

日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の割合 
36.0％ 41.5％ 49.0％ 52.0% 

日本の TOP10％補正論文に占める科研費が関

与する論文（Wos-KAKEN 論文）の割合 
52.1％ 55.6％ 61.5％ 60.4% 

※出典：「論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造の分析」追加資料 

（文部科学省科学技術・学術政策研究所） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 

３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成 
（１）自立して研究に専念できる環境の確保 
（２）国際舞台で活躍する研究者の養成 
（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 
（４）研究者のキャリアパスの提示 

業務に関連する政策・施策 政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 
施策目標８－１ 科学技術・イノベーションを担う人材力の強化 
施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第２号、第３号 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 
次世代の研究者の養成に係る業務は、学術の振興を目的とする資金配分機関と

して、研究支援業務と並んで根幹をなすものであり、将来にわたり我が国の学

術研究の水準を高めていくための取組として重要であるため。 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
令和３年度行政事業レビュー番号 0199、0212 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成

目標 

前 中 期

目 標 期

間 実 績

等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

評価指標 予算額（千円） 24,810,475 24,145,857 23,563,408   

特別研究員及び海外特別研究員

採用者への支援に対する評価（Ｂ

水準：アンケート調査により肯定

的評価を得た割合が 80％程度） 

上段：特研、下段：海特 

80％

程度 
 

97.4% 

94.9% 

97.6% 

95.8% 

98.2% 

95.5% 
  

決算額（千円） 23,469,021 22,250,799 20,031,135   

経常費用（千円） 23,497,706 22,255,310 19,951,517   

経常利益（千円） -37,173 331,072 429,960   

行政サービス実

施コスト（千円） 
23,442,113 － －   

特別研究員及び海外特別研究員

の受入先の評価（Ｂ水準：アンケ

ート調査により肯定的評価を得

た割合が 80％程度） 

上段：特研、下段：海特 

80％

程度 
 

92.8% 

100.0% 

92.1% 

97.9% 

85.1% 

98.1% 

  行政コスト（千

円） 
－ 22,313,118 19,951,517   

従事人員数 

30 29 29   

外国人研究者を受け入れた研究

機関における研究環境の国際化

状況（Ｂ水準：受入研究者へのア

ンケート調査により肯定的評価

を得た割合が 75％程度） 

75％

程度 
76.8％ 89.4% 86.0% 84.0%   
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若手研究者へ

の国際的な研

さん機会の提

供に係る取組

状況（Ｂ水準：

振興会が実施

するシンポジ

ウム等参加者

へのアンケー

ト調査により

肯定的評価を

得 た 割 合 が

95％程度） 

HOPE ミーティ

ング 

95％

程度 

91～

100％ 

100% 

－ 

（開催

中止） 

－ 

（開催

延期） 

  

ノーベル・プラ

イズ・ダイアロ

グ 

96.8% 

－ 

（開催

無し） 

－ 

（開催

延期） 

  

先端科学シン

ポジウム 
96％ 94.3% 

－ 

（開催

延期） 

  

関連指標 

特別研究員事

業及び海外特

別研究員事業

における採用

終了後の就職

状況 

５年経過後 

１段：PD 

２段：海特 

－ 
91.6％ 

94.2％ 

86.2％ 

91.9％ 

90.6% 

89.2% 

86.3% 

91.5% 

  

10 年経過後 

（DC） 
－ 88.5％ 84.3％ 86.9% 87.7% 

  

注１）予算額、決算額は「３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成」の支出額を記載。人件

費については共通経費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成」の事業担当者数を

計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ａ 評定 Ａ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画を上回って

履行し、中期目標を上回るペースで実績を上げ

ていると言えることから評定をＡとする。 

 

・特別研究員事業においては、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大という未曾有の事態の中、募

集、審査、採用に係る一連の膨大な業務を採用

計画に基づき、滞りなく円滑に実施している。

具体的には、大学等研究機関への立入規制等が

申請者に及ぼす影響を鑑み、申請書の提出期限

を延長するとともに、審査方法においても特例

措置を講じることで採用内定者の決定・本人へ

の通知を遅滞なく行っている。また、採用者等

に対して、各種書類の提出期限の延長のほか、

採用期間の中断・延長、採用開始時期の延期な

ど、制度利用者の立場に立った多様な特例措置

を不断に設定・実施しており、これらの取組は、

新型コロナウイルス感染症の影響下により研究

活動に支障が生じた若手研究者に安心を与え、

その研究継続を柔軟に支援したものとして高く

評価できる。 

さらに、特別研究員制度の趣旨を踏まえつつ、

研究者のとしての資質や将来性により重点を置

いた評価を実施できるよう、令和４年度採用分

の募集審査に向けて申請様式、選考方法の抜本

的な見直しを行ったことや、「研究専念義務」の

趣旨の明確化及び報酬受給制限の緩和、PD 等の

保険（傷害補償等）への一括加入、ポストコロ

ナも見据えた採用後手続の電子化等の取組につ

いても、年度計画を大きく上回る内容で制度改

善を進めたものとして、高く評価できる。 

・優れた若手研究者が積極的に海外で研さんす

る機会を推進する取組、外国人研究者招へいの

取組においても、新型コロナウイルス感染症の

影響を考慮し、申請書の提出期限を延長すると

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定めら

れた以上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

・特別研究員事業について、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を踏まえ、申請

期限を可能な限り延長する一方、例年

のスケジュールから遅れることなく採

用内定者の決定・通知を行ったほか、

数々の特例措置を設定するなど、制度

利用者の立場に立った柔軟な対応を実

施した。 

・報酬受給制限の緩和、DC 採用者が「ダ

ブルディグリー・プログラム」によって

留学することを可能とする制度変更、

審査制度の抜本的な見直し、手続きの

電子化など、制度の更なる効果的・効率

的な運営に向けて、積極的に改革を実

行した。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に

より、採用者に様々な影響がある中、海

外特別研究員事業では採用期間延長や

申請書の提出期限延長、日本国内での

採用開始を可能とする特例措置等、若

手研究者海外挑戦プログラムでは一時

帰国の特例措置や申請書の提出期限延

長等、外国人研究者招へい事業では採

用期間延長や来日期限の延長、申請書

の提出期限延長等、各事業において状

況の変化に応じて柔軟に対応した。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 

引き続き、新型コロナウイルス感染症

の状況を踏まえつつ、制度の更なる効
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ともに、審査方法においても特例措置を講じる

ことで採用内定者の決定・通知を遅滞なく行っ

ている。 

このほか、書類提出期限の延長をはじめ、採用

期間の中断・延長や採用開始時期の延期など、

制度利用者の立場に立った多様な特例措置を迅

速に設定し、柔軟な制度運用により優れた若手

研究者の研究継続を着実に支援している。また、

海外特別研究員事業においても研究専念義務の

明確化と報酬受給制限の緩和を行ったほか、令

和４年度採用分の募集・審査に向けて申請様式

と選考方法の抜本的な見直しを行っており、こ

れらの取組は、年度計画を大きく上回る事業改

善の取組として高く評価できる。 

・研究者の顕彰及び研さん機会の提供に係る事

業においては、新型コロナウイルス感染症の影

響により集合会議の開催が困難となる中でもオ

ンライン形式による審査会や公開シンポジウム

の開催を実施する等、中期計画に沿って適切に

事業を実施している。 

・研究者のキャリアパスの提示に係る事業にお

いても、中期計画に沿って着実に事業を実施し

ている。 

 

＜課題と対応＞ 

・特別研究員事業の募集、審査、採用に係る一

連の膨大な業務を円滑に実施し、引き続き我が

国の優秀な若手研究者の養成・確保に貢献して

いく。 

また、研究者を目指す者にとってより魅力ある

事業となるよう、引き続き採用者の処遇改善や

支援の充実等の制度改善に努めていく。 

・海外特別研究員事業、若手研究者海外挑戦プ

ログラム、外国人研究者招へいの各種事業にお

いて、採用者や受入研究機関のニーズ等を踏ま

え着実に実施していくとともに、各種事業の周

知に向け、効果的な情報発信に取り組んでいく。 

 

果的・効率的な運営に向けた措置が講

じられることが望まれる。また、状況を

精査の上、派遣者及び招へい者に対し

て各事業による研さん機会を着実に提

供できるよう柔軟な対応を期待する。 

卓越研究員事業については、事業の実

施状況等を踏まえ、文部科学省と協議

の上、審査基準や審査方法の改善等に

向けた継続的な検討が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

― 

 【評価指標】 

３－１ 特別研究員及び海外

特別研究員採用者への支援に

対する評価（Ｂ水準：アンケ

ート調査により肯定的評価を

＜主要な業務実績＞ 

【大学院博士（後期）課程学生や博士の学位を有する者等への支援】 

■特別研究員事業 

●特別研究員の採用及び支援 

・採用計画に基づき下表のとおり特別研究員-SPD、PD、DC（以下それぞれ「SPD」、「PD」、

（１）自立して研究に専念できる環境の確保 

補助評定：ｓ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画を量的及び

（１）自立して研究に専念できる環境

の確保 

補助評定：ｓ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定めら
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得た割合が 80％程度） 

 

３－２ 特別研究員及び海外

特別研究員の受入先の評価

（Ｂ水準：アンケート調査に

より肯定的評価を得た割合が

80％程度） 

 

 

【関連指標】 

３－Ａ 特別研究員事業及び

海外特別研究員事業における

採用終了後の就職状況 

 

【目標水準の考え方】 

３－１ 特別研究員事業及び

海外特別研究員事業につい

て、採用者のニーズを踏まえ

てさらなる制度改善を図る観

点から、現状の支援に関する

アンケート調査を実施し、

80％程度の肯定的評価を得る

ことを達成水準とする。 

 

３－２ 特別研究員及び海外

特別研究員の受入先に対し、

特別研究員及び海外特別研究

員の活動状況に関するアンケ

ート調査を実施し、80％程度

の肯定的評価を得ることを達

成水準とする。 

 

３－Ａ 事業による支援の結

果、優秀な学術の研究者の養

成に寄与したかを把握するた

め、当該指標について毎年度

確認を行うとともに、平成

28 年度の状況（５年経 

過後特別研究員-PD は

91.6％、５年経過後海外特別

研究員は 94.2％、10 年経過

後特別研究員-DC は

88.5％）を基準とした状況変

「DC」という。）を採用し、若手研究者の育成・支援を行った。 

また、出産・育児により研究を中断した研究者の研究復帰を支援するため、特別研究

員-RPD（以下「RPD」という。）を採用し、研究奨励金を支給した。 

さらに、若手研究者が海外の研究機関で長期間研究に専念するとともに、海外研究者

とネットワークを構築することを支援するため、特別研究員-CPD（国際競争力強化研

究員）（以下「CPD」という。）を採用し、研究奨励金等を支給した。なお、CPD の「令

和３年度採用分募集要項」の作成にあたっては、長期の海外渡航を計画する申請予定

者の申請準備に資するよう迅速に作業を進め、前年度より１ヶ月早い令和３年２月

12 日に公開した。 

 

「特別研究員の採用状況」               （単位：人）資格 

 

令 和 元 年

度 か ら の

継続者数 

令 和 ２ 年

度 新 規 採

用者数 

中 途 辞 退

者数 

採 用 期 間

満了者数 

次年度への継続

者数 

SPD 21 14 12 ５ 15※ 

PD 500 368 176 152 529※ 

DC1 1,315 721 96 514 1,426 

DC2 893 1,095 312 629 1,047 

RPD 144 69 26 37 150 

合計 2,873 2,267 622 1,337 3,167 

※SPD 及び PD の「次年度への継続者数」は、CPD に採用された者(SPD:３名、PD:11

名)を除く人数。 

 

資格 

令 和 元 年

度 か ら の

継続者数 

令 和 ２ 年

度 新 規 採

用者数 

中 途 辞 退

者数 

採 用 期 間

満了者数 

次 年 度 へ

の 継 続 者

数 

CPD 13 14 ４ ０ 23 

－SPD：PD 申請者のうち、特に優れた者 

－PD：博士の学位取得者等 

－DC1：博士課程（後期）第１年次に在籍する者等 

－DC2：博士課程（後期）第２年次以上に在籍する者等 

－RPD：出産・育児により研究活動を中断した者 

－CPD：PD 又は SPD の新規採用者 

－採用時の資格で計上 

－新規採用者数は、令和２年度に採用した数 

－中途辞退者数は、令和３年３月 31 日現在の数 

（中途辞退者数の約９割が就職を理由に辞退） 

－育志賞受賞による採用者を含む 

 

「PD、DC、RPD の令和３年度(2021 年度)採用分申請者数」 

（単位：人）  

 PD DC1 DC2 RPD 合計 

質的に上回って履行し、中期目標を上回るペー

スで実績を上げ質的に顕著な成果が得られてい

ると言えることから、評定をｓとする。 

 

・令和２年度の特別研究員事業においては、新

型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた数々

の特例措置の設定など制度利用者の立場に立っ

た柔軟な対応を不断に実施した。また、こうし

た様々な特例措置を継続的かつ臨機応変に検討

し対応する必要があった新型コロナウイルス感

染症の影響下の状況にあって、募集、審査、採

用に係る一連の膨大な業務を滞りなく着実に実

施するとともに、「研究専念義務」の明確化及び

報酬受給制限の緩和や、PD 等の保険（傷害補償

等）への一括加入、学術システム研究センター

の議論に基づく審査制度の抜本的な見直し、採

用後手続のペーパーレス化・電子化のためのシ

ステム構築など、採用者の処遇改善、ポストコ

ロナの生活様式も見据えた制度の更なる効果

的・効率的な運営に向けて、積極的かつ適切に

改革を実行しており、こうした取組は、特別研

究員制度の魅力や効果を大きく向上させるもの

として、特筆に値する。 

具体的な理由については、下記の通り。 

 

・特別研究員事業の募集、審査、採用に係る一

連の膨大な業務（申請総数：11,349 件）を、限

られたスケジュールの中で採用計画に基づき円

滑に実施した。特に令和２年度は新型コロナウ

イルス感染症の影響による申請者の事情を考慮

し、申請書の提出期限を可能な限り延長する一

方、審査方法に関して特例措置を講じることで、

PD・DC の申請受付（６月）から第１次採用内定

者の決定までの業務を４か月未満という短期間

で迅速に遂行しており、前年度と同時期の９月

中に第１次採用内定通知を行ったことは、申請

者の進路決定に遅延を生じさせることを避け、

また優れた若手研究者の確保にも資するものと

して高く評価できる。このほか、出産・育児に

伴う採用期間の中断・延長や研究再開準備支援

など、男女共同参画の推進を見据えた採用後の

支援も着実に実施している。 

 

れた以上の業務の顕著な進捗が認めら

れるため。 

 

・新型コロナウイルス感染症の影響を

踏まえ、申請期限を可能な限り延長す

る一方、例年のスケジュールから遅れ

ることなく採用内定者の決定・通知を

行ったほか、数々の特例措置を設定す

るなど、制度利用者の立場に立った柔

軟な対応を実施した。 

・報酬受給制限の緩和、DC 採用者が「ダ

ブルディグリー・プログラム」によって

留学することを可能とする制度変更、

審査制度の抜本的な見直し、手続きの

電子化など、制度の更なる効果的・効率

的な運営に向けて、積極的に改革を実

行した。 

・特別研究員・海外特別研究員の採用者

及び受入先へのアンケート調査に基づ

く評価指標３－１及び３－２が中期目

標に定められた水準を大きく上回る成

果が得られている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き、新型コロナウイルス感染症

の状況を踏まえつつ、制度の更なる効

果的・効率的な運営に向けた措置が講

じられることが望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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化を評価において考慮する。 申請者数 1,800 3,582 5,728 239 11,349 

 

「CPD の令和２年度(2020 年度)採用分申請者数」（単位：人） 

 CPD 

申請者数 38 

－CPD：PD 及び SPD の新規採用者を対象に募集 

 

●男女共同参画を進めるための取組 

・特別研究員事業において、出産・育児の際に採用を中断しその期間分採用延長でき

る制度や、研究再開準備支援として採用中断期間中に短時間の研究を継続できるよ

う、研究奨励金の半額を支給する制度を実施した。これらの取組により、特別研究員

のライフイベントとキャリア形成の両立支援・活躍促進を図った。 

 

「出産・育児に伴う中断及び延長の取扱数」 

（単位：人） 

資格等 中断・延長者数 
うち研究再開準備支援 

取得者数（※） 

SPD,PD,DC 87 15 

RPD 39 14 

合計 126 29 

※中断期間中に研究奨励金の半額を支給 

 

・女性研究者の特別研究員事業への積極的な申請に資するため、令和２年度採用分を

含む過去５年間の特別研究員の申請・採用状況について、男女別の人数をホームペー

ジで公表し、女性研究者の申請・採用実績を審査区分別に明確に示した。 

・女性研究者の比率を将来的に高められるよう、特別研究員の募集に関する説明資料

において、学術研究分野における男女共同参画を進める観点から優れた若手研究者が

出産・育児による研究中断後に円滑に研究現場に復帰することを支援する RPD の趣

旨や申請資格等を詳しく説明した。 

・令和４年度採用分特別研究員の募集に係る申請書様式の検討にあたり、研究中断の

ために生じた研究への影響を申請書に記載できるよう変更を行い、令和３年２月に様

式を公開した。 

 

「令和２年度採用分申請者数・採用者数に占める女性比率」 

資格 申請者 採用者 

PD（SPD を含む） 27.7％ 24.4％ 

DC1 25.9％ 23.0％ 

DC2 26.4％ 25.5％ 

RPD 94.1％ 91.3％ 

CPD 28.9％ 42.9％ 

  

◆審査の適切な実施 

・令和元年度に創設した CPD については、令和

２年度採用分の募集において、募集期間を前年

度よりも約１ヶ月長く確保する一方、申請受付、

審査、採用内定までの業務を２ヶ月弱という短

期間で迅速に遂行しており、制度利用者である

CPDに申請した PDや SPD採用者の活動等に裨益

している。 

さらに、令和３年度採用分の募集要項について

は、公開時期を令和２年度採用分より更に１ヶ

月早期化しており、海外で長期の研究活動を計

画する申請予定者の申請準備に大きく寄与して

いる。こうした取組は、海外との人的交流が停

滞している新型コロナウイルス感染症の影響下  

の状況においても、優れた若手研究者に世界レ

ベルでの活躍を支援する施策を安定的かつ着実

に実施したものとして高く評価できる。 

 

・特別研究員採用者や申請希望者等に生じた、

新型コロナウイルス感染症の拡大による様々な

影響を考慮し、書類の提出期限の延長をはじめ、

採用期間の中断、延長や、採用開始時期の延期

を可能とする取扱いなど、制度利用者の立場に

立った多様な特例措置を不断に設定・実施して

おり、これらの取組は、将来の学術研究を担う

優れた若手研究者に安心を与え、その研究継続

を柔軟に支援したものとして高く評価できる。 

また、多数の特例措置を新型コロナウイルス感

染症の影響に伴う事象（ケース）毎に分類・整

理してホームページで紹介する取組も、制度利

用者にとっての利便性を考慮した取組として高

く評価できる。 

 

・特別研究員の「研究専念義務」の趣旨につい

て、「特別研究員としての研究活動」以外の様々

な活動を一律に制限するものではないこと、及

び「特別研究員としての研究活動」を自らの主

たる活動としてその遂行に支障が生じないよう

適切に自己管理するものであることを、採用者

向けの「令和３年度版手引」において明記し、

「研究専念義務」のより分かりやすい周知を進

めた。また併せて、特別研究員からの要望やそ

の取り巻く状況を踏まえ、令和３年度から一定

の要件のもとで報酬受給を伴う活動の職種制限
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・令和３年度(2021 年度)採用分の特別研究員等の選考に当たっては、新型コロナウ

イルス感染症の影響により大学等研究機関の立入規制の影響を受けた申請者や、通常

の業務体制を維持することが困難となった大学等研究機関の事務担当者からの相談、

要望を踏まえ、審査スケジュールや審査結果開示時期への影響を考慮するとともに、

一部の審査委員には委嘱期間の延長を依頼するなどの調整も図り、申請書の提出期限

を延期（PD・DC：６月３日→６月 15 日、RPD：５月７日→６月４日）した。 

その上で、申請者の進路決定時期への影響を鑑み、新型コロナウイルス感染症の拡大

を防止しつつ、先行き不透明な新型コロナウイルス感染症の影響下においても大量の

審査を滞りなく着実に実施していくため、令和２年度の審査においては特例として面

接審査を実施せず、書面審査及び合議審査により選考を行うことを特別研究員等審査

会で決定し、７月 28 日に全申請者・申請機関に周知した。 

具体的には、１万１千人を超える申請者について、264 の審査グループ（延べ約 1,500

名の審査員）による書面審査を行ったほか、「特別研究員等審査会」をメール審議方

式により延べ 12 回（総会１回、区分別部会 11 回）開催し、例年のスケジュールから

遅延することなく令和２年９月 25 日に PD 及び DC の第１次採用内定を、12 月 25 日

に PD 及び DC の第２次採用内定を該当者に対して通知した。（RPD については、これ

より早い令和２年８月７日に採用内定を該当者に対して通知した。） 

 

・令和２年度採用分 CPD の選考については、募集、申請受付、審査、採用までの業務

を迅速に遂行した。 

具体的には、前年度より約１ヶ月早い令和２年３月 19 日に、PD 及び SPD の新規採用

者を募集対象として募集要項を公開し、６月 26 日に申請を締め切った後、38 人の申

請者に対して特別研究員事業と共通の審査区分により書面審査を行った上で、特別研

究員等審査会委員長及び副委員長による採否の判定を経て 14 名の採用内定者を決

定、８月 17 日に該当者に通知した（採用開始日は 10 月１日）。 

なお、令和３年度採用分 CPD の募集要項の作成にあたっては、海外での長期の研究活

動を計画する申請予定者の申請準備に資するよう迅速に作業を進め、令和２年度採用

分より更に約１ヶ月早い令和３年２月 12 日に募集要項を公開した。 

 

・書面審査に当たっては、審査委員の適切な審査の実施、負担軽減に資するため、審

査の基準や利害関係者の取扱いを分かりやすく詳しく記載した手引きを作成し、審査

委員に配布して周知した。 

 

・PD は、採用後の受入研究機関を博士課程在学時とは別の研究機関とすることを申

請資格としているため、選考にあたり、特例措置の適用を受けて博士課程在学時の研

究機関を受入研究機関とすることを希望する者については、特例措置希望理由の妥当

性を確認するよう審査委員に周知し、資格審査を実施した。周知にあたっては審査方

法を明確かつ簡潔に審査の手引等に記述し、精度の高い審査を実施した。 

 

「博士の学位を取得した研究機関以外の場で研究する者（令和２年度採用分）」 

資格 
新規採用者数（育志賞受

賞に伴う採用者を除く） 

博士の学位を取得した

研究機関以外の場で研

究する者の数 

割合 

の見直しを決定し、特別研究員の能力を活かし

た多様な活動等を可能としている。さらに、同

じく令和３年度より DC が受入研究機関の「ダブ

ルディグリー・プログラム」を利用して留学す

ることを認める決定をし、DC 採用者が国際的な

環境の下で幅広い知識や経験を得る機会を拡大

している。 

こうした、制度の基本設計を担保し趣旨を踏ま

えた上で積極的かつ適切に制度改善を行った取

組は、若手研究者の可能性を広げ、更なる幅広

い活躍を支援するものであり、高く評価できる。 

 

・令和３年度より PD 等を対象として保険（傷害

補償等）に一括加入することを決定し、研究活

動等での事故による入院、通院費用等が保証さ

れるよう制度改善を行ったことは、博士課程を

修了した特別研究員に安心を与え、これまで以

上に研究に専念できる環境整備を大きく前進さ

せたものといえる。また、新型コロナウイルス

感染症の影響下の経験を活かし、特定感染症に

罹患した場合にも対応する制度としたことは、

ポストコロナにおいても若手研究者の研究環境

の充実に資するものであり、高く評価できる。 

 

・特別研究員採用後手続の電子化は、特別研究

員採用者及び受入研究機関の事務負担を大幅に

軽減するとともに、申請状況の適正な管理、各

種申請に対する詳細な分析を可能にするなど、

利便性・有効性を大きく向上させるものである。

また、これにより、自宅等にいながら各種手続

が完結できるようになることで、新しい生活様

式であるリモートワークの推進にも大きく寄与

するものである。令和３年度中の運用開始に向

けて構築に着手した本システムは、新型コロナ

ウイルス感染症の影響下が過ぎても継続的に活

用していくものであり、ポストコロナも見据え

た制度の効率的かつ効果的な運営の大きな前進

として、高く評価できる。 

 

・学術システム研究センターでの集中的な議論

を経て、令和４年度採用分 PD 及び DC の審査方

法を見直すとともに、研究者としての資質や将

来性の評価により重点を置く特別研究員の審査
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SPD 14 人 14 人 100.0％ 

PD 363 人 363 人 100.0％ 

合計 377 人 377 人 100.0％ 

 

・審査方針や審査方法等はホームページ上で公開し、審査の透明性の確保に努めた。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_houhou.html 

また、選考結果については、不採用者に対して各審査項目の評価、総合評価及び不採

用者の中でのおおよその順位を開示した。なお、採用者については振興会のホームペ

ージ上で氏名、研究課題名、受入研究機関等を公開している。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_saiyoichiran.html 

 

・「特別研究員等審査会」の委員（58 名）、専門委員（約 1,800 名）については、学術

システム研究センター研究員が審査委員候補者データベースを活用して候補者名簿

案を作成した。同センターでの審査委員候補者の選考過程においては、各分野の申請

状況や候補者の所属機関のバランスに配慮し、適切な人材を選定すること等を前提と

しながら、女性研究者の積極的な選考にも配慮した。（令和２年度審査委員女性比率：

20.3%）なお、令和２年度に行った令和３年度審査委員選考においては、審査委員候

補者の女性比率が 23.8%と更に向上した。 

 

◆事業の評価と改善 

（進路状況調査等） 

・採用期間終了後の進路状況調査を実施し、常勤の研究職への就職状況を通じて事業

の効果を確認した。これにより、PD（採用終了５年後）、DC（採用終了 10 年後）共に

９割近くが常勤の研究職に就いていることから、本事業が研究者の養成・確保のため

有効に機能していることが確認できた。 

また、進路状況調査の結果は、ホームページ等で「就職状況調査」として国民に分か

りやすい形で公表した。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_syusyoku.html 

 

「PD、DC の常勤の研究職への就職状況」 

平成 28 年度 
DC PD 

終了５年後 終了 10 年後 終了５年後 終了 10 年後 

常勤の研究職 75.1% 88.5% 91.6% 92.2% 

ポスドクフェロー 9.1% 1.5% 2.3% 0.5% 

非常勤の研究職 2.5% 1.0% 2.0% 1.9% 

非研究職 11.8% 8.6% 3.8% 4.3% 

学生 0.5% 0.1% - - 

無職等 1.0% 0.2% 0.3% 1.1% 

 

令和２年度 
DC PD 

終了５年後 終了 10 年後 終了５年後 終了 10 年後 

制度の趣旨を踏まえ、それに対応した申請書様

式の抜本的な改善を行ったことは、制度のより

効果的な運営に資する審査の実現の取組とし

て、高く評価できる。 

 

・主たる評価指標である「特別研究員採用者へ

の支援に対する評価」、「特別研究員の受入先の

評価」では、中期目標に定められた水準を大き

く上回る実績を上げており、特別研究員事業が

採用者及び受入先の双方から高い評価を得てい

ることが分かる。 

 

＜課題と対応＞ 

・特別研究員事業の募集、審査、採用に係る一

連の業務を円滑に実施し、引き続き我が国の学

術研究の将来を担う優秀な若手研究者の養成に

貢献していく。 

 

また、研究者を目指す者にとってより魅力ある

事業となるよう、引き続き採用者の処遇改善や

支援の充実等の制度改善に努めていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である３－１（支援に対する評価）

については中期目標に定められた水準（80％程

度）を大きく上回る 98.2％であり、極めて高い

肯定的評価を受けている。 

 

・評価指標である３－２（特別研究員の活動状

況に関する評価）については中期目標に定めら

れた水準（80％程度）を上回る 85.1％であり、

高い肯定的評価を受けている。 

 

・関連指標である３－Ａについては、５年経過

後 PD の就職状況は 86.3％、10 年経過後 DC の就

職状況は 87.7％となっており、中期目標の基準

となっている平成 28 年度の状況（５年経過後

PD は 91.6％、10 年経過後 DC は 88.5％））と

概ね同水準であった。 
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常勤の研究職 72.2% 87.7% 86.3% 93.8% 

ポスドクフェロー 7.2% 1.8% 3.7% 0.8% 

非常勤の研究職 2.7% 1.8% 3.1% 1.7% 

非研究職 16.4% 7.3% 5.4% 3.1% 

学生 0.2% 0.1% - - 

無職等 1.4% 1.4% 1.4% 0.6% 

 

・令和２年度における若手研究者を対象とした賞について、特別研究員採用経験者の

受賞状況を調査し、以下のとおり、本事業経験者の割合が継続的に高いことが確認さ

れた。 

「特別研究員採用経験者の受賞実績」 

（単位：人） 

賞の名称 
特別研究員採用経験者の 

受賞者数（全受賞者数） 

令和２年度文部科学大臣表彰若手科学者賞 70（97） 

第 17 回日本学士院学術奨励賞 ４（６） 

第 17 回日本学術振興会賞 16（25） 

第 11 回日本学術振興会育志賞 18（18） 

 

（審査結果の検証） 

・特別研究員等審査会の審査結果について、学術システム研究センターにおいて審査

意見の適切性等について分析・検証を行い、その結果を翌年度の審査委員候補者の選

考に反映させた。 

また、審査区分毎の申請者数の状況を確認し、審査グループ数の調整を行うなど、審

査体制の改善を行った。 

 

（SPD の評価） 

・SPD については、学術システム研究センターにおいて、中間評価（１年目終了後及

び２年目終了後：SPD 本人の自己評価及び受入研究者が作成した評価書を基に研究

の進捗状況等を検証）、事後評価（採用終了後：SPD 本人の自己評価及び受入研究者

が作成した評価書を基に採用期間全体の研究状況等を検証）を行い、その評価結果を、

本人に対して通知した。 

 

（事業内容の検討・見直し） 

●新型コロナウイルス感染症への対応 

・令和２年度採用分特別研究員に係る採用手続き、研究奨励金の支給手続きにおいて

は例年４月に繁忙期を迎えるところ、４月７日より「緊急事態宣言」が発出され、本

会においても出勤抑制体制が敷かれたが、採用及び研究奨励金の支給は特別研究員の

生活の基盤となるものであり、最優先事項との認識のもと作業を滞りなく進め、特別

研究員に遅滞なく研究奨励金を支給した。 

 

・また、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大により、若手研究
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者に生じた様々な影響を考慮し、特別研究員事業の制度の基本設計等を踏まえた上

で、新型コロナウイルス感染症の影響下における特別研究員採用者や申請希望者等の

様々な状況に可能な限り対応できるよう、以下の特例措置を講じた。 

（１）書類の提出期限の延長等 

①在学証明書や学位取得証明書等の「採用手続書類」を、提出期限後も随時受け付け

ることとする特例措置を講じた。 

 

② 申請予定者等からの相談、要望を踏まえ、審査スケジュールや審査結果開示時期

への影響も考慮するとともに、一部の審査委員には委嘱期間の延長を依頼するなどの

調整も行い、申請書の提出期限を可能な限り延期（PD・DC：６月３日→６月 15 日、

RPD：５月７日→６月４日）した。（再掲） 

 

（２）制度運用に係る特例取扱いの設定 

 採用中の特別研究員等からの相談、要望を踏まえ、以下のとおり、制度運用に係る

特例措置を講じた。 

① DC・PD・SPD・RPD を対象として、新型コロナウイルス感染症の影響により研究

活動に支障が出たことを事由とする採用期間の中断を可能とする特例措置（中断開始

時期：令和２年４月～令和３年３月）を設けた。【令和２年７月 28日付け通知】 

なお、令和２年度末までに、本特例措置の申請者は 148 人となっており、本特例措置

は採用者にとって極めて有効な措置だったことが確認できる。 

② 令和２年度に採用期間が終了する DC を対象として、大学が延長を認める在学期

間（原則最大６ヶ月）について、採用期間の延長を認める特例措置を設けた。【令和

２年７月 28 日付け通知】  

また、当該採用延長期間中の研究奨励金については、該当となる DC 等に対して調査

を実施するとともに令和３年度予算において別途必要予算を確保し、該当者の研究継

続への柔軟な対応を可能とした。【令和２年 12 月 22 日付け通知】 

なお、令和２年度末で、本特例措置の申請者は 224 人となっており、本特例措置は該

当する DC にとって極めて有効な措置だったことが確認できる。 

③ 海外渡航の延期を余儀なくされた令和元年度採用の CPD を対象に、「義務とする

海外渡航期間（主要渡航期間）」を３年→２年６ヶ月に緩和する特例措置を設けた。

【令和２年９月 28 日付け通知】 

これにより、３名の CPD が本特例措置を申請し、本人の意向どおり、CPD を辞退する

ことなく現在主要渡航先の海外受入研究機関において研究を遂行している。 

④ 令和３年度採用分 PD・RPD・DC の採用内定者を対象として、令和３年４月１日に

おいて申請資格を満たさない場合は、令和３年４月１日以降も引き続き採用内定者と

して取り扱う特例措置を設けた。【PD・RPD：令和３年１月７日付け通知】【DC：令和

３年２月 19 日付け通知】 

なお、本特例措置については、19名の採用内定者（PD：15 名、RPD：３名、DC1:１名）

から申請がなされ、少数ではあるものの新型コロナウイルスに起因して生じた採用内

定者への影響に柔軟に対応した。 

⑤ CPD を対象として、新型コロナウイルス感染症の影響により研究活動に支障が生

じたことを事由とする採用期間の中断を可能とする特例措置（中断開始時期：令和３

年２月～令和４年３月）を設けた。【令和３年１月 13 日付け通知】 
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本特例措置については、未だ CPDからの申請が無いものの、国内外の新型コロナウイ

ルスの感染拡大状況を鑑みれば、本特例措置が設けられていることは CPD の生活、研

究活動の遂行に一定の安心感を与えている。 

⑥ 令和２年度の新型コロナウイルス感染症の影響による採用中断の実績、及び２度

目の「緊急事態宣言」が発出されるなど先行き不透明な状況を踏まえ、引き続き特別

研究員の研究活動への様々な支障が生じている状況を考慮し、令和３年度において

も、DC・PD・SPD・RPD を対象として、新型コロナウイルス感染症の影響により研究

活動に支障が出たことを事由とする採用期間の中断を可能とする特例措置（中断開始

時期：令和３年４月～令和４年３月まで）を設けた。【令和３年２月 24 日付け通知】 

なお、上記①～⑥の特例措置については、本会ホームページにおいて、新型コロナウ

イルス感染症の影響の事象（ケース）毎に分類して、「特別研究員事業における特例

措置の活用事例～新型コロナウイルス感染症の影響で研究遂行などに困ったら～」と

して纏めて掲載し、令和２年度に設けた多数の特例措置を可能な限り分かりやすく発

信することに努めている。 

 

●制度運用の見直し・改善 

（１）特別研究員の「研究専念義務」の明確化と報酬受給制限の緩和 

特別研究員の研究専念義務のより分かりやすい周知を図るため、研究専念義務は「特

別研究員の研究活動」以外の様々な活動を一律に制限するものではないこと、及び「特

別研究員としての研究活動」を自らの主たる活動としてその遂行に支障が生じないよ

う適切に自己管理するものであること、を「特別研究員遵守事項及び諸手続の手引（令

和３年度版）」（以下「令和３年度版手引」という。）において明記した。併せて、特

別研究員からの要望やその取り巻く状況を考慮するとともに制度の趣旨も踏まえた

上で、令和３年度より報酬受給を伴う活動については特別研究員としての研究課題の

遂行に支障が生じない限り職種に制限を設けないこととし、制度の趣旨を担保しつつ

柔軟な制度改革を行った。なお、令和３年１月に公開した「令和３年度版手引」にお

いて、関係者に向けてその旨を周知した。 

 

（２）DC の留学に関する制限緩和 

DC について、研究者としての視野・幅を広げるとともに、特別研究員の当初計画の

進展・相乗効果にも資するため、令和３年度よりこれまで認めていた受入研究機関の

「ジョイントディグリー・プログラム」に加え、「ダブルディグリー・プログラム」

等を利用して留学し連携外国大学院の学籍を持つことについても認めることとした。

なお、令和３年１月に公開した「令和３年度版手引」において、関係者に向けてその

旨を周知した。 

 

（３）SPD、PD、RPD、CPD を対象とする保険（傷害補償等）の導入決定 

SPD、PD、RPD、CPD（以下まとめて「PD 等」という。）の研究環境改善に資するため、

PD 等が受入研究機関における研究活動等において事故に見舞われた場合に通院費用

等の補償を受けられるよう、令和３年度より PD 等を対象とする保険契約（傷害補償・

特定感染症危険補償特約）に振興会として一括加入することを決定し、令和３年３月

に対象となる特別研究員採用者等に周知を行った。 
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（４）採用後手続きの電子化に向けた対応 

特別研究員採用者が自身の登録データを Web 上で確認するとともに、オンラインで

各種申請等を行うことを可能とするウェブサイト「学振マイページ」の導入を決定し、

構築に着手した（「学振マイページ」は令和３年度中に運用開始予定）。これにより、

これまで紙で提出されていた採用後手続書類についてペーパーレスでの運用が実現

し、従来の紙媒体での申請書等の提出と比較して、特別研究員の負担軽減、申請状況

の適正管理、各種申請等に対する分析など、利便性と有効性を大きく向上させること

となる。 

 

●審査制度の改善に関する検討と見直しの実施 

学術システム研究センターに設置した「特別研究員等審査システム改善のためのワー

キンググループ」における検討を踏まえ、特別研究員事業の趣旨に留意しながら、募

集要項や審査方法等について以下のような見直しを行った。 

・近年の申請数の増加や審査結果開示の早期化に対応するとともに、全ての申請者を

同じ条件の下で公正かつ効果的に審査するため、令和４年度採用分 PD 及び DC につ

いて、従来の審査において申請者の一部のみに行っていた「面接審査」に代わり、申

請書に基づく「書面審査及び合議審査」を導入することとした。 

・特別研究員の審査は科研費等の研究費の審査とは異なり、研究者としての資質や将

来性の評価により重点を置くことを踏まえ、申請者が自身の研究遂行力を自ら分析す

るとともに研究に関する自身の強み等を記入する項目を新たに設けるなど、申請書様

式の抜本的な見直しを行い、令和４年度採用分の募集（審査は令和３年度に実施）に

反映させた。 

 

・審査方法の変更に伴い、審査委員に配布する「審査の手引」についても重複する記

載を見直して簡素化・明確化を図るとともに、特別研究員の審査は研究者としての資

質や将来性の評価に重点を置いていることを分かりやすく強調するなどの改善を行

った。 

 

「特別研究員等審査システム改善のためのワーキンググループの開催実績」 

開催日 議事内容等 

2020 年 

５月 29 日 

・令和２年度における特別研究員事業等の審査の方向性について 

・令和２年度特別研究員－SPD 評価における研究発表会について 

９月 18 日 ・令和３年度以降における特別研究員等の選考方法について 

10 月５日 ・特別研究員の新たな審査方法について 

10 月 30 日 ・特別研究員の新たな審査方法について 

11 月 20 日 ・特別研究員の新たな審査方法について 

・海外特別研究員の新たな審査方法について 

12 月 18 日 ・特別研究員-DC、PD、RPD 令和４年度（2022 年度）採用分募集

要項について 

・特別研究員-CPD 令和３年度（2021 年度）採用分募集要項等に

ついて 
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・海外特別研究員 令和４年度（2022 年度）採用分募集要項につ

いて 

2021 年 

１月 15 日 

・令和４年度採用分特別研究員等に係る第２段審査の手引につい

て 

・令和３年度特別研究員事業等予算案の概要 

３月５日 ・令和５年度採用分特別研究員等の審査に関する検討課題につい

て 

・令和２年度のまとめと次年度検討事項について 

・令和３年度（令和２年度採用分）特別研究員-SPD 評価について 

 

◆募集・採用業務の円滑な実施 

・特別研究員に支給する研究奨励金については、「独立行政法人日本学術振興会の主

要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」における指摘事項を踏まえた見直し

案（平成 18 年 12 月 15 日文部科学省）に基づき、独立行政法人日本学生支援機構の

奨学金との重複受給を防止するため、平成 19 年度に整えた同機構とのチェック体制

に従い、平成 20 年度から採用内定者情報を同機構に提供し重複チェックを行ってい

る。本取組は令和２年度においても引き続き実施した。 

・特別研究員制度について広く周知を図るため、令和４年度(2022 年度)採用分の募

集内容や申請方法について説明した資料を作成し、本会ホームページに掲載して各機

関の事務担当者に広く周知した。なお、例年開催している募集説明会については、新

型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から開催を見送った。説明会において直接説

明する機会がなくなったことにも鑑み、例年の説明資料に加え、令和４年度採用分特

別研究員の募集・審査に係る主な変更点と申請者に留意いただきたい点等をその趣旨

と共に簡潔に纏めた資料を別途作成して本会ホームページに公開し、申請者の参考に

供した。 

 

 【評価指標】 

３－１ 特別研究員及び海外

特別研究員採用者への支援に

対する評価（Ｂ水準：アンケ

ート調査により肯定的評価を

得た割合が 80％程度） 

 

３－２ 特別研究員及び海外

特別研究員の受入先の評価

（Ｂ水準：アンケート調査に

より肯定的評価を得た割合が

80％程度） 

 

３－３ 外国人研究者を受け

入れた研究機関における研究

環境の国際化状況（Ｂ水準：

受入研究者へのアンケート調

＜主要な業務実績＞ 

【若手研究者の海外派遣（個人支援）】 

■海外特別研究員事業 

（執行業務） 

・令和２年度は、令和３年度採用分の選考・審査業務を行う一方、令和２年度新規採

用者・継続採用者合計 378 名（うち新規 143 名）に対する資金支給業務を適切かつ効

率的に実施した。 

 

・希望者に対して、出産・育児に伴う採用の中断及び延長の取扱いの手続を行った。

（令和２年度実績：８名）また、傷病により研究に専念することが困難な者に対し、

傷病を理由とする採用の中断及び延長の取扱いの手続も行った。（令和２年度実績：

２名） 

 

（新型コロナウイルス感染症への対応） 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、各国が入国制限を強化し、各機関が研究

環境の封鎖などを実施したことにより、渡航や現地での研究の実施が困難となった採

用者に対し、個々の状況を踏まえ、渡航延期や一時帰国などの取扱について柔軟な対

（２）国際舞台で活躍する研究者の養成 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、中期計画を上回って履行し、中期目標を

上回るペースで実績を上げていると言えるた

め、評定をａとする。 

・新型コロナウイルス感染症の発生当初から、

採用者からの要望やその影響を踏まえて対応を

検討し、様々な救済的特例措置の早期の設定・

実施、採用者の立場に立った迅速で柔軟な対応

を行ったほか、研究専念義務の明確化と報酬受

給制限の緩和や審査制度の見直し等の制度改善

を実施している。 

 

【若手研究者の海外派遣】 

・若手研究者の海外派遣においては、新型コロ

（２）国際舞台で活躍する研究者の養

成 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定めら

れた以上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に

より、採用者に様々な影響がある中、海

外特別研究員事業では採用期間延長や

申請書の提出期限延長、日本国内での

採用開始を可能とする特例措置等、若

手研究者海外挑戦プログラムでは一時

帰国の特例措置や申請書の提出期限延

長等、外国人研究者招へい事業では採

用期間延長や来日期限の延長、申請書
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査により肯定的評価を得た割

合が 75％程度） 

 

【関連指標】 

３－Ａ 特別研究員事業及び

海外特別研究員事業における

採用終了後の就職状況 

 

【目標水準の考え方】 

３－１ 特別研究員事業及び

海外特別研究員事業につい

て、採用者のニーズを踏まえ

てさらなる制度改善を図る観

点から、現状の支援に関する

アンケート調査を実施し、

80％程度の肯定的評価を得る

ことを達成水準とする。 

 

３－２ 特別研究員及び海外

特別研究員の受入先に対し、

特別研究員及び海外特別研究

員の活動状況に関するアンケ

ート調査を実施し、80％程度

の肯定的評価を得ることを達

成水準とする。 

 

３－３ 国際的な頭脳循環の

中で、外国人研究者の受入れ

によって受入機関の研究環境

の国際化を図る観点から、前

中期目標期間における事業実

施後のアンケート調査の結果

（平成 25～28 年度実績：

76.8％）を踏まえ、75％程度

の肯定的評価を得ることを達

成水準とする。 

 

３－Ａ 事業による支援の結

果、優秀な学術の研究者の養

成に寄与したかを把握するた

め、当該指標について毎年度

確認を行うとともに、平成

28 年度の状況（5年経 

応を実施するとともに、以下の特例措置を実施した。 

 

‐令和元年度末頃から寄せられた、他の収入源がなく渡航延期をせざるを得ない複数

の採用者からの救済支援を求める要請を踏まえ、急遽日本国内で採用を開始する特例

措置を実施し、令和３年３月末時点で 33 名の採用者に適用した。 

‐新型コロナウイルス感染症の影響により研究の遂行に支障が生じた海外特別研究

員を対象として、採用期間を延長し、滞在費・研究活動費を追加支援する特例措置を

実施し、令和３年３月末時点で 85 名（平成 30 年度以前の採用者 26 名、令和元年度

採用者 59 名）の採用者に適用した。 

‐通常時は出産・育児・傷病に限定されている採用の中断及び延長の取り扱いについ

て、採用者の状況を考慮し、新型コロナウイルス感染症の影響を理由とした申請も特

例的に認める措置を実施し、６名の採用者に適用した。 

‐海外特別研究員の日本への一時帰国について、通常時は採用期間中において通算

40 日間という上限を設けているが、新型コロナウイルス感染症の影響及び海外特別

研究員個々人の事情を考慮し、上限を超える一時帰国も柔軟に認めることとした。 

‐新型コロナウイルス感染症の影響により、渡航を延期せざるを得ない令和２年度採

用者に対し、令和３年度に採用を開始することを認める特例措置を実施し、19 名の

採用者に適用した。 

‐令和３年度採用者を対象として、令和３年４月１日に申請資格を満たさない場合に

ついて、最長令和４年１月１日まで採用開始を延期可能とする措置を実施し、２名の

採用者に適用した。 

 

（審査業務） 

・特別研究員等審査会（委員 58 名、専門委員約 1,800 名）を設け、専門的見地から

審査及び選考を行った。なお、選考に当たっては、今年度は新型コロナウイルス感染

症の影響に配慮し、審査員委員が集う形式での合議審査及び面接審査は行わず、書面

審査及び電子メール等を活用した審議により選考を行った。 

 

・審査の公正性・透明性を確保するため、審査会委員の選考については、学術システ

ム研究センターが作成する審査員候補者データベース等を活用して、各分野の申請状

況、候補者の所属機関のバランス及び女性研究者の積極的な選考等に配慮しつつ適切

に行った（令和２年度審査委員女性比率：20.3%）。 

また、審査の基準や、利害関係者の取扱いについて明記した手引を委員に対して配布

し、審査に厳格を期した。 

なお、学術システム研究センターに設置されたワーキンググループでの検討を踏ま

え、募集要項や審査方法の見直し等を図ることにより、公正で透明性の高い選考・審

査体制の整備に継続的に取り組んだ。特に今年度においては、これまでの審査の観点

をより一層綿密に評価できること等を考慮し、令和４年度採用分海外特別研究員につ

いて、従来の審査で申請者の一部に対して行っていた「面接審査」に代わり、申請書

のみに基づく「書面審査及び合議審査」を導入することとし、申請書の様式を抜本的

に見直した。 

選考結果については、不採用者に、特別研究員等審査会における各審査項目の評価及

び不採用者の中でのおおよその順位を通知した。なお、採用者については、振興会の

ナウイルス感染症の影響が拡大する中で、募集、

審査、採用に係る一連の膨大な業務を限られた

時間のスケジュールで採用計画に基づき、滞り

なく、円滑に実施した。特に今年度は新型コロ

ナウイルス感染症の影響による申請者の状況を

考慮し、申請書の提出期限の延長を行うととも

に、審査においても審査方法を工夫することに

より、例年とほぼ同時期に採用内定を決定し、

申請者の進路決定に遅延が生じないように選考

を実施したことは高く評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症に係る対応につい

て、発生の早期の段階で採用者の困難な状況を

把握し、令和２年度当初から特例措置を実施し

たこと、また緊急事態宣言下において勤務態勢

に影響がある中で、採用者に対し複数回に亘り

アンケートを実施し、採用者のニーズを速やか

にかつ適切に掌握し、個々の状況に応じた柔軟

な対応を迅速に行った。特に採用者及び申請希

望者に生じる様々な影響を考慮し、書類提出期

限の延長をはじめ、採用期間の中断、あるいは

予算措置として予定していないにもかかわら

ず、調整の上実施した採用期間の延長措置や採

用開始時期の延期措置、日本国内での採用開始

を可能とする特例の取扱等、制度利用者の立場

に立った多様な特例措置を早期に設置・実施し、

採用者に対する救済支援を行い、優れた若手研

究者の研究を支援すべく柔軟な制度運営に努め

たものとして高く評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症への対応をしつつ

も、学術システム研究センターでの集中的な検

討を経て、令和４年度採用分海外特別研究員の

審査方法を見直すと共に、申請書様式の抜本的

な改善に踏み切ったことは、海外での研究計画

や遂行能力の評価に加え、研究者としての資質

や将来性の評価にも一層重点を置いた審査を実

現するための重要な取り組みとして高く評価で

きる。 

 

【外国人研究者の招へい】 

・外国人研究者招へいの取組においても、我が

国の研究機関の研究環境の国際化が停滞しない

ため、新型コロナウイルス感染症の影響の収束

後、優れた外国人研究者の招へいの取組を迅速

の提出期限延長等、各事業において状

況の変化に応じて柔軟に対応したこと

は採用者に寄り添った取組であり、高

く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き新型コロナウイルス感染症の

影響がある中で、令和 2 年度と異なる

影響も想定されるところ、状況を精査

の上、派遣者及び招へい者に対して各

事業による研さん機会を提供できるよ

う柔軟な対応を期待する。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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過後特別研究員-PD は

91.6％、5年経過後海外特別

研究員は 94.2％、10 年経過

後特別研究員-DC は

88.5％）を基準とした状況変

化を評価において考慮する。 

ホームページ上で氏名等を公開した。 

採用者一覧： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 

 

・特別研究員等審査会の審査結果について、学術システム研究センターの研究員が分

析・検証を行い、翌年度の審査委員候補者の選考に反映させた。また、書面合議審査

に役立つ審査コメントの例を書面審査の手引に掲載し、書面審査委員への便宜を供し

た。 

 

（事業内容の改善・見直し） 

・令和３年度から報酬の受給を伴う活動については、海外特別研究員の研究課題の遂

行に支障が生じない限り、内容に制限は設けないこととし、海外特別研究員が能力に

応じて多様な活動に従事することを可能とした。 

 

（募集業務） 

・令和２年度には、令和４年度(2022 年度)採用分海外特別研究員の募集と併せて、

令和４年度(2022 年度)採用分海外特別研究員-RRA 事業（以下「RRA 事業」という。）

の募集を行った。 

 

・通常時は海外特別研究員の採用歴がある者の再申請を認めていないが、令和４年度

採用分募集要項においては、新型コロナウイルス感染症の影響により日本国内で採用

を開始したものの海外に渡航することができなかった者の再申請を特例として認め

ることとした。 

 

・また、令和２年４月に発出された、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事

態宣言により、多くの申請機関において入構制限や在宅勤務が実施されたことを受

け、当初５月６日に予定していた令和３年度（2021 年度）採用分の申請締め切りを

６月４日まで延長した。 

 

・募集要項、申請書、審査方針、書面審査セット、申請・採用状況及び採用者一覧等

について、振興会ホームページを通じて、広く一般に公開し、申請者が迅速に入手で

きるようにした。 

 

・申請書の作成から提出まで完結させる電子申請システムについて、令和２年度にお

いても、申請者及び事務担当者の利便性を考慮し、使いやすいよう改修を行った。 

 

・併せて、電子申請システムの体験版や簡易版操作手引を整備しているほか、専用の

コールセンターを引き続き設置し、申請者が円滑に申請できるよう便宜を図った。 

募集要項（海外特別研究員事業）： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sin.html 

募集要項（RRA 事業）： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/rra_sin.html 

選考方法（審査方針等）： 

に再開できるよう、円滑かつ着実に事業を実施

したことは評価できる。特に、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による申請者の状況を考慮

し、申請書の提出期限の延長を行うとともに、

審査においても審査方法を工夫することによ

り、例年とほぼ同時期に採用を決定したことは

評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症に対する対応につ

いても、前例のない事態であるにもかかわらず、

採用者や受入機関のニーズを適切に把握し、採

用期間延長や来日期限の延長、一時出国や中断

の柔軟な取扱いなどの特例措置を行ったことは

高く評価できる。 

・また、採用後の手続きに係る様式等の署名・

押印を廃止し、提出専用ホームページの導入も

進めたことも、採用者及び受入機関の事務負担

を軽減させるものとして評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・海外特別研究員事業、若手研究者海外挑戦プ

ログラム、外国人研究者招へいの各種事業にお

いて、採用者や受入研究機関のニーズ等を踏ま

え着実に実施していくとともに、各種事業の周

知に向け、効果的な情報発信に取り組んでいく。 

 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である３－１については中期目標に

定められた水準（80％程度）を大きく上回る

95.5％であった。 

・評価指標である３－２については中期目標に

定められた水準（80％程度）を大きく上回る

98.1％であった。 

・評価指標である３－３については中期目標に

定められた水準（75％程度）を上回る 84.0%％で

あった。 

 

・関連指標である３－Ａについては、５年経過

後海外特別研究員の就職状況は 91.5％であり、

中期目標に定められた基準（平成 28 年度の状況

（５年経過後海外特別研究員は 94.2％））から

わずかに減少した。 
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https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_houhou.html 

申請・採用状況： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_shinsei.html 

採用者一覧： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 

書面審査セット： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sinsa-set.html 

 

・特別研究員事業と併せて海外特別研究員事業の制度について広く周知を図るため

の説明や令和４年度(2022 年度)採用分の募集に係る申請書作成について各機関の事

務担当者に注意点を広く周知するためのホームページを作成した。当該ホームページ

に掲載した説明資料においては、学術研究分野における男女共同参画を推進する観点

を踏まえ、優れた若手研究者が結婚・出産・育児・看護・介護のライフイベントによ

る研究中断等の後に、海外の特定の大学等研究機関において長期間研究に専念できる

よう支援する、RRA の周知に努めた。 

 

（就職状況調査） 

・令和２年度に海外特別研究員（平成 29 年度採用者）の採用終了後の就職状況調査

を実施した。また、調査結果をホームページ上で公表する準備を行った。 

 

●平成 29 年度採用者の採用期間終了後の就職状況 

区分 人数 割合 

常勤の研究職（国内） 51 人 32％ 

常勤の研究職（海外） 15 人 ９％ 

非常勤の研究職 ２人 １％ 

ポストドクター（国内） 10 人 ６％ 

ポストドクター（海外） 69 人 44％ 

非研究職 10 人 ６％ 

その他 １人 １％ 

計 158 人 － 

 

・採用期間終了後１年、５年及び 10 年経過した者を対象とした就職状況等の追跡調

査を実施し、事業の効果を検証した。また、調査結果をホームページ上で公表する準

備を行った。 

 

●海外特別研究員の常勤の研究職への就職状況 

区分 割合 

５年経過後（平成 24 年度採用者） 91.5％ 

 

■若手研究者海外挑戦プログラム 

（審査業務・募集業務） 

・博士後期課程学生が積極的に海外での研究に従事できるよう支援するため、平成 29
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年度に創設した「若手研究者海外挑戦プログラム」について、令和２年３月に募集を

開始した令和２年度採用分（第２回）の審査業務を６～８月の限られた期間内に迅速

かつ適切に行い、９月には採用結果を開示した。さらに、令和３年度採用分の募集に

係る要項を作成し、令和２年８月に公開した。当該募集要項においては、引き続き年

２回の募集を行い申請希望者の利便性を確保するとともに、２段階書面審査を実施

し、審査の合理化・迅速化を図っている。 

 

・また、令和２年４月に発出された、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事

態宣言により、多くの申請機関において入構制限や在宅勤務が実施されたことを受

け、当初４月 17 日に予定していた令和２年度（2020 年度）採用分（第２回）の申請

締め切りを６月４日まで延長した。 

 

（採用手続） 

・令和２年度採用分については、採用後の手続を簡潔に記した手引を新たに準備する

と同時に、各種手続に係る様式一式を準備した。手引及び様式を準備するに当たって

は、採用者の負担を可能な限り減らすため、簡易な手続方法となるよう努めた。令和

３年度採用分については、前年度採用分で問合せがあった部分や分かりにくい表現を

適宜改め、全般的に手引及び様式の見直しを行った上で、採用手続を行った。また、

手引及び様式は振興会ウェブサイトで公開し、容易に入手できるよう工夫に努めた。 

 

（執行業務） 

・令和２年度は、令和３年度採用分の選考・審査業務を行う一方、令和２年度採用分

合計 22 名に対する資金支給業務を適切かつ効率的に実施した。 

 

・特に、類似の例のないベンチフィーの支払いに当たっては、受入機関によって異な

る請求内容を丁寧に確認し、適切な支給か否かを見極めた上で、事例を収集・分析し

つつ適切な執行に努めた。 

 

（新型コロナウイルス感染症への対応） 

・令和元年度末以降、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、各国が入国制限を強

化し、各機関が研究環境の封鎖などを実施したことにより、渡航や現地での研究の実

施が困難となった採用者に対し、個々の状況を踏まえ、渡航延期や一時帰国などの取

扱について柔軟な対応を実施するとともに、以下の特例措置を実施した。 

 

‐新型コロナウイルス感染症の影響により、渡航を延期せざるを得ない令和２年度採

用者に対し、令和３年度に採用を開始することを認める特例措置を実施し、83 名の

採用者に適用した。 

 

■海外渡航を促進するための取組 

・特別研究員を対象としてスイス及びインドの大学等研究機関の研究者と共同研究

する機会を提供する「若手研究者交流事業」を引き続き実施した。令和２年度は国際

事業委員会による選考を経て、９名の特別研究員を採用した。 

・ERC（European Research Council（欧州研究会議））と協力し、引き続き「ERC と
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の協力による特別研究員の海外渡航支援事業」を実施した。 

・令和３年度分の募集については、令和３年１月に特別研究員の受入れを希望する

ERC 研究費支援を受けている研究者の情報を特別研究員に提供するとともに、オン

ラインシステムにて申込受付を開始した。また、渡航希望者が受入研究者と円滑に連

絡が取り合えるよう、振興会から受入研究者宛に事業趣旨や特別研究員事業の説明を

記載した英文レターを準備し、振興会ホームページで公開している。 

 

【若手研究者の組織的な海外派遣（組織支援）】 

■国際的な活躍が期待できる研究者の育成事業 

（交付業務） 

・平成 29 年度に「頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム」

として採択され、平成 30 年度から「国際的な活躍が期待できる研究者の育成事業」

として実施された 12 事業に対し令和元年度に交付した補助金について、事業実施機

関から提出された実績報告書等の書類の確認を行い、事業に要する経費か否か厳格に

精査した上で額の確定を実施した。 

 

（評価業務） 

・令和元年度をもって事業実施期間が終了した平成 29 年度採択事業 12 事業及び平

成 30 年度をもって事業実施期間が終了した平成 28 年度採択事業のうち事後評価未

実施の１事業の計 13 事業について、国際事業委員会及び当該委員会の下に設置され

た分野別の審査・評価部会（人社系、理工系、生物系、総合系の４部会。計 49 名の

委員で構成）において、書面評価及び合議評価による事後評価を実施した。 

・事後評価の結果、若手研究者が派遣先の海外研究機関との共同研究を通じて顕著な

成果を上げるとともに、国際的な研究ネットワークの構築に貢献し、国際的に活躍で

きる若手研究者の育成が順調に進んでいるなど、４段階評価の総合的評価で４事業が

「４」（高く評価できる）、８事業が「３」（概ね高く評価できる）、１事業が「２」（あ

る程度評価できる）の評価を得た。事後評価結果については、事業実施機関に速やか

に通知するとともに、審査・評価部会の委員名簿と併せてホームページで公開した。 

 

【諸外国の優秀な研究者の招へい】 

■外国人研究者招へい事業（外国人特別研究員、外国人招へい研究者） 

（募集業務等） 

・招へいの目的や外国人研究者のキャリアステージに合わせることができるよう、複

数のプログラムにより事業を構成し、国内公募と海外対応機関からの推薦により申請

を受け付けた。 

・リーフレット（和文及び英文）を作成し、ホームページでの掲載、国内大学等研究

機関だけでなく、海外研究連絡センター及び海外対応機関を通した配布によって、積

極的な広報活動を行った。 

・外国人研究者及び受入研究者が計画を十分に検討できるよう、募集要項（和文及び

英文）を来日時期の１年前に作成、公開した。また、様々な計画に対応できるよう、

年複数回に分けて募集した。 

 

（申請受付・採用業務） 
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・新型コロナウイルス感染拡大の影響を考慮し、令和２（2020）年度外国人研究者（一

般）及び外国人招へい研究者（短期）第２回募集回の申請受付期限を、令和２（2020）

年５月８日から６月４日に延長した。 

・引き続き、募集要項とともに審査区分表等を作成、公開することにより、申請者に

対する選考方法の透明性を高めるとともに、幅広い分野の審査員によるピアレビュー

を適切に機能させた。 

・引き続き、全ての申請を電子申請システムにより受け付け、申請受付の効率化及び

受入研究機関の負担軽減を図った。 

・国内公募分の選考にあたっては、「外国人特別研究員（一般）」及び「外国人招へい

研究者（長期・短期）」では、各研究分野から高い見識をもつ研究者で構成される特

別研究員等審査会において、専門的見地から書面審査及び合議審査による二段階審査

を行った。また、「外国人特別研究員（欧米短期）」では、年３回の申請機会に機動的

に対応するため国際事業委員会にて採用者を決定した。 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響に配慮し、特別研究員等審査会及び国際事業委

員会は、審査員委員が集う形式での合議審査は行わず、書面審査及び電子メール等を

活用した審議により実施した。 

・「外国人特別研究員（一般）」及び「外国人招へい研究者（長期・短期）」について、

不採用の申請におけるおおよその位置づけを電子申請システムにより開示すること

により、情報公開を進めた。 

・選考方法について、ホームページ上で公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-ippan/senko.html 

https://www.jsps.go.jp/j-oubei-s/senko.html 

https://www.jsps.go.jp/j-inv/senko.html 

 

なお、採用者一覧もホームページ上で公開している。 

https://www.jsps.go.jp/j-fellow/saiyo/index.html 

https://www.jsps.go.jp/j-inv/adoptlist.html 

 

（採用期間中の運営業務） 

・外国人研究者管理システムを改修し、個々の招へい計画に応じた効率的かつ迅速な

滞在費支給等を行った。 

・採用期間中の手続きに係る手引き・様式及び FAQ（和文及び英文）の更新を行い、

従来問い合わせの多かった事項等を整理することで、外国人研究者、受入研究者及び

受入研究機関が事業を有効活用し、経費を適切に執行する環境整備を行った。 

・採用後の手続きに係る様式等の署名・押印を廃止し、提出専用ホームページの導入

を進めた。 

・外国人特別研究員が出産・育児による不利益を被ることがないよう、採用期間の中

断への対応等、一定の配慮をしつつ、事業を運営した。 

・緊急事態宣言の発令により研究活動に支障が生じたことを考慮し、一定の要件を満

たす者に、採用期間１ヶ月延長を認める特例措置を実施した。 

・新型コロナウイルス感染症に係る入国制限措置等の影響を鑑み、来日期限を延長す

る特例措置を実施したほか、一時出国や中断などの取扱いについて柔軟な対応を実施

した。 
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・特例措置の内容については、受入機関に通知するとともに、ホームページで公開し

ている。 

 

（事業の評価） 

・事業の改善を目的とし、事業終了後、外国人研究者及び日本側受入研究者に対して

アンケート調査への回答や報告書の提出を求めることにより実績等の把握に努めて

いる。令和２年度中に採用期間が終了した外国人特別研究員（一般）の日本側受入研

究者へのアンケート調査においては、84.0％が肯定的な評価をしている。 

・今後の事業運営の参考とするために、外国人特別研究員及び受入研究者の研究業績

のデータを分析し、採用後の活躍状況や事業の成果についての検証を実施した。 

 

●令和２年度プログラム別受入実績（単位：人） 

 

申請・採用実績 受入実績 

国内公募 
海外 

推薦* 

新規来

日者実

数 

総滞在

者数** 申請数 採用数 採用率 

外国人特別研究員

（一般） 
2,287 230 10.1% 110 204 681 

外国人特別研究員

（欧米短期） 
186 55 29.6% 70 18 71 

外国人特別研究員

（戦略的ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 
   ９ １ ５ 

外国人特別研究員

（ｻﾏｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 
   102 ０ ０ 

外国人招へい研究

者（長期） 
187 61 32.6%  17 32 

外国人招へい研究

者（短期） 
414 160 38.6%  ８ 12 

* 延べ約 50 の海外対応機関からの推薦。 

** 総滞在者数：前年度からの継続滞在者を含む。 

 

●令和２年度地域別受入実績（単位：人） 

地域 受入実績（総滞在者数*） 割合 

アジア 398 49.7 

オセアニア 29 3.6 

アフリカ 39 4.9 

ヨーロッパ 254 31.7 

北米 49 6.1 

中南米 15 1.9 

中東 17 2.1 

合計 801  

* 総滞在者数：前年度からの継続滞在者を含む。 
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（外国人特別研究員（一般／欧米短期／戦略的プログラム／サマー・プログラム）） 

・計 70 の国・地域から計 757 名を招へいし、若手研究者に日本側受入研究者の指導

のもとに共同して研究に従事する機会を提供した。 

 

・外国人特別研究員（戦略的プログラム）では、海外対応機関との連携のもと、優秀

な若手研究者の確保に努めた。 

・博士号取得前後の若手研究者を夏季 2か月招へいする外国人特別研究員（サマー・

プログラム）では、新型コロナウイルスの影響で新規来日はなかったが、2020 年度

通年・2021 年度プログラム参加、行動制限措置期間を採用期間に含めることを容認

する等特例措置を講じた。 

・平成 30 年度に新規採用した外国人特別研究員（一般）291 名中 114 名(39.1%)が採

用期間終了後も我が国の大学等研究機関で研究を継続している。 

 

（外国人招へい研究者（長期／短期）） 

・計 24 の国・地域から計 44 名を招へいし、我が国の大学等研究機関に対し、共同研

究、討議、意見交換、講演等の機会を提供した。 

・日本側受入研究者のアンケートによれば、国際共著論文等が執筆されているなど、

国際共同研究の進展に結びついている。 

 

■論文博士号取得希望者への支援事業 

・ODA の被支援国のうち、アジア・アフリカ諸国等の論文博士号取得希望者 38 人に

対して学位取得のための研究に必要な支援を実施した。 

・平成 29 年度に新規採用された者のうち、45%が令和元年度までに博士号を取得し

た。 

・事前の申請により令和２年度の委託契約期間を令和３年度末まで延長可能とする

特例措置を実施した。 

 

●令和２年度支援状況 

申請者数 採用者数 継続者数 総被支援者数 

44 人 10 人 28 人 38 人 

 

■外国人研究者への交流支援、生活支援 

・令和２年度は新型コロナウイルス感染防止対策のためオンライン形式でオリエン

テーションを実施した。 

・来日直後の外国人特別研究員に対し、ZOOM 配信によるオリエンテーションを実施

し、研究者同士の交流や採用経験者との交流機会を設けた。 

・外国人特別研究員を対象に、日本文化や日本の研究環境に関する講義を YouTube に

て配信した。 

●オンラインオリエンテーションの実施日と参加人数実績 

実施日 参加人数 

３月 11 日 27 
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■サイエンス・ダイアログ事業 

・招へいした外国人特別研究員が、高等学校等において、研究活動や母国について英

語で講義を行うサイエンス・ダイアログを延べ 97 回実施し、4,488 名の生徒が参加

した。 

・新型コロナウイルス感染防止対策を目的としたオンライン形式の講義を可能とし、

参加校 61 校中 26 校がオンライン形式の講義を選択した。 

 

 【評価指標】 

３－４ 若手研究者への国際

的な研さん機会の提供に係る

取組状況（Ｂ水準：振興会が

実施するシンポジウム等参加

者へのアンケート調査により

肯定的評価を得た割合が

95％程度） 

 

【目標水準の考え方】 

３－４ 若手研究者の学術

的・国際的視野を広げる観点

から、振興会が実施するシン

ポジウム等へ参加したことに

よる効果についてアンケート

調査を実施し、前中期目標期

間におけるアンケート調査の

結果（平成 25～28 年度実

績：91～100％）を踏まえ、

各シンポジウム等において

95％程度の肯定的評価を得る

ことを達成水準とする。 

＜主要な業務実績＞ 

【優れた若手研究者の顕彰】 

■日本学術振興会賞 

・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、45 歳未満で博士又は博士と同

等以上の学術研究能力を有する者のうち、論文等の研究業績により学術上特に優れた

成果をあげている研究者を対象に第 17 回日本学術振興会賞受賞候補者の推薦につい

て、我が国の学術研究機関及び学協会に対し依頼した。 

・令和２年４月１日～６日に実施した推薦受付について、新型コロナウイルス感染症

の影響を考慮し、郵送物の受付期間を緩和する等、受付方法の一部変更を行った。 

・被推薦者について、学術システム研究センターにおける６ヶ月に及ぶ綿密な査読を

経て、令和２年 10 月 29 日開催の本賞審査会（委員長：小林 誠 高エネルギー加速

器研究機構特別栄誉教授、他 12 名で構成）における選考結果に基づき、受賞者を決

定した。なお、審査会は新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、ウェブ会議形式

で開催した。 

・授賞式は、秋篠宮皇嗣同妃両殿下に御臨席を依頼し、令和３年２月に挙行する予定

であったが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、取り止めた。 

●第 17 回日本学術振興会賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 

3,635 機関 450 人 25 人 5.6％ 

 

・歴代受賞者の情報について各受賞者の URL をとりまとめ、日本学術振興会賞ホーム

ページに一覧として公開した。 

https://www.jsps.go.jp/jsps-

prize/data/ichiran/JSPSprize_list_all_202012_jp.pdf 

・学術研究分野における男女共同参画を推進する観点を踏まえ、推薦要項の見直しを

行い、年齢要件 45 歳未満のところ、出産・育児による休業等を取得した者について

は 47 歳未満に一部緩和することとし、第 18 回（令和３年度）の推薦要項を作成し公

開した。 

 

■日本学術振興会育志賞 

・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、34 歳未満で大学院における学

業成績が優秀であり、豊かな人間性を備え、意欲的かつ主体的に勉学及び研究活動に

取り組んでいる大学院博士後期課程学生を対象に第 11 回日本学術振興会育志賞候補

者の推薦について、我が国の大学及び学協会に対し候補者の推薦を依頼した。 

・令和２年６月１日～５日に予定していた推薦受付について、新型コロナウイルス感

（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期

目標に向かって順調に実績を上げていると言え

ることから、評定をｂとする。  

・日本学術振興会賞及び日本学術振興会育志賞

の募集、選考、授賞に係る業務を通して、創造

性に富み優れた若手研究者の顕彰を円滑かつ着

実に実施した。 

・国際生物学賞に係る事務及び、内閣府から委

託を受けた野口英世アフリカ賞医学研究分野の

推薦に係る事務を円滑かつ着実に実施した。 

・国際的な研さん機会を提供する事業では、新

型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、実施

に向けた準備業務と並行して相手国対応機関等

と実施形態の協議を行い、事業趣旨や相手国対

応機関の意向を尊重し、開催の延期を決定した。

一方で、ポストコロナを見据え、国際的な人の

往来再開時の事業の円滑な実施を担保するた

め、将来の参加者増を目的とした先端科学シン

ポジウムでのオンラインによる公開シンポジウ

ム（Open FoS）の実施、リンダウ・ノーベル賞

受賞者会議派遣事業での事業広報リーフレット

の作成など、新たな取組を行った。 

 

＜課題と対応＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響下において

も、優れた研究能力を有する研究者に対する顕

彰等の取組における募集、選考等を着実に行っ

ていけるよう、各事業の特性に配慮しつつ工夫

に努める。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着

実に業務が実施されたと認められるた

め。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

研究者の顕彰事業では新型コロナウイ

ルス感染症の影響を考慮し、推薦書類

の受付方法の変更や締切の延長など柔

軟な措置を取るとともに、オンライン

で選考委員会等を開催し効率的に行う

ことで、例年と同様に優れた研究者へ

の授賞が決定されており、評価できる。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

目的や内容がオンラインに適したシン

ポジウムについては、新型コロナウイ

ルス感染症の終息後においても、積極

的にオンラインによる取組の継続可能

性について検討を期待する。 
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染症の影響を考慮し、令和２年７月２日～８日に延期した。 

・被推薦者について、学術システム研究センターにおける面接選考を含む約６ヶ月に

及ぶ予備選考を経て、令和３年１月７日開催の本賞選考委員会（委員長：清水 孝雄 

国立国際医療研究センタープロジェクト長、他８名で構成）における選考結果に基づ

き、受賞者を決定した。なお、面接選考及び選考委員会は新型コロナウイルス感染症

の影響を考慮し、ウェブ会議形式で開催した。また、推薦受付を約１ヶ月延期したが、

ウェブ会議の活用等により、学術システム研究センターにおける予備選考を例年より

短期間で実施したことにより、例年と同時期に受賞者を決定することができた。 

・授賞式は、秋篠宮皇嗣同妃両殿下に御臨席を依頼し、令和３年３月に挙行する予定

であったが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し取り止めた。 

 

●第 11 回 日本学術振興会 育志賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 

2,492 機関 165 人 18 人 10.9％ 

 

・育志賞受賞者のネットワーク構築を図ることを目的として、令和３年３月 10 日に

育志賞研究発表会を開催した。なお、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、ウ

ェブ会議形式で開催した。 

・歴代受賞者の情報について各受賞者の URL をとりまとめ、日本学術振興会育志賞ホ

ームページ一覧として公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-ikushi-

prize/data/ichiran/Ikushi_list_all_202101_jp.pdf 

 

【国際生物学賞に係る事務】 

・国際生物学賞委員会は、授賞対象分野で著名な外国人研究者を含む審査委員会を組

織し、計４回（対面２回、ウェブ会議形式及びメール審議２回）の会議を経て、第 36

回国際生物学賞を、41 件の推薦から理化学研究所の篠崎一雄博士に授与することを

決定した。 

・授賞式及び国際生物学賞記念シンポジウムは、新型コロナウイルス感染症拡大防止

の観点から中止した。12月 16 日、日本学術振興会において、理事長より受賞者に対

し、賞が伝達された。 

・国際生物学賞パンフレットを作成し、1,600 件を超える関係機関、研究者に配布し

広報を行った。 

・国際生物学賞基金の募金趣意書を作成し、寄付金の拡大に努め、4,040,000 円（４

件）の寄付を受け入れた。 

・基金の管理・運用については、普通預金のほか、仕組預金（２億円）により適切に

運用した。 

・第 37 回国際生物学賞の審議は、令和２年 10 月 14 日に基本方針を決定し、同日に

第１回の審査委員会を開催（授賞式は令和３年 11～12 月頃に実施予定）した。 

 

●第 36 回及び 37 回顕彰に係る事務 

開催日 内容 

・評価指標である３－４については、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響によりシンポジウ

ム等の開催が延期となり、参加者へのアンケー

ト調査も行われていないが、Open FoS 参加者ア

ンケートでは肯定的評価が 96％と、中期目標に

定められた水準（95％）と同程度となっている。 
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令和２年 

４月 27 日 

～５月 22 日 

第 36 回国際生物学賞審査委員会（第３回会議：メール会議）（受

賞候補者を５名に絞込） 

令和２年 

６月８日 

～７月 29 日 

第 36 回国際生物学賞審査委員会（第４回会議：Web 及びメール

会議）（受賞候補者の選定） 

令和２年 

８月 28 日 

第 37 回授賞分野に関する会議（Web 会議） 

令和２年 

８月 28 日 

第 72 回国際生物学賞委員会（Web会議）（第 36 回国際生物学賞

受賞者の決定） 

令和２年 

10 月 14 日 

第 73 回国際生物学賞委員会（Web 会議）（審査委員長・幹事・

専門委員の選出等） 

令和２年 

10 月 14 日 

第 37 回国際生物学賞審査委員会（第 1 回会議：Web 会議）（専

門委員選考等） 

令和２年 

12 月 10 日 

第 37 回国際生物学賞審査委員会（第２回会議：Web 会議）（審

査委員会の日程、審査手順の確認、受賞候補者推薦依頼状等） 

令和２年 

12 月 16 日 

第 36 回国際生物学賞伝達式 

 

【野口英世アフリカ賞に係る事務】 

●推薦委員会の運営 

学術研究に高い識見を有し、研究評価及び経験が豊富かつアフリカでの感染症等の疫

病対策に造詣の深い研究者から成る推薦委員会（医学研究分野のみ）を振興会に設置

し、第１回推薦委員会をウェブ会議形式により開催した。 

●推薦依頼先の選定及び推薦書類の作成・配付 

内閣府との協議を経て、推薦依頼書類（和英仏）を作成の上、国内外の研究機関及び

研究者に推薦書類を送付した。 

●推薦受付用電子申請システムの構築 

推薦書類の送付後速やかに受付を開始できるよう、受付用電子申請システムを構築

し、推薦書類の受付を開始した。 

 

【ノーベル賞受賞者と若手研究者との対話の場の提供】 

■HOPE ミーティング 

・物理学、化学、生理学・医学及び関連分野を対象分野とした第 13 回 HOPE ミーティ

ングの開催に向け、運営委員会に諮りつつ、ノーベル賞受賞者を含む講演予定者への

講演依頼、海外推薦機関への参加者推薦依頼、開催施設の選定などの準備を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、オンライン開催も含め実施形態の検討を

行った結果、参加者の国・地域が 20 か国以上にわたることによる時差の幅の大きさ

に加え、参加者それぞれのウェブ環境の多様さから、チームプレゼンテーション等の

共同作業を通じた参加者間の交流のみならず、ノーベル賞受賞者などの講演者との対

話も難しいことが想定された。そのため、事業趣旨に沿った開催は困難として延期を
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決定した。 

・２回開催した運営委員会はいずれも新型コロナウイルス感染症拡大のリスクに配

慮し、メール審議とした。 

・第 13 回日本側参加者の公募は、延期後の日程に合わせてあらためて行うこととし

た。 

 

●第 13 回 HOPE ミーティング（当初予定） 

 

■ノーベル・プライズ・ダイアログ 

・ノーベル・プライズ・アウトリーチ（ノーベル財団広報部門）と連携し、同団体が

2012 年よりスウェーデンにおいて毎年ノーベル賞授賞式の時期に開催している一般

向け公開シンポジウム「Nobel Week Dialogue」を、2015 年３月にスウェーデン国

外としては世界で初めて「ノーベル・プライズ・ダイアログ」として開催した。その

後、2017 年２月、2018 年３月、2019 年３月に開催し、令和２年度には第５回目とな

る「ノーベル・プライズ・ダイアログ東京 2021」（当初予定：2021 年３月 21 日）の

開催に向けた準備を行った。 

・テーマは、Nobel Week Dialogue 2018 で取り上げられた「Water Matters」とする

こととし、運営委員会において、様々な角度からの講演、ディスカッションが行える

ようなプログラム構成及びパネリスト候補を検討した。また、開催施設の選定、広告

協賛・寄付の依頼などの業務も行った。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、共催機関と協議を重ね、オンライン開催

も含め実施形態の検討を行った結果、日本において直接ノーベル賞受賞者と交流でき

期間 令和３年３月 17 日～３月 21 日 

開催場所 神奈川県横浜市（予定） 

講演者 

・ドナ・ストリックランド 

（2018 年ノーベル物理学賞） 

・レイナー・ワイス 

（2018 年ノーベル物理学賞） 

・梶田隆章（2015 年ノーベル物理学賞） 

・吉野彰（2019 年ノーベル化学賞） 

・ウィリアム・モーナー 

（2014 年ノーベル化学賞） 

・クルト・ヴュートリッヒ 

（2002 年ノーベル化学賞） 

・ランディ・W・シェクマン 

（2013 年ノーベル生理学・医学賞） 

・ティム・ハント 

（2001 年ノーベル生理学・医学賞） 

参加国・ 

地域数 

日本、オーストラリア、バングラデシュ、中国、エジプト、イン

ド、インドネシア、イスラエル、ケニア、韓国、モンゴル、ミャ

ンマー、ネパール、ニュージーランド、フィリピン、セネガル、

シンガポール、南アフリカ、台湾、タイ、トルコ、ベトナム（22

か国・地域）  
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る機会を設けることで学術・科学技術への関心・理解を高めるという事業趣旨に沿っ

た開催は困難として、開催を延期することとした。 

・運営委員会についても、新型コロナウイルス感染症拡大のリスクに配慮し、オンラ

イン開催とした。 

 

【若手研究者への国際的な研鑽機会の提供】 

■先端科学シンポジウム  

・自然科学から人文学・社会科学にわたる異分野間で先端科学について討議を行う先

端科学シンポジウムの実施に向け、開催施設の選定などの準備を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、オンライン開催も含め実施形態の検討を

行った結果、「寝食を共にしたインフォーマルな機会を含めて議論を重ねることで、

分野の異なる参加者間の結びつきを強めるのが事業趣旨であるところ、時差もある中

で、オンライン開催でそうした直接的な交流を十分に確保することは難しい。」とす

る共催機関側の意向を踏まえ、開催を延期することとした。 

当初予定 

○第３回日米独先端科学（JAGFOS）シンポジウム 

日程：令和２年９月 13 日～16 日 

開催場所：米国・カリフォルニア 

参加者数：日本 24 名、米国 24 名、ドイツ 24 名 

（計 72 名） 

○第 10 回日仏先端科学（JFFoS）シンポジウム 

日程：令和２年 11 月５日～８日 

開催場所：日本・京都市 

参加者数：日本 20 名、フランス 20 名（計 40 名） 

 

・他方、オンラインによる初めての公開シンポジウム（Open FoS）を開催した。これ

は、やがては参加候補者となる若手研究者（大学院生を含む。）を中心に、本事業の

シンポジウムを疑似体験いただくことで、その醍醐味を実体験し、今後開催するシン

ポジウムへの参加希望に繋げていただくとともに、本シンポジウムの知名度の一層の

浸透を図ることを目的とするものである。当日は、過去のシンポジウム参加者９名が

登壇し、２セッション構成にて「起源の探索」及び「カーボンニュートラル」をトピ

ックとして、それぞれ異なる角度から講演を行った。研究者や学生を含む約 300 名

（Zoom ウェビナー232 名、YouTube ライブ配信 60 名）が参加し、ディスカッション

では様々な分野・職位（学生を含む。）の参加者から多くの質問が投稿され、活発な

議論が行われた。開催後には本会公式 YouTube チャンネルにて一部抜粋した動画を

公開し、発信を行った。（公開後約１ヶ月時点で各動画視聴回数計約 900 回）開催後

に行ったアンケートでは、参加者のうち 96%が「楽しかった」、87%が「先端科学(FoS)

シンポジウムに参加したい」と回答した。 

 

■国際的な会議等への若手研究者の参加支援  

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業 

・令和２年度開催予定であった２つの会議（物理学、化学、医学・生理学の三分野合

同及び経済学分野）のいずれもが、主催者（リンダウ・ノーベル賞受賞者会議評議会
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及びリンダウ・ノーベル賞受賞者会議基金）により、新型コロナウイルス感染症の拡

大により開催延期とされたことを受け、日本人参加者の派遣も延期されることとなっ

た。延期決定に際しては、延期に伴う対応及び今後の派遣見通しなどについて、主催

者及び派遣予定者と情報交換・共有を行った。 

・本年度開催分の延期に伴い、主催者側が新規開催分の参加者候補の募集を行わなか

ったため、本会においても日本人参加者候補の公募を行わなかったが、今後に向け、

本事業の周知のための事業広報リーフレットを新たに作成した。 

 

○リンダウ・ノーベル賞受賞者会議（第 70 回３分野合同） 

当初開催期間：令和２年６月 28 日～７月３日 

○リンダウ・ノーベル賞受賞者会議（第７回経済学） 

当初開催期間：令和２年８月 25 日～８月 29 日 

 

  【卓越研究員事業】 

・文部科学省が定めた公募要領に基づき、公募情報を振興会ホームページに掲載し、

電子申請システムを用いて令和２年４月に研究者 364 名の申請を受け付け、我が国

の第一線級の研究者等からなる卓越研究員候補者選考委員会を設置した上で、同委員

会による書面審査を実施し、審査結果を文部科学省に報告した（同省において書面審

査結果に基づき卓越研究員候補者を 169 名決定）。 

・文部科学省が定めた審査方法や審査の観点を公募時にホームページ上で公開する

とともに、審査終了後にホームページを通じて、任期を終了した審査員の名簿を公表

するなど、審査の透明性の確保に努めた。 

・審査員に対して、審査の手引き等を配付して書面審査の基準や利害関係者の取扱い

について周知し、信頼性の高い審査を実施した。 

・ポストを提示した研究機関（77機関、162 ポスト）と卓越研究員候補者の当事者間

交渉を支援するため、候補者に関する情報提供を行った（その後、今年度候補者とな

った 169 名に前年度からの候補者資格の継続者 146 名を加えた計 315 名の中から、

当事者間交渉が完了した候補者 40 名について、文部科学省が卓越研究員に決定。ま

た、補助金算定の対象となる関連研究者（提示されたポストに採用された卓越研究員

以外の若手研究者）として、５名が採用）。 

・各機関からの実績報告書の提出期限は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮

し、１ヶ月間延長した。 

・卓越研究員を採用した研究機関（新規分、継続分の計 70 機関）に対して、円滑に

補助金を交付した。また、令和元年度に補助金を交付した研究機関（66 機関）に対し

て、額の確定調査を適切に実施した上で、額の確定通知書を送付した。 

・令和３年度の公募に向け、申請や一覧化公開等のための電子申請システムを構築し

た。 

・文部科学省における本事業の効果的な運営に資するよう、卓越研究員に対して、研

究活動状況について追跡調査を実施し、その結果を取りまとめて文部科学省へ報告し

た。 

・平成 29 年度に卓越研究員を雇用した研究機関に対して、卓越研究員の研究活動状

況等に関する成果報告書の提出を求め、取りまとめて文部科学省へ報告した。なお、

成果報告書の提出期限は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、11 日間延長

（４）研究者のキャリアパスの提示 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期

目標に向かって順調に、実績を上げていると言

えることから、評定をｂとする。 

・事業の実施に当たっては、専門家による公正

な審査体制を整備し、事業の透明性、信頼性を

確保しながら、文部科学省の定めた審査要領に

従って審査業務を着実に実施した。また、補助

金の交付業務について、70 機関に対して円滑に

補助金を交付するとともに、66 機関に対して額

の確定調査を適切に実施した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、

実績報告書や成果報告書の提出期限を適切に延

長した。 

 

＜課題と対応＞ 

・公正性、透明性が確保された審査、円滑な交

付を着実に実施していくとともに、引き続き、

文部科学省と協力しながら本事業周知のための

効果的な情報発信に取り組んでいく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

－ 

（４）研究者のキャリアパスの提示 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着

実に業務が実施されたと認められるた

め。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

卓越研究員事業において、審査業務・交

付業務を中立的な公的機関として着実

に実施したほか、新型コロナウイルス

感染症の影響を考慮し、報告書の期限

延長などの対応を行った点は評価でき

る。 

事業の実施状況等を踏まえ、文部科学

省と協議の上、審査基準や審査方法の

改善等、事業の改善に向けた継続的な

検討が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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した。 

・本事業を広く周知するため、公募に関する情報をホームページで公開し、情報発信

を行った。また、本事業の概要や卓越研究員の声及び研究機関の声をまとめ、ホーム

ページで公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-le/index.html 

 

     

 

４．その他参考情報 
予算と決算の乖離については、支出時期の延期によるもの。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 

４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化 
（１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 
（２）大学教育改革の支援 
（３）大学のグローバル化の支援 

業務に関連する政策・施策 政策目標４ 個性が輝く高等教育の振興 

施策目標４－１ 大学などにおける教育研究の質の向上 

政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第３号、第６号、第７号、第８号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政

事業レビュー 

令和３年度行政事業レビュー番号 0129、0130、0142、0146、0154、0155、

0218、0199 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達

成

目

標 

前中期目

標機関実

績等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度 

評価指標 予算額（千円） 709,970 662,773 717,405   

大学教育改革の支援及び大学のグローバ

ル化の支援における国の方針を踏まえた

審査・評価等の実施状況（委員会の開催実

績等を参考に判断） 

－ 42～77 回 73 回 58 回 51 回   

決算額（千円） 620,258 560,184 648,761   

経常費用（千円） 619,003 565,437 630,054   

関連指標 経常利益（千円） 5,028 -24,499 18,724   

大学等にお

ける教育研

究拠点の形

成やグロー

バル化の取

組等を支援

する事業に

おける採択

機関の取組

状況 

世界トップレベル研究拠

点プログラムにおいて、研

究水準及び運営のいずれ

も世界最高水準であると

認定された割合 

－ 100％ － 100％ 100％ 

  行政サービス実施 

コスト（千円） 
629,598 － －   

行政コスト（千円） － 629,382 630,054   

従事人員数 22 19 20   

大学教育改革の支援及び

大学のグローバル化の支

援において、想定どおり、

あるいはそれ以上の成果

を上げたとする事業の割

合 

－ 75％ 79％ 82％ 89% 

   

注１）予算額、決算額は「４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化」の支出額を記載。人件費に

ついては共通経費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化」の事業担当者数を計上

（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ａ 評定 Ａ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を上回っ

て履行し、中期目標を上回るペースで実績を上

げていると言えることから評定をＡとする。 

・各事業において、新型コロナウイルス感染症

の影響を強く受けながらも、事業が円滑に実施

できるよう積極的かつ前広に、十分な工夫や柔

軟な措置を講じえるとともに、現下の新型コロ

ナウイルス感染症への対応にとどまらず、ポス

トコロナに向けた積極的な取組や検討を行っ

ており高く評価できる。 

・世界最高水準の研究拠点の形成促進において

は、新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡

大により、例年の対面形式でのフォローアップ

が困難な中で、オンライン化に向け事務局が入

念に準備し、委員、拠点との連携のもと、平時

に劣らないきめ細やかなフォローアップを実

現したことは高く評価できる。また、アウトリ

ーチ活動やファンドレイジング活動支援に関

しても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

を理由に中止や延期の措置をとることなく、オ

ンライン化や代替活動としての新たな企画に

取り組み、果敢な姿勢で当初計画を達成し様々

な対象に拠点の成果を不断に届けたことは高

く評価できる。 

・大学教育改革の支援においては、事業ごとに

委員会や部会等を合計 28 回開催し、審査・評

価業務に従事した。令和２年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大による制約がある

中で、申請書や報告書の提出期限の延長など大

学に配慮しつつも、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大を受けての会議のオンライン化に

対応するため、新たな面接時の評価システムの

構築を行った。また、緊急事態宣言期間中も審

査業務等を継続させるための業務の効率化や、

ポストコロナを見据えた対面とウェブ会議に

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

・WPI 事業において、新型コロナウイル

ス感染症により従来の対面による現地

視察等が難しくなっている中、評価・管

理業務等に関して平時に劣らずきめ細

やかに対応している。また、オンライン

でのアウトリーチ活動を強化し、積極的

に新たな企画に取り組んだほか、同事業

のウェブサイトを刷新・充実させたこと

により、アクセス数が倍増していること

は高く評価できる。 

・大学教育改革の支援においては、国の

定めた制度・方針等を踏まえ、迅速に事

務体制を整えながら、事業ごとに専門家

による委員会等を設置したことにより、

透明性、信頼性、継続性を確保した公正

な審査・評価体制が整備できている。さ

らに、新型コロナウイルス感染症の影響

下において、大学の負担を考慮し、報告

書や事後評価調書の締切を延長する措

置を取る一方、オンラインを活用しなが

ら各事業における審査・評価業務をすべ

て滞りなく実施できた点はポストコロ

ナも見据えた成果であることに加え、今

後の業務遂行の効率化に資するもので

あると高く評価できる。 

・卓越大学院プログラムでは、新型コロ

ナウイルス感染症の影響下においても

ウェブ集計システムの新たな構築等の

工夫により前年度と同時期に審査結果

を通知している。また、採択校の新型コ

ロナウイルス感染症の影響下でのプロ

グラムにおける取組状況のフォローア

ップを実施し、その取組をホームページ
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よる視察を組み合わせたハイブリッド型の現

地視察による実効性の担保などの様々な工夫

を行った上で、２事業の審査業務、及び 119 件

にも及ぶ事後評価の実施及び事後評価結果の

総括のまとめを行ったことは高く評価できる。 

・大学のグローバル化の支援において、オンラ

インを活用した新たな審査・評価システムや審

査・評価方法を確立するなど、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大という事態にも柔軟に

対処したことに加え、評価結果の迅速かつ積極

的な情報発信をおこなったことは高く評価で

きる。 

 

＜課題と対応＞ 

・WPI においては、引き続き、拠点の審査・評

価・管理業務を着実に実施する。特に、令和３

年度に予定されている新規公募のための審査

に加え、最終評価及び中間評価に向けて、更な

る体制整備に努める。 

・また、新型コロナウイルス感染症の影響下に

おける効果的な情報発信について引き続き工

夫を凝らしつつ、様々な媒体を通じた情報発信

を進める。 

・大学教育改革及び大学のグローバル化を支援

する国の助成事業において、引き続き公正かつ

迅速・適切な審査・評価を実施していくととも

に、プログラムの着実な実施に向けてフォロー

アップ体制の充実・強化を図りつつ、各大学の

参考となりうる情報の積極的な発信にも努め

ていく。 

 

で公表したことは、採択校の今後のプロ

グラムの改善のみならず、ポストコロナ

も見据えた全国への好事例の波及にも

つながる取組として高く評価できる。 

・知識集約型社会を支える人材育成事業

では、学部教育を対象にした国の助成事

業としては初めてとなる PO を配置する

ことで日常的な指導・助言等が可能とな

るなど、今後の他事業においても波及を

期待できるフォローアップ体制を構築

した点は高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

WPI の広報に関して、プレゼンス向上の

ため、これまで関わりがなかった新しい

ターゲットにも広げるための更なる工

夫や、情報の収集に関して、次の活動に

も繋がるよう、収集に留まらず、効果的・

積極的なデータの分析や情報提供にも

努めることを期待する。 

卓越大学院プログラムは、令和３年度に

初となる中間評価を、初年度（平成 30 年

度）採択分を対象に行う予定であるが、

各プログラムの継続・発展のみならず、

卓越した博士人材の育成や持続的に人

材育成・交流及び新たな共同研究が持続

的に展開される拠点創出による大学院

全体の改革の推進も見据え、中間評価の

着実な実施とともに、審査・評価業務自

体の中間的な総括や改善にも努めるこ

とを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

大学等の強みを活かした教育研究機能

の強化を振興会が担当していること自

体が、振興会の学術活動に関する評価能

力が評価され、大学の教育・研究機能の

評価に役立つと認められている証拠で

あり、実際に大学と協力しながら、新型

コロナウイルス感染症の影響がある状

況下でも、客観的評価に努めたことは高
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く評価される。 

この種の大学評価は、異なる価値観を大

学の教育・研究に持ち込むために重要な

役割を果たすが、それを可能にするため

には、中立的立場から、教育・研究の場

を客観視する姿勢が重要である。振興会

は、日頃から現場の研究者と接し、自発

的な研究提案の審査で信頼されており、

その役割をしっかりと果たしている。 

 

 【評価指標】 

４－１ 世界最高水準の研究拠

点の形成を目指す事業に係る国

際的な審査・評価等の実施状況

（審査・評価等を行う委員会の

体制整備状況等を参考に判断） 

 

【関連指標】 

４－Ａ 大学等における教育研

究拠点の形成やグローバル化の

取組等を支援する事業における

採択機関の取組状況 

 

【目標水準の考え方】 

４－１ 世界最高水準の研究拠

点の形成を目指す事業の審査・

評価等を行う委員会において、

国の方針を踏まえ、国際的な観

点から事業及び研究拠点の形成

に有益な指摘を得るための審

査・評価等が適切に行われた

か、委員会における外国人委員

参画割合、英語による審査・評

価等を行う体制整備の状況等を

参考に判断する。 

 

４－Ａ 振興会の関与を通じ、

国の方針を踏まえた取組が適切

に行われたかを把握するため、

事業採択機関における取組状況

について事後評価等を通じて毎

年度確認を行うとともに、前中

期目標期間における実績（世界

＜主要な業務実績＞ 

・毎年度末に行われている文部科学省研究振興局による「WPI 総合支援事業外部評

価」において、令和２年度は「世界中と連携する必要のある事業について、新型コ

ロナウイルス感染症の影響下においても柔軟かつ迅速な対応を行い事業をやり遂

げたことは高く評価できる」として、総合評価を昨年度までの「Ｂ」から「Ａ」に

向上できた。 

・振興会において定めた「世界トップレベル研究拠点プログラム委員会規程」に基

づき、国内外の学術研究機関の長・教員及び学識経験を有する者等からなるプログ

ラム委員会等を組織し、審査・評価・管理業務を実施した。 

・業務の実施に当たっては、国の定めた制度・方針を踏まえ、プログラム・ディレ

クター（PD）、プログラム・ディレクター代理（DPD）及び拠点ごとのプログラム・

オフィサー（PO）を配置し、専門的な観点からプログラムの進捗状況を管理する体

制を整備した。また、平成 29 年度に文部科学省が設けた世界トップレベル研究拠

点プログラム（WPI）アカデミーについて、WPI アカデミー拠点のフォローアップの

ため、アカデミー・ディレクター（AD）及び拠点ごとのアカデミー・オフィサー（AO）

を配置し、その運営状況を確認している。 

・各拠点のフォローアップは、プログラム委員会及び拠点作業部会において、いず

れも外国人委員を含むメンバー（委員 93 名中外国人 38 名、40.9％）により、国際

的な観点を踏まえ実施した。 

 

世界トップレベル研究拠点プログラム委員会名簿 

（令和２年 10 月現在）  

川合 眞紀 大学共同利用機関法人自然科学研究機構 分子

科学研究所長 

黒川 清 政策研究大学院大学 名誉教授 

鈴木 典比古 公立大学法人国際教養大学 理事長・学長 

永井 良三 自治医科大学 学長 

中村 道治 国立研究開発法人科学技術振興機構顧問 

野依 良治 

（委員長） 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発

戦略センター長 

濵口 道成 国立研究開発法人科学技術振興機構 理事長 

松本 紘 国立研究開発法人理化学研究所 理事長 

（１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を量的及

び質的に上回って履行し、中期目標を上回るペ

ースで実績を上げ、顕著な成果が得られている

と言えることから、評定をａとする。 

・また、文部科学省研究振興局による「令和２

年度 WPI 総合支援事業外部評価」において、「世

界中と連携する必要のある事業について、新型

コロナウイルス感染症の影響下においても柔

軟かつ迅速な対応を行い事業をやり遂げたこ

とは高く評価できる」として、総合評価を昨年

度までの「Ｂ」から「Ａ」に向上できたことは、

特筆に値する。 

・国の定めた制度・方針を踏まえ、PD・PO 体制

を構築するとともに、プログラム委員会や拠点

作業部会において外国人研究者も参画した体

制を整備することにより、審査・評価・進捗管

理業務を国際的な視点で着実に実施した。 

・とりわけ、令和２年度は新型コロナウイルス

感染症の世界的感染拡大という困難な状況に

あり、「対面」「訪問」「移動」に制約がある中で、

オンラインを活用し、事務局による念入りな準

備のもと、国内外の委員と繋がり、拠点作業部

会による現地視察（８拠点：国外評価者を含む

各 50 人程度参加）及びプログラム委員会によ

るヒアリング（８拠点：国外委員を含む 60 人

程度参加）を実施し、進捗状況を平時に劣らず

きめ細かく把握して、各拠点の改善すべき点等

を取りまとめて提示したことは、高く評価でき

る。 

（１）世界最高水準の研究拠点の形成促

進 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

・新型コロナウイルス感染症により従来

の対面による現地視察等が難しくなっ

ている中、評価・管理業務等に関して平

時に劣らずきめ細やかに対応している。 

・また、オンラインでのアウトリーチ活

動を強化し、積極的に新たな企画に取り

組んだほか、同事業のウェブサイトを刷

新・充実させたことにより、アクセス数

が倍増していることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・広報に関して、WPI のプレゼンス向上

のため、これまで関わりがなかった新し

いターゲットにも広げるための更なる

工夫や、情報の収集に関して、次の活動

にも繋がるよう、収集に留まらず、効果

的・積極的なデータの分析や情報提供に

も努めることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 



 

72 
 

最高水準の研究拠点の形成を目

指す事業については、研究水準

及び運営のいずれも世界最高水

準であると認定された割合が

100％（平成 28 年度実績）、大

学教育改革の支援及び大学のグ

ローバル化の支援については、

想定どおり、あるいはそれ以上

の成果を上げたとする事業の割

合が 75％（平成 25～28 年度に

おける中間評価及び事後評価の

実績））を基 

準とした状況変化を評価におい

て考慮する。 

ハリエット・ウオルバーグ カロリンスカ医科大学 教授 

クラウス・フォン・クリッツ

ィング 

マックス・プランク研究所 部局長 

リタ・コーウェル メリーランド大学 名誉教授 

ビクター・ヨセフ・ザウ 米国医学アカデミー 会長 

ジャン・ジン－ジュスタン フランス宇宙基礎科学研究所 学術顧問 

リチャード・ダッシャー スタンフォード大学 米国・アジア技術経営研究

センター所長 

リム・チュアン・ポー シンガポール食品庁 長官 

プログラム委員名簿及び各拠点作業部会委員名簿については、ウェブサイトで公開

している。 

 

■審査・評価・進捗管理業務に加え、WPI プログラムの成果の最大化に向けた活動

支援を行うため、世界トップレベル拠点形成推進センター（以下「WPI センター」

という。）のセンター長に WPI プログラムに深い知見を有する PD を委嘱し、業務を

円滑に実施するための万全の体制を敷いている。 

 

■審査 

文部科学省が令和３年度に新規１拠点を採択することに伴い、文部科学省及び PD、

DPD、AD と協議の上公募要領等を策定し、プログラム委員会国内委員会の承認を得、

公募を開始した。（令和３年３月末申請締切、９月最終選考の予定。） 

 

■フォローアップ 

拠点構想の進捗状況及び拠点の運営状況の把握と管理を、各委員の利益相反に配慮

しつつ、以下のとおり適切に実施した。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症

の世界的感染拡大を受け、従来の対面形式での会議や拠点に実際に赴く現地視察等

はオンラインにて実施することで、委員や拠点関係者の安全を確保しつつ着実に目

的を達成した。６月から開始された現地視察等のオンライン化にあたっては、まだ

評価者、評価される各拠点、振興会事務局の誰にとってもオンライン対応が浸透し

ておらず不慣れであることを想定し、オペレーション事務にかかるマニュアルを早

期（５月中）に整備し、委員、拠点と連携し、テスト接続を行い通信トラブルの事

前回避を図る等、入念に事前準備を行うことで万全の体制を整え、従来の対面型現

地視察等を通じて行うフォローアップに限りなく近いフォローアップを実施した。

フォローアップ結果は、文部科学省に報告するとともに、事業ウェブサイトにおい

て公開した。 

 

□補助金支援期間にある 8 拠点（平成 19・24・29・30 年度採択拠点）について、

PD、DPD 及び拠点担当の PO を中心とした拠点作業部会による現地視察（８拠点：国

外評価者を含む各 50 人程度参加）をオンラインで行うとともに、プログラム委員

会（オンライン）が進捗状況についてヒアリング（８拠点：国外委員を含む 60 人

程度参加）を実施し、フォローアップ結果として、拠点の改善すべき点等を取りま

とめた。また、令和３年度に予定されている最終評価（平成 19・24年度採択拠点）、

・更に、６月開始の現地視察等のオンライン化

にあたっては、まだ評価者、評価される各拠点、

振興会事務局の誰にとってもオンライン対応

が浸透しておらず不慣れであることを想定し、

評価者、拠点、振興会事務局のそれぞれの立場

からの使用方法について早期に（５月中に）マ

ニュアルを作成・改善・配布したこと、各参加

者へ会議開催の前週までにテスト接続を行い、

通信トラブルの事前回避、円滑な会議運営に細

心の注意を払い、より複雑化する令和３年度評

価へ向けての改善策にも令和２年度中に動き

出したことは特筆に値する。 

・WPI アカデミー拠点についても、継続認定の

ための初めての外部評価を適切に実施、新規ア

カデミー拠点のフォローアップ、拠点長交代に

係る審議を着実に進めている。 

・WPI プログラムの成果の最大化に向けた活動

への支援業務について、業務目的を踏まえ、ア

ンケート結果、アウトリーチ担当者会議を通じ

た各拠点からの要望、昨年度の取組の効果等を

参考に検証を行いつつ、WPI 拠点や文部科学省

と足並みを揃えながら適切に行っている。 

・アウトリーチ活動やファンドレイジング活動

支援についても、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染拡大により例年通りの実施形態を採

用できない事態に直面したが、中止や延期とい

った措置をとらず、オンラインの活用への切り

替えや代替活動としての新たな企画を意欲的

に立ち上げ、当初計画を粘り強く達成したこと

は高く評価できる。 

・中でも、主催者が実施直前の夏に中止を決め

たスーパーサイエンスハイスクール（SSH）生徒

研究発表会へのブース出展の代替として、高校

生を対象にオンラインにて新たに企画した高

校生向け WPI シンポジウム 2020 は、令和２年

度にも不断に全国の高校生への理解増進に寄

与した活動事例として特筆に値する。また、活

動の効果をアンケート結果や収集可能な数値

で確認しており、対象者の関心を着実に引いて

いることも示されている。 

・成果横展開のプラットフォームとなるウェブ

サイト「WPI Forum」の刷新・充実を進め、研究

大学コンソーシアム（RUC）との共催シンポジウ
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中間評価（平成 29 年度採択拠点）に向けて、PD、DPD、文部科学省と協議しつつ、

令和２年度の実施状況を踏まえた改善策も検討の上、評価の枠組を策定し、プログ

ラム委員会の承認を得た。 

 

□WPI アカデミー平成 29 年度認定拠点のうち、補助金支援拠点を除く４拠点につ

いては、フォローアップ基本方針に則り、「WPI アカデミー」（平成 29 年４月 21 日

文部科学省研究振興局）が定める WPI アカデミー拠点の認定を継続するための条件

ごとに、WPI アカデミー拠点としての水準を引き続き維持しているかを確認するた

め、AD、PD、DPD 及び拠点担当の AO を中心とした WPI アカデミー拠点作業部会によ

り現地視察をオンラインにて実施し、令和 3年 2月の国内委員会（オンライン）に

おいて、これら拠点の継続について審議、承認した。また、令和２年度から WPI ア

カデミー拠点として活動を開始した１拠点に対して、AD、AO によるオンライン拠点

訪問を実施し、フォローアップを行った。 

なお、１拠点から拠点長交代の申し出があり、令和 3年度国内委員会での拠点長交

代承認に向けて、AD、AO 等による事前評価ヒアリングをオンラインにて実施した。 

 

■WPI プログラムの成果の最大化に向けた活動への支援 

業務の実施にあたっては、アウトリーチ担当者による会議を通じ、WPI 拠点や文部

科学省との情報・方向性の共有を図った。また実施した取組は、アンケート結果や

取組の効果、アウトリーチ担当者会議での各担当者からの意見等を踏まえ、振興会

理事、PD、DPD、AD 等で構成される WPI センター会議において、幅広い対象を適切

にカバーできているか、認知・理解の向上に繋がる種をどれだけまいたか、目的に

則した取組であったか等の観点から評価し、その結果を次の取組にフィードバック

した。 

 

□アウトリーチ等 

WPI プログラム全体が社会から「見える」存在となることを目指し、以下の取組を

行った。令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症への対応として、多くの活動を

オンライン化し、又は代替の企画を新たに実施することで、新型コロナウイルス感

染症の影響下においてもアウトリーチ活動が停滞することのないよう最大限努め

た。 

 

●アウトリーチ 

・国内外に向けた情報発信媒体として、事業及び各拠点の概要と成果を示したパン

フレット（日英併記）を作成・配布したほか、振興会ウェブサイトにおいても日英

ほぼ同内容の情報を適宜発信した。さらに、各拠点からの要望を踏まえ、昨年度新

たに作成した WPI 事業を紹介するリーフレットは、今年度は英語版を新たに作成し

在京大使館、本会海外研究連絡センター等に配布した。 

・国内に向けた取組としては、一般層を対象としたサイエンスシンポジウムをオン

ライン開催し、300 余名の参加者に、WPI 拠点の研究者から生命研究の最先端を紹

介するとともに、主に高校生の参加者を対象として科学者のキャリアについて現役

研究者との対話の場を設けた。アンケートにおいては、回答者の 78％から今後の

WPI 関連イベントに参加したいとの回答があった。 

ムの開催、採択拠点の職員を対象としたの実務

担当者会議など、WPI 拠点に蓄積された経験・

ノウハウの共有・展開も積極的に進めており、

その効果も着実に上げていると評価できる。 

・とりわけ、「WPI Forum」について WPI の特徴

であるミッション毎に整理し直し、採択後の年

数が少ない若いWPI拠点や拠点の組織形成や取

組を検討しているホスト機関が参考とし易い

ようコンテンツを組み直した上で刷新し、更に

内容を充実させ、アクセス数を飛躍的に増加さ

せたことは特筆に値する。 

・加えて、Alumni 組織の確立のため、必要性が

長年強く意識されておりながら各WPI拠点にお

ける日常業務過多やノウハウ偏在により実現

に大きな偏りがあった各拠点滞在経験者のデ

ータベース構築については、令和２年度に各拠

点の構築状況、構築に向けてのニーズの確認を

通じて、実務担当者会議を企画してノウハウの

共有を図り、更にデータベース雛形を振興会に

おいて作成し、各拠点における Alumni データ

ベース構築を容易にし、各拠点の必要に応じて

カスタマイズできるよう令和３年度中に提供

する手筈を整えたことは快挙と言える。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、拠点の審査・評価・管理業務を着

実に実施する。特に、令和３年度に予定されて

いる新規公募のための審査に加え、最終評価及

び中間評価に向けて、更なる体制整備に努め

る。 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における

効果的な情報発信について引き続き工夫を凝

らしつつ、様々な媒体を通じた情報発信を進め

る。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である４－１については、ノーベル

賞受賞者を含むプログラム委員会及び拠点作

業部会のいずれも外国人を含む委員構成にす

るとともに、英語による資料の作成、及び会議

の運営を行っており、新型コロナウイルス感染

症の影響下の困難を様々な工夫で乗り越え例

年どおりの水準で達成された。 
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・科学に興味がある一般層に向けてわかりやすく発信することを目的として、講談

社ブルーバックス公式サイト上に WPI 拠点の研究成果を記事として掲載し、掲載後

1か月間で 2記事合計約 7,300 ページビューを獲得、WPI Forum でも約 900 ページ

ビューを得た。 

・若い層へのアウトリーチとしては、例年、スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

生徒研究発表会へのブース出展を通じて生徒等に事業紹介をしていた。しかしなが

ら、令和 2年度の SSH 生徒研究発表会は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影

響によりオンライン開催となり、主催者側の判断によりブース出展が中止となった

ため、代替活動として、WPI 拠点と協働してオンラインにて高校生向け WPI シンポ

ジウム 2020 を企画し開催した。当日は、中高生と教職員を中心に 200 名強が参加

した。シンポジウムにあわせ、Facebook を通じて告知と WPI の情報発信を行った結

果、Facebook の投稿のリーチ数が 5,500 を越え、昨年度の SSH 生徒研究発表会で

のリーチ数を上回る等、例年以上に WPI の活動情報を届けることが出来た。 

・企業関係者の関心・理解を得るべく、日本経済団体連合会の協力を得て、その部

会メンバーに WPI 拠点主催イベント等の情報の周知を行った。昨年度の連携先であ

る一般社団法人ライフサイエンス・イノベーション・ネットワーク・ジャパン（LINK-

J）とは、産業界と基礎研究との連携の端緒とすべく情報交換を継続している。 

・海外に向けた取組としては、振興会の海外研究連絡センターと連携し、センター

が在外公館等と共催するシンポジウムにおいて WPI 拠点の研究者が WPI やその成

果を紹介する機会を設けた（ただし、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響によりイベントそのものが中止となり、パンフレット等の送付のみを

行った）。加えて、日本国内にある各国の科学技術関連機関の窓口として

Science&Technology Diplomatic Circle（以下 S&TDC）と連携して第 1回 WPI セミ

ナーを開催し、海外との連携活動を含め WPI 拠点の取組を紹介した。オンライン会

議システムの機能を活用したネットワーキングも含め、継続を希望する声が多く、

より充実した情報交換の場となることを目指している。 

・Facebook を各拠点の研究成果やイベント等の周知用、ウェブサイト「WPI Forum」

を詳細情報発信ツールと位置づけ、Facebook 投稿 3～5件／日を恒常的に発信を続

けた結果、Facebook フォロワー数について、昨年度は 1,101 名であったのが、今年

度は 1,209 名となり、ウェブサイト「WPI Forum」のアクセス数について、昨年度

は 6,124 アクセスであったのが、今年度は 14,599 アクセスとなった。 

WPI Forum の URL: https://wpi-forum.jsps.go.jp/ 

・広報媒体として WPIセンターのホスト機関である振興会のメルマガ等を積極的に

活用する他、振興会広報室や会内の他事業の広報との情報交換・連携にも努めてい

る。 

 

●ファンドレイジング活動の支援 

・拠点からの要望を踏まえ、WPI 拠点及びその所属機関関係者を対象としたファン

ドレイジングセミナーを５月にオンラインで実施した。セミナーでは、先行してフ

ァイドレイジングに取り組む拠点による事例発表及びクラウドファンディングの

専門家による講演を行い、事後アンケート回答者の 81％から「満足した」との回答

を得た。 

・前年度より、ファンドレイジングに係る基礎知識・ノウハウ及びファンドレイジ

 

・関連指標である４－Ａについては、WPI アカ

デミー平成 29 年度認定拠点のうち、補助金支

援拠点を除く４拠点について、フォローアップ

基本方針に則り、「WPI アカデミー」（平成 29 年

４月 21 日文部科学省研究振興局）が定める WPI

アカデミー拠点の認定を継続するための条件

ごとに、プログラム委員会国内委員会が評価を

行った。その結果、４拠点すべてが継続につい

て審議・承認され、中期目標に定められた割合

（100％）を達成した。 
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ング研修の資料一式、各拠点の取組事例、ファンドレイジング活動の体験インタビ

ュー記事をウェブサイト「WPI Forum」の関係者限定ページに掲載したほか、令和

２年度５月のファンドレイジングセミナーの資料及び講演の動画を掲載し、拠点間

のノウハウ展開の一層の推進に取り組んだ。 

 

●国際頭脳循環の促進に繋がる活動の支援 

・日本の国際頭脳循環の加速・拡大に資するべく、WPI アカデミー拠点と業務委託

契約を締結し、国際シンポジウムの開催などの活動を支援した。 

 

□情報収集・分析 

・世界各国の大学等研究機関、ファンディングエージェンシー、有力科学誌等にお

ける WPI 事業の定性的評価を分析するため、インタビューによる調査、社会的イン

パクト調査を実施中であり、来年度に最終報告をまとめる予定としている。 

・WPI 拠点への滞在が若手研究者のキャリア形成へどの程度貢献しているのか、調

査中であり、来年度末に最終報告をまとめる予定としている。 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における海外の先端研究推進事業の調査に

ついては、これまでプログラム委員会交流会等で培ってきた在日大使館科学アタッ

シェとの連携を集約・強化し、上記 S&TDC の第１回 WPI セミナーでの講演等を通じ

て、情報収集や今後の調査に有益となりうる人的ネットワーキングに取り組んだ。

なお、同セミナーは、情報の積極的な獲得も視野に入れ、今後「WPI シリーズ」と

して継続的に実施し、活用する予定としている。 

 

□成果の共有・展開 

・WPI 拠点の知見を国内の大学等と共有するプラットフォームとして開設したウェ

ブサイト「WPI Forum」を WPI の特徴であるミッション毎に整理し直し、採択後の

年数が少ない若い WPI 拠点や拠点の組織形成や取組を検討しているホスト機関が

参考とし易いようコンテンツを組み直した上で刷新し、WPI のミッションに沿って

成果発信するとともに、大学等関係者からの要望を踏まえ、各拠点の国際広報やフ

ァンドレイジング活動、ダイバーシティの促進への取組に関するインタビュー記事

を掲載するなどコンテンツ充実を図り、昨年度は 6,124 アクセスであったのが、今

年度は 14,599 アクセスを獲得した。 

・WPI の研究支援部門の成果について「WPI ならではの研究創成に関わる事例紹介」

を企画し、２件の事例報告をまとめた。来年度 WPI Forum で広く発信することを予

定している。 

・昨年度に引き続き、研究大学コンソーシアム（RUC）との共催シンポジウムをオ

ンラインにて開催した。具体的には、後半の３つの分科会のひとつとして「With コ

ロナ時代の国際人材交流について」をテーマに、研究者を対象としたセッションを

WPI センターが企画し実施した。 

シンポジウムには延べ 640 名の参加があり、アンケートでは回答者の 80％から高

評価を得た。また WPI からの発信を期待する情報についても具体的なニーズが得ら

れ、今後の活動指針として活用したい。 

・本事業を通じて我が国で研究を行った経験のある研究者の Alumni 組織確立に向

けて、各拠点における Alumni データベースの構築を促進するため、既に構築に取
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り組む拠点による情報提供、拠点間のノウハウ共有の機会として実務担当者会議を

オンラインにて開催し、参加者向け事後アンケートにて回答者の 83％から「参考に

なった」との回答を得た。なお、振興会では、既に Alumni データベースを構築し

ている拠点のデータベースや振興会が外国人特別研究員事業等で構築したデータ

ベースを参考に、Alumni データベースの雛形の作成に取り組んでおり、令和 3年度

に各拠点に展開することを予定している。 

 

 【評価指標】 

４－２ 大学教育改革の支援及

び大学のグローバル化の支援に

おける国の方針を踏まえた審

査・評価等の実施状況（委員会

の開催実績等を参考に判断） 

 

【関連指標】 

４－Ａ 大学等における教育研

究拠点の形成やグローバル化の

取組等を支援する事業における

採択機関の取組状況 

 

【目標水準の考え方】 

４－２ 国の方針を踏まえた審

査・評価等が適切に行われた

か、委員会等開催実績や審査・

評価等実施件数等を参考に判断

する。 

 

４－Ａ 振興会の関与を通じ、

国の方針を踏まえた取組が適切

に行われたかを把握するため、

事業採択機関における取組状況

について事後評価等を通じて毎

年度確認を行うとともに、前中

期目標期間における実績（世界

最高水準の研究拠点の形成を目

指す事業については、研究水準

及び運営のいずれも世界最高水

準であると認定された割合が

100％（平成 28 年度実績）、大

学教育改革の支援及び大学のグ

ローバル化の支援については、

想定どおり、あるいはそれ以上

の成果を上げたとする事業の割

＜主要な業務実績＞ 

・大学の学部や大学院の教育改革を支援する国の助成事業について、事業ごとに振

興会において定めた委員会規程に基づき、大学の学長・教員並びに学識経験を有す

る者等からなる委員会等を組織し審査・評価業務を実施。 

●委員会等開催実績 

卓越大学院プログラム委員会 ５回 

 同 審査・評価部会 ５回 

 同 PO 会議 １回 

大学教育再生加速プログラム委員会 ５回 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会 ６回 

知識集約型社会を支える人材育成委員会 ６回 

・上記審査・評価に当たっては、国の定めた制度・方針等を踏まえ、事業ごとに専

門家によるプログラム委員会等の公正な審査・評価体制を整備している。 

・大学院の教育改革を支援する国の助成事業（卓越大学院プログラム）では、申請

プログラム 42 件について書面審査（126 件の審査意見書の作成も含む）及び面接審

査からなる審査業務を、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言中において

も確実に実施し、審査結果を通知したことに加え、採択プログラムに対するフォロ

ーアップ担当委員による現地視察などのフォローアップに関する業務の充実に努

めた。まず、フォローアップの実施に際しては、部会を開催して、フォローアップ

担当委員の意識共有を図った。その上で、令和元年度に採択された 11 件のプログ

ラムについて、初期段階での事業趣旨に沿ったプログラムの運営がなされるようフ

ォローアップ担当委員による現地視察を行い、学生との意見交換の実施に加え、PO

も立ち会うことによる専門的見地からの情報共有や議論を行うことで、採択４年度

目の評価を見据えた的確な指導、助言等を行った。また、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響と対応についての確認も行い、現地視察報告書において、大学

院教育全体の改革の取組などの進捗状況や改善を要する点をまとめるとともに各

プログラムの新型コロナウイルス感染症の影響下における対応事例の共有を図っ

た。現地視察においては、新型コロナウイルス感染症対応による影響がある中で、

感染拡大防止に配慮しつつ、委員会の意見を踏まえ、フォローアップ担当委員の要

望や各大学における新型コロナウイルス感染症への対応方針に配慮しながら、大学

を訪問しての視察や、大学への訪問とウェブ会議による参加を組み合わせたハイブ

リッド型の視察も一部のプログラムにおいて行うなど、実効性を担保するための

様々な工夫を行った。 

・学部の教育改革を支援する国の助成事業（大学教育再生加速プログラム及び地

（知）の拠点大学による地方創生推進事業）における評価業務では、合計 119 件に

も及ぶ選定事業について書面評価及び面接評価（必要とされた１大学）からなる事

（２）大学教育改革の支援 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を上回っ

て履行し、中期目標を上回るペースで実績を上

げていることから評定をａとする。 

・大学の学部や大学院の教育改革を支援する国

の助成事業について、事業ごとに委員会や部会

等を合計 28 回開催し、審査・評価業務に従事

している。 

 

・事業の実施に当たっては、事業ごとに国の定

めた制度・方針等を踏まえ、専門家による公正

な審査・評価体制を整備し、事業の透明性、信

頼性、継続性を確保している。また、審査・評

価結果のホームページへの掲載、従来の日本語

版パンフレットに加え新たに英語版のパンフ

レットを作成し関係機関へ配布する等、情報公

開を積極的に実施した。とりわけ、令和２年度

は新型コロナウイルス感染症の感染拡大とい

う困難な状況にあり、制約がある中で、大学に

対して、報告書や調書の提出期限を延長するな

どの配慮を行った上で、事務局による念入りな

準備、様々な工夫のもと、着実に業務を進めた

ことは高く評価できる。 

・大学院の教育改革を支援する国の助成事業

（卓越大学院プログラム）では、新型コロナウ

イルス感染症の影響下において、ウェブ会議に

よる面接審査を可能にするため、オンラインに

より参加する評価者の面接審査の評点を集計

するウェブ集計システムを新たに構築するな

どの工夫を行った。加えて、フォローアップの

一環として行われた委員現地視察においては、

委員会の意見を踏まえ、フォローアップ担当委

員の要望及び各大学における新型コロナウイ

（２）大学教育改革の支援 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

・前年度の評価同様、多数の大型事業を

円滑に推進し、採択後のフォローアップ

や評価が適切に行われている。 

・国の定めた制度・方針等を踏まえ、迅

速に事務体制を整えながら、事業ごとに

専門家による委員会等を設置したこと

により、透明性、信頼性、継続性を確保

した公正な審査・評価体制が整備できて

いる。さらに、新型コロナウイルス感染

症の影響下において、大学の負担を考慮

し、報告書や事後評価調書の締切を延長

する措置を取る一方、オンラインを活用

しながら各事業における審査・評価業務

をすべて滞りなく実施できた点はポス

トコロナも見据えた成果であることに

加え、今後の業務遂行の効率化に資する

ものであると高く評価できる。 

・卓越大学院プログラムでは、新型コロ

ナウイルス感染症の影響下においても

ウェブ集計システムの新たな構築等の

工夫により前年度と同時期に審査結果

を通知している。また、採択校の新型コ

ロナウイルス感染症の影響下でのプロ

グラムにおける取組状況のフォローア

ップを実施し、その取組をホームページ

で公表したことは、採択校の今後のプロ

グラムの改善のみならず、ポストコロナ

も見据えた全国への好事例の波及にも

つながる取組として高く評価できる。 

・知識集約型社会を支える人材育成事業

では、学部教育を対象にした国の助成事
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合が 75％（平成 25～28 年度に

おける中間評価及び事後評価の

実績））を基 

準とした状況変化を評価におい

て考慮する。 

後評価を実施した。事後評価要項及び事後評価調書の作成に当たっては、事業主体

である文部科学省に綿密に相談しながら、評価における重要な観点を明確化するた

めに、中間評価項目を再整理するとともに、事業趣旨を踏まえたウェイトを設定し

た。各事業全体の評価結果は 32件が４段階評価で最良の「Ｓ」（計画を超えた取組

が行われ、優れた成果が得られているとことから、本事業の目的を十分に達成でき

たと評価できる。）71 件が「Ａ」（計画どおりの取組が行われ、成果が得られている

ことから、本事業の目的を達成できたと評価できる。）、16 件が「Ｂ」（概ね計画に

沿った取組が行われ、一部で十分な成果がまだ得られていない点もあるが、本事業

の目的をある程度は達成できたと評価できる。）であった「計画を超えた取組」の

Ｓ評価や「計画どおりの取組」のＡ評価が併せて約 87％という結果となり、全体と

して、各事業が概ね計画に沿った取組が行われ、成果が得られていることが確認で

きた。このような各大学の事後評価結果の取りまとめに当たって、振興会事務局は、

限られた人員体制の下、全 119 件の事後評価調書の確認を滞りなく着実に行うとと

もに、事後評価結果のコメントをより充実させた。また、新型コロナウイルス感染

症対応に関する大学側の負担を考慮し、振興会事務局における調書の確認期間を短

縮することにより、大学側の調書作成期間を延長させるとともに、委員会における

書面評価期間等の評価に関する期間を十分に確保することができた。  

・学部の教育改革を支援する国の助成事業（知識集約型社会を支える人材育成事

業）における審査業務では、書面審査及び面接審査の２段階審査を行い、６件（メ

ニューⅠ：５件、メニューⅡ：１件）の選定候補事業計画を決定した。なお、申請

事業計画において構築する教育プログラムの体系性を複数の専門分野ごとに適切

に審査するため、書面審査担当委員として、委員に加えて専門委員を配置した。選

定後は、各選定事業計画の事業目的の着実な達成に資するため、学部教育を対象と

した国の助成事業では初めてとなる PO を配置するとともに、フォローアップ担当

委員による委員現地視察を行うフォローアップ体制を構築した。また、これらと並

行して、本事業に新たなメニューとして、令和３年度から「メニューⅢ.インテン

シィブ教育プログラム」が加わることになり、事業主体である文部科学省において

作成した公募要領（案）を踏まえ、審査要項（案）及び計画調書（案）を作成し、

公募に向けた準備を迅速に行い、委員会を開催して議論を行った。 

 

【卓越大学院プログラム】 

・令和２年１月の卓越大学院プログラム委員会（以下「委員会」という）において、

本事業の目的をより一層達成できるよう審査要項等の見直しを行った上で、４月に

27 大学等から 42 件の申請を受け付けた。その後審査・評価部会（以下「部会」と

いう）において、書面審査及び面接審査を通じた合議による客観的かつ公正な審査

を行い、８月開催の委員会において採択候補プログラムを決定した（その後、文部

科学省が４件の採択を決定）。事業主体である文部科学省と綿密に連絡調整すると

ともに、申請を受け付けた後の４月から５月にかけての新型コロナウイルス感染症

緊急事態宣言期間中においても着実に審査を行うことで、前年度と同じ８月中に審

査結果を通知した。 

・審査は、部会委員による書面審査及び面接審査の２段階審査に加え、本事業では

さらに、申請プログラムに深く関係する分野における卓越性、特に世界的水準から

見た教育プログラムの卓越性を踏まえたより精緻な審査を行うため、申請プログラ

ルス感染症への対応方針に配慮しながら、委員

が現地に赴いての対面による視察や、対面とウ

ェブ参加を組み合わせたハイブリッド型の視

察も行うなど、制約がある中でも、現地視察の

実効性を担保するための様々な工夫を行うこ

とで着実に業務を遂行したことは高く評価で

きる。また、各プログラムにおける新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響と対応について確認

を行い、各プログラムの新型コロナウイルス感

染症の影響下での取組を丁寧にフォローアッ

プするとともに、現地視察報告書に記載し対応

事例の共有を図ったことは、ポストコロナも見

据えた好事例の波及を促す点で高く評価でき

る。 

・学部の教育改革を支援する国の助成事業（大

学教育再生加速プログラム及び地（知）の拠点

大学による地方創生推進事業）では、限られた

人員体制の下で、新型コロナウイルス感染症の

影響下においても、中間評価時から評価要項や

調書等の種々の改善を図りつつ、119 件にも及

ぶ事後評価を行い、事業全体の成果を事後評価

結果の総括としてまとめたことは高く評価で

きる。 

・また、新型コロナウイルス感染症対応に関す

る大学側の負担を考慮し、振興会事務局におけ

る調書の確認期間を短縮することにより、大学

側の調書作成期間を延長したことは高く評価

できる。 

・学部の教育改革を支援する国の助成事業（知

識集約型社会を支える人材育成事業）の審査業

務において、初年度の審査を、新型コロナウイ

ルス感染症対応による影響がある中で、各申請

事業計画の複数の専門分野に対応した審査体

制を迅速かつ効率的に構築した上で、当初スケ

ジュールどおり、滞りなく審査を進めるととも

に、選定事業計画が申請時の計画に沿って着実

に取組を進めることができるよう、当初予定に

はなかった、学部教育を対象にした国の助成事

業としては初めてとなる PO を配置するなど、

充実したフォローアップ体制を構築した点は

高く評価できる。 

【卓越大学院プログラム】 

・本事業における３度目の審査を実施するに当

業としては初めてとなる PO を配置する

ことで日常的な指導・助言等が可能とな

るなど、今後の他事業においても波及を

期待できるフォローアップ体制を構築

した点は高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

卓越大学院プログラムは、令和３年度に

初となる中間評価を、初年度（平成 30 年

度）採択分を対象に行う予定であるが、

各プログラムの継続・発展のみならず、

卓越した博士人材の育成や持続的に人

材育成・交流及び新たな共同研究が持続

的に展開される拠点創出による大学院

全体の改革の推進も見据え、中間評価の

着実な実施とともに、審査・評価業務自

体の中間的な総括や改善にも努めるこ

とを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

知識集約型社会を支える人材育成事業

において、学部教育を対象にした国の助

成事業としては初めてとなる PO を配置

した効果についても今後の検証に努め

ることを期待する。 
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ムに関連する分野の学識経験者が、プログラムが立脚するあるいは密接に関連する

学問分野における専門的・学問的知見を活用して「学術活動の水準等の卓越性」「教

育プログラムとしての卓越性」について 126 件の審査意見書を作成し、書面審査の

参考資料とした。審査意見書の作成に当たっては、申請プログラムに深く関係する

分野に沿って、振興会事務局で１件当たり複数名の審査意見書作成者の候補者を挙

げ、所属機関を通じて審査意見書作成の依頼を行い、作成された審査意見書を速や

かに整理した。審査意見書の作成依頼及び整理の期間は、緊急事態宣言期間中であ

ったものの、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための在宅勤務を実施しなが

ら、効率的に作業を進めることにより、滞りなく着実に審査を行うことができた。

その後、それらの審査意見書を参考にして部会委員が書面審査を行った。なお、部

会委員からは、審査に当たり専門的知見から当該分野における研究の最新動向や世

界的水準から見た申請プログラムの卓越性を把握することに審査意見書が大変参

考になったとの評価を得ている。 

・部会については新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、機動的にウェブ

会議環境を整えて実施した。特に、面接審査をウェブ会議で実施するにあたり、オ

ンラインにより参加している各部会委員が付した評点及び審査意見を集計するた

めのウェブ集計システムを構築することにより、ウェブ会議においても迅速な集計

を実現し、滞りなく面接審査を実施した。 

・審査終了後、ホームページ等を通じて審査結果や調書等を含め関係資料を公表す

ることで、審査の透明性に配慮した。 

https://www.jsps.go.jp/j-takuetsu-pro/saitaku/saitaku_r2.html 

 

・令和元年度に採択された 11 件のプログラムについて、初期段階における事業趣

旨に沿ったプログラムの運営がなされるようフォローアップ担当委員による委員

現地視察を実施した。委員現地視察においては、委員会の意見を踏まえ、一律にウ

ェブ会議による視察を行うのではなく、フォローアップ担当委員の要望及び各大学

における新型コロナウイルス感染症への対応方針に配慮しながら、委員が現地に赴

いての対面による視察や、対面による視察とウェブ会議による参加を組み合わせた

ハイブリッド型の視察も一部のプログラムにおいて行うなど、新型コロナウイルス

感染症の影響下の制約がある中で感染拡大防止に配慮しつつ、現地視察の実効性を

担保するための様々な工夫を行った。現地視察に先立ち、部会を開催して、採択４

年度目の評価を見据えた委員現地視察の効果的な実施に向けてフォローアップ担

当委員の意識共有を図った。また、現地訪問に際しては、各プログラムの資料を作

成の上で個別にフォローアップ担当委員と打ち合わせを行うなどにより、プログラ

ムごとの問題点を共有しフォローアップ担当委員が的確な指導、助言等を行えるよ

う努めた。 

・委員現地視察に PO が立ち会うことで、PO 現地訪問の情報共有や専門的見地から

の助言を行うことが可能になり、委員現地視察を実施する上で有益であった。また、

フォローアップ担当委員と PO が現地視察において情報共有や議論を行うことで、

今後の PO によるフォローアップの改善につなげた。 

・学生に対してプログラムに対する改善点や卓越性をどのように捉えているかな

どの質問を行うことで、有益な回答を得ることが可能になり、学生の視点も含めた

大学への助言につなげることができた。 

たり、事業実施主体である文部科学省との綿密

な連絡調整と審査システム等の改善により、新

型コロナウイルス感染症による制約がある中

でも円滑に部会を運営し、事業趣旨を的確に捉

えた審査を実施したことは評価できる。 

・申請プログラムに深く関係する分野にかかる

学識経験者の意見を取り込んで卓越性を踏ま

えたより精緻な審査を行ったことは高く評価

できる。 

・効果的なフォローアップが行えるよう、部会

を開催し意識共有を図り、令和元年度に採択さ

れた 11 件のプログラムについてフォローアッ

プ担当委員による現地視察を実施することで、

採択４年度目の評価を見据えた的確な指導、助

言等を行い、大学院教育全体の改革の取組など

の進捗状況等をまとめた現地視察報告書を公

表したことは、評価できる。特に、フォローア

ップ担当委員及び大学の要望を可能な限り踏

まえ、大学を訪問しての視察や、大学への訪問

とウェブ会議による参加とを組み合わせたハ

イブリッド型の視察も一部のプログラムにお

いて行い、実効性をより高めるための工夫を行

った点や、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響と対応について確認を行いフォロー

アップするとともに、現地視察報告書に記載す

ることにより対応事例の共有を図った点は高

く評価できる。 

・委員現地視察に PO が立ち合うことで、専門

的見地からの助言を行うことが可能になり有

益であった。また、フォローアップ担当委員と

PO が情報共有や議論を行うことで、今後の PO

によるフォローアップの改善につなげること

ができ、評価できる。 

・採択プログラムが申請時の計画に沿って着実

に取組を進めることができるよう、令和２年度

採択プログラムにPOを速やかに配置した上で、

より効果的な PO 現地訪問を実施するために PO

会議を開催して情報共有を図るなど、フォロー

アップ体制の整備・充実に努めたことは高く評

価できる。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け

た中間評価の方針を委員長メッセージとして

いち早く大学に示すことにより、着実なプログ
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・委員現地視察終了後、フォローアップ担当委員が大学院教育全体の改革の取組な

どの進捗状況や改善を要する点をまとめた現地視察報告書と大学が作成した令和

元年度プログラム実施状況報告書をホームページを通じて公表した。 

https://www.jsps.go.jp/j-takuetsu-pro/followup_r1.html 

・令和２年度に採択された４件のプログラムが申請時の計画に沿って着実に取組

を進めることができるよう、各プログラムのテーマに即して PO を速やかに配置し

た。PO 現地訪問に当たっては、特に新たに配置した PO が的確に相談、助言等を行

えるよう、事前に開催した PO 会議において事業趣旨や PO の役割を説明するととも

に、平成 30 年度及び令和元年度に採択されたプログラムの特色ある取組や課題の

情報共有を図った。 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和元年度から延期となっていた令

和元年度 PO 現地訪問をウェブ会議又は書面により 26 件行うとともに、令和２年度

PO 現地訪問をウェブ会議により 21 件のプログラムに対して行った。（令和２年度

PO 現地訪問の残りの９件については令和３年４月に実施） 

・平成 30 年度及び令和元年度採択プログラムからの令和元年度実施状況報告書に

ついては、国立大学協会による「国立大学法人における新型コロナウイルス感染症

対応に関する緊急要望」等を受けて、提出期限を約１ヶ月延長した。その上で、平

成 30 年度採択プログラムに対しては、PO 現地訪問及び大学から提出された実施状

況報告書等を踏まえ PO による PO フォローアップ報告書を作成し大学に開示する

ことにより、プログラムの改善を促した。 

・現地視察及び令和２年度 PO 現地訪問においては、委員会での議論を踏まえ、各

プログラムにおける新型コロナウイルス感染症拡大の影響と対応について確認を

行い、各プログラムの新型コロナウイルス感染症の影響下での取組を丁寧にフォロ

ーアップするとともに、現地視察報告書に記載し対応事例の共有を図った。 

・令和３年度に実施する平成 30 年度採択プログラムに対する４年度目評価（中間

評価）に関して、事業主体である文部科学省に綿密に相談しながら、委員会のみな

らず、採択プログラムの評価やフォローアップを中心的に行う部会の意見も反映さ

せることで、より実効性の高い評価要項等を取りまとめた。また、「令和３年度実

施の中間評価における新型コロナウイルス感染症拡大に係る影響の取扱い（案）」

を委員長メッセージとしていち早く発信することにより、当該方針を踏まえた着実

なプログラムの実施を各大学に促した。 

・知識集約型社会を支える人材育成事業の審査・評価等業務において、本事業の PO 

制度などの仕組みが活用されるなど、本事業の審査・評価等業務で培った知見・ノ

ウハウ等が、他の事業の審査・評価等業務に波及している。 

・採択プログラムに多数の留学生が参加していることに鑑み、日本人以外への広報

も必要であると捉え、各採択プログラムの概要をわかりやすく説明した日本語版の

パンフレットに加え、新たに英語版のパンフレットを作成し、全国の大学へ広く配

布することで事業の積極的な広報に努め、開始３年度目である本事業の知名度向上

に寄与することができた。 

 

【大学教育再生加速プログラム】 

・大学教育再生加速プログラム委員会（以下「委員会」という）において決定され

た評価要項等に基づき、平成 26 年度に採択された 46 件、平成 27 年度に採択され

ラムの実施を促したことは高く評価できる。 

・海外への広報も必要であると捉え、令和２年

度は従来の日本語版のパンフレットに加え、新

たに英語版のパンフレットも作成し、関係各所

へ配布することで、積極的な広報に努めたこと

は評価できる。 

【大学教育再生加速プログラム】 

・事後評価を実施するに当たり、新型コロナウ

イルス感染症対応による影響がある中で、委員

会での事後評価要項の決定等迅速に実施体制

を整えたことは高く評価できる。また、新型コ

ロナウイルス感染症の影響下における限られ

た人員体制の下で全 77 件にも及ぶ事後評価件

数に滞りなく着実に対応すると同時に、中間評

価時から評価要項や調書等の種々の改善を図

ったことは高く評価できる。 

・新型コロナウイルスによる大学の負担軽減の

ため、調書の確認期間を短縮し、大学の調書作

成期間を十分に確保したことは評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における

限られた人員体制の下で、全 77 件にも及ぶ取

組の事後評価結果について、中間評価時から評

価結果のコメントを充実して取りまとめると

ともに、事業全体の成果を事後評価結果の総括

としてまとめたことは、事業成果等の普及の観

点から高く評価できる。 

・評価終了後には、事後評価結果等をホームペ

ージで公開することにより、各大学に参考とな

りうる事例について積極的な情報発信に努め

ており、評価の透明性、信頼性の確保が認めら

れる。【地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業】 

・事後評価を実施するに当たり、新型コロナウ

イルス感染症対応による影響がある中で、委員

会での事後評価要項の決定等迅速に実施体制

を整えたことは評価できる。また、新型コロナ

ウイルス感染症の影響下における限られた人

員体制の下で全 42 件に及ぶ事後評価件数に適

切に対応するとともに、中間評価時から評価要

項や調書等の種々の改善を図ったことは高く

評価できる。 

・新型コロナウイルス感染症による大学の負担

軽減のため、調書の確認期間を短縮し、大学の
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た 12 件及び平成 28 年度に採択された 19 件、計 77 件の事業について事後評価を実

施した。事後評価要項及び事後評価調書の作成に当たっては、事業主体である文部

科学省に綿密に相談しながら、委員会の意見も反映させた評価要項等を取りまとめ

た。なお、事後評価の観点については、評価における重要な観点を明確化するため

に、中間評価の９つの項目を４つに再整理するとともに、補助期間終了後の事業の

継続性が重要であることから、事業定着に向けた実施体制及び継続のための取組状

況に最もウェイトを置いた配点とした。また、事後評価調書においては、当初の計

画から達成された点と達成に至らなかった点を明確にするため、事後評価調書にお

いて申請時の計画調書と実際の取組状況や成果を対比できる様式を作成した。さら

に、委員会の意見を踏まえ、新型コロナウイルス感染症への状況を踏まえた各大学

の取組状況は、大学教育再生加速プログラム全体の事業定着に向け価値ある情報で

あると判断し、各大学等における影響、対応状況及び今後の見通しについて、事後

評価調書において記載欄を追加した。なお、これらの事後評価要項及び調書の作成

期間は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための在宅勤務を実施しながら、効

率的に作業を進めることにより、滞りなく着実に大学に調書の作成依頼を行うこと

ができた。 

・選定校が提出する調書の作成期間については、委員会の意見を踏まえ、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による選定校の負担を軽減するため、振興会事務局におけ

る確認作業を短期間で完了させ、調書の確認期間を短縮することにより、事後評価

調書の提出期間を当初予定の１ヶ月間を１か月半程度に延長した。また、選定校か

ら提出された全 77 件の事後評価調書についても、限られた人員体制の下で滞りな

く着実に確認を行った。 

・評価に当たっては、委員会委員による書面評価、面接評価（必要と判断された１

件）を行った上で、委員会において評価結果を決定した。評価結果は 77 件のうち

20 件が４段階評価で最良の「Ｓ」（計画を超えた取組が行われ、優れた成果が得ら

れていることから、本事業の目的を十分に達成できたと評価できる。）48 件が「Ａ」

（計画どおりの取組が行われ、成果が得られていることから、本事業の目的を達成

できたと評価できる。）、９件が「Ｂ」（概ね計画に沿った取組が行われ、一部で十分

な成果がまだ得られていない点もあるが、本事業の目的をある程度は達成できたと

評価できる。）であった「計画を超えた取組」のＳ評価や「計画どおりの取組」のＡ

評価が併せて約 88％という結果となり、全体として、高等学校や社会との円滑な接

続のもと、入口（入学）から出口（卒業）まで質保証の伴った総合的な大学教育を

実現するため、各テーマの内容に沿った先駆的な取組が実施されていることが確認

できた。これらの事後評価において明らかとなった先駆的な取組や成果を社会に広

く発信するとともに他大学への普及を促すため、事後評価結果の総括を取りまとめ

た。また、各選定校の事後評価結果には、評価項目ごとに、成果だけでなく今後具

体的に求められる課題点をコメントとして明確に記載することにより、補助期間終

了後の事業の継続と発展を促した。なお、このような事後評価結果の取りまとめに

当たって、振興会事務局は、全 77 件の事後評価結果のコメントの事実確認や平仄

を合わせるとともに、委員会に作成要領を示すことにより中間評価時からコメント

を充実させた。 

・事後評価結果は、事後評価結果報告（冊子）やホームページを通じて、評価要項、

面接評価実施要領、委員名簿等を含め、積極的な関係情報の提供を行い、評価の透

調書作成期間を十分に確保したことは評価で

きる。 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における

限られた人員体制の下で、全 42 件に及ぶ事業

の事後評価結果について中間評価時から評価

結果のコメントを充実させ取りまとめるとと

もに、事業全体の成果と課題を事後評価結果の

総括としてまとめたことは、事業成果等の普及

の観点から高く評価できる。また、委員会にお

ける事後評価結果作成に際しては、当初予定が

なかった委員会を機動的に開催し、事後評価の

総括（骨子）を取りまとめたことは、委員会に

おける事後評価の共通認識をより深めた上で

事後評価結果を作成することが可能となった

と評価できる。 

・評価終了後には、事後評価結果等をホームペ

ージで公開することにより、各大学に参考とな

りうる事例について積極的な情報発信に努め

ており、評価の透明性、信頼性の確保が認めら

れる。 

【知識集約型社会を支える人材育成事業】 

・本事業における初めての審査を実施するに当

たり、事業実施主体である文部科学省との綿密

な連絡調整により、新型コロナウイルス感染症

対応による影響がある中で、当初スケジュール

どおり、滞りなく審査を進めるとともに、委員

会の開催方法を工夫しながら、機動的に WEB 会

議環境を整え委員会を開催してきた点は評価

できる。 

・書面審査において、申請事業計画において構

築する教育プログラムの体系性を複数の専門

分野ごとに確認するため、当初予定がなかった

専門委員を配置することにより、本事業趣旨を

踏まえたより適切な審査体制を構築したこと

は高く評価できる。 

・審査結果、委員名簿、計画調書等をホームペ

ージで公表することにより、積極的な情報発信

に努めており、公正さ、透明性、信頼性の確保

が図られたと認められる。 

・選定事業計画が申請時の計画に沿って着実に

取組を進めることができるよう、学部教育を対

象とした国の助成事業としては初めてとなる

PO を配置するなど、充実したフォローアップ体
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明性に配慮した。 

事後評価結果：https://www.jsps.go.jp/j-ap/jigo_kekka.html 

委員名簿：https://www.jsps.go.jp/j-ap/iinkai.html 

 

【地（知）の拠点大学による地方創生推進事業】 

・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会（以下「委員会」という）に

おいて決定された事後評価要項等に基づき、平成 27 年度に採択された 42 件の事業

について事後評価を実施した。事後評価要項及び事後評価調書の作成に当たって

は、事業主体である文部科学省に綿密に相談しながら、委員会の意見も反映させた

評価要項等を取りまとめた。なお、事後評価の観点については、中間評価以降のフ

ォローアップ等における指摘事項を踏まえ、評価における重要な観点を明確化する

ために、中間評価の７つの項目を４つに再整理した。さらに、事業の独自性が高い

グッドプラクティスと補助期間終了後の事業の継続性を積極的に評価できるよう

に、事後評価項目のウェイトを設定した。また、事後評価調書においては、当初の

計画から達成された点と達成に至らなかった点を明確にするため、申請時の計画調

書と実際の取組内容を対比できる様式を作成した。また、委員会の意見を踏まえ、

本事業の選定を受け、当事業の計画、実践、評価、改善等をしてきた大学側から見

て当事業が大学の教育経営などに与えた影響（改善点を含む）について所感を記載

する欄を設けた。なお、これらの事後評価要項及び調書の作成期間は、新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止のための在宅勤務を実施しながら、効率的に作業を進める

ことにより、滞りなく着実に大学に調書の作成依頼を行うことができた。 

・大学の事後評価調書作成期間については、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る大学の負担を軽減するため、事業主体である文部科学省と綿密に相談しながら事

後評価調書の提出期間を１か月半程度確保した。また、選定校から提出された全 42

件の事後評価調書について、限られた人員体制の下で滞りなく着実に確認を行っ

た。 

・評価に当たっては、委員会委員による書面評価を行った上で、委員会において複

数回の議論がなされた後、評価結果を決定した。評価結果は 42 件のうち 12 件が４

段階評価で最良の「Ｓ」（計画を超えた取組が行われ、優れた成果が得られている

ことから、本事業の目的を十分に達成できたと評価できる。）23 件が「Ａ」（計画ど

おりの取組が行われ、成果が得られていることから、本事業の目的を達成できたと

評価できる。）、７件が「Ｂ」（概ね計画に沿った取組が行われ、一部で十分な成果が

まだ得られていない点もあるが、本事業の目的をある程度は達成できたと評価でき

る。）であった。「計画を超えた取組」のＳ評価や「計画どおりの取組」のＡ評価が

併せて約 83.3％という結果となり、各事業において、学生が地域について実践的か

つ体系的に学べる教育カリキュラムの構築や、事業協働機関との連携関係の深化な

どがみられ、地方公共団体や企業等と協働して、学生にとって魅力ある就職先の創

出をするとともに、その地域が求める人材を養成するために必要な教育カリキュラ

ムの改革を断行するいう目的が概ね達成されたことが確認できた。なお、各大学の

事後評価結果の作成にあたっては、委員会の意見を踏まえ、当初予定になかった委

員会を機動的に開催し、総括評価の取扱いを整理するとともに事後評価結果の総括

（骨子）を取りまとめることにより、委員会における事後評価の共通認識をより深

めた。また、各大学の事後評価結果には、評価項目ごとに、成果だけでなく今後具

制を構築した点は高く評価できる。 

・PO 現地訪問で確認した各選定事業計画の進

捗状況等を委員会に共有することで、今後の委

員によるフォローアップの参考にすることが

でき有益であったと評価できる。また、PO だけ

でなく、大学側に PO の役割等について説明す

ることで、今後の PO による相談、助言等を円

滑に行えるよう努めたことは評価できる。 

・フォローアップ体制の構築と並行して、当初

予定にはなかった、メニューⅢの公募に必要と

なる審査要項及び計画調書等を迅速に作成し

た点は高く評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・大学の学部や大学院の教育改革を支援する国

の助成事業において、引き続き公正かつ迅速・

適切な審査・評価を実施していくとともに、プ

ログラムの着実な実施に向けてフォローアッ

プ体制の充実・強化を図りつつ、各大学の参考

となりうる情報の積極的な発信にも努めてい

く。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である４－２については 51 回であ

った。 

・関連指標である４－Ａについては、中期目標

に定められた水準（75％）を上回る 89％であっ

た。 



 

82 
 

体的に求められる課題点をコメントとして明確に記載することにより、補助期間終

了後の事業の継続と発展を促した。これらの事後評価において明らかとなった順調

に進捗している事業の取組を社会に広く発信するとともに、他大学への普及を促す

ため、事後評価結果の総括（骨子）を基に、事後評価結果の総括を取りまとめた。

なお、各大学の事後評価結果の取りまとめに当たって、振興会事務局は、全 42 件

の評価コメントの事実確認や平仄を合わせるとともに、委員会に作成要領を示すこ

とにより中間評価時から評価結果のコメントを充実させた。 

・事後評価結果は、事後評価結果報告（冊子）やホームページを通じて、評価要項、

面接評価実施要領、委員名簿等を含め、積極的な関係情報の提供を行い、評価の透

明性に配慮した。 

事後評価結果：https://www.jsps.go.jp/j-coc/jigo_kekka.html 

委員名簿：https://www.jsps.go.jp/j-coc/iinkai.html 

 

【知識集約型社会を支える人材育成事業】 

・事業主体である文部科学省において作成された公募要領（案）を踏まえ、文部科

学省と綿密に相談しながら審査要項（案）及び計画調書（案）を作成し、令和２年

度第１回の事業委員会（以下「委員会」という）において審査要項等を決定の上、

８月に 23 件の申請を受け付けた。その後、委員会において、書面審査とオンライ

ンを活用した面接・合議審査行い、客観的かつ公正な審査を実施し、11 月開催の第

４回事業委員会において選定候補事業計画を決定した（その後、文部科学省が６件

（メニューⅠ：５件、メニューⅡ：１件）の採択を決定）。 

・審査は、委員・専門委員による書面審査及び委員による面接審査の２段階審査を

行った。書面審査においては、申請事業計画において構築する教育プログラムの体

系性を複数の専門分野ごとに適切に審査するため、書面審査担当委員として、委員

に加え、当初予定のなかった専門委員を配置することとした。公募締切後に、申請

事業計画の専門分野に沿って、学識経験のある者を専門委員として速やかに委嘱

し、公募締切から書面審査開始までの短い期間であったが、各申請事業計画の複数

の専門分野に対応した審査体制を迅速かつ効率的に構築した。 

・委員会については、第 1回は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、

メール審議として開催したが、初回の委員会であったため、委員の顔合わせ及び本

事業趣旨を説明することを目的として WEB 会議を併用するなど、新型コロナウイル

ス感染症による影響を最小限にするため、委員会の開催方法を工夫した。その後、

このような工夫を重ねながら、機動的に WEB 会議環境を整え委員会を開催した。特

に、面接審査を WEB 会議で実施するにあたり、オンラインにより参加している各委

員が付した評点及び審査コメントを集計するための WEB 集計システムを構築する

ことにより、WEB 会議においても迅速な集計を実現し、滞りなく面接審査を実施し

た。 

・審査終了後、ホームページ等を通じて、審査結果、委員名簿、計画調書等を含め、

積極的に関係情報を公表することで、審査の透明性に配慮した。特に、審査結果に

ついては、委員会コメントを取りまとめ、審査の透明性を担保するだけでなく、選

定事業計画に期待する取組等について社会に広く公表した。 

■審査結果 

https://www.jsps.go.jp/j-chishiki/sinsakekka.html 
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■選定事業計画一覧 

https://www.jsps.go.jp/j-chishiki/sinsakekka.html 

・各選定事業計画の事業目的の着実な達成に資するため、他の事業で培った知見・

ノウハウ等を十分に生かし、学部教育を対象とした国の助成事業では初めてとなる

PO を各選定事業計画に配置した。またあわせて、他の事業における PO によるフォ

ローアップの成果や課題を踏まえ、PO の位置づけを整理し、委員会で共有するとと

もに、各大学にも PO 現地訪問の際に説明した。 

・また、他の事業を参考に、PO による日常的な指導・助言等に加え、フォローアッ

プ担当委員による委員現地視察を行うフォローアップ体制を構築し、フォローアッ

プ要項において、その実施方法等を明確化した。 

・２月下旬～３月上旬にかけて、選定事業計画の進捗状況の確認及び PO との顔合

わせを目的とし、選定事業計画の PO 現地訪問を実施した。なお、PO 現地訪問に先

立ち、各 PO に対して、事業趣旨や PO の役割を説明するなど、POが各選定事業計画

の準備状況に応じて的確に相談、助言等を行えるよう努めた。 

・各 PO に３月に開催した第６回事業委員会に参加いただき、PO 現地訪問において

確認した各選定事業計画の進捗状況等について、委員会に共有いただいた。 

・上記のフォローアップ体制の構築と並行して、本事業に新たなメニューとして、

令和３年度から「メニューⅢ.インテンシブ教育プログラム」が加わることになっ

たため、事業主体である文部科学省において作成した公募要領（案）を踏まえ、審

査要項（案）及び計画調書（案）を作成し、公募に向けた準備を迅速に行った。計

画調書については、授業科目の再編状況を確認する新たな様式を追加するなど、メ

ニューⅢの事業趣旨に即した審査ができるよう、メニューⅠ,Ⅱの計画調書より、

一部様式の見直しを行った。 

 

 【評価指標】 

４－２ 大学教育改革の支援及

び大学のグローバル化の支援に

おける国の方針を踏まえた審

査・評価等の実施状況（委員会

の開催実績等を参考に判断） 

 

【目標水準の考え方】 

４－２ 国の方針を踏まえた審

査・評価等が適切に行われた

か、委員会等開催実績や審査・

評価等実施件数等を参考に判断

する。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・大学のグローバル化を支援する国の２つの助成事業について、国の定めた制度・

方針等を踏まえ、学識経験者等で構成する委員会等を組織した上で、審査・評価業

務を行った。 

●委員会等開催実績 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会 ２回 

同 審査部会 ３回 

同 中間評価部会 ４回 

同 事後評価部会 ３回 

スーパーグローバル大学創成支援プログラム委員会 １回 

同 中間評価部会 10 回 

・大学の世界展開力強化事業では、令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大に

より、度重なる審査・評価スケジュール変更があったが、オンラインを活用した審

査や評価を実施し、新型コロナウイルス感染症の感染防止に努めるとともに、新し

い審査・評価方法を確立した。 

・審査・評価業務の終了後は各結果をホームページに掲載することにより情報の迅

速かつ積極的な公開に努めるとともに、文部科学省に報告することで、同省による

今後の施策を検討する上での参考となるよう配慮した。 

・スーパーグローバル大学創成支援事業では、令和２年度は、新型コロナウイルス

（３）大学のグローバル化の支援 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画を上回っ

て履行し中期目標を上回るペースで実績を上

げていることから評定をａとする。 

・大学のグローバル化を支援する国の助成事業

について、国の定めた方針を踏まえ専門家によ

る公正な審査・評価体制と関係要項等を整備し

た上で、新型コロナウイルス感染症の影響下に

おける短期間での審査・評価となったが、業務

を円滑に進めるための様々な工夫を行い事業

ごとに委員会や部会を合計 23 回開催し、事業

の透明性、信頼性、継続性を確保しつつ、業務

成果の速やかな情報公開を着実に実施したこ

とは高く評価できる。 

【大学の世界展開力強化事業】 

・大学の世界展開力強化事業においては、新型

（３）大学のグローバル化の支援 

補助評定：ａ 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

・大学の世界展開力強化事業について、

新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、新たな審査・評価方法を確立し、

採択候補の決定を計画通りに行い、中間

評価、フォローアップ等が適切に行われ

たことは評価できる。 

・スーパーグローバル大学創成支援事業

においても、新型コロナウイルス感染症

の影響を最大限に抑える工夫を行い、柔

軟な対応で適切に評価が行われたこと

は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

新型コロナウイルス感染症下における
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感染症の感染拡大により、度重なる審査・評価スケジュール変更があったが、オン

ラインを活用した審査や評価を実施し、感染防止に努めるともに、新しい審査・評

価方法を確立した。 

・審査・評価業務の終了後は各結果をホームページに掲載することにより情報の迅

速かつ積極的な公開に努めるとともに、文部科学省に報告することで、同省による

今後の施策を検討する上での参考となるよう配慮した。 

 

【大学の世界展開力強化事業】 

・令和２年１月のプログラム委員会（以下「委員会」）において審査要項等を決定

したが、文部科学省において申請期限延長がなされた結果、８月に 32 件の申請を

受け付け、審査部会において書面と、オンラインを活用した面接・合議審査を行い、

客観的かつ公正な審査を実施し、11 月の委員会において採択候補を承認した（その

後、文部科学省が８件の採択を決定）。 

・オンラインを活用した面接審査では、審査部会からより綿密な審査を実施するた

めの事前質問回答の実施、申請大学による音声付き資料によるプレゼンテーション

の視聴等、対面審査と同等な審査情報量となるようきめ細やかな対応と適切な情報

管理を実施し、オンラインによる新たな面接方法を確立した。また、オンライン審

査システムの開発によって、審査委員の自宅から面接審査に参加するなど、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した審査を実施した。 

・審査終了後、審査結果報告（冊子）やホームページを通じて計画調書や部会委員

名簿を含め関係情報を公表することで、審査の透明性に配慮した。 

・平成 30 年度採択の全 10 件について、令和２年３月の委員会において中間評価要

項等を決定の上、評価部会において書面評価を実施した。面接・合議はオンライン

を活用した方法を用い、客観的かつ公平、公正な評価を行い、令和３年３月の委員

会において評価を決定した。結果は、１件が５段階評価で最良の「Ｓ」、８件が標準

の「Ａ」、１件が「Ａ-」（これまでの取組を一部改善することによって、事業目的を

達成することが可能と判断される）であり、多くのプログラムにおいて質の保証を

伴う付加価値の高い魅力的な教育の取組が実施され、当初の計画どおり順調に進ん

でいることを確認した。各プログラムに対しては、評価コメントにおいて今後対応

が求められる課題等を併せて記し、必要な改善を促した。 

・評価終了後、中間評価結果報告書（冊子）やホームページを通じて取組の進捗状

況の概要や部会委員名簿を含め関係情報を公表することで、評価の透明性に配慮し

た。 

・平成 27 年度採択の全 11 件について、令和２年３月の委員会において事後評価要

項等を決定の上、評価部会において書面・合議による客観的かつ公平、公正な評価

を行い、令和３年３月の委員会において評価を決定した。結果は、４件が５段階評

価で最良の「Ｓ」、６件が標準の「Ａ」、１件が「Ａ-」（これまでの取組を一部改善

することによって、事業目的を達成することが可能と判断される）であり、個々の

大学のグローバル展開力の強化に対応したきめ細やかな体制基盤の確立と、ニーズ

を踏まえた事業展開によって得た実績や経験を積み上げることで当初の計画に沿

って目的を概ね実現し、期待された成果を挙げたことを確認した。 

・評価終了後、事後評価結果報告（冊子）やホームページを通じて取組の実績の概

要や部会委員名簿を含め関係情報を公表することで、評価の透明性に配慮した。 

コロナウイルス感染症の影響下によって審査

期間が大幅に変更されたことで、新規事業の審

査、中間評価及び事後評価の実施時期が重複す

ることとなったが、オンラインを活用した新た

な審査・評価システムや審査・評価方法を確立

するなどし、想定外の事態にも柔軟に対処でき

たことは高く評価できる。 

・オンラインを活用した審査・評価システムの

導入に伴い、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大以前の審査と変わらず遂行できるよう、審

査委員に対しきめ細やかな対応・情報管理を行

い、審査を円滑に進めたことは高く評価でき

る。 

・新規事業公募説明会が新型コロナウイルス感

染症の感染拡大の影響下で中止となったが、事

業実施主体である文部科学省と密に連携し、大

学からの質問対応について新型コロナウイル

ス感染症の影響下においても円滑に行ったこ

とは高く評価できる。 

・中間評価、事後評価及びフォローアップ終了

後には、評価結果等をウェブサイトで公開する

ことにより、迅速かつ積極的な情報発信に努め

ており、評価の透明性、信頼性の確保及び積極

的な情報発信が認められる。 

【スーパーグローバル大学創成支援事業】 

・スーパーグローバル大学創成支援事業として

２回目となる中間評価において、オンラインを

活用した新たな審査・評価方法を確立し、評価

部会や面接を全てオンラインで実施するなど、

新型コロナウイルス感染症の影響に柔軟に対

応し、円滑に業務執行したことは高く評価でき

る。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響による

大学の負担軽減のため、調書の確認期間を短縮

し、大学の調書作成期間を十分に確保したこと

は評価できる。 

・評価終了後には、評価決定から３日後という

短期間で、中間評価結果等をウェブサイトで公

開することにより、迅速かつ積極的な情報発信

に努めており、評価の透明性、信頼性の確保が

認められる。 

・評価結果について事業全体の成果を中間評価

結果の総括としてまとめたことは、事業成果等

各大学での取組等を把握し、グッドプラ

クティスとして共有する等、今後に活か

して欲しい。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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・中間・事後評価の実施対象ではない平成 28 年度採択の全 25 件、29 年度採択の全

11 件及び令和元年度採択の全３件の各取組内容や目標の達成に向けた進捗状況を

確認すべくフォローアップを行った。取りまとめた結果は委員会に報告するととも

に、我が国の大学にとってのグローバル展開力強化のための参考となるようホーム

ページを通じて公表し、社会に向けた情報発信を行った。 

https://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html 

 

【スーパーグローバル大学創成支援事業】 

・平成 26 年度採択の全 37 件について、令和２年３月の委員会において中間評価要

項等を決定の上、審査・評価を実施した。 

・各大学からの中間評価調書の提出については、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響による大学側の負担を軽減するため、予定されていた期日より約２ヶ月遅らせ

た。提出された調書については、限られた人員体制の下で滞りなく着実に確認を行

った。 

・個別書面評価後の評価部会においては、新型コロナウイルス感染症の影響に対応

するためメール審議を取り入れることで、迅速な書面評価を実施した。 

・オンラインを活用した面接審査では、より綿密な審査を実施するため、事前質問

の実施、申請大学による音声付きプレゼンテーション資料の事前視聴等、対面審査

と同等な情報量となるようきめ細やかな対応と適切な情報管理を実施し、オンライ

ンによる新たな面接方法を確立した。各大学、各審査委員、振興会事務局が別地点

からオンラインで面接審査に参加するなど、新型コロナウイルス感染症拡大防止に

配慮した審査を実施した。 

・現地調査については、原則現地に赴き対面にて行うところ、年末の新型コロナウ

イルス感染症再拡大を懸念し、周到な準備を行った上、オンラインにて実施した。

外国人留学生との面接もオンラインで行ったため、留学生へのオンライン面接用説

明資料を英語で作成し、円滑に面接が行えるよう努めた。 

・上記のように、新型コロナウイルス感染症拡大防止に最大限配慮しつつ、大学側

の事務負担軽減も考慮した上で、客観的かつ公平、公正な評価を行い、令和３年３

月の委員会において評価を決定した。結果は、８件が５段階評価で最良の「Ｓ」、25

件が標準の「Ａ」、４件が「Ｂ」（当初目的を達成するには、助言等を考慮し、より

一層の改善と努力が必要と判断される）であり、多くの大学において当初の構想を

着実に推進するとともに、特色ある優れた取組が成されていることを確認した。各

プログラムに対しては、評価コメントにおいて今後対応が求められる課題等を併せ

て記し、必要な改善を促した。 

・評価終了後、３日後にホームページを通じて中間評価結果、中間評価結果の総括、

部会委員名簿を含めた関係情報を公表した。また、中間評価結果報告書（冊子）を

作成・配布することで、積極的な関係情報の提供を行い、評価の透明性に配慮した。 

https://www.jsps.go.jp/j-sgu/chukan_hyoka2.html 

の普及の観点から高く評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・大学のグローバル化を支援する国の助成事業

において、引き続き公正かつ迅速・適切な審査・

評価を実施していくとともに、プログラムの着

実な実施に向けてフォローアップ体制の充実・

強化を図りつつ、各大学の参考となりうる情報

の積極的な発信にも努めていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である４－２については 51 回であ

った。 

・関連指標である４－Ａについては、中期目標

に定められた水準（75％）を上回る 89％であっ

た。 

     

 

４．その他参考情報 
予算と決算の乖離については、効率的に補助事業を実施したことによるもの。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 

５ 強固な国際研究基盤の構築 
（１）事業の国際化と戦略的展開 
（２）諸外国の学術振興機関との協働 
（３）在外研究者コミュニティの形成と協働 
（４）海外研究連絡センター等の展開 

業務に関連する政策・施策 政策目標７ Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

施策目標７－３ 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第３号 

当該項目の重要度、難易度 【難易度：高】 

強固な国際研究基盤の構築に当たっては、振興会の業務全般を横断する基盤的機

能を有する組織の整備という初めての取組を行うこととしており、また、これま

で長期的に実施してきた事業の在り方を検討する際には、多様な関係者の理解を

得ながら実施するプロセスが不可欠であることから、難易度は高い。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 

令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 前 中 期 目

標 期 間 実

績等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度 

評価指標 予算額（千円） 434,009 444,362 450,056   

同窓会の活動状況及び在

外日本人研究者コミュニ

ティとの連携状況（同窓

会イベント等の開催実績

等を参考に判断） 

－ 56 56 45 44 

  決算額（千円） 816,454 822,296 600,146   

経常費用（千円） 824,504 822,296 581,674 
  

経常利益（千円） -23,165 -19,465 77,527 
  

海外研究連絡センター等

における活動状況（Ｂ水

準：ホームページによる情

報発信数が年間 840 件程

度） 

年間 840

件程度 

年間 652～

1,181 件 
715 1,858 576   

行政サービス実施 

コスト（千円） 
812,770 － － 

  

行政コスト（千円） － 897,274 581,674   

従事人員数 10 13 14 
  

関連指標  

国際交流事業の採用者に

よる国際共著論文数 
－ 

年間 341～

422 件 
331 365 318  

  

注１）予算額、決算額は「５ 強固な国際研究基盤の構築」の支出額を記載。人件費については共通経

費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「５ 強固な国際研究基盤の構築」の事業担当者数を計上（重複を含む） 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をＢとする。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

対面による諸外国の学術機関等との交流に代

えて、オンラインを介した学術振興機関長との

交流を積極的に実施することで、これまで以上

に海外の学術振興機関とのパートナーシップ

の強化を図るなど、計画通り着実に業務を実施

している。 

・新型コロナウイルス感染症の多大な影響があ

りながらも、同窓会支援業務や海外研究連絡セ

ンター業務について臨機応変に対応するだけ

でなく、オンラインでのイベント開催等のため

の環境整備をいち早く行い、対面でのイベント

に代わり積極的に代替策を遂行するなど、着実

に海外情報の収集や発信を行っていることは、

評価できる。 

・海外研究連絡センター及び学術情報分析セン

ターを含む関係各所、各国の学術振興機関及び

研究者ネットワークと意見・情報交換を行い、

計画通り順調に強固な国際研究基盤を構築し

ていると評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・諸外国との強固かつ双方向の国際研究基盤を

構築・発展させるため、既存のネットワークを

発展させながら、最新の国際的な動向を注視

し、国際的視点に立って各事業を推進してい

く。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

りオンラインによる研究者交流が活発

になっているが、対面による交流も引き

続き重要であり、更なる国際研究基盤の

構築のためポストコロナ社会における

最適な学術国際交流の形を模索し実施

していくことを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

国境を持たない学術活動そのものの特

質の一方で、各国固有の歴史や文化とい

う背景が反映する学術研究の特質から

も、世界各国との協力の下、国際的な展

開を図ることはますます重要となって

いる。これらの国際的活動の基礎は、学

術研究そのものが、国を超えた国際的な

存在となっていることを強く意識する

必要がある。 

 

 【評価指標】 

５－１ 前中期目標期間中に

「強固な国際協働ネットワー

クの構築」として実施した業

務との比較による改善・強化

状況（有識者の意見を踏まえ

＜主要な業務実績＞ 

【国際共同研究等に係る基本的な戦略】 

・国際統括本部において、各種事業の国際的な活動や海外関係機関等の動向・現状を

共有する国際統括本部会議を開催し、最新の情報を海外研究連絡センター及び学術情

報分析センターを含む関係各所と随時共有し、必要に応じて意見交換した。また、新

型コロナウイルス感染症の影響により、我が国の研究の国際化が停滞しないよう、有

（１）事業の国際化と戦略的展開 

補助評定：ｂ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

（１）事業の国際化と戦略的展開 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当
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判断） 

 

５－２ 国際的な取組の内容

に関する発信状況（有識者の

意見を踏まえ判断） 

 

【関連指標】 

５－Ａ 国際交流事業の採用

者による国際共著論文数 

 

【目標水準の考え方】 

５－１ 事業の在り方に係る

検討を経て、効果的な改善・

強化が行われたか、有識者の

意見を踏まえ判断する。 

 

５－２ 国際的な取組を体系

的に整理し、効果的な周知が

なされたか、有識者の意見を

踏まえ判断する。 

 

５－Ａ 学術の国際的な競

争・協働の中で我が国のプレ

ゼンス向上の状況を把握する

ため、国際交流事業の採用者

による国際共著論文数につい

て毎年度確認を行うととも

に、その状況変化を評価にお

いて考慮する。 

 

識者である国際事業委員会委員と意見交換を行った。 

 

 

■事業説明の実施 

・大学等研究機関や学会からの要望に応えて事業情報の提供を行い、学術国際交流事

業の制度や募集の内容等に係る認知度の向上と理解の促進に努めた。また、対面での

説明会を実施できないことに代えて、事業説明の動画をオンラインで公開した。 

○令和２年度 主な事業説明対応実績 

開催場所 開催月 対象・目的 

国 際 会 議  Goldschmidt 

Conference 
令和２年６月 

日米欧の学術研究助成機関

に関するワークショップ 

EURAXESS Japan ウェビナー 令和２年 10 月 
日欧ポスドクプログラム紹

介 

日本分子生物学会年会 令和２年 12 月 
日本人研究者向け留学情報

提供 

 

■各国の学術振興機関との意見・情報交換 

・我が国との研究者交流に関心のある各国の学術振興機関からの面会要望に応え、学

術国際交流事業の制度や募集の内容等に係る認知度の向上と理解の促進に努めると

ともに、両国の研究者交流の発展等を目的とした意見・情報交換を行い、各国の学術

動向の最新情報を得た。 

また、日インド、日フィンランド科学技術合同委員会に出席し、振興会の事業内容を

説明するとともに、意見・情報交換を行った。 

○令和２年度 各国の学術振興機関等主な面会実績（オンラインを含む） 

面会者所属機関 面会月 

ドイツ研究振興協会（DFG） 令和２年９月 

スイス科学財団（SNSF） 令和２年 10 月 

フランス国立科学研究センター（CNRS） 令和２年 10 月 

在日ウクライナ大使館 令和２年 11 月 

 

■その他の情報発信 

・国内外の研究者や、国民にとってわかりやすい情報発信を行うため、学術国際交流

事業に係るリーフレット（日本語版・英語版）を国内の大学・研究機関等 776 機関へ

配布するとともに、メールマガジン「学振便り（JSPS Monthly）」により広く周知し

た。 

 

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・国際統括本部会議における関係各所との情報

共有・意見交換を行ったほか、国際事業委員会

委員より新型コロナウイルス感染症の影響下

における我が国の研究の国際化が停滞しない

よう意見が示されるなど、着実に業務を実施し

ている。 

・振興会の業務に係る国際的な取組について、

事業情報の提供を行うとともに、リーフレット

を国内の大学・研究機関等に送付するなど、積

極的に情報発信を行っている。さらに各国の学

術振興機関等との意見・情報交換を行ったこと

は、振興会の取組の認知度の向上と理解の促進

につながるものであり評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・積極的に事業の国際化を進めていくととも

に、事業説明会、ホームページ等による効果的

な情報発信を引き続き行っていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である５－１について、事業の効果

的な改善・強化に向けて有識者と意見交換した

ことは改善に向けて着実な取組がなされてい

ると評価できる。 

・評価指標である５－２については、国際的な

取組に係る事業を目的別に整理したリーフレ

ットを配布した他、学術国際交流事業に関する

説明を行い、計画通りの水準である。 

 

・関連指標である５－Ａについては 318 件であ

り、前中期目標期間実績等（年間 341～422 件）

と同水準である。 

 

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

学術研究がボーダーレスに展開されて

いる今日においては、国際社会との交流

は、本来、個々の研究者自身の国際的活

動でネットワークが形成・拡大されてい

くべきものである。しかしながら、それ

が不十分に見える現在の状況において

は、このような国際化支援と戦略的展開

が今しばらく必要な活動であり続ける

と思われる。 

 【評価指標】 

５－３ 諸外国の学術振興機

関等との交流の見直し等の状

況（有識者の意見を踏まえ判

断） 

 

【目標水準の考え方】 

＜主要な業務実績＞ 

【諸外国の学術振興機関との連携】 

■グローバルリサーチカウンシル（Global Research Council: GRC） 

・令和２年５月に南アフリカ共和国国立研究財団（NRF）主催、UK リサーチ・イノベ

ーション（UKRI）の共催により第９回 GRC 年次会合が南アフリカ共和国（ダーバン）

で開催予定だったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、１年間延期された。

それに代わり、振興会理事長もメンバーである Governing Board を中心に、「Mission-

（２）諸外国の学術振興機関との協働 

補助評定：ｂ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に、実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

 

（２）諸外国の学術振興機関との協働 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 
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５－３ 質の高い国際的な共

同研究や学術交流を推進する

基盤を構築する観点から、各

国の学術振興機関との交流状

況に応じて適切に協定の廃

止・改訂や、新規立ち上げが

行われているか、有識者の意

見を踏まえ判断する。 

 

 

 

 

oriented Research」と「Public Engagement」という議題に沿って、議論を交わした。 

・議論の成果として「ミッション指向の研究の原則に関する宣言」と「パブリック・

エンゲージメントの原則に関する宣言」題する成果文書が採択された。 

・ Governing Board（オンライン会議）計５回実施。 

 

（アジア・太平洋地域会合） 

・令和２年 11 月 23～27 日に開催された Responsible Research Assessment に関す

るオンラインシンポジウムの一環として、ニュージーランドビジネス・イノベーショ

ン・雇用省 (MBIE)主催で、GRC アジア・太平洋地域会合が開催された。振興会を含む

７か国８機関が参加し、「 Responsible Research Assessment 」をテーマに議論がな

された。 

 

■日中韓学術振興機関長会議（A-HORCs） 

・令和２年度は、韓国 NRF の主催により、第 18 回 A-HORCs が韓国（済州島）で開催

され、振興会からは理事長が出席予定であったが、新型コロナウイルス感染症の拡大

を受け、主催国である韓国側の意向により、オンライン開催ではなく、令和３年度に

実施を延期することとなった。 

・A-HORCs において重要と認められた課題に関して開催する北東アジアシンポジウム

については、令和２年９月 21 日～22 日に、韓国（済州島）において第 22 回シンポジ

ウムを「 Approaches for Future Earth in Northeast Asia — Climate Change and 

Its Effects」をテーマに開催し、日中韓３か国から 30 名以上の研究者が参加予定で

あった。日本側コーディネーターである研究者と協議しつつ、日本側参加者の確定ま

で行っていたが、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、主催国である韓国側の意

向により、オンライン開催ではなく、令和 3年度に実施を延期することとなった。 

 

■日中韓フォーサイト事業 

・７機関 12 課題を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響に伴う渡航制限措置

等の影響を受けながらも、各課題では、オンラインによる打合せに基づく共同研究の

実施、ウェブ会議システムを利用した研究発表やセミナーの開催などにより、日中韓

の枠組みでの研究交流を推進した。渡航を要とする計画を含む課題は、後述の特例措

置を利用し、事業計画の実施期間を延長した。 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う弾力的な運用） 

① 令和元年度に実施していた課題の内、事前の申請により５件について、委託期間

を延長して令和２年度も支援した。 

② 研究交流経費総額の 50％以上を旅費として用いることとする制限を免除した。 

③ 弾力的な経費執行に対応するため、事前の申請により令和２年度の委託契約を

令和３年度に延長可能とした。（申請件数：９件） 

・採択３年目の課題について中間評価を行った。新型コロナウイルス感染症の影響に

より事業計画の実施期間を延長した課題の中間評価、事後評価については、延長期間

終了後に評価を行うこととした。 

 

 

●中間評価の実施・公表実績 

＜補助評定に至った理由＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

対面による諸外国の学術機関等との交流に代

えて、グローバルリサーチカウンシルの 

Governing Board を中心にオンラインを介した

交流を積極的に実施することで、これまで以上

に海外の学術振興機関とのパートナーシップ

を強化し、各国共通の課題解決に向けて着実に

活動を続けている。 

・日中韓学術振興機関長会議の合意に基づいた

研究支援事業についても、計画通り着実に業務

を実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・今後も学術振興機関長会議や、多国間の学術

振興機関ネットワークにおいて果たすべき役

割を積極的に担うとともに、戦略的に重要な諸

外国の学術振興機関とのパートナーシップを

強化し、各国共通の課題解決に向けて着実に活

動を続けていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である５－３について、各国の学術

振興機関長等と世界の最新の学術交流状況を

共有し、一部の事業は機関長会議で重要とされ

た研究テーマに基づき着実に実施しているほ

か、交流状況に応じて各国学術振興機関との交

流協定等を適切に見直している。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

各国学術振興機関との緊密な連携につ

いて、各種事業の改善の方向性と一体的

に継承・充実を図っていくことを期待す

る。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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 実施課題数 評価結果 

中間評価 １ 

B：想定どおりの成果をあげつつあり、現行

の努力を継続することによって目標の達成

が概ね期待できる／１課題 

※評価はＡ～Ｄの４段階で実施 

評価結果： 

https://www.jsps.go.jp/j-foresight/11_hyouka.html 

 

・令和３年度日中韓フォーサイト事業の公募は、A-HORCs において本事業公募に先立

って開催すると合意された北東アジアシンポジウムが、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響を受けて延期されたことに伴い、令和４年度に繰り越された。 

 

■各国学術振興機関との交流協定等に基づくパートナーシップについて 

・各種学術交流事業において各国の学術振興機関と交流協定等を締結し、強固なパー

トナーシップを持続的に形成するだけでなく、交流状況を踏まえながらその見直しも

行っている。対応機関との間の経費負担等の改善を図る覚書改訂等を行った。  

 

 【評価指標】 

５－４ 同窓会の活動状況及

び在外日本人研究者コミュニ

ティとの連携状況（同窓会イ

ベント等の開催実績等を参考

に判断） 

 

【目標水準の考え方】 

５－４ 同窓会主体の活動が

活発に行われたか、また外国

人研究者と在外日本人研究者

コミュニティ等が連携する機

会が提供されたか、同窓会イ

ベント等の開催実績、会員数

等を参考に判断する。 

＜主要な業務実績＞ 

【研究者ネットワークの強化】 

・振興会事業経験者による研究者コミュニティ（JSPS 同窓会）については、計 20 か

国のコミュニティが行う諸活動（シンポジウム・年次総会の開催、Web やニューズレ

ターを通じた広報など）の支援を行った。また、アジア、欧州、中南米、アフリカと

いった幅広い地域から新規同窓会設立に関する問い合わせも数多く寄せられていて、

それぞれの関係者と連絡を密に取り、設立に向けた各種の情報提供、他の同窓会の例

などを参考にしたアドバイスを積極的に行っている。同窓会会員数は令和３年３月末

現在で 8,105 名となっており（前年度３月末 8,186 名）、会員に対しては行事予定等

をメールで送付するなどして情報提供に努めている。 

また、同窓会は新型コロナウイルス感染症の影響が大きかった上半期より、主催行事

としてシンポジウムや学術セミナー等をオンラインで開催し、日本人研究者に基調講

演を依頼し日本との学術交流を深めている。 

・海外研究連絡センター等の協力を得ながら、各国の研究者コミュニティに所属する

研究者に対し、再度来日して日本人研究者との研究協力関係を形成・維持・強化する

機会を提供することを目的に、外国人研究者再招へい事業（BRIDGE Fellowship 

Program）を実施し、51 名の研究者を採用した。なお、新型コロナウイルス感染症に

係る入国制限措置等の影響に鑑み、来日期限を延長する特例措置を実施した。また、

同窓会主催のオンラインセミナーにて事業説明を行うなど、積極的に広報活動を行っ

た。 

・平成 28 年度より、振興会事業経験者を中心とする研究者向けソーシャル・ネット

ワーク・サービス（JSPS-Net）を行っている。JSPS-Net は国境を越えて活躍する研究

者等のネットワーク、研究者コミュニティの形成を支援するための一助として運用し

ており、現在 JSPS-Net には 1,889 名（令和３年３月末現在）の登録を得ている。登

録者に対して、会員間の検索機能やグループ作成機能を提供するとともに、振興会の

公募事業の案内等の情報提供を行った。さらに、様々な分野で活躍する研究者が自ら

（３）在外研究者コミュニティの形成と協働 

補助評定：ｂ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に、実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

 

・新型コロナウイルス感染症の影響下において

も、オンラインによる同窓会の活動を積極的に

支援し、さらなるネットワーク強化による学術

交流の発展を目指していることは、中期計画通

り実施していると評価できる。 

 

・過去に来日した研究者と日本人研究者との研

究協力関係を形成・維持・強化するための外国

人研究者再招へい事業では、新型コロナウイル

ス感染症の影響の収束後、優れた外国人研究者

の招へいの取組を迅速に再開できるよう、来日

期限を延長する特例措置等を行ったことは評

価できる。 

（３）在外研究者コミュニティの形成と

協働 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

JSPS 同窓会等の研究者コミュニティの

形成は時間を要するものの、将来的に指

導者ネットワークにもつながる重要な

活動であり、継続的な支援が必要であ

る。 
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の研究生活について語る「My Research Life」機能や、若手研究者の受入を希望す

る研究者と若手研究者とのマッチングをするサービスを実施している。特に令和２年

度は、会員の日本との関わり、日本での研究生活の思い出、現在の研究生活、他の会

員へのメッセージなどを掲載する「Member's Voice」機能を新設した。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続きオンラインによる活動も含め、同窓

会の活動を着実に支援していく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である５－４については、同窓会イ

ベント等の開催実績は 44 件（新型コロナウイ

ルス感染症拡大のリスクに鑑み、実施できなか

ったイベントを除くと例年通りの水準）であっ

たほか、全同窓会会員数が 8,105 名と前年度同

水準である（前年度３月末 8,186）等、順調に

業務を実施している。 

 

 【評価指標】 

５－５ 海外研究連絡センタ

ー等における活動状況（Ｂ水

準：ホームページによる情報

発信数が年間 840 件程度） 

 

【目標水準の考え方】 

５－５ 現地の事務所を利用

した効果的な情報収集・情報

発信を実施する観点から、前

中期目標期間における実績

（平成 25～28 年度実績：年

間 652～1,181 件）を踏ま

え、全センターのホームペー

ジで年間 840 件程度の情報

発信が行われることを達成水

準とする。 

＜主要な業務実績＞ 

【海外研究連絡センター等展開】 

・諸外国の学術振興機関や内外の大学等との共催により、オンラインでの開催も含め

て年間を通じて 103 件の学術シンポジウム等を開催し、日本の優れた研究者による最

先端の研究成果等を世界に向けて発信した。平成 29 年度からの取り組みである WPI

総合支援事業との連携も継続し、WPI 拠点における研究成果について海外研究連絡セ

ンター主催シンポジウムを通じて海外に発信し続けている。こうした活動により、現

地において関係機関との強固な協力関係を構築しつつ積極的な広報に努めている。こ

れらのイベントにはオンラインによる参加も含め、延べ 6,459 名が参加した。 

 

・例えば、ワシントン研究連絡センターでは、令和２年 11 月に“AI for Clinical 

Translational Research”をテーマに在ボストン日本国総領事館、在外日本人研究者

ネットワーク（UJA）と共催で、オンラインによる The 5th Japan-US Science Forum 

in Boston を開催した。Zoom ウェビナー機能及び YouTube による同時配信により多く

の人数が参加できるよう配慮し、講演 2件のほか、30 名の日米加の研究者によるフラ

ッシュトーク（３分の研究紹介）を行った。その後、新興ネットワーキングプラット

フォームを利用し、バーチャルなネットワーキングの場の提供も行った。 

 

・ストックホルム研究連絡センターでは、令和２年 12 月に COVID-19: the impact 

on mental health and the fight back using supercomputer をテーマとしてノルウ

ェー同窓会との共催シンポジウムを開催した。新型コロナウイルス感染症第３波が世

界を襲う中、世界一のスーパーコンピューター「富岳」を使ったウィルスの飛沫拡散

に関する研究で有名な神戸大学・坪倉教授が最新の研究結果を紹介したほか、新型コ

ロナウイルス感染症の影響下における現代人のメンタルヘルスについてノルウェー

気鋭の心理学者の講演を行った。 

 

・各国において現地在住の日本人研究者の会合・勉強会の開催、データベースの整備

など、海外での研究者ネットワーク構築のための活動を積極的に展開した。例えば、

サンフランシスコ研究連絡センターでは、米国渡航中の特別研究員・海外特別研究員

（４）海外研究連絡センター等の展開 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

 

・海外研究連絡センターにおいて現地の学術振

興機関や大学等と共催でシンポジウム等を着

実に開催し、新たな研究者ネットワークの構築

を促進している。 

・大学等海外活動展開協力・支援事業として、

計７の大学等に5箇所の海外研究連絡センター

の利用機会を提供することで、大学の海外展開

を支援するなど、計画通り着実に業務を実施し

ている。 

・新型コロナウイルス感染症の影響によるイベ

ントの中止・延期のほか、センター赴任者の緊

急帰国及びその後の再渡航、海外実務研修受講

予定者の渡航延期対応に追われたが、臨機応変

に対応できており、着実に業務を実施できてい

る。 

・オンラインでのイベント開催等のための環境

整備をいち早く行い、対面でのイベントに代わ

り積極的に代替策を遂行することで着実に業

務を実施できている。 

 

（４）海外研究連絡センター等の展開 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大により、

引き続き渡航制限の影響があることが

予想され、その中で海外研究連絡センタ

ーの現地での活動は重要性が増すため、

現地に滞在している強みを生かした更

なる活動の展開を期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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等日本人研究者に対し、分野を越えた交流を促進し、研究活動を一層充実していただ

くことを目的とした日本人研究者同士の交流会を開催している。令和２年度はオンラ

イン開催とし、令和２年９月及び令和３年２月にイベントを実施した。 

 

・大学等の海外活動展開協力・支援事業として、７大学が５研究連絡センター（ロン

ドン、ストックホルム、北京、カイロ及びナイロビ）を海外事務所として利用し海外

拠点活動を展開した。また、新たに１大学が令和３年度からサンフランシスコ研究連

絡センターを利用する申込みを受け付け、契約手続を行った。 

 

・各国において、振興会事業説明会を 44 件開催し、延べ 4,334 名が参加するなど、

積極的な広報活動に努めた。 

 

・平成 27 年６月に新設した、「海外学術動向ポータルサイト」において、各海外研究

連絡センター及び海外アドバイザーが収集した情報を引き続き国内の大学関係者等

に広く情報提供した。 

https://www-overseas-news.jsps.go.jp/ 

 

・振興会本部での１年間の研修を経た国公私立大学の職員を海外研究連絡センターで

受け入れ、センター業務に従事させることにより、国際交流に関する幅広い見識と高

度な実務能力を有する事務系職員の養成を図る「国際学術交流研修」を実施している。

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、令和２年４月１

日に予定していた 18 名の渡航を当初３か月延期することを決定し、状況を注視した

ものの改善が見込めず、令和２年度海外実務研修を中止とした。また、渡航予定者は

令和３年度以降の海外実務研修を受講できることとした。令和２年９月からは令和３

年度の海外実務研修に向け、必要な手続を順次開始し、新型コロナウイルス感染症の

感染状況により追加で必要となった入国・ビザ手続書類等やフライト運行変更等に臨

機応変に随時対応した。 

 

・令和２年１月下旬に顕在化した新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、各センター

赴任者の安全確保を第一に、令和２年３～４月に緊急帰国の対応を行った結果、セン

ター長、副センター長は当面の間、原則日本での在宅勤務に従事することとした。こ

れに伴い発生した滞在旅費等の調整、日本での納税処理、フライト手配や変更等につ

いて迅速に対応した。また、現地情報等に基づき再渡航の時期を見定め、令和２年９

月以降、準備が整った派遣者から順次センター所在地に戻る手続を行った。これらに

付随する例外的な取扱いについても臨機応変に対応した。 

 

・人との密集、飲食を避けるため対面でのイベント開催が難しくなった。そのため、

オンラインを活用する方法にいち早く舵を切り、オンラインツールを迅速に手配し、

ウェビナー等によるイベントを開催すべく環境整備を行った。 

 

・令和元年度に調達し初期構築を行った海外研究連絡センター共通のクラウドメール

の運用を開始した。アカウント付与やセキュリティ対策の設定等を本会セキュリティ

ポリシーに則り、本部が一括して管理できることとなった。また、メールアカウント

＜課題と対応＞ 

・各国学術振興機関との関係構築等を通じて国

際的な学術研究ネットワークの形成を支援す

る。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である５－５については 576 件であ

る。 
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と連動してストレージやビデオ通話ができるシステムも稼働し、オンラインでの業務

に即した環境整備を促進した。 

     

 

４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ 

６ 総合的な学術情報分析基盤の構築 
（１）情報の一元的な集積・管理体制の構築 
（２）総合的な学術情報分析の推進 
（３）学術動向に関する調査研究 

業務に関連する政策・施策 政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第６号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政

事業レビュー 

令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 前 中 期 目

標 期 間 実

績等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度 

評価指標 予算額（千円） 333,395 345,156 341,971   

情報の分析や

調査研究の成

果の発信状況

（Ｂ水準：中

期目標期間中

に 10 件程度） 

中期目標

期間中に

10 件程度 

－ 

4 件 

（適時の

成果の公

表を含

む） 

2 件 2 件 

  決算額（千円） 335,160 345,777 373,980   

経常費用（千円） 333,564 345,777 332,779   

経常利益（千円） 13,190 38,410 41,719   

行政サービス実施

コスト（千円） 
328,501 － － 

  

行政コスト（千円） － 413,321 332,779   

学術動向調査

の 実 施 件 数

（Ｂ水準：中

期目標期間中

に 614 件程

度） 

中期目標

期間中に

614 件程

度 

614 件 128 件 129 件 129 件 

  従事人員数 4 5 5   

 

注１）予算額、決算額は「６ 総合的な学術情報分析基盤の構築」の支出額を記載。人件費については

共通経費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「６ 総合的な学術情報分析基盤の構築」の事業担当者数を計上（重複を

含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をＢとする。 

・令和２年度における総合的な学術情報分析基

盤の構築について、中期目標に向かって、情報

セキュリティ方策やシステムの仕様について

調達手続きを進めるとともに、学術情報分析セ

ンター及び学術システム研究センターにおい

て着実に業務を実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・情報の一元的な管理に向けた取組を今後も引

き続き進めていく。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

でると確認できたため。   

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

学術情報分析センターにおける分析や、

学術システム研究センターにおける調

査研究結果を、振興会事業の改善・発展

に向けて活用するとともに、各事業が長

期的な視点から我が国の学術研究・基礎

研究の振興にどのように貢献している

かを発信されることも期待する。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大前

後における学術研究動向の変化等は重

要な視点となるため、今後の調査研究の

実施にあたって着目することも考えら

れる。 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

 【評価指標】 

６－１ 情報の一元的な管理

の状況（取組実績を参考に

判断） 

 

【目標水準の考え方】 

６－１ 事業の枠を超えた活

用を可能とする情報基盤が

構築されているか、情報の

一元的な管理に係る取組実

績を参考に判断する。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

【情報の一元的な集積・管理】 

・事業の枠を超えて情報を総合的に活用するために必要とする情報セキュリティの確

保に関する方策やシステム仕様の作成を進め、互換性の高いデータを管理できるよう

源泉となる各事業の所轄システムのデータ項目定義について調査を開始した。 

 

・事業の枠を超えたデータの活用が可能な環境を実現するにあたりデータの取扱いや

業務プロセスについて各部署との調整が不可欠であるため、ヒアリング等を令和元年

度に引き続き進めた。 

 

（１）情報の一元的な集積・管理 

補助評定：ｂ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、補助評定をｂとする。 

・事業の枠を超えて情報を総合的に活用するた

めに必要とする情報セキュリティの確保に関

する方策やシステム仕様の作成を進めるとと

もに、事業の枠を超えたデータの活用が可能と

なるようヒアリング等実施するなど、計画通り

（１）情報の一元的な集積・管理 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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着実に実施されていると評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・事業の枠を超えたデータの活用が可能な環境

を構築するため、各部署とデータの取扱や業務

プロセスについて調整するなど、必要な取組を

引き続き進めていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である６－１については、情報セキ

ュリティの確保に関する方策やシステム仕様

の作成を進めていくなかで、各事業が所有する

データ項目の定義に関する調査を開始し、今後

の情報の一元的な集積・管理に向けて順調に進

んでいる。 

 

 【評価指標】 

６－２ 情報の分析や調査研

究の成果の発信状況（Ｂ水

準：中期目標期間中に 10 件

程度） 

 

【目標水準の考え方】 

６－２ 振興会の諸事業に係

る情報を横断的に活用し、

各種事業の動向や成果を総

合的、長期的に把握・分析

する観点から、10 件程度の

テーマを設定し、分析や調

査研究を行い、その成果に

ついて発信することを達成

水準とする。 

＜主要な業務実績＞ 

【学術情報分析センター】 

・学術情報分析センターの設置 

 学術情報分析センターは、平成 30 年３月末まで設置されていたグローバル学術情

報センターを改組し、平成 30 年４月に設置された。 

 同センターは、所長の下、分析研究員及び分析調査員により構成しており、分析研

究員３名（大学等の学術研究機関において教授または准教授の職にある者が兼務。う

ち 1名は副所長）は、それぞれのテーマに係る調査分析を総括するとともに、振興会

の諸事業に係る調査分析に関し助言を行った。また、分析調査員（常勤）４名は、分

析研究員の指導の下、当該テーマに係る調査分析の業務を担うとともに、事業動向な

ど事務的な調査分析業務を処理した。 

 

・連絡会議の設置 

学術情報分析センターの業務の円滑な推進を図るため、学術情報の分析に係る関係機

関その他の有識者の委員により構成される連絡会議を設置し、会議を開催するととも

に、適時に学術情報分析センターの活動に対する助言を得た。 

 

・情報の把握・分析基盤の構築 

＜科研費助成事業の研究課題情報、研究者情報及び成果情報の紐づけ＞ 

 科研費の採択研究課題、研究者、研究成果の高い精度による紐付けを通したデータ

基盤の整備を行うことにより、科研費に関連する様々な分析を可能とした。 

＜特別研究員採用者の所属・職、科研費獲得及び成果に関する情報の紐づけ＞ 

 特別研究員採用者について、所属・職、科研費の獲得、発表論文等の情報の紐付け

を通した分析を可能とした。 

＜学術国際交流諸事業の横断的な分析のための情報の紐づけ＞ 

 学術国際交流諸事業により支援を受けた研究者の紐づけを行い、諸事業を横断的に

分析するための基盤を整備した。 

（２）総合的な学術情報分析の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、補助評定をｂとする。 

・情報の把握・分析基盤を構築するとともに、

科研費助成事業、人材育成事業、学術国際交流

事業といった振興会の諸事業を対象に、各事業

の担当部署等からの要望を照会するともに、学

術システム研究センターから示された意見等

も踏まえ、数多くのテーマを設定し、各事業の

担当部署等とも連携を図りつつ把握・分析の取

組を進めており高く評価できる。調査分析の成

果は、振興会内の関連部署に提供されており、

諸事業の改善・高度化に向けた検討に資するも

のである。 

・情報発信については、JSPS-CSIA REPORT を２

件刊行し、中期計画通りの成果を上げた。 

・連絡会議は、振興会と他の学術情報の分析に

係る機関との間で相互に情報やノウハウを共

有するための効果的な枠組みとして機能して

いる。 

・学術システム研究センターとも連携を密に図

り、科研費の審査意見書作成候補者選考支援シ

ステムを改良するとともに、審査委員等候補者

（２）総合的な学術情報分析の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

科研費の審査意見書作成候補者支援シ

ステムの改良や審査委員等候補者検索

システムの開発により、定量的にどの程

度業務の効率化が図られたかその有用

性を示しながら、さらなる実用化に向け

た取組が進むことを期待する。 

各種事業に係る情報の把握・分析におい

ては、制度改善や変更点による影響も丁

寧にフォローアップするとともに、長期

的な視点で振興会の事業が我が国の学

術研究・基礎研究の振興にどのように貢

献しているのか、積極的に発信すること

を期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

評価指標が「６－２ 情報の分析や調査

研究の成果の発信状況」となっているこ
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＜特別研究員事業、海外特別研究事業、学術国際交流事業等の改善に資するエビデン

スデータ等の作成＞ 

 「独立行政法人日本学術振興会の令和元年度における業務の実績に関する評価」に

おける主務大臣の評価「特別研究員事業、海外特別研究事業、国際交流事業等につい

ては、国内外の情勢により変化が求められることから、各事業の改善に資するエビデ

ンスデータ等の提供にも注力いただきたい。」に対応し、特別研究員採用者及び学術国

際交流事業に関する情報の紐づけに加え、海外特別研究員採用者の紐づけを行い、エ

ビデンスデータを構築した。 

 

・学術システム研究センターにおける科研費の審査委員等の選考の支援 

 学術システム研究センターとも連携を密に図り、以下の業務を実施した。 

 

＜「審査意見書作成候補者選考支援システム」の開発＞ 

確率的潜在意味解析（LDA）の取組の成果に基づき、前々年度に実装した科研費の特別

推進研究、基盤研究(Ｓ)の審査意見書作成候補者選考を支援するシステムの改良を進

めた。 

＜「審査委員等候補者検索システム」の開発＞ 

前年度に引き続き、特別推進研究、基盤研究(Ｓ)以外の科研費の種目を対象とした審

査委員の選考を支援する新たなシステムの開発を実施した。 

 

・振興会の諸事業に関する調査分析 

 科研費助成事業、人材育成事業、学術国際交流事業といった振興会の諸事業を対象

に、各事業の担当部署等からも要望を照会するとともに、学術システム研究センター

から示された意見も踏まえ、テーマを設定し、各事業の担当部署等とも連携を図りつ

つ、以下の情報の把握・分析の取組を実施した。 

 

‐科研費助成事業を対象とした情報の把握・分析 

＜日本の論文に占める科研費論文の状況＞ 

 様々な指標による科研費の成果論文のデータを関係部署の要望に対応し提供でき

る体制を整備した。 

＜英文調書による応募と和文調書による応募に関する分析＞ 

 科研費の応募書類の研究計画調書について、英文により記述されたものと和文によ

り記述されたものの比較分析を実施した。 

＜科研費採択課題のキーワードのマッピング＞ 

 科研費の採択課題のキーワードについて、BI ツールとテキストマイニングツールに

よる可視化（マッピング）と分析を実施した。 

＜科研費の評点の分散の分析＞ 

 科研費基盤研究（Ｓ）（Ａ）（Ｂ）、若手研究(Ａ)の応募に対し各審査委員が付した「総

合点」について、各応募のばらつきを分野別に把握した。 

＜科研費による研究グループの創出、学際領域研究の活性化、世界的拠点や国際的研

究者の創出＞ 

 日本学術振興会「令和元事業年度における業務実績に関する外部評価報告書」にお

ける以下の外部評価委員の評価の意見「例えば、振興会の競争的研究費の採択によっ

検索システムを開発したことは、学術システム

研究センター研究員の業務の支援に大きく貢

献するものである。 

 

＜課題と対応＞ 

・把握・分析のテーマの多くは、長期的な観点

における調査分析が求められることから、次年

度以降も継続的な取組を行う。 

・審査委員等候補者検索システムの開発につい

ては、実用化に向け更なる取組を進める。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である６－２については、JSPS-CSIA 

REPORT を２件刊行し、年度計画の目標を達成し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とから、学術情報の分析や調査研究の成

果に関する発信力をさらに強化するこ

とを期待する。 
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て、研究グループの創出、学際領域研究の活性化、世界的拠点や国際的研究者の創出

など、どのような効果をもたらしたかといった分析がなされることが望まれる。」に対

応した分析を実施した。具体的には、国際的に卓越した研究者を同定し、科研費の獲

得、成果文献の被引用度や共著の状況、研究分野の学際性等について分析し、報告書

（内部検討資料）を作成した。 

＜ボトムアップ型の大型競争的研究資金の意義についての分析調査＞ 

 科研費の特別推進研究、基盤研究（Ｓ）等を対象とした分析の体制を整備するとと

もに、上記報告書（内部検討資料）において両種目の支援の効果について分析した。 

＜人文学・社会科学分野に焦点を絞った科研費の成果に関する分析＞ 

 人文学・社会科学分野に焦点を絞った科研費の成果に関する分析の手法について検

討を行い、報告書（内部検討資料）を作成した。 

 

‐人材育成事業及び顕彰事業を対象とした情報の把握・分析 

＜特別研究員のキャリアパスの分析＞ 

 特別研究員採用者の所属・職、科研費獲得及び成果に関する情報を用いて報告書（内

部検討資料）を作成した。 

＜日本学術振興会賞、日本学術振興会育志賞受賞者に関する分析＞ 

 日本学術振興会賞及び日本学術振興会育志賞の受賞者の所属・職、科研費の獲得、

発表論文の状況等の情報を取りまとめ報告書（内部検討資料）を作成した。 

 

‐学術国際交流事業を対象とした情報の把握・分析 

＜研究代表者、参加者の分析を通した学術国際交流事業の利用状況、ニーズ及び成果

の分析＞ 

 学術国際交流事業の研究代表者、参加者を研究者番号及び著者 ID を用いて紐付け

を行い、報告書（内部検討資料）を作成した。 

＜外国人特別研究員経験者の研究活動の分析＞ 

 外国人特別研究員の研究活動の展開についての分析を行い、報告書（内部検討資料）

を作成した。 

＜振興会諸事業による国際的な活動の分析＞ 

 振興会が行う国際交流事業に加え、科研費事業や人材育成事業等を通して行われた

研究者の国際的な活動について取りまとめ、JSPS-CSIA REPORT として公表した。 

 

・海外の学術動向に関する調査 

＜海外のファンディングエージェンシーにおける審査・評価システムの最近の動向＞ 

 米独英の各国を対象として、ファンディングエージェンシーの審査・評価システム

の最近の動向についての調査を実施し JSPS-CSIA REPORT として公表した。 

＜主要国における研究者養成の仕組みに関する調査＞ 

 特別研究員事業等の実施の参考とするため、米独英の各国を対象に研究者養成の仕

組みについて調査を行い、報告書（内部検討資料）を作成した。 

 

・調査分析の成果の振興会内の関連部署への提供 

 上記の調査分析の成果に基づき、今後、振興会諸事業の改善・高度化に向けた検討

に資することを目的として以下の報告書等（内部検討資料）を作成し、関連部署に提
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供した。 

通番 名称 

１ 基礎データ集 

２ 国際的に卓越した研究者の創出における科研費助成事業による支援の

効果 

３ 人文学・社会科学分野に焦点を絞った振興会事業による支援の成果の

分析手法について 

４ 日本学術振興会研究者養成事業における特別研究員のキャリアに関す

る調査・分析報告書 

５ 日本学術振興会顕彰事業における日本学術振興会賞受賞者のキャリア

調査・分析 

６ 日本学術振興会顕彰事業における日本学術振興会育志賞受賞者のキャ

リア調査・分析 

７ 学術国際交流事業の研究代表者、参加者を対象とした事業横断的な分

析 

８ 文献データベースを用いた外国人特別研究員経験者の研究活動の分析 

９ 主要国における研究者養成の仕組み 

 

・調査分析の成果の情報発信 

 調査分析の成果を、JSPS-CSIA REPORT（CSIA は、学術情報分析センターの英文名称

「Center for Science Information Analysis」の略）として 2件刊行した。 

号 公表時期 名称 

１ 令和３年３月 日本学術振興会諸事業による国際的な活動の展開 

２ 令和３年３月 海外のファンディングエージェンシーにおける審査・評価

システムの最近の動向 
 

  

【評価指標】 

６－３ 学術動向調査の実施

件数（Ｂ水準：中期目標期

間中に 614 件程度） 

 

【目標水準の考え方】 

６－３ 学術の振興を図るた

めの諸事業を長期的観点に

立って効果的に展開する観

点から、国内外における学

術振興施策の現状や学術研

究の動向等の調査研究につ

いて、前中期目標期間にお

ける実績（614 件）と同程

度実施することを達成水準

とする。 

 

＜主要な業務実績＞ 

【学術システム研究センター】 

・学術システム研究センター研究員を研究担当者として振興会と研究員が所属する研

究機関（令和２年度は 51 研究機関（129 課題））が委託契約を締結し、学術研究動向

等に関する調査研究を実施した。 

・学術研究動向等に関する調査研究は、各研究員の専門分野または周辺分野における

最新かつ広範な研究動向、各分野における課題や今後の方向性、国内外の学術振興方

策に関する調査研究であり、その成果を次のような振興会の審査･評価業務の向上や、

事業全般に対する提案・助言等に活用した。 

＞科研費における審査・評価業務：学術動向を踏まえつつ、審査区分表の見直しにつ

いて検討した。 

＞特別研究員事業における審査・評価業務：学術動向を踏まえつつ、審査方法の改善、

申請書様式等の改善・充実を図った。 

＞科研費・特別研究員事業等における審査委員等の候補者案の作成及び審査結果の検

証 

＞日本学術振興会賞の査読及び日本学術振興会育志賞の予備選考 

 

（３）学術動向に関する調査研究の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、補助評定をｂとする。 

・学術研究の動向について、学術システム研究

センターの研究員の専門的な知見に基づき、人

文学、社会科学から自然科学まで、学術研究動

向等に関する調査研究を着実に実施している。

その成果は、審査区分表の見直しの検討や審査

委員選考等の業務に活用され、振興会が行う審

査・評価業務等の向上に役立っている。また、

研究成果は、知的財産権や個人情報に注意しな

がら、積極的に公開している。 

 

（３）学術動向に関する調査研究の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

新型コロナウイルスの感染拡大前後に

おける学術研究動向の変化等は重要な

視点となるため、今後の調査研究の実施

にあたって着目することも考えられる。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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・なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、当初計画通りに調査研究を実施で

きない場合には、委託契約期間の延長を行い、柔軟に対応した。 

 

・科研費特設審査領域の研究代表者交流会の実施 

特設審査領域に採択された研究代表者が、互いの研究課題を知ることで、既存の分野

を超えた新たなネットワークが構築され、新しい学術の芽が生まれてくることが期待

される。そのため、学術システム研究センターでは、平成 30 年度に設定された以下の

２領域において、研究代表者交流会を開催した。研究代表者交流会にはセンター研究

員も参加し、最新の研究動向の把握に努めた。 

「高度科学技術社会の新局面」 

（開催日：令和３年１月 19 日 研究代表者８名、研究員５名が参加） 

「超高齢社会研究」 

（開催日：令和３年 10月 25 日 研究代表者 30 名、研究員４名が参加） 

 

・研究成果の公開 

令和元年度の委託契約に基づく調査研究成果として提出された『調査研究実績報告

書』を取りまとめ、ホームページで公開した。なお、未発表の研究情報や個人情報が

含まれる場合には、公開の可否について個別に検討を行っている。 

https://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html 

 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き学術研究動向等に関する調査研究を

実施し、振興会事業の企画・立案等に活用して

いく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である６－３については中期目標に

定められた水準（中期目標期間中に 614 件）で

実施されている。 

 

 

４．その他参考情報 
予算と決算の乖離については、海外研究連絡センターへの調査員の派遣費等の増加によるもの。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―７ 

７ 横断的事項 
（１）電子申請等の推進 
（２）情報発信の充実 
（３）学術の社会的連携・協力の推進 
（４）研究公正の推進 
（５）業務の点検・評価の推進 

業務に関連する政策・施策 政策目標８ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

施策目標８－２ 基礎研究・学術研究の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第５号、第７号、第９号 

独立行政法人通則法第 32 条 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政

事業レビュー 

令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達

成

目

標 

前 中 期 目

標 期 間 実

績等 

30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度  30 年度 令和 

元年度 

２年度 ３年度 ４年度 

評価指標 予算額（千円） 667,067 859,095 737,896   

振興会ホームページへ

のアクセス状況（アクセ

ス数等を参考に判断） 

－ 
4,783,818

件 

8,899,354

件 

5,286,704

件 

4,576,218

件 

  決算額（千円） 832,517 835,777 538,216   

経常費用（千円） 741,015 743,516 529,899   

経常利益（千円） 32,373 163,105 44,308   

大学と産業界の研究者

等による情報交換の場

として新たに設置した

委員会・研究会数（Ｂ水

準：中期目標期間中に８

件程度） 

８

件

程

度 

10 件 ４件 １件 ６件 

  行政サービス実施

コスト（千円） 
509,113 － － 

  

行政コスト（千円） － 749,048 529,899 
  

従事人員数 9 10 7   

研究倫理教育の高度化

に係る支援状況（Ｂ水

準：研究分野横断的又は

研究分野の特性に応じ

たセミナー若しくは関

係機関と連携したシン

ポジウムを毎年度２回

程度開催） 

毎

年

度

２

回

程

度 

６回 ２回 ２回 ２回 

    

注１）予算額、決算額は「７ 横断的事項」の支出額を記載。人件費については共通経費部分を

除き各業務に配賦した後の金額を記載。 

注２）従事人員数については「７ 横断的事項」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績を上げていると言える

ことから、評定をＢとする。 

・昨年度に引き続き、公募事業等における電子化

を着実に実施し、利便性の向上を図っている。 

 加えて、電子申請システムにおいて、新型コロ

ナウイルスの影響に伴う申請手続きの変更等へ

の対応を着実に行った 

・新型コロナウイルス感染症に関連する対応等、

ホームページによる迅速な情報提供や、ホームペ

ージ及び各種事業パンフレットでわかりやすい

情報発信等、広報活動を着実に行った。 

・ひらめき☆ときめきサイエンスについては、新

型コロナウイルス感染症拡大等の状況に配慮し

た対応を行いつつ、電子化による業務効率化を図

りながら着実に事業がされている。 

・学術システム研究センターの調査研究成果や

学術情報分析センターの JSPS-CSIA REPORT の公

表等、得られた成果等の社会への積極的な提供や

卓越研究成果公開事業を着実に実施している。 

・学術の社会的連携・協力の推進について、積極

的に事業の見直しを行いながら、新型コロナウイ

ルス感染症の影響下においても着実に事業を運

営している。また、事業に関する情報を随時更新

し、積極的に発信している。 

・研究公正の推進については、研究不正防止の取

組や、研究倫理教育教材の開発・提供、研究倫理

セミナーやシンポジウムの開催等の取組を着実

に実施している。 

・自己点検評価・外部評価を実施し、その結果を

踏まえ業務の改善を図っており、適切に PDCA サ

イクルを実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・情報発信について、ウェブアクセシビリティ対

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

電子申請システムの対象とする事業や

手続きを着実に拡充するとともに、政府

における行政手続の押印等見直しの動

きも踏まえ、その他の各種様式について

も電子化の取組を推進させたことは評

価できる。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえ、各事業における提出書類の柔

軟な取扱いや特例措置の対応について、

振興会ホームページに速やかに掲載し、

情報発信したことは評価できる。 

「ひらめき☆ときめきサイエンス」は新

型コロナウイルス感染症拡大等の状況

に鑑み、交付申請留保の仕組みを設けて

おり、プログラムの準備や開催日の検討

が困難となった研究者のニーズに応え

たことは評価できる。また、交付業務を

電子申請システムにより行えるよう改

善を図るなど、新型コロナウイルス感染

症の影響に対して、柔軟な対応を行った

ことは評価できる。。 

振興会ホームページについては、改定さ

れたウェブアクセシビリティガイドラ

インを踏まえ、分かりやすく見やすいホ

ームページを目指して、継続的な改善を

期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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応を含むホームページのリニューアルに向け、引

き続き検討を進めていく。 

 

 【評価指標】 

７－１ 電子申請等の推進状

況（応募手続や審査業務等

の電子化実績等を参考に判

断） 

 

 

【目標水準の考え方】 

７－１ 研究者の負担軽減や

業務効率化を図るための情

報システムが整備されてい

るか、応募手続や審査業務

等の電子化の実績及び制度

改善や研究者等の意見を踏

まえたシステムの改修実績

等を参考に判断する。 

 

＜主要な業務実績＞ 

【公募事業における電子化の推進】 

・募集要項・応募様式等の書類については、全ての公募事業においてホームページか

ら入手可能な状態とした。 

 

・電子申請システムについては、令和２年度も引き続き、各事業の応募（申請）受付、

審査業務、交付業務を実施した。また、研究者や事務担当者の意見等に基づき、利便

性の向上等を図るとともに、適宜電子化の拡充、制度改善等に伴う改修を実施した。

特に、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う手続きの変更、手続きの追加に当た

り、改修を実施した。 

 

・電子申請システムで対応していない様式についても、アップローダによる提出と

してペーパレス化を行うなど、電子化を推進した。 

 

・科研費事業において、研究者番号、エフォート管理、課題情報等、電子申請システ

ムと e-Rad の双方向連携を実施するなど、e-Rad の連携活用を推進した。 

 

・電子申請システムの設計・開発において、情報セキュリティ・ポリシー及び「政府

機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」を含む政府機関における一連

の対策を踏まえた情報セキュリティ対策を実施し、可能な限り脆弱性を保有しない

ように努めた。また、電子申請システムの基幹部分において、必要に応じてアップグ

レードを行い、セキュリティを確保した。 

 

■科学研究費助成事業 

・令和２年度も引き続き、科研費事業のうち既に電子化を行っている研究種目につ

いては、応募受付・審査業務・交付業務を電子申請システムにより行った。 

 

・科研費電子申請システムに対応していない各種様式について、研究機関・研究者か

らの提出方法をアップローダによる提出とし、ペーパレス化を行った。 

 

・振興会から発出する以下の通知について、科研費電子申請システムによる通知と

し、ペーパレス化を行った。 

交付内定通知 

海外における研究滞在等に伴う留保・中断時の条件付交付内定通知 

調整金による次年度使用・前倒し使用の受付開始通知 

繰越の受付開始通知 

繰越に伴う返納通知 

補助事業期間延長の承認通知 

 

・補助金の繰越申請手続きについて、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う繰越

（１）電子申請等の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績を上げていると言える

ことから、評定をｂとする。 

・募集要項・応募様式等の書類をホームページか

ら入手可能な状態とし、電子申請システムによる

各事業の応募（申請）受付、審査業務、交付業務

の実施や、e-Rad の連携活用の推進、適切な情報

セキュリティ対策の実施等、計画に基づき着実に

業務を実施している。 

・電子申請システムについて、研究者や事務担当

者の意見等に基づき、利便性の向上を図るととも

に、HOPE ミーティングにおける申請受付用務な

ど、対象事業・対象手続きの拡充を着実に実施し

ている。 

・電子申請システムで対応していない様式につ

いても、アップローダによる提出としてペーパレ

ス化を行うなど、電子化を着実に推進している。 

・電子申請システムにおいて、新型コロナウイル

スの影響に伴う申請手続きの変更等への対応を

着実に行った。 

 

＜課題と対応＞ 

・電子申請システムについて、引き続き費用対効

果等を勘案しつつ必要に応じて改修を検討して

いく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

評価指標である７－１については、研究者の負担

軽減や業務効率化を図るための情報システム整

備、応募手続や審査業務等の電子化及び制度改善

や研究者等の意見を踏まえたシステムの改修等

を令和２年度も進めており、目標水準に達してい

る。 

 

（１）電子申請等の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

電子申請システムの対象とする事業や

手続きを着実に拡充するとともに、政府

における行政手続の押印等見直しの動

きも踏まえ、その他の各種様式について

も電子化の取組を推進させたことは評

価できる。 

 

 

＜その他事項＞ 

― 
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の場合には、専用の選択肢を設けることにより通常の繰越に比べて必要となる入力

項目を削減するなど、研究者の手続き簡素化に配慮した。 

 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う基金の補助事業期間再延長承認申請手続

きについて、科研費電子申請システムにより受け付けるよう改修を行った。 

 

・奨励研究の審査結果開示について、科研費電子申請システムで開示するよう改修

を行った。 

 

・「ひらめき☆ときめきサイエンス」の審査結果開示、交付申請、実績報告手続きに

ついて、科研費電子申請システムで開示・受付を行うよう改修を行った。 

 

・従来 FAX により提出を受け付けていた審査資料配付・廃棄報告について、科研費

電子申請システムにより受け付けるよう改修を行った。 

 

・令和２年度も引き続き、審査委員が審査の際、審査システム上のリンクから

researchmap 及び KAKEN にアクセスし、その掲載情報を必要に応じて参照できること

とした。 

 

■特別研究員事業、海外特別研究員事業 

・令和２年度も引き続き、特別研究員事業、海外特別研究員事業の申請受付・審査業

務を電子申請システムにより行った。 

 

・また、令和元年度より若手研究者海外挑戦プログラムに導入した二段階書面審査

方式を引き続き実施した。 

 

■学術の国際交流事業 

・令和２年度も引き続き、学術国際交流事業のうち既に電子化を行っている事業に

ついては、申請受付・審査業務を電子申請システムにより行った。 

 

・国際共同研究事業のうち、リードエージェンシー方式による応募・審査業務を実施

できるようにするため、電子申請システムの改修を行った。 

 

・HOPE ミーティングにおける申請受付用務を電子申請システムにより行えるように

するため、新たに電子申請システムの開発を行った。 

 

・半年毎に、各事業の担当から電子申請システムの改修希望を聴取して取り纏め、シ

ステム開発業者から見積を徴取した上で、学術国際交流事業全体としての費用対効

果を勘案し、必要部分についての改修を行った。 

 

 【評価指標】 

７－２ 振興会ホームページ

へのアクセス状況（アクセ

＜主要な業務実績＞ 

【広報と情報発信の強化】 

・各事業が効果的な情報発信になるよう検討した。 

（２）情報発信の充実 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

（２）情報発信の充実 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 
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ス数等を参考に判断） 

 

【目標水準の考え方】 

７－２ 振興会の活動及びそ

の成果の総合的かつ効果的

な情報発信が行われている

か、ホームページへのアク

セス件数（平成 26～28 年

度の各年度平均実績：478 

万件）、コンテンツごとのア

クセス動向等を参考に判断

する。 

 

 

・令和２年度はひらめき☆ときめきサイエンスにおいて、児童・生徒や教員に積極的

に研究の魅力や振興会の役割を紹介した。 

 

■ホームページの活用 

・振興会ホームページへのアクセス数は、新型コロナウイルス感染症の影響による

イベント等の中止により、昨年度から 13％程度減少した。令和２年度のアクセス数

は 458 万件となった。  

訪問数：4,576,218 件 

（令和元年度：5,286,704 件） 

 

・公募情報や新型コロナウイルス感染症に関連する対応を中心とする、振興会の業

務内容に関し、最新情報を速やかにホームページにて提供し、利用者に広く迅速な情

報発信を行った。 

 

・既存の事業については、公募が終了した後の採択に関する情報や事業報告につい

てもホームページでの公開を積極的に行い、広く国民等へ情報発信を行った。 

 

・ウェブアクセシビリティ対応を含むホームページの改善を行った。 

 

・本会のウェブアクセシビリティガイドライン（2011 年 11 月制定）について、日本

工業規格 JIS X 8341-3:2016 の達成基準を網羅するよう 10 年ぶりに大幅改定を行っ

た。 

 

■概要等の発行 

・振興会の事業内容及び成果について編集した概要を発行し、全国の国公私立大学

等への配布等を行った。そのほか、科学研究費助成事業、学術国際交流事業等の事業

ごとにパンフレット等を分かりやすく作成・編集し関係者に広く周知した。作成した

概要やパンフレット等は以下の振興会ホームページで電子媒体でも公開した。 

上記概要や各事業のパンフレット等の一部は、日本語版に加え英語版を作成した。 

日本語版： 

https://www.jsps.go.jp/publications/index.html 

英語版： 

https://www.jsps.go.jp/english/publications/index.html 

 

●パンフレット等作成実績 

標題又は内容 発行時期 発行部数 

JSPS 2020-21（日本語版概要） R2 年９月 2,000 部 

JSPS 2020-21（英語版概要） R2 年 12 月 3,000 部 

科研費パンフレット 2020（和文） R2 年 10 月 1,000 部 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績を上げていると言える

ことから、評定をｂとする。 

【広報と情報発信の強化】 

・公募情報や新型コロナウイルス感染症に関連

する対応等、ホームページによる迅速な情報提供

を行った。また、ホームページ及び概要をはじめ

とした各種事業のパンフレットでわかりやすい

情報発信を行っており、効果的な情報発信が着実

に実施されている。 

・メールマガジンやソーシャルメディア等、媒体

の特性を活かした広報活動を着実に行った。特に

メールマガジンについては登録者数が着実に伸

びている。 

 

【成果の社会還元・普及・活用】 

・ひらめき☆ときめきサイエンスについては、新

型コロナウイルス感染症拡大等の状況に鑑み、交

付申請留保の仕組みを設けており、プログラムの

準備や開催日の検討が困難となった研究者のニ

ーズに応えている点で評価できる。 

また、交付業務を電子申請システムにより行える

ようにすることで業務効率化が図られており、改

善を行いながら着実に事業がされていると評価

できる。 

・個人情報等に配慮しつつ、学術システム研究セ

ンターの学術動向等に関する調査研究報告や、学

術情報分析センターのJSPS-CSIA REPORTの公表、

海外学術動向ポータルサイトにおいて海外の情

報発信等を行い、得られた成果等を積極的に社会

に提供している。 

・卓越研究成果公開事業において、参画機関の新

たなデータベースの登録・公開を行うなど着実に

事業を実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・各事業において効果的な情報発信となるよう、

方策を検討して対応する。 

・ウェブアクセシビリティ対応を含むホームペ

ージの改善を引き続き実施していく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、各事業における提出書類の柔軟な

取扱いや特例措置の対応について、振興

会ホームページに速やかに掲載し、情報

発信したことは評価できる。 

「ひらめき☆ときめきサイエンス」は新

型コロナウイルス感染症拡大等の状況

に鑑み、交付申請留保の仕組みを設けて

おり、プログラムの準備や開催日の検討

が困難となった研究者のニーズに応え

たことは評価できる。また、交付業務を

電子申請システムにより行えるよう改

善を図るなど、新型コロナウイルス感染

症の影響に対して、柔軟な対応を行った

ことは評価できる。。 

振興会ホームページについては、改定さ

れたウェブアクセシビリティガイドラ

インを踏まえ、分かりやすく見やすいホ

ームページを目指して、継続的な改善を

期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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科研費パンフレット 2020（英文） R3 年３月 350 部 

ひらめき☆ときめきサイエンスリーフレット R2 年６月 -※ 

世界トップレベル研究拠点プログラムパンフレ

ット第 16 版 
R2 年８月 3,000 部 

WPI リーフレット英語版 R2 年８月 3,000 部 

第 4 回研究大学コンソーシアムシンポジウム予

稿集 
R3 年１月 150 部 

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業リーフ

レット 
R3 年３月 3,000 部 

先端科学（FoS）シンポジウム第 1 回公開シンポ

ジウム（Open FoS）チラシ 
R3 年２月 －※ 

JSPS International Fellowships for Research 

in Japan 2021 リーフレット（和文） 
R3 年３月 8,480 部 

JSPS International Fellowships for Research 

in Japan 2021 リーフレット（英文） 
R3 年３月 16,070 部 

JSPS Summer Program 2021 R2 年８月 －※ 

Science Dialogue 2021（和文）  R3 年１月 600 部 

Science Dialogue 2021（英文） R3 年１月 1,000 部 

令和 4 年度海外特別研究員・海外特別研究員

―RRA 応募チラシ 
R3 年２月 －※ 

令和 3 年度若手研究者海外挑戦プログラム応募

チラシ 
R2 年９月 －※ 

第 17 回（令和 2(2020)年度）日本学術振興会賞

パンフレット 
R3 年１月 270 部 

第 11 回（令和 2(2020)年度）日本学術振興会 育

志賞リーフレット 
R3 年２月 230 部 

卓越大学院プログラムパンフレット（和文） R3 年２月 2,000 部 

卓越大学院プログラムパンフレット（英文） R3 年３月 2,000 部 

第 36 回国際生物学賞記録 R3 年３月 500 部 

国際生物学賞パンフレット（和文） R2 年 12 月 1,000 部 

国際生物学賞パンフレット（英文） R2 年 12 月 1,000 部 

海外研究連絡センター ニューズレター 通年 －※ 

海外研究連絡センター パンフレット（英語等） イベント毎に イベント

・評価指標７－２について、振興会ホームページ

へのアクセス状況については、新型コロナウイル

ス感染症の影響により各種イベント等が中止と

なる中、アクセス数 4,576,218 件と、中期目標に

記載された平成 26～28 年度の各年度平均実績

（4,783,818 件）と比べて概ね同程度を維持して

おり、ホームページによる情報提供へのニーズが

高く、それに応えているものと評価できる。（令

和元年度実績：5,286,704 件） 
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発行 毎に発行 

産学協力事業パンフレット R3 年３月 200 部 

※ 電子媒体にて作成・配布 

 

●ポスター作成実績 

標題又は内容 作成時期 作成部数 

ひらめき☆ときめきサイエンスポスター R2 年６月 －※２ 

第 4 回研究大学コンソーシアムシンポジウムのポ

スター（A2） 
R2 年 11 月 10 部 

第 4 回研究大学コンソーシアムシンポジウムのチ

ラシ（A4） 
R2 年 11 月 500 部 

WPI ロゴのバーチャル背景 3種 R2 年 11 月 
デ ー タ で

受領 

令和 4年度分海外特別研究員募集ポスター  R3 年２月 －※１ 

令和 4年度分海外特別研究員-RRA 募集ポスター R3 年２月 －※１ 

海外研究連絡センター シンポジウムポスター 
イ ベ ン ト

毎に発行 

イ ベ ン ト

毎に発行 

第 18 回（令和 3(2021)年度）「日本学術振興会賞」

受賞候補者推薦募集ポスター 
R3 年１月 6,750 部 

第 12 回（令和 3(2021)年度）「日本学術振興会 育

志賞」受賞候補者推薦募集ポスター 
R3 年３月 3,450 部 

令和 4 年度(2022 年度)採用分特別研究員募集ポス

ター 
R3 年２月 －※２ 

令和 4 年度(2022 年度)採用分特別研究員-RPD 募集

ポスター 
R3 年２月 －※２ 

課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事

業シンポジウムのチラシ（A4） 
R3 年１月 －※３ 

JSPS 第 3 回研究倫理セミナーのチラシ R2 年 10 月 －※２ 

※１平成 26 年度分募集より各機関へのポスター郵送は廃止し、作成したポスター電

子データをウェブサイトに掲載。 

※２電子データをホームページに掲載。 

※３電子媒体にて作成・配布 

 

■メールマガジンの発信 

・毎月およそ 24,000 名の登録者にメールマガジン「学振便り（JSPS Monthly）」を配

信した。公募情報や行事予定の紹介に加え、科研費関連ニュース等、事業内容や公

募・イベント情報の周知に努め、情報発信の強化を図った。公募情報については、受
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け手にわかりやすいよう、目的別に整理して発信した。 

 

・メールマガジンの登録者数（年度末）が 24,500 件と前年度に比べ約 700 件増加し

た。 

 年度末登録者数：24,500 件 

 （令和元年度：23,806 件） 

 

・今年度は、毎月メールマガジンの配信後すぐに Twitter へ掲載した結果、フォロ

ワー数が当初の 368 人から 468 人と約 1.3 倍増加した。 

 

●月別登録件数実績 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

23,851 件 23,883 件 24,133 件 24,437 件 23,580 件 23,595 件 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

23,650 件 23,731 件 24,346 件 24,340 件 24,338 件 24,500 件 

 

●月別記事数 

月 ﾄﾋﾟｯｸｽ 
公募 

案内 

科研費 

関連 

ﾆｭｰｽ 

海外 

動向 

行事 

予定 
お知らせ 

4 月 1 11 1 1 1 3 

5 月 1 9 1 1 1 3 

6 月 0 10 1 1 1 4 

7 月 1 9 1 1 2 4 

8 月 1 9 1 1 2 3 

9 月 2 8 1 1 2 3 

10 月 2 5 1 1 3 2 

11 月 3 5 1 1 3 3 

12 月 2 1 1 2 3 4 

1 月 2 1 1 1 6 4 

2 月 2 6 1 1 7 3 

3 月 1 10 1 5 4 4 

 

■ソーシャルメディアの活用 

・WPI や HOPE ミーティング事業、先端科学（FoS）シンポジウム事業では、公募やイ

ベントの情報を一元的かつ迅速に発信するため、フェイスブック等を活用している。 

https://ja-jp.facebook.com/wpi.japan/ 

https://www.facebook.com/jspskenkyo2 

https://www.facebook.com/jspshope/ 

 

【成果の社会還元・普及・活用】 

■ひらめき☆ときめきサイエンス 
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・「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究室へ～KAKENHI」について、

新型コロナウイルス感染症拡大等の状況に鑑み、プログラムの準備や開催日の検討

が困難となった場合には、交付申請を留保できることとした。令和２年度は全国各地

の 94 機関における 160 プログラムの実施を支援した。新型コロナウイルス感染症の

影響により応募件数は昨年度から減少し 294 件となった。（令和２年度：415 件（186

機関）） 

 

・（再掲）応募受付・審査業務について、新たに電子申請システムを活用して実施し、

また、令和２年度より交付業務を電子申請システムにより行えるよう、電子申請シス

テムの改修などの準備を行った。 

 

・従来、交付内定通知については、押印した公文書や各種参考資料を含む通知全体に

ついて各研究機関に対して書面による通知を行うとともに、内定通知日以降は、交付

内定情報について電子申請システムによる確認を可能としていたが、令和３年度か

らは、書面による通知に代えて、全ての内容を電子申請システムにより通知すること

とし、電子申請システムの改修などの準備を行った。 

 

■学術システム研究センターの調査・研究 

・令和元年度の委託契約に基づく調査研究成果として各研究員から提出された『調

査研究実績報告書』を取りまとめ、ウェブサイトで公開した。なお、未発表の研究情

報や個人情報が含まれる場合には、公開の可否について個別に検討を行っている。 

https://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html 

 

■学術情報分析センター 

・学術情報分析センターにおいて実施した調査分析の成果の一部について、JSPS-

CSIA REPORT としてウェブサイトで公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-csia/survey_and_analysis.html 

 

■海外研究連絡センターの収集情報 

・海外研究連絡センターが収集した海外の学術・高等教育動向に関する情報を集約

した「海外学術動向ポータルサイト」において、最新のニュースやレポートを発信し

た。 

https://www-overseas-news.jsps.go.jp/ 

 

■卓越研究成果公開事業 

・本事業に参画している学協会の研究成果をデータベースに登録（累計データ登録

件数：3,662 件）するとともに、新たに 88 件を公開した。 

 

 【評価指標】 

７－３ 大学と産業界の研究

者等による情報交換の場と

して新たに設置した委員

会・研究会数（Ｂ水準：中

＜主要な業務実績＞ 

【学術の社会的連携・協力の推進】 

■新たな事業方針に基づく事業運営 

令和元年度に決定した新たな事業方針に基づき、各委員会の活動を支援するとと

もに、新たな産学協力委員会の選定を行った。 

（３）学術の社会的連携・協力の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

（３）学術の社会的連携・協力の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 
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期目標期間中に８件程度） 

 

【目標水準の考え方】 

７－３ 適時適切な研究テー

マの設定により、学界と産

業界の交流・連携を促進す

る観点から、平成 29 年度

中に活動している研究開発

専門委員会と先導的研究開

発委員会の合計８委員会全

てを中期目標期間中に刷新

することを達成水準とす

る。 

 

■産学協力総合研究連絡会議の開催 

産学協力総合研究連絡会議を２回開催し、以下の通り新たな事業方針に基づく産

学協力委員会の選定を行った。 

① 公募の実施 

前回の公募における課題を踏まえ、公募要領の見直しを行い、公募を実施した。 

② 厳格な審査の実施及び新たな委員会の設定 

審査要項等に基づき産学協力総合研究連絡会議において厳格な審査を行い、会議

の選定結果を踏まえ、令和３年度から産学協力委員会として設定する２委員会を決

定した。 

 

■委員会対応業務の効率化 

経費執行において問い合わせが多く寄せられていた事項や従来運用で取り扱って

いた事項を明文化した各委員会に適用するルールを新たに整備し、委員会対応業務

の効率化を図った。 

 

■産学協力委員会及び産学協力研究委員会の活動 

大学、企業等の研究者・技術者が学界・産業界のそれぞれの要請や研究動向につい

て情報交換等を行い、学術の社会的連携・協力の推進を図る場を設けるなど、産学協

力の橋渡しを行った。各委員会は、新型コロナウイルス感染症の影響下の中、オンラ

インで情報交換を行うなど、積極的に活動を行った。なお、令和 3年 3月末現在、56

委員会が活動している。 

 

■研究開発専門委員会の活動 

産学協力研究による研究開発を促進するため、将来の発展が期待される分野から

選定した課題について専門的に調査審議を行い、４委員会により計９回の会議を開

催した。 

 

■情報発信 

事業の概要 

https://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/jigyo.html 

公募の概要 

https://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/koubo.html#gaiyou 

産学協力委員会一覧 

https://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_5.html 

産学研究協力委員会一覧 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_2.html 

研究開発専門委員会・先導的研究開発委員会一覧 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_3.html 

 

【学術関係国際会議開催に係る募金事務】 

・指定寄附金による募金及び特定公益増進法人としての募金について、令和２年度

中に新規受託した募金事務はなかった。 

標に向かって順調に実績を上げていると言える

ことから、評定をｂとする。 

【学術の社会的連携・協力の推進】 

・学術の社会的連携・協力の推進事業において、

前回の公募や審査での課題を洗い出し、公募要領

及び審査要項の見直しを行うなど、積極的に事業

の見直しを実行した点は高く評価できる。 

・産学協力委員会に適用する新たなルールの整

備は、委員会対応業務の効率化が図られただけで

なく、ガバナンスの強化につながった点が評価で

きる。 

・令和２年度より活動を開始した６の産学協力

委員会及び 50 の産学協力研究委員会が精力的に

活動し、研究開発専門委員会においては今後の発

展を促すべき適切な研究課題やニーズの高まり

が予想される先導的な研究課題について専門的

な調査審議を行うなど、新型コロナウイルス感染

症の影響下でも、着実に事業を運営している。ま

た、事業に関する情報を随時更新し、積極的に発

信している。 

【学術関係国際会議開催に係る募金事務】 

・学術関係国際会議開催に係る募金事務を着実

に実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き公募や審査での課題を洗い出し、公募

要領及び審査要項を見直しつつ、新たな産学協力

委員会を設定していく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

評価指標である７－３については、今年度新たに

産学協力委員会を６件設定した。これにより、合

計 11 件となり、中期目標に定められた水準（中

期目標期間中８件程度）を達成した。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

産学協力委員会及び産学協力研究委員

会が精力的に活動し、研究開発専門委員

会においては先導的な研究課題につい

て調査審議を行うなど、新型コロナウイ

ルス感染症の影響下でも、着実に事業を

運営した。事業に関する情報を迅速に更

新し、社会に対して更に広く発信するこ

とを期待する。 
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・引き続きホームページでの募金事務の受託基準、依頼方法、申請書類、FAQ 等を掲

載して、周知に努めている。 

 

 【評価指標】 

７－４ 研究倫理教育の高度

化に係る支援状況（Ｂ水

準：研究分野横断的又は研

究分野の特性に応じたセミ

ナー若しくは関係機関と連

携したシンポジウムを毎年

度２回程度開催） 

 

【目標水準の考え方】 

７－４ 研究機関における研

究倫理教育の高度化を効果

的に支援する観点から、研

究分野横断的又は研究分野

の特性に応じたセミナー若

しくは関係機関と連携した

シンポジウムを毎年度２回

程度開催することを達成水

準とする。 

＜主要な業務実績＞ 

【研究費の不合理な重複及び過度の集中の排除】 

・研究費の不合理な重複等を避けるため、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）

を活用して、審査結果等を他の競争的資金の配分機関に対して迅速に提供した。 

 

【研究費の不正使用及び研究活動の不正行為の防止】 

■研究機関における研究費の管理・監査や公正な研究活動の推進に向けた体制整備 

・事業実施にあたり、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）」に基づく体制整備等自己評価チェックリストや「研究活動における不正行

為への対応等に関するガイドライン」に基づく取組状況に係るチェックリストを文

部科学省に提出することを研究機関に求めることにより、各研究機関における研究

費の管理・監査や公正な研究活動の推進に向けた体制整備の把握に努めた。 

 

・科研費では文部科学省と連携して実地検査（38 機関）を行い、各研究機関の科研

費管理体制の実態や不正防止の取組状況の把握に努めた。また、管理体制の改善を要

する点等についての検査記録を研究機関に通知し、必要に応じてフォローアップを

行うこととした。 

 

■研究者を含む関係者の意識改革の促進 

・事業説明会等の場において、実地検査で把握した事例の周知を通じて、研究機関の

教職員に対して不正使用、研究活動の不正行為の防止策について注意喚起、指導等を

実施した。 

 

■研究者の理解の明確化 

・事業実施にあたり、研究者の意識改革の取組として、参画する全ての研究者に研究

倫理教育プログラムの履修を義務付けた。 

 

・公募要領において、研究費の不正使用及び研究活動の不正行為があった場合は、交

付決定の取消や契約の解除、研究資金の返還及び振興会が交付する研究資金を一定

期間交付しないなど厳格に対応する旨を周知した。 

 

■その他 

・振興会が実施する事業に係る研究活動の不正行為及び研究費の不正使用の告発等

受付窓口を設置している。 

 

【研究公正推進事業】 

■研究倫理教育教材の開発・改修 

・人文学、社会科学から自然科学までの全ての分野に共通する標準的な研究倫理に

関する教育教材として開発した図書教材『科学の健全な発展のために－誠実な科学

者の心得－』（日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員会編（平成 27

（４）研究公正の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績を上げていると言える

ことから、評定をｂとする。 

・研究費の不合理な重複及び過度の集中の排除

については、審査結果等を他の競争的資金の配分

機関に対して迅速に提供し着実に実施している。 

・各研究機関における不正防止に対する取組の

状況等については、チェックリストにより研究機

関における体制整備状況を把握した。さらに、そ

の実態や不正防止の取組状況の把握については、

科研費において実地検査を行うことにより着実

に実施している。また、事業実施にあたっての研

究倫理教育プログラムの履修義務付けや不正が

あった場合の厳格な対応については、事業説明会

や公募要領において周知・徹底することにより着

実に実施している。これらの取組は、継続して実

施しているものであり、研究費の不正使用及び研

究活動の不正行為の防止に実効性を持たせてい

ると評価できる。 

・研究倫理教育教材については、既存の e-

learning 教材のサービス提供を継続しつつ、利

用者の操作性向上のため改修を行った。また、研

究倫理セミナーを開催するとともに、他の研究資

金配分機関と共催して研究公正シンポジウムを

開催した。これらは、公正な研究活動を推進する

ために有効かつ適切な取組となっていると評価

できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、研究不正防止に向けた取組を実施し

ていく。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である７－４については、令和２年度

においては中期目標に定められた水準（毎年度２

回程度開催）と同程度にセミナー及びシンポジウ

（４）研究公正の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

研究公正の推進は、事業の根幹に係る重

要事項である。振興会においては、その

取組を着実に実施しており、成果を上げ

ていると思われる。引き続き、研究不正

防止に向けた取組を継続する必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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年３月 31 日発行））をもとにした研究者向け e-learning 教材『eL CoRE』（日本語版・

英語版）のサービス提供を引き続き実施するとともに、利用者の操作性向上をはかる

ため、利用者からのアンケート結果をもとに日本語版・英語版学習コンテンツの改修

を行った。 

 

・研究機関における大学院生向け研究倫理教育のニーズ調査に基づき、平成 30 年度

に開発を行った大学院生向け e-learning 教材『eL CoRE』（日本語版・英語版）のサ

ービス提供を引き続き実施した。 

https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html 

 

・上記 e-learning 教材の更なる活用のため、研究者向け e-learning 教材の履修者

を対象とした研究倫理セミナー「研究者倫理教育にグループワークを導入する」を開

催した。その中で、反転学習としてグループワークを導入する際のポイントやグルー

プワークに適した事例の作成方法を解説するとともに、模擬グループワークの体験

を行った。なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、集合形式からオンライン

形式に変更した。 

 

■研究機関における研究倫理教育の高度化に係る支援 

（再掲）・上記 e-learning 教材の更なる活用のため、研究者向け e-learning 教材の

履修者を対象とした研究倫理セミナー「研究者倫理教育にグループワークを導入す

る」をオンラインで開催し、反転学習としてグループワークを導入する際のポイント

やグループワークに適した事例の作成方法を解説するとともに、模擬グループワー

クの体験を行った。 

 

・日本医療研究開発機構の主催する研究公正シンポジウム「研究公正において指導

的役割を果たす人材 ～その役割、資質、育成～」を、科学技術振興機構と東京で共

催した。諸外国の事例を踏まえ、研究公正における指導的専門員制度のあり方を議論

した。 

 

ムを開催し、順調に実績をあげている。 

 【評価指標】 

７－５ 業務の点検・評価の

実施状況（Ｂ水準：自己点

検評価及び外部評価を毎年

度実施） 

 

【目標水準の考え方】 

７－５ 継続的な業務運営の

改善を図る観点から、自己

点検評価及び外部評価を毎

年度実施することを達成水

準とする。 

＜主要な業務実績＞ 

【自己点検評価】 

■計画・評価委員会開催実績 

開催日：令和２年４月 23 日 

各部の長において、令和元事業年度における業務実績に関する自己点検評価資料を

作成後、計画・評価委員会に提出した。 

学術システム研究センターの所長・副所長、学術情報分析センターの所長・副所長、

世界トップレベル拠点形成推進センター長、人文学・社会科学データインフラストラ

クチャー構築推進センター長も委員として参画している計画・評価委員会において、

その評価資料を基に自己点検評価を実施し、自己点検評価報告書をまとめて外部評

価委員会に提出した。 

 

【外部評価】 

■外部評価委員会開催実績 

（５）業務の点検・評価の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に、実績を上げていると言える

ことから、評定をｂとする。 

・自己点検評価及び外部評価をそれぞれ適切に

実施し、評価結果はホームページで適切に公表し

ている。自己点検評価及び外部評価を通じて、業

務の現状・課題の把握・分析を行い、業務の改善

や見直し、効率的な実施に役立てており、適切に

PDCA サイクルを実施している。 

 

（５）業務の点検・評価の推進 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

外部評価委員会等の構成及び実施体制
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第 1回：令和２年５月 11 日 

第 2回：令和２年６月 10 日 

第 3回：令和２年６月 23 日 

学会や産業界を代表する６名の有識者から構成される外部評価委員において外部評

価を行った。 

外部評価委員会では、計画・評価委員会から提出された自己点検評価報告書を基に管

理運営や各事業の実施状況について総合的な評価を行った。 

 

自己点検評価・外部評価結果については、規程や自己点検要領、評価手法、外部評価

委員名簿等と共にホームページ上に公開した。 

 

・自己点検評価・外部評価結果の公表 

https://www.jsps.go.jp/j-outline/data/tenken_30_3.pdf 

●外部評価委員 

射場 英紀 トヨタ自動車（株）CPE（チーフプロフェッショナル

エンジニア） 

片岡 幹雄 奈良先端科学技術大学院大学名誉教授 

巽 和行 名古屋大学名誉教授 

辻 篤子 科学ジャーナリスト 

古瀬 奈津子 お茶の水女子大学基幹研究院教授 

観山 正見 広島大学特任教授 
 

＜課題と対応＞ 

・業務の改善等につなげるため、引き続き自己点

検評価及び外部評価を通じて業務の現状・課題の

把握・分析に努める。 

 

（各評価指標等に対する自己評価） 

・評価指標である７－５については、自己点検評

価及び外部評価を令和元年度も実施しており、目

標水準に達している。 

について、専門的な視点や多様性も考慮

しつつ、今後検討することを期待する。 

     

 

４．その他参考情報 
予算と決算の乖離については、海外研究連絡センターへの調査員の派遣費等の増加によるもの。 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 

業務運営の効率化に関する事項 
１ 組織の編成及び業務運営 
２ 一般管理費等の効率化 
３ 調達等の合理化 
４ 業務システムの合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最終

年度値 
30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 
         
         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をＢとする。 

・業務運営、一般管理費等の効率化、調達等の

合理化、業務システムの合理化・効率化のいず

れの事項についても、計画通り着実に実施して

おり、効率的な業務運営がなされていると評価

できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・本年度は中期計画通り実施しており、業務運

営の効率化に当たっては、引き続き研究者等へ

のサービス低下を招かないように配慮して実

施する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

 

  ＜主要な業務実績＞ 

【機動的・弾力的な運営】 

１ 組織の編成及び業務運営 

補助評定：ｂ 

１ 組織の編成及び業務運営 

補助評定：ｂ 



 

115 
 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況下において、理事長のリーダーシップ

の下、出勤が必要な業務を除いては在宅勤務の実施、会議等も原則リモートで実施し

た。その際、リモート環境下でもスムーズな業務運営、かつ機密性を確保するため、

情報システムのインフラ整備等を行った。 

・通勤ラッシュを避けるため、出勤時間を 7:00～10:30 の範囲で設定を可能とする、

時差出勤に対応した新たな勤務時間を導入し、職員の半数が利用した。 

 

【他機関との連携】 

・事業の実施にあたり、研究費の不合理な重複等を避けるため、申請内容を適切に吟

味することに加え、特に、他のファンディングエージェンシーとは、科研費電子申請

システムからのデータ連携で e-Rad に科研費の審査結果等を迅速に提供するなどに

より連携を図った。 

また、国立情報学研究所（NII）の KAKEN に科研費の採択情報や成果等を速やかに公

開し、他のファンディングエージェンシーや大学等が科研費の情報を自由に活用でき

るようにしている。 

さらに、科研費では、「特別推進研究」及び「基盤研究（Ｓ）」の審査において、研究

代表者の競争的資金への応募･採択状況を確認するための資料を e-Rad を用いて準備

している。加えて、それ以外の研究種目に係る審査会においても、必要に応じ e-Rad

を利用して、競争的資金の応募・採択状況の確認を行っている。 

特別研究員事業においても、日本学生支援機構の奨学金との重複受給を防止するた

め、採用者の情報を同機構に提供し重複チェックを行った。 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）とは、科研費の「特別推進研究」及び

「基盤研究（S）」について行った研究進捗評価、中間評価及び研究成果の検証結果を

提供するなど、支援事業に係る情報共有を進めた。 

更に、国際業務においても、JSTと意見・情報交換を行い連携を図った。 

 

・資金配分機関として公正な研究活動を推進するために、JST 及び国立研究開発法人

日本医療研究開発機構（AMED）と協力し研究公正に関するシンポジウムを開催した。 

 

・大学等研究機関とは各事業の説明会等における協力の他に、大学等が主催する 4件

のシンポジウム等の後援を通して連携を図った。 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・理事長のリーダーシップのもとで、情報シス

テムのインフラ整備等を行い、在宅勤務・リモ

ート会議の実施を可能とするなど、業務の効率

化が図られている。 

・国の政策を踏まえ、府省共通研究開発管理シ

ステム（e-Rad）等を活用して審査結果等をより

迅速に提供するほか、KAKEN に科研費の情報を

速やかに掲載するなど、関連する事業を実施し

ている機関等との適切な連携・協力を行ってい

る。 

・国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）へ

の科研費の研究進捗評価結果等の提供や、JST

及び国立研究開発法人日本医療研究開発機構

（AMED）との研究公正に関するシンポジウムの

共催等、関係機関との密接な連携・協力関係を

構築している。 

 

＜課題と対応＞ 

・既に構築されている他機関との適切な連携・

協力関係を今後も継続的に維持していく。 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

  ＜主要な業務実績＞ 

・運営費交付金を充当して行う事業について令和２年度においては、人件費、公租・

公課、及び本部建物借料等の効率化が困難な経費を除外した既定予算に対して、一般

管理費については△3.00％、その他の事業費については△1.00％の効率化を図った上

で、新規・拡充等に必要な金額（377 百万円）を合わせた金額の交付を受け、交付を

受けた金額の範囲内で執行することができた。 

【人件費の効率化】 

・振興会は、①学術研究の助成、②研究者の養成、③学術に関する国際交流の推進、

④大学改革の支援のための事業を行う我が国唯一の学術振興機関であり、これらの事

業を適切かつ着実に実施するためには、高度な専門性が求められる。例えば高い言語

２ 一般管理費等の効率化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

 

運営費交付金を充当して行う事業について令

和２年度においては、人件費、公租・公課、及

２ 一般管理費等の効率化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 
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能力を有する職員や研究推進のための業務に高度な対応ができる博士課程修了者を

採用するなど優秀な人材を確保していることから、学歴勘案では、国に比べてやや高

い給与水準となっている。 

・令和元年度の人件費削減の進捗状況や給与水準の在り方について主務大臣の検証

を受けた結果、進捗状況は適正であり、適正な水準に見直されている旨の意見を受け

ており、検証結果はホームページで公表した。（令和２年度実績については、令和３

年６月 30 日までにホームページで公表予定。） 

●ラスパイレス指数（令和元年度実績） 

対国家公務員指数 103.6 

（参考）地域勘案  92.4 

学歴勘案 101.9 

地域・学歴勘案 91.3 

 

び本部建物借料等の効率化が困難な経費を除

外した既定予算に対して、一般管理費について

は△3.00％、その他の事業費については△

1.00％の効率化を図った上で、新規・拡充等に

必要な金額（377 百万円）を合わせた金額の交

付を受け、交付を受けた金額の範囲内で執行す

ることができたため、計画通り達成されている

と評価できる。 

・令和元年度の給与水準について分析を行っ

た。その結果、振興会の事業を適切に実施する

ためには、高度な専門性が求められ、優秀な人

材を確保する必要があることなどから、国に比

べて、やや高い給与水準となっているが、地域

差を是正した給与水準の比較では国家公務員

の水準未満となっていることから、給与水準は

適正であると評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、国家公務員の給与改善に関する取

組を踏まえ、適正な水準の維持に努めていくこ

とが求められる。 

 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

一般管理費等の効率化については、効率

化対象経費の執行実績を比較しても、一

般管理費については△3％以上、その他

の事業費については△1％以上の効率化

を達成している。また、現中期目標に基

づく効率化対象経費の範囲については、

限られた額であるため、毎年度の削減効

果も検証しつつ、次期中期目標の策定に

向けては改めて検討する必要がある。 

   調達案件については原則一般競争により行い、随意契約の実績については、本会ホ

ームページで理由等を公表した。 

「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進について」（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）に基づき、「令和２年度独立行政法人日本学術振興会調達等合理

化計画」を策定し、令和２年６月 29 日付けで公表した。なお、策定にあたっては、

契約監視委員会を開催し、外部委員の意見をもとに役員会において決定した。 

監事及び外部有識者からなる契約監視委員会を 2回開催し、前年度の契約状況の点検

を行うとともに、令和２年度調達合理化計画（案）の審議を行った。令和２年度の契

約監視委員会の開催実績は次のとおりである。議事概要は本会 HP で公開した。 

・第 22 回契約監視委員会：令和２年４月 20 日 

・第 23 回契約監視委員会：令和２年６月４日 

 「令和２年度独立行政法人日本学術振興会調達等合理化計画」に基づき、以下の取

組を実施した。 

１．重点的に取り組む分野 

（１）一者応札・応募改善に係る取組 

●実施した取組内容及び効果 

① 一者応札の可能性が見込まれたもののうち 10 件について、公告期間の延長、仕

様書の見直し等による調達のやり直しを行い、２件について複数者の応札を得

た。また、結果的に一者応札となった件数 11 件（随契事前確認公募を実施した

12 件を除いた件数）のうち５件について、応札しなかった業者へのヒアリング

や、担当課へのヒアリングを実施し、応札への障壁となっている要因等の担当課

３ 調達等の合理化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・調達案件については原則一般競争により行

い、随意契約の実績については、本会ホームペ

ージで理由等を公表し、計画に基づき着実に業

務を行っている。 

・「令和２年度独立行政法人日本学術振興会調

達等合理化計画」の策定や、契約監視委員会に

おける契約状況の点検を行い自律的かつ継続

的に調達等の合理化に取り組んでいる。また契

約監視委員会の審議概要についても計画通り

ホームページで公表している。 

・「令和２年度独立行政法人日本学術振興会調

達等合理化計画」に基づき、一者応札・応募改

善、契約方法等の見直しによる経費節減及び業

務の効率化の推進、随意契約に関する内部統制

３ 調達等の合理化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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との情報共有を図った。 

② 振興会のホームページの調達情報ページを修正し、調達の種別や、入札説明会・

書類の提出期限・開札の日時を明記することにより、ホームページ上で調達情報

をよりわかりやすく提供することができるようになった。また、オンライン入札

説明会を９月以降３件実施し、新型コロナウイルス感染症への対応を機に、本会

調達情報へのリモートアクセスを促進した。 

③ 昨年度に実施した担当課ヒアリングにおいて、応札への障壁となっている要因

の一つであると分析された「再委託は契約金額の 30％以内」とされている本会

契約規則について、主たる部分の一括再委託等の排除が制限の趣旨であること

を踏まえ、主たる部分が企画、立案及び業務管理に該当する部分であることを明

確化し、再委託の申請及び承認手続きを厳格化することにより、金額の制限を撤

廃する規則改正を行った。 

④ その他、昨年度以前からの取組として、新型コロナウイルス感染症への対応のた

めに至急調達が必要であった案件を除き入札公告期間を 20 日以上で運用、本会

HP と文部科学省の調達情報サイトに掲載、全ての入札において電子メール請求

に基づく入札説明書の電子配信を引き続き実施した。 

 

○令和２年度の振興会の一者応札・応募状況 

 令和元(2019) 年度 令和 2 (2020)年度 

【一者応札数件数】 
26 件 

（20.2 億円） 

23 件 

（15.3 億円） 

うち一般競争入札の 

結果一者応札 

14 件 

（3.8 億円） 

11 件 

（2.5 億円） 

うち企画競争 0 件（0億円） 0 件（0円） 

うち随契確認公募 
12 件 

（16.5 億円） 

12 件 

（12.8 億円） 

【競争入札総数】 43 件 46 件 

 

（２）契約方法等の見直しによる経費節減及び業務の効率化の推進 

●実施した取組内容及び効果 

① ホームページ運用等支援に関する委託業務の入札、外国人招へい研究者の航空

券手配業務の複数年度契約化を実施した。委託化により、ホームページの運用・

更新、コンテンツ管理業務を安定的に運用できるようになった。また、外国人招

へい研究者の航空券手配業務の複数年度契約化により、契約単価が下がり、約

80 万円の経費節減と業務の効率化を図ることができた。 

② 第四期中期目標・中期計画期間中に更改が見込まれているデータベース・システ

ムについては、令和２年度中にコンサルタントへの提案依頼の実施には至らな

かったものの、業者へ過去事例のヒアリングを行う等、令和３年度に入札を実施

できるよう準備を進めた。加えて、現行システムのレガシー化解消のためのシス

テム改修を別途進めることとし、その前提作業に着手した。 

③ その他、日本芸術文化振興会他３機関とのコピー用紙の共同調達や、電話回線の

整理等により、少額ながらも経費節減を実施した。 

の確立、不祥事の発生の未然防止、適切な予定

価格の設定に関して、着実に取組を実施した。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、公正性・透明性を確保しつつ、自

立的かつ継続的に調達等の合理化に努めてい

くことが求められる。 
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２．調達に関するガバナンスの徹底 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

●実施した取組内容・効果 

① 令和２年度における競争性のない随意契約の件数は 10 件であり、そのうち令和

２年度において新たに締結した随意契約は７件であった。当該７件の締結にあ

たっては、調達等合理化検証・検討チームにより会計規程に照らし、その妥当性

を確認した。また、昨年度から引き続き随意契約締結している案件についても契

約を締結する都度、会計規程に該当し、妥当であることを調達等合理化検証・検

討チームで確認した。 

② 履行できる者が一者しかいないとして随意契約するものについては、他に競争

参加者がいないことを確認し、随意契約の透明性を高めるための手続きである

「随意契約事前確認公募」に引き続き取り組み、12 件について実施した。 

以上の取組により、新たに随意契約となる案件及び昨年度から引続き随意契約となる

案件について、調達等合理化検証・検討チームの点検を受けることにより適切な随意

契約の運用が図られた。また、随意契約事前確認公募を実施することにより、透明性、

公正性の向上が図られた。 

 

（２）不祥事の発生の未然防止のための取組 

●実施した取組・効果 

① 「契約・資産管理手続きに関するマニュアル」を更新し、会内に周知した（令和

２年７月）。また、e-ラーニングについては、年度途中の人事異動にも対応でき

るよう７月、11 月、２月の３回受講機会を設けた。令和３年３月末までに各課

室等の担当者等 163 名が受講（受講率 100％）し、調達手続きに関する研修とし

て活用した。 

② 会計課調達担当の非常勤職員を含む職員に対して「物品等調達事務に従事する

者の留意事項」の配布や、金券等の管理に係る実地検査の実施により、職員の意

識向上や、不正の発生の未然防止に努めた。 

以上の取組により、契約や資産管理等に関する職員の意識の向上が図られた。 

 

（３）適切な予定価格の設定について 

●実施した取組内容・効果 

① 予定価格については、過去の同一役務等の調達実績、市場価格や他機関における

契約実績、公的機関や市販の公表資料による積算情報など可能な限り幅広く収

集し、それらを踏まえ設定した。 

② 情報システムの改修に係る予定価格については、 

全件情報化統括責任者（CIO）補佐官による目的・使途と仕様の審査を行い予定価格

に反映させた。 

以上の取組により、予定価格を適切に設定することができた。 

 

●調達合理化計画に関する取組状況： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/index5.html#id10_10 

●契約監視委員会： 
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http://www.jsps.go.jp/koukai/contract_surveillance.html 

 

  ＜主要な業務実績＞ 

■情報インフラの整備 

 

◆業務システムの開発・改善 

・振興会内の Web 会議の利用増に対応するため、会議室に Web 会議用の有線ネットワ

ークを整備した。 

 

・全役職員の在宅勤務を可能とするため、二段階認証のリモート接続環境を増強する

こととし、ワンタイムパスワード生成装置（トークン）とライセンスの追加を行った。

これにより全役職員が機密性を確保しながら在宅勤務が行える環境が整備された。 

 

◆情報管理システムの活用推進 

・昨年度に引き続き、情報システム管理台帳及び、端末管理台帳を整備し、振興会内

の情報システムの一元的な管理を推進した。 

 

◆情報共有化システムの整備 

・振興会内で全職員が共有すべき情報については、グループウェア内の掲示板及びポ

ータルページを活用し、必要な情報を振興会全体で共有した。 

・WEB 会議システムの利用促進に資するよう Web 会議ライセンスを追加した。 

 

■業務運営の配慮事項 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、在宅勤務を導入した際に、職場

同様のシステム環境を整え、機密性も確保しつつ、研究者等へのサービス低下を招か

ないよう配慮した。 

・研究者等の事務負担を軽減するため、押印廃止や電子媒体による各種書類の受付等

の推進、また、振興会から発出する文書についても原則として押印を廃止し、業務の

効率化を図った。 

 

４ 業務・システムの合理化・効率化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・Web 会議に対応した振興会内のネットワーク

整備を行った。 

・リモート接続環境を増強し、在宅勤務の環境

を整備した。 

・押印廃止や電子媒体による各種書類の受付な

ど、研究者等の事務負担の軽減とともにサービ

スの向上にもつながる体制整備により、業務の

効率化も図った。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き研究者等へのサービス低下を招かな

いよう配慮しつつ、業務システムの合理化・効

率化を進めていく。 

４ 業務・システムの合理化・効率化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

     

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 

財務内容の改善に関する事項 
１ 予算、収支計画及び資金計画 
２ 短期借入金の限度額 
３ 重要な財産の処分等に関する計画 
４ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度  
 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最終

年度値 

30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２（2020）年度における中期計画の実施状

況については、下記の理由により、中期計画通

り、中期目標に向かって順調に、実績を上げて

いると言えることから、評定をＢとする。 

・令和２（2020）年度における当期総利益の発

生要因は、やむを得ず生じた未執行額等。利益

剰余金については、発生要因を的確に把握。実

物資産の保有については、必要最低限。金融資

産については、管理状況、資産規模ともに適切

であり、保有目的は明確。以上から、計画通り

着実に実施しており、効率的な業務運営がなさ

れていると評価できる。 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

  （単位：百万円） 

 平成 30 年度 令和元年度 

経常費用 257，517 259，558 

１ 予算、収支計画及び資金計画 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２（2020）年度における中期計画の実施状

１ 予算、収支計画及び資金計画 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実
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経常収益 257，584 259，995 

臨時損失 0 544 

臨時利益 0 551 

法人税、住民税及び

事業税 

0 0 

当期純利益 67 443 

当期総利益 153 445 

 

 令和 2年度 令和 3年度 

経常費用 248,640 － 

経常収益 249,359 － 

臨時損失 0 － 

臨時利益 1 － 

法人税、住民税及び

事業税 

0 － 

当期純利益 720 － 

当期総利益 720 － 

 

 令和 4年度 

経常費用 － 

経常収益 － 

臨時損失 － 

臨時利益 － 

法人税、住民税及び

事業税 

－ 

当期純利益 － 

当期総利益 － 

 

【財務状況】 

■当期総利益 

・令和２年度は 720 百万円 

 

■当期総利益の発生要因 

・当期総利益については、やむを得ず執行できなかった額等であり、経営努力によ

る利益ではないため、目的積立金の申請は行わない。 

 

■利益剰余金 

・令和２年度末利益剰余金は 1,317 百万円である。 

■繰越欠損金 

・該当なし。 

 

■溜まり金 

況については、下記の理由により、中期計画通

り、中期目標に向かって順調に、実績を上げて

いると言えることから、評定をｂとする。 

・令和２（2020）年度の当期総利益の発生要因

は、やむを得ない執行残や過年度事業の返還金

等であり、決算処理手続きにおいて利益と整理

しているもの。このため法人運営において事業

の実施に影響を及ぼさないと認識している。 

・利益剰余金についても、発生要因を的確に把

握している。 

・実物資産の保有については、必要最低限であ

る。 

・金融資産については、管理状況、資産規模と

もに適切であり、保有目的も明確である。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き予算の効率的な執行に努め、適切な

決算処理手続きを遂行する。 

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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・精査した結果、該当なし。 

 

【実物資産】 

■保有状況 

実物資産の名称と内容、規模 

車両：計４台（４カ所の海外研究連絡センターにて保有） 

※振興会本部が所有する車両（公用車）はない。 

 

【金融資産】 

■保有状況 

①金融資産の名称と内容、規模 

・現金及び預金として、1,070 億円、（うち定期預金 100 億円）を保有している。 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有用性・有効性） 

（学術研究助成業務勘定） 

・学術研究助成基金から交付する助成金の支払計画を踏まえ、支払い時期が到来す

るまでの間に資金を運用し、生じた利子（令和２年度利息の受取額：73 百万円）を

基金に充てることにより、有効に管理している。 

・保有方法については、日本学術振興会法附則第二条の二第３項に基づき、独立行

政法人通則法第四十七条に規定する金融機関への預金により保有しており、その管

理は適切である。 

 

■資金の運用体制の整備状況 

・基金の運用責任者は理事長であり、運用業務は総務部長が行い、運用業務に係る

事務は会計課長が行うことが基金管理委員会規程等で定められており、適切な運用

体制を構築している。 

・監事及び外部監査人による監査を受け適性である旨の報告を受けている。 

 

■資金の運用に関する法人の責任の分析状況 

・上記運用体制から、責任は明確になっている。 

 

■貸付金・未収金等の債権と回収の実績 

・未収金の主なものは、科学研究費補助金等の繰越しに伴う国庫返納のため、令和

２年度に補助金等の交付を受けた大学等に対し期限を定め返還を求めた。これらに

ついては、令和３年４月 23 日までに全額の回収を終了した。 

 

■回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理由） 

・科学研究費補助金等の繰越に係る、大学等から振興会への返還額の回収について

は、返還の期限を定めるなど計画的に実施した。 

 

【知的財産等】 

■保有の有無及びその保有の必要性の検討状況 

・該当なし 
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■知的財産の整理等を行うことになった場合には、その法人の取組状況／進捗状況 

・該当なし 

 

■出願に関する方針の有無 

・該当なし 

 

■出願の是非を審査する体制整備状況 

・該当なし 

 

■活用に関する方針・目標の有無 

・該当なし 

 

■知的財産の活用・管理のための組織体制の整備状況 

・該当なし 

 

■実施許諾に至っていない知的財産について、 

① 原因・理由、② 実施許諾の可能性、 

③ 維持経費等を踏まえた保有の必要性、 

④ 保有の見直しの検討・取組状況、 

⑤ 活用を推進するための取組 

・該当なし 

 

  ＜主要な業務実績＞ 

令和２年度において、運営費交付金の受入に遅延は生じず、短期借入金の実績はな

い。 

２ 短期借入金の限度額 

補助評定：― 

 

２ 短期借入金の限度額 

補助評定：― 

  ＜主要な業務実績＞ 

令和２年度において、重要な財産を処分する計画はなく、実績についても該当なし。 

３ 重要な財産の処分等に関する計画 

補助評定：― 

 

３ 重要な財産の処分等に関する計画 

補助評定：― 

  ＜主要な業務実績＞ 

・実績なし。 

４ 剰余金の使途 

補助評定：― 

 

４ 剰余金の使途 

補助評定：― 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 

その他業務運営に関する重要事項 
  １ 内部統制の充実・強化 
  ２ 情報セキュリティの確保 
  ３ 施設・設備 
  ４ 人事 

５ 中期目標期間を超える債務負担 
６ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
令和３年度行政事業レビュー番号 0199 

 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間 

最終年度値 
30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 Ｂ 評定 Ｂ 

  ＜評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をＢとする。 

・内部統制の充実・強化、情報セキュリティの

確保、 人事、 積立金の使途のいずれの事項に

ついても、計画通り着実に実施しており、適切

な業務運営がなされていると評価できる。 

 

＜課題と対応＞ 

・本年度は中期計画通り実施しており、今後も

内部統制の充実・強化、情報セキュリティの確

保、職員の育成・充実に努め、これらの取組を

通して適切な業務運営を確保する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

政府の「新型コロナウイルス感染症対策

の基本的対処方針」等に基づき、感染に

係るリスクの評価と非常時優先業務を

勘案して法人の内部統制を行い、業務運

営体制を適切に維持したことは評価で

きる。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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  ＜主要な業務実績＞ 

【統制環境】 

・適切な業務運営を図るため、内部統制に関する規程を整備し運用している。 

・令和３年２月８日に次年度の新規採用予定者を対象にビジネスマナーとともに

組織における仕事の進め方や法令遵守等基礎的な内部統制に関する研修を行った。 

・内部統制の推進のため法人文書管理に関する研修（令和２年７月）及び契約・資

産管理手続きに関するコンプライアンス研修（令和２年７月、11 月及び令和３年２

月）を e-learning 形式で実施した。 

・役職員倫理規程、独立行政法人日本学術振興会行動規範を内部 HP に掲載し、役

職員に周知している。 

・役職員の法令等違反行為に関する内部通報窓口、外部通報窓口を設けている。外

部通報窓口については外部 HP で周知するなど、法令等違反行為を早期に発見・対

応する体制を整備している。 

 

【リスクの評価と対応】 

・政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等を踏まえて、令和

２年４月６日に新型コロナウイルス感染症に関するリスク及び緊急事態宣言発出

に伴うリスクの評価と対応について検討を行い、7日から出勤抑制を行った。 

・令和２年６月 11 日には、第１回目の緊急事態宣言の解除後のリスクについて評

価と対応の検討を行った。 

・令和３年１月６日には、第２回目の緊急事態宣言発出に伴うリスクの評価と対応

について検討を行った。 

・監事及び外部有識者から成る契約監視委員会を令和２年４月 20 日と６月４日に

開催した。 

 

【統制活動】 

・内部統制推進部門の長である総務課長が各課長との面談により各課における業

務運営状況とリスクの把握に努め、内部統制総括責任者である理事、内部統制推進

責任者である総務部長に報告している。これにより、問題が見つかった場合の迅速

な対応が可能となる体制を整備し、運用している。 

・新型コロナウイルス感染症に対する統制活動としては、上記のリスク評価と対応

の検討の結果、第１回目の緊急事態宣言の期間中は非常時優先業務を担当する職員

を除き在宅勤務又は自宅待機を指示する等、感染拡大防止のための措置を講じた。

また第１回目の緊急事態宣言が解除された６月 13 日以降も可能な限り在宅勤務を

行うよう指示するとともに、振興会が主催する会議等については原則としてリモー

トによる形式で開催するよう指示した。第２回目の緊急事態宣言の期間中も出勤を

必要最小限に抑えること、会議等についても引き続き原則としてリモートによる形

式で開催するよう指示した。 

 

【情報と伝達】 

・理事長の職務の遂行を補佐し、業務の適正かつ円滑な執行を図るため、理事長及

び理事で構成する役員会を月２回開催した。役員会には監事、学術システム研究セ

ンター所長等及び課長級以上の幹部職員も出席し、年度計画、予算、規程の制定、

１ 内部統制の充実・強化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・研修を通して内部統制に関する職員の理解を

深めるとともに、内部通報窓口、外部通報窓口

の設置、内部統制総括責任者と部長による連絡

会議の開催等により、業務運営上のリスクの把

握と対応を迅速に行う体制を整備、運用してい

る。 

・政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針」等も踏まえて、新型コロナウイ

ルス感染症に関するリスク及び緊急事態宣言

発出に伴うリスクの評価と対応について検討

を行い、感染拡大防止のための措置を講じてい

る。 

・役員会、月曜会等の機会を通して理事長の指

示が全役職員に伝達される体制が整備され、効

率的に運用されている。 

・役職員倫理規程と行動規範を役職員に周知

し、法令遵守に対する意識向上を図った。 

・内部監査、監事監査、会計監査人による法定

監査を実施し、内部統制の仕組みが適切に運用

されているか点検・検証を行ったことから、中

期計画通り着実に業務を実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

・本年度は中期計画通り実施しており、今後も

統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、情

報と伝達、モニタリングをバランスよく継続す

ることにより、内部統制の充実・強化を図る。 

１ 内部統制の充実・強化 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

政府の「新型コロナウイルス感染症対策

の基本的対処方針」等に基づき、感染に

係るリスクの評価と非常時優先業務を

勘案して法人の内部統制を行い、業務運

営体制を適切に維持したことは評価で

きる。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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各事業の募集要項等の重要事項について審議した。 

・役員会の資料と議事要録は内部共有フォルダに保存され、全役職員が閲覧でき

る。 

・毎週月曜日に役員及び課長級以上の幹部職員が集まる会議（月曜会）を開催し、

理事長から訓示を行うとともに、予算や他機関との協議等に関する最新の情報共有

と意見交換を行った。 

・なお、第１回目の緊急事態宣言の期間中は役員会及び月曜会を中止し、原則とし

て週１回、全役員、総務部長、総務課長等により打ち合わせを行い、当該期間中の

業務の進捗等について情報の共有を行った。 

・年度初め等に全役職員を対象として理事長から訓示を行った。 

 

【モニタリング】 

・監査・研究公正室による内部監査、監事による監事監査、会計監査人による法定

監査を以下の通り行った。 

■監査・研究公正室による内部監査 

・令和２年度内部監査計画書における、内部統制の整備及び運用状況について監査

を実施。 

■監事による監事監査 

・令和２年度監事監査計画書に基づき、業務運営、予算・決算及び組織・人員に対

して、法令等に従って適正に実施されているかどうか及び中期目標の着実な達成に

向け効果的かつ効率的に実施されているか等の監査を実施。内部監査部門である監

査・研究公正室及び会計監査人と連携し、財務諸表及び決算報告等にかかる監事監

査を実施。 

■会計監査人による法定監査 

・令和２年度の会計監査人による監査計画概要書に基づき内部統制の有効性に係

る評価を受けた。 

 

  ＜主要な業務実績＞ 

◆情報セキュリティの確保 

・令和２年度は情報セキュリティ・ポリシーを一部改正し、「政府機関等の情報セ

キュリティ対策のための統一基準群」と照らし合わせて手順書等について必要な整

備・改正を行った。 

 

・振興会の保有する情報システムについて、外部の専門業者によるセキュリティ監

査（「ポリシー準拠性監査」を含む。）を実施し、その結果をもとに対策を講じた。 

 

・新規採用の職員等に Learning Management System (LMS) で情報セキュリティ研

修を受講するように義務付けた。 

 

・情報セキュリティ・ポリシーの遵守状況を確認するため、全職員を対象とした自

己点検を 12 月に実施した。 

 

・情報システム・機器・役務等、調達の業務フローの見直しを行い、情報システム

２ 情報セキュリティの確保 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・情報セキュリティ・ポリシーの一部改正や情

報セキュリティ研修の充実など不断の見直し

を行っている。 

・標的型メール攻撃の対策としてメールシステ

ムのセキュリティ強化を行っている。 

 

＜課題と対応＞ 

・情報セキュリティ対策について、不断の見直

しを行うとともに、引き続き職員等を対象とし

２ 情報セキュリティの確保 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

（有識者の意見等） 

情報セキュリティ・ポリシーの見直し、

外部専門家によるセキュリティ監査、研

修や自己点検等、情報セキュリティ確保
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等の調達仕様については情報部門が全て確認、合議を行った。 

 

・CISO 補佐官業務については、外部の専門家に業務を委託した。また CISO 補佐官

の助言に基づき、情報セキュリティ研修資料の更新を行った。 

 

・標的型メール攻撃訓練とフォローアップのためのｅラーニング講座を実施する

など、振興会の情報セキュリティ対策の強化に資する取組を行った。 

 

・標的型メール攻撃の対策として、既存メールシステムに無害化機能を追加し、セ

キュリティ強化を行った。 

 

・情報システムの運用継続計画（BCP）について見直しを行うとともに、BCP に基づ

きシステムの運用を行った。 

 

た情報セキュリティ研修を充実させていく。 のための対策を適切に実施しており、こ

れらについては高く評価できる。 

 

  ＜主要な業務実績＞ 

施設・設備に関する計画はない。 

 

 

３ 施設・設備に関する計画 

補助評定：― 

３ 施設・設備に関する計画 

補助評定：― 

  ＜主要な業務実績＞ 

■人事管理方針  

我が国の学術振興を担う唯一の資金配分機関として、学術の振興を図る目的を達成

するための人材を常に確保していく必要がある。このため、経験値のある人材の確

保・配置及び人材の育成を振興会の環境の変化に適切に応えつつ、計画的、効率的

かつ公平・公正に実施していくため、令和２年度の人事管理方針を策定した。 

 

■人事評定 

・〈役員〉 

理事長が文部科学大臣の行う業績評価の結果を勘案し、期末手当の額を 100分の 80

以上 100 分の 110 以下の範囲内で増減できることとしている。 

 

・〈職員〉 

複数の評定者による客観的かつ公平な勤務評定を行い、職員の勤務実績等の評価結

果を勤勉手当や人事配置等へ具体的に反映した。また、昇給については、平成 26 年

12 月に国家公務員の給与基準を基礎とする新たな俸給表を導入した際に、併せて

平成 27 年 1 月より国家公務員の給与支給基準に準じたものとして適正に実施し、

その水準の維持に努めている。 

 

■人事交流 

・大学等学術研究機関の研究者を支援するに当たっては、当該機関における業務経

験を持つ人材を活用することが業務の効果的・効率的な運営上有益であることか

ら、国立大学法人等から 56 名を人事交流として受け入れ、適切な人事配置を行っ

た。 

 

４ 人事に関する計画 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・今後の交流人事のあり方や、職員の育成につ

いての方策について検討し、限られた人員で事

業効果の最大化を図れるよう体制を整備する

方針を策定した。 

・職員の勤務評定については、勤務実績等の評

価結果を職員の処遇に適切に反映させ、勤務評

定の実効性を上げるとともに複数の評定者が

関わることで、客観的かつ公平に実施してい

る。 

・国立大学等における豊富な実務経験を有する

人材を確保し、その経験を活かせる部署に配置

し、業務を効率的・効果的かつ機動的に実施で

きるようにしている。 

・効率的かつ適切な業務運営のため、語学研修

をはじめとする研修へ職員を参加させること

により、職員の資質向上を図っている。 

 

＜課題と対応＞ 

４ 人事に関する計画 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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・これらの者に振興会の業務を経験させることにより研究助成や国際交流等の経

験を積ませ、将来、国立大学等において業務を行うための有益なスキルを身につけ

させる等、育成することができた。 

 

■国際学術交流研修 

・11 名の国私立大学の職員を研修として受入れ、高度な国際実務能力と国際交流に

関する幅広い見識を有する大学職員の養成を図った。 

 

■職員の研修計画 

職員の専門性及び意識の向上を図るため、以下の研修を実施した。 

【受講が必須な研修】 

・情報セキュリティ研修 

・契約・資産管理手続き担当者のコンプライアンス研修 

【任意の研修】 

・英語力の向上を目的とした新任職員語学研修 

・海外研究連絡センターにおいて実務を通じた海外機関研修 

・スキルアップ研修：職務能力向上のための自己啓発研修 

・その他外部研修：放送大学を活用した科目の履修、財務省主催の会計事務職員研

修 等 

 

・引き続き人事評定を反映させた人事配置に努

める等の取組をすることにより、職員の育成・

充実を図っていく。 

  ＜主要な業務実績＞ 

・中期目標期間を超える債務負担はない。 

５ 中期目標期間を超える債務負担 

補助評定：― 

５ 中期目標期間を超える債務負担 

補助評定：― 

  ＜主要な業務実績＞ 

・前中期目標期間最終年度における積立金残高 960,975,378 円のうち、今中期目標

期間の業務財源として繰越承認を受けた額は 87,464,077 円である。これらは、海

外研究連絡センターに係る前払費用等であり、平成 30 年度に 85,421,135 円、令和

元年度に 2,019,505 円、令和２年度に 23,437 円が取り崩され取崩しが完了した。 

６ 積立金の使途 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

令和２年度における中期計画の実施状況につ

いては、下記の理由により、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に実績を上げていると

言えることから、評定をｂとする。 

・前期中期目標の期間の最終事業年度における

積立金残高のうち、文部科学大臣の承認を受け

た金額については、独立行政法人日本学術振興

会法に定める業務の財源に充てており、中期計

画通り着実に業務を実施している。 

 

＜課題と対応＞ 

－ 

６ 積立金の使途 

補助評定：ｂ 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとおり、概ね着実

に業務が実施されたと認められるため。 

自己評価書の「ｂ」との評価結果が妥当

であると確認できたため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

     

 

４．その他参考情報 
特になし 
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（別添）中期目標、中期計画、年度計画 
項目別調書 No. 中期目標 中期計画 年度計画 

Ⅰ―１ 

総合的事項 

我が国の学術振興の中核機関として、研究者の活

動を安定的・継続的に支援する役割を十分に果たす

ため、研究者を中心とする幅広い関係者の意見を取

り入れるとともに、研究者の自由な発想と研究の多

様性、長期的視点、継続性等の学術研究の特性に基づ

き、挑戦性、総合性、融合性及び国際性の観点を踏ま

えた業務運営を行う。 

 

  

 （１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 

学術の振興を目的とする振興会の事業の特性に配

慮し、評議員会や学術研究に対する高い識見を持つ

学識経験者の意見を反映させるとともに、学術研究

を実際に行う研究者の意見を取り入れることによ

り、研究者コミュニティの信頼を得つつ、効果的な業

務運営を行う。 

（１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 

研究者の自由な発想に基づく学術研究の成果は、人類社会共

通の知的資産として文化的価値を形成するものであり、学問領

域を限定せず、分野の性格に応じた適切な支援方法により、幅

広くバランスをとって振興する必要がある。特に、長期にわた

る試行錯誤を必要とする知的創造活動としての基礎研究への

支援や、将来の学術研究を担う優秀な研究者の養成について十

分配慮する必要がある。このため、学術研究を実際に行う研究

者の意見を取り入れた業務運営を行う。 

業務運営に関する重要事項を諮問するための評議員会につ

いては、各界・各層からの学識経験者で構成し、定期的に開催

する。事業実施に当たっては、評議員会等での幅広く高い識見

に基づく審議及び意見を参考とし、効果的に成果が上がるよう

業務運営に反映させる。 

 

（１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 

学術研究を実際に行う研究者を含めた各界の学識経験者から成る評

議員会を令和２（2020）年度中に２回開催する。評議員会では、年度計

画、予算案等の重要事項や各事業の実施状況を審議することにより、学

術研究の特性を踏まえ、研究者の意見を取り入れた業務運営を図る。 

また、学術研究に対する特に高い見識を有する学識経験者を学術顧問

に委嘱し、振興会の業務に関する特定の事項について、専門的な助言を

求める。 

 （２）第一線級の研究者の配置による審査・評価機能

の強化 

学術システム研究センターに第一線級の研究者を

配置し、事業の実施に必要な調査・研究機能や審査・

評価業務に係る機能を充実・強化する。また、新たな

課題への提案・助言を機動的な運営体制の下で行う。 

（２）第一線級の研究者の配置による審査・評価機能の強化 

学術システム研究センターに第一線級の研究者を配置し、学

問領域の専門的な知見に基づき、学術振興策や学術動向に関す

る調査・研究、事業における審査・評価業務、業務全般に対す

る提案・助言等を行う。特に、新たな課題への提案・助言を機

動的な運営体制の下で行うよう努める。 

同センターの組織運営に当たっては、運営委員会における高

い識見に基づく審議及び意見を参考とし、その際、各種事業へ

の提案・助言が適切に行われたかについても、同委員会におい

て意見を得る。 

さらに、同センターの業務内容の透明性の向上を図る観点か

ら、同センターの活動について分かりやすく積極的な情報発信

を行う。 

 

（２）第一線級の研究者の配置による審査・評価機能の強化 

学術システム研究センターに第一線級の研究者を所長、副所長、主任

研究員及び専門研究員として配置することにより、人文学、社会科学か

ら自然科学に至る全ての学問領域をカバーする体制を整備する。その上

で、学術振興策や学術動向に関する調査・研究、事業における審査・評

価業務、業務全般に対する提案・助言等を行う。 

重要でかつ継続的に審議が必要な課題に対し、必要に応じてワーキン

ググループやタスクフォースを設置し、機動的に対応する。特に、新た

な課題への提案・助言を機動的な運営体制の下で行うよう努めるととも

に、各種事業への提案・助言が適切に行われたかについて、運営委員会

において意見を得る。 

さらに、事業における審査・評価等のプロセス等を含め、同センター

の活動について分かりやすく積極的な情報発信を行う。 

 （３）学術研究の多様性の確保等 

年齢や性別、分野、機関にかかわらず研究者が自ら

の能力を発揮できるよう多様性を確保するととも

に、研究の長期的視点、継続性等を踏まえて事業を推

（３）学術研究の多様性の確保等 

研究者が、年齢、性別、分野、機関にかかわらず自らの能力

を発揮することができるよう、事業の推進に当たっては、学術

研究の多様性を確保するとともに、学術研究が無限の発展可能

（３）学術研究の多様性の確保等 

各事業において多様な分野、研究機関等を支援対象とすることを募集

の段階から周知するとともに多様な審査委員を確保し、学術研究の現代

的要請である挑戦性、総合性、融合性及び国際性の観点を踏まえた支援
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進する。また、学術研究の現代的要請である挑戦性、

総合性、融合性及び国際性の観点を踏まえた業務運

営を行う。 

性を有していることを踏まえ、長期的視点を加えた継続的かつ

着実な支援に努める。また、学術研究の現代的要請である挑戦

性、総合性、融合性及び国際性の観点を踏まえた支援を行うと

ともに、我が国として途絶えさせてはならない学問分野の継承

などに配慮する。 

幅広い分野等への支援や女性研究者の参画促進、学術研究の

現代的要請を踏まえた業務運営が適切になされているか、評議

員会において意見を得る。 

また、振興会の諸事業における女性研究者の参画や支援の状

況について、男女共同参画推進委員会において検証し、必要な

改善方策を検討する。 

 

を行うとともに、我が国として途絶えさせてはならない学問分野の継承

に配慮する。令和２（2020）年度中に開催する評議員会において、各事

業の実施状況を審議し、学術研究の多様性や挑戦性等が確保されている

か確認する。 

加えて、振興会の諸事業における女性研究者の参画や支援について、

「独立行政法人日本学術振興会の事業に係る男女共同参画推進基本指

針」に基づき、必要な改善方策を検討・実施するとともに、その進捗状

況について男女共同参画推進委員会において確認を行う。 

Ⅰ―２ 

世界レベルの多

様な知の創造 

我が国が世界の学術研究を先導していくため、研

究者の自由な発想に基づく独創的・先駆的な研究を

支援することにより、研究者が世界レベルの多様な

知を創造できる環境を創出する。 

学術研究を支援する我が国唯一の資金配分機関として、研究

者が世界レベルの多様な知を創造できる環境を創出するため、

科学研究費助成事業を確実に実施するとともに、研究の国際化

と国際的な共同研究等を推進する。 

 

 

 （１）科学研究費助成事業の充実・強化に資する取組

の推進 

科学研究費助成事業（科研費事業）により、人文学、

社会科学、自然科学の各学問分野の独創的・先駆的な

学術研究に対する幅広い助成を行い、創造的で優れ

た学術研究の発展に寄与する。科研費事業は、科学研

究費補助金事業及び学術研究助成基金事業（文部科

学大臣が財務大臣と協議して定める基金運用方針に

規定する事業）により実施する。その際、国の事業と

しての一体性を確保し、それぞれの研究種目に応じ

て長期的観点や国際的な観点も考慮して審査・評価

業務を適切、公正に行うとともに、研究の進捗状況に

応じた柔軟な運用を確保しつつ早期の交付に努め

る。 

科研費の公募・審査の在り方を抜本的に見直した

科研費審査システム改革について、研究者コミュニ

ティにおける新たな審査システムの理解向上に資す

る取組を行いその定着を図りつつ、課題等の把握に

努める。また、中期目標期間中に新たな審査システム

の評価を行い、その結果を踏まえて必要な改善に取

り組む。 

科研費事業のうち、文部科学省が直接業務を行っ

ている新学術領域研究について、業務の効率化と研

究者の利便性の向上を図る観点から、中期目標期間

中に振興会への業務の一元化を行うための体制を整

備する。 

（１）科学研究費助成事業の充実・強化に資する取組の推進  

科学研究費助成事業（科研費事業）については、科学研究費

補助金事業及び学術研究助成基金事業により実施する。事業の

実施に当たっては、文部科学省が定める基本的考え方・役割分

担に基づき、以下により、滞りなく確実に実施する。 

・科研費事業の配分審査、研究評価等を行うために、学術研究

に対する高い識見を有する者で構成する科学研究費委員会を

置く。 

・科研費事業の交付等の手続きに関する業務は、文部科学省が

定めた規程、通知に従って行う。 

・科学研究費委員会において、科研費事業の毎年度の審査方針

等を、文部科学省科学技術・学術審議会が示す審査の基本的考

え方を踏まえて決定する。 

文部科学省が直接業務を行っている新学術領域研究につい

て、文部科学省との連携の下、振興会への一元化を行うための

体制の整備を図る。 

 

① 審査・評価の充実 

学術システム研究センター等の機能を活用し、公正な審査委

員の選考、透明性の高い審査・評価システムの構築を行う。 

公募に当たっては、科学研究費委員会において決定した審査

方針等について、研究者等が応募前に確認できるよう広く公表

する。 

審査・評価に当たっては、科学研究費委員会に置かれた各部

会において、それぞれの研究種目の目的・性格に応じ、厳正に

実施する。 

（１）科学研究費助成事業の充実・強化に資する取組の推進 

科学研究費助成事業（科研費事業）については、科学研究費補助金事

業及び学術研究助成基金事業により実施する。事業の実施に当たって

は、文部科学省が定める基本的考え方・役割分担に基づき、以下により、

滞りなく確実に実施する。また、文部科学省が公募・審査業務を行って

いる新学術領域研究を見直して創設された学術変革領域研究について、

文部科学省との連携の下、公募・審査業務の振興会への移管に向けた体

制整備を順次行う。さらに、文部科学省科学技術・学術審議会学術分科

会研究費部会等における審議状況を踏まえつつ、科研費制度の改善・充

実について、文部科学省との連携の下、必要な検討を行う。 

 

① 審査・評価の充実 

学術システム研究センター等の機能を活用して以下の業務を実施し、

科学研究費委員会において、その公正性、透明性についての意見を得る。 

 

（ⅰ）審査業務 

・文部科学省科学技術・学術審議会が示す「審査の基本的考え方」を踏

まえ、学術研究に対する高い識見を有する者で構成する科学研究費委員

会において、科研費事業の審査方針等を決定し、審査を行う。 

・審査委員については、専門的見地から、より適切な審査委員を選考す

るため、学術システム研究センターの機能を活用して選考を行う。また、

審査委員の選考に当たっては、研究分野の事情も考慮に入れつつ、若手・

中堅層（49 歳以下）の研究者を基盤研究（Ｂ）、（Ｃ）及び若手研究とい

った研究種目の審査委員として積極的に登用していくとともに、審査終

了後に検証を行い、審査委員の選考や審査体制の改善につなげる。 

・新たな審査システムについて、幹事説明会や審査の手引等を通じて審
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科研費審査システム改革については、新たな審査システムの

理解向上を図るため、審査委員等研究者に向けた説明会等、普

及活動を実施する。また、審査等を通じて新たな審査システム

の課題等を把握し、中期目標期間中に新たな審査システムの評

価を行った上で、その結果を踏まえた必要な改善に取り組む。 

審査・評価については、科学研究費委員会において、その公

正性、透明性についての意見を得る。 

 

査委員の理解向上を図る。また、新たな審査システムのさらなる改善を

行うため、審査委員に対するアンケートや審査会での意見交換等を通じ

て課題等の把握に努めるとともに、審査委員の負担軽減に向けた検討を

行う。 

 

（ⅱ）評価業務 

・特別推進研究及び基盤研究（Ｓ）については研究進捗評価及び中間評

価、研究成果公開促進費（国際情報発信強化）については中間評価を実

施する。またその評価結果については、ホームページにおいて広く公開

する。 

 

  ② 助成業務の円滑な実施 

科学研究費補助金事業及び学術研究助成基金事業の特性に

配慮しつつ、研究費が有効に活用されるよう早期交付に努め

る。特に、採否に関する通知は、ヒアリング審査等の実施が必

要な研究課題を除き、４月上旬までに迅速かつ確実に行う。 

 研究費の交付に当たっては、研究の進捗状況に応じて前倒し

て使用することや次年度以降に使用すること等を可能とする

など、弾力的に運用する。 

② 助成業務の円滑な実施 

（ⅰ）募集業務（公募） 

・公募に当たっては、科学研究費委員会において 決定した審査方針等

について、研究者等が応募前に確認できるよう広く公表・説明等を行い、

研究計画調書の様式や公募要領を研究者等が迅速に入手できるように

する（外国人研究者の利便性向上を図るための英語版の公募要領等の作

成を含む）。 

・研究機関からの要望に応じて、全国各地で説明会を行い、制度の改善

等に係る正しい理解の促進を図る。 

 

（ⅱ）交付業務 

・科学研究費委員会の審査結果及び文部科学省からの通知に基づき、研

究費が有効に活用されるよう令和２（2020）年度課題に係る交付業務を

迅速に行う。 

・採否に関する通知は、ヒアリング審査等の実施が必要な研究課題を除

き、４月上旬までに行う。 

・研究費の交付に当たっては、研究費の前倒し使用や次年度使用を活用

し、研究計画等の進捗状況に応じた弾力的な運用を行う。 

・令和元（2019）年度に補助事業期間が終了する課題に係る額の確定、

並びに令和２（2020）年度に継続する基金事業の課題に係る状況の確認

及び国庫債務負担行為を適用している特別推進研究の課題に係る額の

確認を行う。 

・挑戦的研究（開拓）の基金化に伴う手続きの変更点について研究者に

周知するとともに、円滑に研究を開始できるよう交付業務を迅速に行

う。 

 

（ⅲ）学術研究助成基金の管理及び運用 

・基金管理委員会において定めた運用方式に基づき、流動性の確保と収

益の向上に努めつつ、安全かつ安定的な基金の運用を行う。 

 

 

  ③ 研究成果の適切な把握 ③ 研究成果の適切な把握 
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科研費事業の研究課題の研究成果について適切に把握する

とともに、産業界や他の研究機関等において活用できるようホ

ームページ等において広く公開する。 

（ⅰ）研究成果の把握・公表 

令和２（2020）年度に受理した研究実施状況報告書、研究実績報告書

の研究実績の概要等、及び研究成果報告書を科学研究費助成事業データ

ベース（KAKEN）に速やかに公開し、学術的・社会的意義について国民に

分かりやすい形での情報提供に努める。また、公開情報の充実のため、

採択課題における研究の概要に加え、一部の研究種目については審査結

果の所見を公開するなど、引き続き科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）の運用を行う。 

 

（ⅱ）広報誌等 

科研費による研究成果を紹介した「科研費 研究成果トピックス」、研

究費の規模が大きい研究課題の概要を記した「我が国における学術研究

課題の最前線」等、最近の科研費による研究成果をホームページ等に公

開し、科研費の情報発信・広報普及活動を積極的に行う。 

 

 （２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推進 

国を越えた学術研究を振興する観点から、学術研

究を支援する事業における国際性を高めるととも

に、国際的な共同研究等を支援する。 

特に、諸外国の学術振興機関とのマッチングファ

ンドによる国際共同研究については、世界レベルの

研究を円滑・確実に支援する新たな枠組みを検討・調

整し、中期目標期間の早期に導入する。 

（２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推進 

我が国の研究水準の向上や国際競争力の強化を一層進める

ため、以下の取組を行い、国際的な共同研究等を総合的に推進

する。 

・諸外国の学術振興機関との協定等に基づき、又は新興国等の

新たなニーズに対応し、二国間の共同研究やセミナー・シンポ

ジウムの開催を支援する。 

・海外の学術振興機関との連携の下、我が国の大学等の優れた

研究者が海外の研究者と協力して行う共同研究を推進する。そ

の際、相手国対応機関と審査を分担し、審査を一方の機関で行

うリードエージェンシー方式による新たな枠組みを検討し、平

成 30 年度中に導入する。 

・先端研究分野における世界的水準の研究交流拠点の形成やア

ジア・アフリカ地域における諸課題解決に資する中核的な研究

交流拠点の形成を推進する。 

・科研費事業のうち国際共同研究加速基金において、国を越え

た学術研究を支援する。 

また、学術研究を支援する事業において、研究の国際性を高

めるための取組を検討し、実施する。 

これらの事業の実施に当たっては、国際事業委員会等におい

て、審査の公正性・透明性を確保し、厳正な審査を行う。また、

国際共同研究における新たな枠組みについては、その導入によ

る申請・審査過程の効率化・国際化が図られたかについての意

見を得る。 

（２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推進 

我が国の研究水準の向上や国際競争力の強化を一層進めるため、以下

の取組を行い、国際的な共同研究等を総合的に推進する。 

① 諸外国との二国間交流の支援 

諸外国の学術振興機関との協定等に基づき、共同研究やセミナーの開

催、研究者交流を支援する。加えて、多様な国との交流ニーズに応える

ため、国交のある全ての国・地域を対象としたオープンパートナーシッ

プ共同研究・セミナーを支援する。令和２（2020）年度からはオープン

パートナーシップセミナーに「大学間連携枠」を設け、大学コンソーシ

アム等による組織的な取組を支援する。これらについて、各国の研究水

準・研究ニーズや外交的観点等、学術に関する国際交流の必要性に配慮

しつつ、円滑に実施する。 

また、大学院教育の国際化及び博士課程における若手研究者の育成の

ため、ドイツ研究振興協会（DFG）と協力し、日独の大学が大学院におけ

る教育研究を共同で行う日独共同大学院プログラムを実施する。 

 

② 国際的な共同研究の推進 

海外の学術振興機関との連携の下、我が国の大学等の優れた研究者が

海外の研究者と協力して行う国際共同研究事業を実施する。令和２

（2020）年度は、欧州等４か国の学術振興機関との連携により社会科学

分野における国際共同研究プログラムの審査を実施するほか、スイス科

学財団（SNSF）とリードエージェンシー方式の導入に向けた協議を行う。 

科研費事業のうち国際共同研究加速基金においては、他の科研費同様

に文部科学省が定める基本的考え方・分担に基づき、国際的な学術研究

を支援する。 

若手研究者が真に国際的な視野を持つリーダーとして活躍できるよ

う、志を同じくした研究者との交流や相互連携の強化を図る機会として

JSPS- LEADSNET（リーズネット）事業研究交流会を開催する。 
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③ 研究交流拠点の形成支援 

先端的又は地域共通課題の解決に資する研究分野において、世界的水

準又は地域における中核的な研究交流拠点の構築を図る研究拠点形成

事業を実施する。また、日中韓の学術振興機関との協定等に基づき、ア

ジアにおける世界的水準の研究拠点の構築を図る日中韓フォーサイト

事業を実施する。 

 

これらの事業の実施に当たっては、国際事業委員会等において、審査

の公正性・透明性を確保し、厳正な審査を行う。 

 

 （３）学術の応用に関する研究等の実施 

様々な学術的・社会的要請に応えるとともに、我が

国の学術及び社会の発展や社会的問題の解決につな

がるような学術研究等を行う。 

（３）学術の応用に関する研究等の実施 

様々な学術的・社会的要請に応えるために、国の審議会等に

よる報告等を踏まえつつ、学術の発展や社会問題の解決につな

がるような学術研究等を行う。 

 

・課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 

文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会「リスク社会の

克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科学の振興に

ついて（報告）」を踏まえ、先導的な人文学・社会科学研究を推

進する。 

事業の実施に当たっては、委員会を設けて課題を設定すると

ともに、研究の進捗状況等について評価する。様々な学術的・

社会的要請に応える課題設定に向けた取組として、有識者から

意見聴取や情報収集等を行う。また、ホームページへの掲載や

セミナー・シンポジウムの開催等により、広く研究成果を発信

する。 

人文学・社会科学のデータの共有、利活用を促進するオール

ジャパンの基盤の構築を推進する。 

（３）学術の応用に関する研究等の実施 

課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業において、平成

24 年７月の文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会報告「リスク社

会の克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科学の振興につい

て」を踏まえ、「領域開拓プログラム」、「実社会対応プログラム」及び「グ

ローバル展開プログラム」による共同研究を推進し、先導的な人文学・

社会科学研究を推進する。 

令和２（2020）年度は、令和元（2019）年度までに採択された「領域

開拓プログラム」、「実社会対応プログラム」及び「グローバル展開プロ

グラム」の研究テーマのフォローアップを行う。また、平成 29（2017）

年度に採択された「領域開拓プログラム」の研究評価を行い、評価結果

に基づき研究期間の延長の可否を決定するとともに、同プログラムの新

規課題の設定に当たっては、様々な学術的・社会的要請に応える課題を

設定するために、有識者からの意見聴取等を行う。加えて、人文学・社

会科学の特性を踏まえた本事業における評価の在り方について検討の

上、取りまとめを行う。プログラムの実施に当たっては、透明性・信頼

性の確保及び適切かつ円滑な運営を図るとともに、情報の公開に努め

る。さらに、研究成果についてシンポジウムの開催等により情報発信を

行う。 

人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業の実施

に当たっては、委員会を設置し事業の適切かつ円滑な運営を図り、併せ

て連絡協議会を開催し、振興会、拠点機関及び国立情報学研究所の三者

間の連携と協議を実施する。また、総合データカタログの試験運用を開

始するとともに、オンライン分析システムの開発に向けた取組を進め

る。あわせて、データ寄託を円滑に推進するために社会科学分野を対象

とした共通ガイドライン（手引き）を策定するとともに、人文学分野を

対象として共通ガイドライン（手引き）の策定に向けた取組を進める。

これらの実施により、データ利活用システムの構築に向けて取り組む。 

 

Ⅰ―３ 

知の開拓に挑戦

する次世代の研

将来にわたり我が国の学術研究の水準を高めてい

くため、国際的な頭脳循環を踏まえながら、若手研究

者が自立して研究に専念できるよう支援を充実する

国や分野にとらわれず知の開拓に挑戦する研究者を養成す

るため、優れた若手研究者に対する経済的支援や海外で研さん

を積むことができる環境の整備等に取り組む。 
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究者の養成 とともに、優れた研究者の顕彰や国際的な研さんの

機会を提供すること等により、国や分野にとらわれ

ず知の開拓に挑戦する研究者を養成する。 

 

事業を実施するに当たっては、第一線で活躍する若手研究者

も含む人材育成企画委員会を置き、人材育成に係る諸課題につ

いて検討を行う。 

 （１）自立して研究に専念できる環境の確保 

若手研究者に対し、自由な発想の下に主体的に研

究課題等を選びながら研究に専念する機会を与える

ため、目的や対象者に応じた多様な方法により、研究

を奨励するための資金を支給する「特別研究員事業」

を計画的・継続的に実施する。事業の実施に当たって

は、国内外の関連事業にも留意し、事業に係る申請・

採用動向や採用者を巡る環境の変化等を随時把握す

るとともに、必要に応じて、採用者の処遇改善や制度

改善等の対応を行う。 

（１）自立して研究に専念できる環境の確保 

大学院博士課程（後期）学生又は博士の学位を有する者等で

優れた研究能力を有し、我が国の大学その他の研究機関で研究

に専念する若手研究者を「特別研究員」として採用し、研究奨

励金を支給する。 

博士の学位を有する者で特に優れた研究能力を有する者に

ついては、世界レベルでの活躍を期待して、能力に応じた処遇

を確保する。 

対象者に応じた多様な採用区分を設け、採用計画を毎年度整

備し、幅広い研究分野における優れた若手研究者を計画的・継

続的に採用する。 

また、学術研究分野における男女共同参画を進めるため、出

産・育児に配慮した取組を推進する。 

（１）自立して研究に専念できる環境の確保 

大学院博士課程（後期）学生又は博士の学位を有する者等で優れた研

究能力を有し、我が国の大学その他の研究機関で研究に専念する若手研

究者を「特別研究員-DC」「特別研究員-PD」として採用し、研究奨励金を

支給する。また、世界最高水準の研究能力を有する若手研究者を養成・

確保するため、PD 採用者のうち、特に優れた者を「特別研究員-SPD」と

して採用し、研究奨励金を支給する。加えて、我が国の将来の研究を担

う優れた若手研究者を養成する観点から、PD または SPD 採用者のうち国

際コミュニティの中核に位置する大学その他の研究機関で研究に専念

する者を「特別研究員-CPD（国際競争力強化研究員）」に採用し、研究奨

励金を支給する。 

学術研究分野における男女共同参画を推進する観点も踏まえ、出産・

育児により研究を中断し、研究現場復帰を希望する優れた若手研究者を

「特別研究員-RPD」として採用し、研究奨励金を支給する。特別研究員

の出産・育児に伴う採用の中断及び延長の取扱いを実施する。また、出

産育児による中断期間中も短時間の研究を行うことで、中断後の研究の

再開が円滑に図れるよう、中断期間中に研究奨励金の半額を支給する取

扱いを実施する。 

 

  ① 審査の適切な実施 

特別研究員の選考に当たっては、我が国の第一線の研究者を

審査委員とする特別研究員等審査会を設置し、審査の独立性、

公正性、透明性を確保しつつ、厳正に審査を実施する。 

若手研究者の挑戦性・創造性に富んだ研究を促すよう、平成

30 年度より新たな審査区分を導入して審査を実施する。若手研

究者の主体性を重視し、目的や対象者層に応じた審査方針を整

備するとともに、審査方針等をホームページ等で公開する。 

審査委員は、学術システム研究センターからの推薦に基づ

き、理事長が選考する。 

① 審査の適切な実施 

審査の独立性を確保する観点から、我が国の第一線の研究者を審査委

員とする「特別研究員等審査会」を設置し、審査方針に基づき、書面審

査に加え面接審査を効果的に活用して審査を実施する。 

若手研究者の挑戦性・創造性に富んだ研究を促すよう、平成 30（2018）

年度より導入した審査区分の下、若手研究者の主体性を重視し、目的や

対象者層に応じた審査方針等を整備するとともに、審査基準及び評価方

法の審査委員への周知、面接審査における複数の審査委員による合議等

により、公正かつ精度の高い審査を実施する。また、審査の透明性を確

保する観点から、審査方針等をホームページ等で公開する。 

審査委員の選考について、専門的見地から、より適切な審査委員を選

考するため、学術システム研究センターが候補者名簿案を作成する。 

書面審査の不採択者に対し、その詳細な評価結果を開示する。 

 

  ② 事業の評価と改善 

採用期間終了後の就職状況調査や、採用者への支援に関する

調査、採用者受入先への研究活動に関する調査を実施し、学術

システム研究センター等の機能を活用しつつ、事業の実施状況

や支給の効果等について評価・検証を行う。その際、採用者へ

の支援に関する調査及び採用者の受入先への研究活動に関す

② 事業の評価と改善 

特別研究員採用期間終了後の進路状況等の調査を行い、研究奨励金支

給の効果等について確認する。また、調査結果をホームページ等で国民

に分かりやすい形で公表する。 

特別研究員等審査会の審査結果について、学術システム研究センターの

機能を活用しつつ検証を行い、審査委員の選考や審査体制等の改善に反
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る調査については、それぞれ 80％程度の肯定的評価を得る。 

また、これらの評価・検証結果を活かし、学術システム研究

センターや人材育成企画委員会等での議論を踏まえ、事業趣旨

に留意しながら、必要に応じ、運用上又は制度上の改善を図る。 

映させる。 

「特別研究員-SPD」については、研究の進捗状況等について評価を行

い、その結果を本人に通知する。 

事業趣旨に留意しながら、若手研究者の実態等を踏まえつつ、必要に

応じて事業内容の検討・見直しを行う。改善・見直し内容については十

分な周知期間、経過措置を講じた上で、募集要項等に反映させ、ホーム

ページへの掲載、説明会の開催等を行い、広く周知する。また、採用者

への支援に関する調査、採用者受入先への研究活動に関する調査を実施

し、それぞれ 80％程度の肯定的評価を得る。 

 

  ③ 募集・採用業務の円滑な実施 

研究奨励金については、独立行政法人日本学生支援機構の奨

学金との重複支給を防止するための取組を引き続き行う。 

③ 募集・採用業務の円滑な実施 

研究奨励金については、独立行政法人日本学生支援機構の奨学金との

重複受給を防止するため、募集要項等に重複受給を禁ずる旨を掲載する

とともに、採用内定者情報を同機構に提供し、重複チェック等を行う。 

特別研究員事業等についての説明会を開催し、事業内容等の周知を図

る。 

 

 （２）国際舞台で活躍する研究者の養成 

国際舞台で活躍する世界レベルの研究者を養成す

るため、目的や対象者に応じた多様な方法により、

「海外特別研究員事業」等、優れた若手研究者を海外

に派遣する取組を計画的・継続的に実施する。事業の

実施に当たっては、国内外の関連事業にも留意し、事

業に係る申請・採用動向や採用者を巡る環境の変化

等を随時把握するとともに、必要に応じて、採用者の

処遇改善や制度改善等の対応を行う。 

また、目的やキャリアステージに応じた優れた外

国人研究者の招へいや研究者の交流を行い、国際的

な頭脳循環の中で若手研究者の研究環境の国際化を

図る。 

 

（２）国際舞台で活躍する研究者の養成 

若手研究者を海外に派遣する取組を計画的・継続的に実施す

る。また、様々なキャリアステージにある優れた外国人研究者

を招へいする取組を実施することにより、国内の大学等研究機

関における研究環境の国際化を支援する。 

各種事業における選考審査は、特別研究員等審査会又は国際

事業委員会において、審査の独立性、公正性、透明性を確保し

つつ、厳正に実施する。 

（２）国際舞台で活躍する研究者の養成 

国際舞台で活躍できる世界レベルの研究者を育成するため、若手研究

者を海外に派遣する取組を計画的・継続的に実施する。 

また、国内の大学等研究機関における研究環境の国際化を支援するた

め、様々なキャリアステージにある優れた外国人研究者を招へいする。 

各種事業における選考審査は、特別研究員等審査会等において、審査

の独立性、公正性、透明性を確保しつつ、厳正に実施する。 

  ① 若手研究者の海外派遣 

我が国の大学等学術研究機関に所属する常勤の研究者や博

士の学位を有する者の中から優れた若手研究者を「海外特別研

究員」として採用し、海外の特定の大学等研究機関において長

期間研究に専念させるため、滞在費等を支給する。また、採用

期間終了後の就職状況調査や、採用者への支援に関する調査、

採用者受入先への研究活動に関する調査を実施し、学術システ

ム研究センター等の機能を活用しつつ、事業の実施状況や支給

の効果等について必要に応じて評価・検証を行う。その際、採

用者への支援に関する調査及び採用者の受入先への研究活動

に関する調査については、それぞれ 80％程度の肯定的評価を得

る。また、これらの評価・検証結果を活かし、学術システム研

① 若手研究者の海外派遣 

（ⅰ）海外特別研究員 

海外の大学等研究機関に優れた若手研究者を派遣する海外特別研究

員事業に係る募集・審査・採用業務を円滑に実施する。 

また、学術研究分野における男女共同参画を推進する観点を踏まえ、

結婚・出産・育児・看護・介護のライフイベントによる研究中断等を経

た優れた若手研究者を海外の大学等研究機関に派遣する海外特別研究

員-RRA 事業に係る募集・審査・採用業務を円滑に実施する。 

両事業については、採用期間終了後の就職状況調査を行い、調査結果

をホームページ等で国民に分かりやすい形で公表する。また、採用者へ

の支援に関する調査、採用者受入先への研究活動に関する調査を実施

し、それぞれ 80％程度の肯定的評価を得る。 
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究センターや人材育成企画委員会等での議論を踏まえ、事業の

趣旨に留意しながら、必要に応じ、運用上又は制度上の改善を

図る。 

我が国の大学院に在籍する博士後期課程学生の中から海外

に挑戦する優れた若手研究者を採用し、海外の研究者と共同し

て研究に従事する機会を提供するため、滞在費等を支給する。 

頭脳循環により優れた研究者の育成を図るため、研究機関の

国際研究戦略に沿って、若手研究者を海外へ派遣し、派遣先の

研究機関と行う世界水準の国際共同研究に携わり、様々な課題

に挑戦する機会を提供する大学等研究機関の支援等を行う。 

 

（ⅱ）若手研究者海外挑戦プログラム 

海外という新たな環境へ挑戦する優秀な博士後期課程学生を海外の

大学等研究機関に派遣する「若手研究者海外挑戦プログラム」に係る募

集・審査・採用業務を円滑に実施する。 

申請希望者の多様なニーズに応えるため、引き続き年２回の募集を着

実に実施する。 

また、募集に係る広報活動を積極的に実施する。 

 

（ⅲ）国際的な活躍が期待できる研究者の育成事業 

頭脳循環により優れた研究者の育成を図るため、「国際的な活躍が期

待できる研究者の育成事業」において、終了した事業の事後評価を行う

とともに、前年度に交付した補助金について、補助事業者から提出され

る実績報告書の確認や、必要に応じて行う現地調査等により、額の確定

を行う。 

 

報告書等については、ホームページを通じて広く公開する。 

 

  ② 外国人研究者の招へい  

内外の研究者が我が国の大学等研究機関で切磋琢磨する国

際的な研究環境を創出し、若手研究者の養成等に資するため、

優秀な若手研究者や世界的研究業績を有する著名研究者等、

様々なキャリアステージにある優れた外国人研究者招へいの

ための取組を推進し、我が国の研究機関の研究環境の国際化に

ついて、75％程度の受入研究者からの肯定的評価を得る。また、

外国人研究者招へい事業については、事業の質をより高める観

点からの検証を行う。 

加えて、招へいした外国人研究者の協力を得て、我が国の将

来を担う高校生に科学や国際社会への関心を深める機会を提

供する。 

② 外国人研究者の招へい 

（ⅰ）外国人研究者招へい事業 

様々なキャリアステージにある優れた外国人研究者を招へいするた

めの事業を実施する。 

「外国人特別研究員」では、多様な国からの若手研究者の招へいを着

実に図る。とりわけ、海外対応機関との連携及び海外研究連絡センター

を通じた積極的な広報活動等を通じて、優秀な若手研究者の確保に努め

る。 

「外国人招へい研究者」では、優れた研究業績を有する外国人研究者

を招へいし、共同研究、討議や意見交換、講演等の機会を与える。 

 

（ⅱ）論文博士号取得希望者への支援事業 

論文提出により我が国の博士号取得を希望するアジア・アフリカ諸国

等の若手研究者を支援する事業を実施する。 

 

（ⅲ）招へい研究者への交流支援 

長期に来日する研究員に対しては、我が国での研究生活を円滑に開始

するためのオリエンテーションを来日直後に実施し、日本語研修支援等

を行い、日常生活面においても支援する。 

さらに、我が国の将来を担う高校生等を対象に、科学や国際社会への

関心を深めさせることを目的とし、外国人研究者が高等学校等におい

て、自身の研究活動や母国について英語で講義を行うサイエンス・ダイ

アログ事業を実施する。 

 

令和２（2020）年度においては、外国人研究者招へい事業が我が国の
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研究機関の研究環境の国際化にどの程度貢献しているかアンケート調

査を実施し、75％程度の肯定的評価を得るとともに、より事業の質を高

めるための方策について、引き続き検討する。 

 （３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

研究者としてのキャリアステージに応じ、優れた

研究能力を有する研究者を顕彰することにより、研

究者の研究意欲を高め、研究の発展を促進する。ま

た、優れた若手研究者に対し、シンポジウムやセミナ

ーの開催等を通じて国際的な研さんの機会を提供す

ることにより、学術的・国際的視野を広げ、リーダー

となる人材の育成を図る。 

 

（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

 優れた研究能力を有する研究者に対する顕彰や、国際的な研

さんを積む機会の提供などの取組を行う。 

（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

優れた研究能力を有する研究者に対する顕彰や、若手研究者に対する

国際的な研さんを積む機会の提供などの取組を行う。 

  ① 研究者の顕彰 

我が国の学術研究の発展への寄与が期待される研究者の養

成に資するため、優れた若手研究者を顕彰する「日本学術振興

会賞」及び大学院博士課程学生を顕彰する「日本学術振興会育

志賞」を実施する。 

また、国際生物学賞委員会により運営される生物学研究に顕

著な業績を挙げた研究者を顕彰する国際生物学賞に係る事務、

野口英世博士の功績に因み、アフリカの医学研究・医療活動分

野において卓越した業績を挙げた研究者を顕彰する賞（野口英

世アフリカ賞）のうち医学研究分野の審査業務を担当し、着実

に実施する。 

① 研究者の顕彰 

（ⅰ）日本学術振興会賞 

我が国の学術研究の水準を世界のトップレベルに発展させるため、創

造性豊かな優れた研究を進めている若手研究者を見いだし、早い段階か

ら顕彰してその研究意欲を高め、独創的、先駆的な研究を支援する日本

学術振興会賞の募集、選考、授賞に係る業務を円滑に実施する。 

 

（ⅱ）日本学術振興会育志賞 

我が国の学術研究の発展への寄与が期待される若手研究者の養成に

資するため、優秀な大学院博士課程学生を顕彰する育志賞の募集、選考、

授賞に係る業務を円滑に実施する。 

 

（ⅲ）国際生物学賞  

国際生物学賞委員会により運営され、生物学研究に顕著な業績を挙げ

た研究者を顕彰することにより国際的にも高い評価を受けている国際

生物学賞の第 36 回顕彰に係る事務を行うとともに、第 37 回顕彰に向け

た準備の事務を積極的に実施する。また、国内外に向けて本賞の意義や

内容の周知活動に努める。 

 

（ⅳ）野口英世アフリカ賞 

野口英世アフリカ賞の医学研究分野の選考について「野口英世アフリ

カ賞医学研究分野推薦委員会」の設置に向けた業務を行う等、審査業務

を実施する。 

 

  ② 国際的な研さん機会の提供 

 我が国と先進諸国やアジア・アフリカ諸国等の幅広い若手研

究者の育成及び相互のネットワーク形成を促すため、若手研究

者の集中的な討議の機会を提供するシンポジウム・セミナー等

の取組を実施する。その際、振興会が実施するシンポジウム等

に参加したことによる効果について、95％程度の参加者から肯

定的評価を得る。 

② 国際的な研さん機会の提供 

国際舞台でグローバルに活躍できる我が国の若手研究者を育成する

とともに、我が国と先進諸国やアジア・アフリカ諸国等の若手研究者と

の相互ネットワーク形成を促していくため、HOPE ミーティング、先端科

学シンポジウム、リンダウ・ノーベル賞受賞者会議、ノーベル・プライ

ズ・ダイアログ等の国際的なシンポジウム・セミナー等の参加を通して、

国際的な研さんを積む機会を提供する。 
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令和２（2020）年度においては、振興会が実施するシンポジウム等に

参加したことによる効果を確認するため、各シンポジウム等においてア

ンケート調査を実施し、95％程度の肯定的評価を得る。 

  （４）研究者のキャリアパスの提示 

全国の大学等の研究機関をフィールドとして活躍し得る若

手研究者の新たなキャリアパスを提示する卓越研究員事業に

ついて、国の方針を踏まえ、審査及び交付業務を行う。卓越研

究員候補者の審査に関しては、審査の公正性、透明性を確保し

実施する。 

（４）研究者のキャリアパスの提示 

新たな研究領域に挑戦するような若手研究者が、大学等において安定

かつ自立して研究を推進できるような環境を実現するとともに、全国の

大学等の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の新たな

キャリアパスを提示することを目的とした国の事業である「卓越研究員

事業」について、審査及び交付業務を行う。 

令和２（2020）年度は、卓越研究員候補者選考委員会において、新た

に公募する卓越研究員の審査を行うとともに、研究機関に対する交付業

務を行う。 

 

Ⅰ―４ 

大学等の強みを

生かした教育研

究機能の強化 

卓越した知を生み出す環境を整備するため、学術

振興の観点から、大学等における教育研究拠点の形

成やグローバル化の取組等を支援することにより、

大学等の強みを生かした教育研究機能の強化を行

う。 

 

大学等の教育研究機能を強化するため、大学等における教育

研究拠点の形成やグローバル化に関わる国の助成事業につい

て、審査・評価等業務を実施する。また、事業による成果等に

ついて情報発信を行う。 

 

 （１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 

国の方針を踏まえ、国際的な体制の下で審査・評価

等を行い、国内外の第一線の研究者を引きつける優

れた研究環境と高い研究水準を誇る研究拠点の形成

や、その成果の最大化に向けた取組を総合的に支援

する。 

（１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 

国内外の第一線の研究者を引きつける優れた研究環境と高

い研究水準を誇る研究拠点の形成を目的とした国の助成事業

について、国の定めた制度・方針に従い、審査・評価等業務を

行うとともに、当該事業で得られた成果の最大化に向けた活動

への支援業務を行う。 

審査・評価等の実施に当たっては以下の取組を行い、審査・

評価等の公正性、透明性を確保するとともに、審査・評価等を

行う委員会における国際的な体制を整備する。 

・審査・評価等を担う委員会の設置 

・審査に関する情報の公表 

・利益相反に配慮した審査の実施 

・審査・評価等終了後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、当該事業で得られた成果の最大化に向けた活動への支

援業務として、当該事業全体としてのブランドを維持・向上さ

せる活動を行うとともに、世界最高水準の研究拠点の形成に係

る情報収集・分析や経験・ノウハウの共有・展開を行う。 

（１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 

高いレベルの研究者を中核とした研究拠点構想を集中的に支援し、優

れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える研究拠点」の形成を目

的とした国の助成事業である「世界トップレベル研究拠点プログラム

（WPI）」について、国の定めた制度・方針に従い、審査及び評価・進捗

管理業務を行うとともに、WPI アカデミーも含めた WPI の価値最大化の

ための全体戦略を見据えたうえで、当該事業で得られた成果の最大化に

向けた活動への支援業務を行う。 

令和２（2020）年度は、８拠点（平成 19（2007）年度に採択された１

拠点、平成 24（2012）年度に採択された３拠点、平成 29（2017）年度に

採択された２拠点、平成 30（2018）年度に採択された２拠点）について

年次評価を行う。また、平成 29（2017）年度に WPI アカデミー拠点の認

定を受けた４拠点について評価を行う。   

審査・評価等の実施に当たって、審査・評価等を行う委員会における

国際的な体制を整備するとともに、公正な審査・評価等が行われるよう

利益相反への配慮を行う。また、透明性を担保するため、審査・評価等

の終了後にはその結果を委員名とともにホームページにおいて公表す

る。さらに、評価・進捗管理業務を専門的な観点から行うため、プログ

ラムを担当するプログラム・ディレクター、アカデミー・ディレクター

及び拠点ごとのプログラム・オフィサー、アカデミー・オフィサー等を

配置する。 

WPI プログラムの成果の最大化に向けた活動への支援業務として、高

校生を始めとした社会の多様な層から WPI プログラム全体が「見える」

存在となることを目指し、WPI プログラム及び拠点の活動・成果を発信
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するための広報・アウトリーチ活動を実施し、国際頭脳循環の更なる加

速・拡大に資する取組等を強力に推進する。また、WPI プログラム全体

の運営戦略の検討に資するべく、WPI 拠点に係る研究論文の分析指標デ

ータを収集・分析する。さらに、WPI プログラムの実施により得られた

国際研究拠点形成に係る経験・ノウハウの共有・展開を行う。 

 

 （２）大学教育改革の支援 

大学が自らの強みや特色を生かし学部や大学院の

教育改革に取り組むことで、我が国の大学教育を牽

引することができるよう、国の方針を踏まえた審査・

評価等を行う。 

（２）大学教育改革の支援 

大学の学部や大学院の教育改革を支援する以下のような国

の助成事業について、審査・評価等実施機関の公募が行われ、

振興会の有する審査・評価等に関する知見が活用できる場合に

は、当該事業への応募及び実施機関として選定されるよう努

め、審査・評価等業務を行う。 

・世界をリードする教育拠点の形成支援 

・地域再生・活性化の拠点としての大学の取組の支援 

・革新的・先導的教育研究プログラムを開発・実施する意欲的

な取組の支援 

審査・評価等の実施に当たっては国の定めた制度・方針に従

うとともに、以下の取組を行い、審査・評価等の公正性、透明

性を確保する。 

・審査・評価等を担う委員会の設置 

・審査に関する情報の公表 

・利益相反に配慮した審査の実施 

・審査・評価等終了後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、事業の成果及び課題について情報発信するとともに、

当該情報が事業の改善や国における施策の検討に活用される

よう努める。 

（２）大学教育改革の支援 

大学の学部や大学院の教育改革を支援する国の助成事業について、国

の定めた制度・方針を踏まえ、専門家による公正な評価体制を整備し、

透明性、信頼性、継続性を確保し、適切かつ円滑な運営を図りつつ、情

報公開に努める。 

令和２（2020）年度は、以下の事業に係る審査・評価等を行う。 

 

① 卓越大学院プログラム 

各大学の持つ学術研究・大学院教育における強みを核として、これま

での大学院改革の成果を生かし、国内外の大学・研究機関・民間企業等

と組織的な連携を行いつつ、世界最高水準の教育力・研究力を結集した

５年一貫の博士課程学位プログラムを構築し、あらゆるセクターを牽引

する卓越した博士人材を育成することを目的とした国の助成事業であ

る「卓越大学院プログラム」について、委員会を開催し、審査・評価業

務を行う。 

令和２（2020）年度は、新たに公募する事業の審査を行う。また、こ

れまでに採択された 26 件の事業のフォローアップを行う。 

 

② 大学教育再生加速プログラム 

高等学校や社会との円滑な接続のもと、入口から出口まで質保証の伴

った大学教育を実現するため、先進的な取組を実施する大学等（短大、

高専を含む）を支援することを目的とした国の助成事業である「大学教

育再生加速プログラム」について、委員会を開催し、評価業務を行う。 

令和２（2020）年度は、平成 26（2014）年度に採択された 46 件、平

成 27（2015）年度に採択された 12 件及び平成 28（2016）年度に採択さ

れた 19 件の事業の事後評価を行う。 

 

③ 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 

地方公共団体や企業等と協働して、学生にとって魅力ある就職先の創

出をするとともに、その地域が求める人材を養成するために必要な教育

カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援することを目的とし

た国の助成事業である「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC

＋）」について、委員会を開催し、評価業務を行う。 

令和２（2020）年度は、平成 27（2015）年度に採択された 42 件の事

業の事後評価を行う。 

 

④ 知識集約型社会を支える人材育成事業 
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全学的な教学マネジメントの確立を図りつつ、産業界や地域社会等と

の協働により、今後の社会や学術の新たな変化や展開に対して柔軟に対

応しうる能力を有する幅広い教養と深い専門性を両立した人材育成を

行えるような、新たなタイプの教育プログラムを構築・実施する大学の

取組を支援することで、知識集約型社会を支える人材育成を推進するこ

とを目的とした国の助成事業である「知識集約型社会を支える人材育成

事業」について、委員会を開催し、審査・評価等業務を行う。 

令和２（2020）年度は、新たに公募する事業の審査を行う。 

 

 （３）大学のグローバル化の支援 

我が国の大学教育の国際競争力の向上及びグロー

バル人材の育成を図るため、国の方針を踏まえた審

査・評価等を行う。 

（３）大学のグローバル化の支援 

大学のグローバル化を支援する国の助成事業について、審

査・評価等実施機関の公募が行われ、振興会の有する審査・評

価等に関する知見が活用できる場合には、当該事業への応募及

び実施機関として選定されるよう努め、審査・評価等業務を行

う。 

審査・評価等の実施に当たっては国の定めた制度・方針に従

うとともに、以下の取組を行い、審査・評価等の公正性、透明

性を確保する。 

・審査・評価等を担う委員会の設置 

・審査に関する情報の公表 

・利益相反に配慮した審査の実施 

・審査・評価等終了後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、事業の成果及び課題について情報発信するとともに、

当該情報が事業の改善や国における施策の検討に活用される

よう努める。 

（３）大学のグローバル化の支援 

大学のグローバル化を支援する国の助成事業について、国の定めた制

度・方針を踏まえ、専門家による公正な評価体制を整備し、透明性、信

頼性、継続性を確保し、適切かつ円滑な運営を図りつつ、情報公開に努

める。 

令和２（2020）年度は、以下の事業に係る審査・評価等を行う。 

 

① 大学の世界展開力強化事業 

大学教育のグローバル展開力の強化を図るため、我が国にとって戦略

的に重要な国・地域との間で、質保証を伴った学生交流の実施等を推進

する国際教育連携やネットワークの形成の取組の支援を目的とした国

の助成事業である「大学の世界展開力強化事業」について、委員会を開

催し、審査・評価業務を行う。 

令和２（2020）年度は、新たに公募する事業の審査を行う。また、平

成 30（2018）年度に採択された 10 件の事業の中間評価、平成 27（2015）

年度に採択された11件の事業の事後評価を行うとともに、平成28（2016）

年度に採択された 25 件、平成 29（2017）年度に採択された 11 件及び令

和元（2019）年度に採択された３件の事業のフォローアップを行う。 

② スーパーグローバル大学創成支援事業 

世界トップレベルの大学との交流・連携を実現、加速するための人事・

教務システムの改革など国際化を徹底して進める大学や、学生のグロー

バル対応力育成のための体制強化を進める大学を支援し、我が国の高等

教育の国際競争力の向上及びグローバル人材の育成を目的とした国の

助成事業である「スーパーグローバル大学創成支援事業」について、委

員会を開催し、評価業務を行う。 

令和２（2020）年度は、平成 26（2014）年度に採択された 37 件の事

業の中間評価を行う。 

 

Ⅰ―５ 

強固な国際研究

基盤の構築 

国際的な競争が激しさを増す中で、我が国の研究

者が学術研究を先導し、そのプレゼンスを高めてい

くことができるよう、諸外国の学術振興機関、海外拠

点、在外研究者等との協働により、強固な国際研究基

盤を構築する。 

 

諸外国との強固かつ双方向の国際研究基盤を構築・発展させ

るため、我が国を代表する資金配分機関として、戦略的・機動

的に国際的な取組を展開する体制を整備するとともに、諸外国

の学術振興機関、海外研究連絡センター、在外研究者コミュニ

ティ等と協働する取組を推進する。 
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 （１）事業の国際化と戦略的展開 

国際的視点に立って国内外の垣根なく事業を推進

していくことを目指し、各種事業を通じた国際的な

活動の動向や海外関係機関等の動きなどを定期的に

集約・共有するとともに、戦略的かつ機動的に国際的

な取組を展開できる体制を整備し、積極的に事業の

国際化に取り組む。 

また、前中期目標期間中に「強固な国際協働ネット

ワークの構築」として実施した業務の実績を総括す

るとともに、戦略的な国際共同研究の在り方や外国

人研究者の招へいと定着促進策、海外研究連絡セン

ターの運営の在り方等について検討し、中期目標期

間の早期に一定の結論を得て、必要な改善・強化を行

う。 

さらに、中期目標期間の早期に、国際的な取組の種

別や内容が研究者にとってより分かりやすくなるよ

う体系的に整理し、発信する。 

（１）事業の国際化と戦略的展開 

 国際的視点に立って国内外の垣根なく事業を推進していく

ことを目指し、新たに設置する国際統括本部において、各種事

業を通じた国際的な活動の動向や、海外関係機関等の動向等を

集約・共有する会合を定期的に開催するとともに、戦略的かつ

機動的に国際的な取組を展開する仕組みを構築し、積極的に事

業の国際化に取り組む。 

 前中期目標期間中に「強固な国際協働ネットワークの構築」

として実施した業務の実績を総括するとともに、戦略的な国際

共同研究の在り方や外国人研究者の招へいと定着促進策、海外

研究連絡センターの運営の在り方等について、必要に応じて外

部有識者の意見も聴取した上で検討し、平成 30 年度中を目途

に基本的な戦略を策定する。その戦略に基づき、事業の見直し

を要するものについては順次着手可能なものから着手し、中期

目標期間中に必要な改善・強化を行う。 

 また、振興会の業務に係る国際的な取組を体系的に整理し、

研究者や国民にとって分かりやすい情報発信の在り方を検討・

実施するとともに、説明会の開催等、積極的な情報発信を行う。 

 さらに、事業の在り方に係る検討を踏まえ、事業の効果的な

改善・強化や周知が行われたかについて、有識者の意見を得る。 

 

（１）事業の国際化と戦略的展開 

国際的視点に立って国内外の垣根なく事業を推進していくことを目

指し、国際統括本部において、各種事業を通じた国際的な活動の動向や、

海外関係機関等の動向等を集約・共有する会合を行う等、情報共有を随

時行う。また、戦略的かつ機動的に国際的な取組を展開する仕組みを構

築し、積極的に事業の国際化に取り組む。 

 令和２（2020）年度は、前年度に策定した国際的な活動に関する基本

的な戦略に基づき、着実に事業を実施していくとともに、必要に応じ、

相手国対応機関と、事業の見直しに向けた協議を行う。 

また、振興会の業務に係る国際的な取組について、ホームページ上で

研究者や国民にとって分かりやすい情報発信を行うとともに、説明会の

開催等、積極的な情報発信を行う。 

 （２）諸外国の学術振興機関との協働 

地球規模課題や世界各国の学術振興上の共通の課

題の解決に向けた多国間の学術振興機関ネットワー

クにおいて主導的な役割を果たすとともに、各国学

術振興機関とのパートナーシップを形成し、質の高

い国際的な共同研究や学術交流を推進する基盤を構

築・強化する。 

（２）諸外国の学術振興機関との協働 

地球規模課題や世界各国の学術振興上の共通の課題の解決

に向けて議論を行うための学術振興機関長会議や、多国間の学

術振興機関ネットワークにおいて積極的に役割を果たす。ま

た、各国学術振興機関との交流協定等に基づくパートナーシッ

プを形成する。交流協定については、戦略的に重要な諸外国と

の交流を推進し、必要性及び予算状況に応じて廃止、改訂又は

新規立ち上げを行う。その際、各国の学術振興機関等との交流

状況に応じた適切な協定の見直し等が行われているかについ

て、有識者の意見を得る。 

（２）諸外国の学術振興機関との協働 

諸外国の学術振興機関とのネットワークを強化・発展させるべく、世

界各国の主要な学術振興機関の長によるグローバルリサーチカウンシ

ル（GRC）に引き続き積極的に参画し、各国共通の課題に係る認識を共有

するとともに、その課題解決に向けた取組を進める。 

また、日中韓によるハイレベルな研究活動促進に向けた議論を行う日

中韓学術振興機関長会議（A-HORCs）に積極的に参画し、関係機関との協

力を推進するとともに、A-HORCs の合意に基づき北東アジアシンポジウ

ム及び日中韓フォーサイト事業を着実に実施する。 

加えて、各国学術振興機関との交流協定等に基づくパートナーシップ

を形成する。交流協定については、戦略的に重要な諸外国との交流を推

進する観点から、引き続き交流状況を検証し、必要性及び予算状況に応

じて廃止、改訂又は新規立ち上げを検討する。 

 

 （３）在外研究者コミュニティの形成と協働 

振興会の事業を経験した外国人研究者や在外日本

人研究者によるコミュニティの形成やその活動支援

を行うことにより、我が国と諸外国との学術交流を

持続的に発展させる。 

（３）在外研究者コミュニティの形成と協働 

振興会の事業により我が国での研究滞在を終えて母国に帰

国した外国人研究者や、在外日本人研究者によるコミュニティ

の形成やその活動の支援を行う。 

在外研究者コミュニティの活動の支援においては、我が国と

諸外国との学術交流が持続的に発展するよう留意する。 

（３）在外研究者コミュニティの形成と協働 

振興会事業を終えて帰国した研究者のネットワーク強化を図るため、

世界 20 か国において形成された研究者コミュニティ（同窓会）による活

動を支援するとともに、海外研究連絡センター等の協力を得ながら、新

たに体制が整った研究者コミュニティ（同窓会）の活動を支援する。 

また、在外日本人研究者との連携を強化するとともに、日本への滞在

経験を持つ諸外国の研究者や、諸外国との研究協力に関心を持つ在外日

本人を含む日本人研究者等に向けた情報発信及び登録者間のネットワ



 

142 
 

ーク構築・強化を図るために運用しているソーシャル・ネットワーク・

サービス（JSPS-Net）の充実を図る。 

 

 （４）海外研究連絡センター等の展開 

海外研究連絡センター等が、所在地域の学術振興

機関、在外公館、その他の海外拠点等と連携し情報の

収集と発信に努め、我が国の大学等のグローバル化

を支援するとともに、我が国の学術研究のプレゼン

スの向上に寄与する。 

（４）海外研究連絡センター等の展開 

海外研究連絡センター及び海外アドバイザーは、所在する地

域の学術振興機関、在外公館、その他の関係機関の海外拠点等

と連携し、当該地域の学術動向等に係る情報の収集及び発信を

行う。その際、全センターからの情報を集約し、ホームページ

において、合わせて年間 840 件程度（前中期目標期間実績：年

間 652～1,181 件）の情報発信を行う。 

また、学術研究ネットワーク形成支援や我が国の大学等のグ

ローバル化支援の拠点としての機能を果たす観点から、世界の

学術振興機関との関係構築、大学の海外展開の支援、セミナー、

シンポジウムの開催等を実施する。 

（４）海外研究連絡センター等の展開 

我が国の研究者や大学等研究機関の国際的なネットワーク形成を支

援する拠点としての機能を果たす観点から、学術振興機関との関係構

築、セミナー・シンポジウムの開催、我が国の大学の海外展開の支援を

行う。また、海外研究連絡センター所在国に渡航中の特別研究員・海外

特別研究員を含む日本人研究者に対し、現地でのネットワーク構築に資

する情報を提供する。海外の学術動向や高等教育に関する情報収集・調

査については、体系的な情報収集及び国内への情報発信の充実を図り、

令和２（2020）年度は全センターからの情報を集約し、ホームページに

おいて、合わせて年間 840 件程度の情報発信を行う。 

我が国の大学等のグローバル化支援においては、海外の学術動向や高

等教育に係る情報を大学関係者に提供することに加え、将来的な大学の

国際交流を担当する職員の育成を目的として若手職員を対象に「国際協

力員」として海外実地研修を行う機会を提供する。 

 

Ⅰ―６ 

総合的な学術情

報分析基盤の構

築 

事業の枠を超えた総合的視野から研究者の活動等

を支えることができるよう、振興会の諸事業等に関

する情報を総合的に分析・活用する基盤を構築する。 

振興会の諸事業等に関する情報を総合的に活用する基盤を

構築し、事業の成果の把握、分析を行うとともに、事業の改善

や高度化に向けた取組を実施する。 

 

 （１）情報の一元的な集積・管理 

事業の枠を超えて情報を総合的に活用することが

できるよう、情報セキュリティや個人情報保護を徹

底した上で、振興会の諸事業に係る情報を一元的に

集積・管理する。 

 

（１）情報の一元的な集積・管理 

 情報セキュリティの確保や個人情報の保護を徹底した上で、

振興会の諸事業に係る情報を一元的に集積・管理する体制を整

備するとともに、事業横断的な分析を可能とするための情報の

整理に取り組む。 

（１）情報の一元的な集積・管理体制の構築 

事業の枠を超えて情報を総合的に活用することができるよう、振興会

の諸事業に係るデータについて、情報セキュリティの確保や個人情報の

保護を徹底した上で、業務の状況を勘案しつつ集約・共有及び一元的な

管理を進める。 

 （２）総合的な学術情報分析の推進 

振興会の諸事業の動向や成果を総合的、長期的に

把握・分析するとともに、諸事業の改善・高度化に向

けた調査研究を行うことにより、総合的視点に立っ

た企画・立案と事業改善に資する。 

（２）総合的な学術情報分析の推進 

 学術情報分析センターにおいて、振興会の諸事業に係る情報

を横断的に活用し、各種事業の動向や成果を総合的、長期的に

把握・分析するとともに、諸事業の改善・高度化に向けた調査

研究を行う。その際、関係機関との連携協力を進める。 

 分析や調査研究の成果については、学術システム研究センタ

ーや諸事業の担当部署に提供・提案するとともに、必要に応じ

ホームページ等において情報発信を行う。分析や調査研究の成

果の発信については、中期目標期間中に 10 件程度のテーマに

ついて実施する。 

 

（２）総合的な学術情報分析の推進 

学術情報分析センターにおいて、振興会の諸事業に係る情報を横断的

に活用し、各種事業の動向や成果を総合的、長期的に把握・分析すると

ともに、諸事業の改善・高度化に向けた調査研究を行う。その際、関係

機関との連携協力を進める。 

分析や調査研究の成果については、学術システム研究センターや諸事

業の担当部署に提供・提案することにより諸事業の改善・高度化に向け

た検討に資する。また、調査研究の成果をホームページ等において公開

し、幅広い層に向けた情報発信を行う。情報発信については２件の報告

書の他、適時に成果の公表を行う。 

 （３）学術動向に関する調査研究の推進 

振興会の諸事業を長期的観点に立って効果的に展

開するため、国内外における学術振興施策の現状や

学術研究の動向等の調査研究を行うとともに、その

（３）学術動向に関する調査研究 

学術システム研究センターにおいて、学問領域の専門的な知

見に基づき、国内外における学術振興施策の現状や学術研究の

動向等、振興会の業務運営に関して必要な調査・研究を実施す

（３）学術動向に関する調査研究 

学術システム研究センターにおいて、国内外における学術振興施策の

現状や学術研究の動向等に関する調査・研究を実施し、その結果を取り

まとめ、振興会事業の企画・立案等に活用する。 
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結果を新たな事業の企画・立案等に活用する。 る。 

国内外における学術振興施策については、学術振興に関する

基本的政策、研究助成システム、研究者養成に対する考え方、

国際交流の戦略等について、関係機関のホームページや文献、

現地調査、海外研究連絡センターにおける収集情報などによ

り、調査を適宜実施し、情報の収集、分析を継続的に行う。 

学術研究の動向については、研究者の動向を含め、各種報告

書、学術ジャーナル、国内外のシンポジウムへの出席、関連研

究者との意見交換等により、調査を適宜実施し、情報の収集、

分析を継続的に行う。特に、学術システム研究センターの研究

員全員に専門分野についての学術動向研究を依頼し、毎年度報

告を受けるとともに、結果を取りまとめ、事業の企画・立案に

活かす。 

これらの調査・研究については、前中期目標期間の実績と同

程度の件数を実施する（前中期目標期間実績：614 件）。また、

その成果については、必要に応じ報告書等に取りまとめホーム

ページ等において公表する。 

 

国内外における学術振興施策については、学術振興に関する基本的政

策、研究助成システム、研究者養成に対する考え方、国際交流の戦略等

について、関係機関のホームページや文献、現地調査、海外研究連絡セ

ンターにおける収集情報などにより、調査を適宜実施し、情報の収集、

分析を行う。 

学術研究の動向については、研究者の動向を含め、各種報告書、学術

ジャーナル、国内外のシンポジウムへの出席、関連研究者との意見交換

等により、調査を適宜実施し、情報の収集、分析を行う。特に、学術シ

ステム研究センターの研究員が専門分野に係る学術動向研究を年間 125

件程度実施し、その成果をより適切な審査委員の選考や評価システムの

整備等に反映させ、振興会が行う審査・評価業務等の向上に役立てる。 

また、これらの成果については、必要に応じて報告書等に取りまとめ、

ホームページ等において公表する。 

Ⅰ―７ 

横断的事項 

振興会の事業が、研究者のみならず社会からもよ

り高い支持、信頼を得られるよう、横断的な取組を行

う。 

 

  

 （１）電子申請等の推進 

研究者の負担軽減や業務効率化の観点から、電子

申請等に必要な情報システムを整備する。 

（１）電子申請等の推進 

公募事業については、研究者、審査委員及び大学等研究機関

の負担を軽減し、業務を効率的に実施するため、情報システム

を活用する。その際、応募や審査に係る機密性の高い情報を保

護するため、情報セキュリティを確保する。 

公募事業の応募手続き及び審査業務については、「電子申請

システム」を整備し、費用対効果を勘案しつつ、電子化を推進

する。電子化に当たっては、府省共通研究開発管理システムと

の連携を図りつつ、積極的に推進する。 

なお、両システムに共通する機能については、業務効率化の

観点から十分な検証を行い、重複開発を行わないように調整を

図る。 

（１）電子申請等の推進 

研究者へのサービス向上等を図るため、募集要項・応募様式等の書類

は、原則として全ての公募事業においてホームページから入手可能な状

態とする。 

研究者からの申請書類を電子的に受け付ける「電子申請システム」に

ついては、本格運用を開始している公募事業を継続して実施する。 

なお、実施に当たっては、文部科学省が開発・運用を行っている府省

共通研究開発管理システム（e-Rad）の連携活用を推進し、柔軟に対応す

る。 

また、システムの設計・開発に当たっては、情報セキュリティ・ポリ

シー及び「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」を

含む政府機関における一連の対策を踏まえた情報セキュリティ対策を

実施する。システムの基幹部分において必要に応じてアップグレードを

行い、セキュリティを確保する。 

 

（ⅰ）科学研究費助成事業 

応募手続・審査業務・交付業務について電子申請システムを活用する

とともに、制度改善に伴う電子申請システムの見直しを行い、研究者・

研究機関の利便性向上を図る。特に、令和２（2020）年度においては交

付内定を電子申請システム上で通知することでペーパーレス化を実施

し、業務の簡素化を行う。また、研究実績報告書等における researchmap
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との連携について、検討を行う。 

 

（ⅱ）研究者養成事業 

申請手続、審査業務について電子申請システムを活用するとともに、

制度改善等に伴い電子申請システムの見直しが必要な場合は、随時開発

を行うことにより、申請者、審査委員の利便性向上を図る。 

 

（ⅲ）学術の国際交流事業 

既に電子申請システムを用いて申請手続・審査業務を行っている事業

は、当該システムを活用する。また、国際共同研究事業のうち、リード

エージェンシー方式による申請・審査業務を必要とする事業について、

電子申請システムを用いるための改修を行う。 

ただし、推薦書等の第三者による認証が必要な調書の提出を伴う事業

については、調書の提出以外の申請手続において電子申請システムを活

用することとする。 

新たに申請・審査業務の電子化を検討する際には、申請数や公募を行

う回数等とシステム開発に要する費用を比較し、電子化することの効率

性も勘案して導入の是非を判断する。 

 

 （２）情報発信の充実 

振興会の活動及びその成果を総合的・効果的に情

報発信することができるよう、広報活動に係る体制

を整備する。その上で、受け手のニーズを踏まえた積

極的な情報発信に取り組むとともに、情報発信の在

り方について更なる検討を進め、中期目標期間の早

期に一定の結論を得る。 

（２）情報発信の充実 

① 広報と情報発信の強化 

振興会の活動及びその成果を総合的・効果的に情報発信する

ことができるよう、広報活動に係る体制を整備するとともに、

研究者、関係機関、国民等の受け手のニーズを踏まえた積極的

な情報発信を行う。 

情報発信に際しては、広報誌等出版物、メールマガジン、ホ

ームページ等の内容充実や見やすさ・分かりやすさの確保に努

めるほか、ホームページへのアクセス動向等を踏まえ、最新情

報を多様な媒体を活用しながら迅速かつ効果的に提供する。 

また、振興会の活動及びその成果に係る一層効果的な情報発

信の在り方について、更なる検討を進め、平成 30 年度中を目

途に一定の結論を得る。 

（２）情報発信の充実 

① 広報と情報発信の強化 

振興会の活動及びその成果に係る一層効果的な情報発信の在り方に

ついて、引き続き外部有識者の意見も聴取した上で検討を行い、効果的

な情報発信に取り組むとともに発信内容の充実を図る。 

また、各事業の実施状況等、学術研究に関わる情報について、以下の

方法により公開し、積極的な情報発信を行う。 

 

（ⅰ）ホームページの活用 

公募情報を中心として、振興会の業務内容に関する最新情報をホーム

ページで迅速に提供する。また、コンテンツごとのアクセス動向等を踏

まえ、一般国民や研究者のニーズに応える的確かつ見やすい情報提供に

努める。引き続き、ウェブアクセシビリティ対応を含むホームページの

リニューアルに向けた検討を行う。 

 

（ⅱ）ブローシャー等の発行 

振興会の事業内容及び成果について分かりやすく編集したブローシ

ャーを作成し、電子版にて広く周知するほか、必要に応じて事業ごとに

リーフレット等を発行・配布する。また、海外への情報発信に資する広

報誌の発行を検討する。 

 

（ⅲ）メールマガジンの発信 

インターネットを活用したメールマガジンにより、公募案内や行事予

定等の情報提供を行う。 
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（ⅳ）ソーシャルメディアの活用 

多様な媒体による迅速な情報発信を行うため、公募やイベントの情報

等について、必要に応じてソーシャル・ネットワーキング･サービスを活

用する。 

 

  ② 成果の社会還元・普及・活用 

（ⅰ）学術システム研究センター等の調査・研究の成果、学術

情報分析センターの分析結果、海外研究連絡センターの収集情

報、及び科研費事業をはじめ振興会が実施する各事業において

支援対象者から提出された実績報告書等については、知的所有

権等に配慮した上で、事業の企画立案等に活用するとともに、

ホームページへの掲載や出版等により、研究者をはじめ社会に

積極的に提供し、広く社会還元を目指すとともに普及を図る。 

 

② 成果の社会還元・普及・活用 

（ⅰ）ひらめき☆ときめきサイエンス 

我が国の将来を担う児童・生徒を主な対象として、研究者が科研費に

よる研究について、その中に含まれる科学の興味深さや面白さを分かり

やすく発信する「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究

室へ～KAKENHI」の取組を支援する。 

 

 

  （ⅱ）学術研究の進展により生じた卓越した研究成果を広く一

般に公開することにより、学術研究の成果・普及及びその重要

性についての理解促進に努める。また、学術と日常生活との関

わりや学術がもつ意味に対する理解を深める機会を提供する。 

（ⅱ）卓越研究成果公開事業 

学術の進展により生じた卓越した研究成果をデータベースにより広

く一般に公開することを目的とする「卓越研究成果公開事業」を実施す

る。 

 

 （３）学術の社会的連携・協力の推進 

大学と産業界の研究者等による情報交換等を促進

することにより、相互のインターフェイス機能の充

実を図る。 

（３）学術の社会的連携・協力の推進 

大学等の研究のシーズ及び産業界の研究のニーズに応じた

情報交換、交流促進を図るための場、また学界と産業界の連携

による若手研究者の人材育成の場としての産学協力研究委員

会等を、研究者の発意に基づいて設置する。その際、学界と産

業界の研究者等が協力し、平成 29 年度中に活動している研究

開発専門委員会と先導的研究開発委員会の合計８委員会全て

を刷新し、新たなテーマを設定した委員会・研究会を８件程度

設置する。委員会等の設置に当たっては、学術の社会的連携・

協力の立場から、学界と産業界との連携によって発展が期待さ

れる研究のシーズや分野及びその推進の方法・体制等について

検討する産学協力総合研究連絡会議を開催し、審議結果を積極

的に外部に情報発信する。また、国内外の研究者を集めてのセ

ミナー、シンポジウムを開催するとともに研究成果の刊行を通

じて、これら研究委員会の研究成果を発信する。 

学術関係国際会議の開催のため、免税措置を受けられない主

催者に代わり、特定公益増進法人としての募金の事務を行う。 

 

（３）学術の社会的連携・協力の推進 

学界と産業界の第一線の研究者等からのボトムアップによる発意に

基づき、自由な研究発表、情報交換を行う場（委員会）を設け、産学協

力の橋渡しを行う。 

令和２（2020）年度は、以下の取組を行い、学術の社会的連携・協力

を推進する。 

・公募を行い、産学協力総合研究連絡会議による審査を経て、委員会を

選定する。 

・委員会について、規定類の見直しなどを行い、委員会対応業務の効率

化を図る。 

・産学の研究者の要請や研究動向に関し自由に情報・意見交換を行うた

めの委員会活動を支援する。 

 

また、学術関係国際会議の開催のため、指定寄附金による募金、並び

に特定公益増進法人としての募金の事務を行う。 

 （４）研究公正の推進 

助成・支援事業の実施に当たり、研究費の不合理な

重複及び過度の集中の排除並びに研究費の不正使

用、不正受給及び研究活動の不正行為の防止策を徹

底するとともに、研究者の所属機関に対し、研究費の

（４）研究公正の推進 

助成・支援事業のマネジメントの一環として、不合理な重複

及び過度の集中の排除並びに不正使用及び不正受給の防止策

を強化する。 

このため、政府等の方針を踏まえ、研究費の不合理な重複及

（４）研究公正の推進 

研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除するため、各事業の特性

に応じ、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を活用するとともに、

同システムを通じ、審査結果を他の競争的資金の配分機関に対して迅速

に提供する。 
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適切な管理・執行を促す。 び過度の集中を排除するため、府省共通研究開発管理システム

を活用するとともに、同システムを通じ、審査結果を他の競争

的資金の配分機関に対して迅速に提供する。 

また、研究費の不正使用、不正受給及び研究活動の不正行為

を防止するため、文部科学省との適切な役割分担の下、各研究

機関の不正防止に対する取組について、必要に応じ、事業ごと

に適切な指導を行う。 

さらに、研究機関を対象とする調査や利用者を対象とするア

ンケートから抽出したニーズを踏まえ、研究倫理教育教材の開

発・改修を進める。また、研究機関における研究倫理教育の高

度化を支援する観点から、研究分野横断的又は研究分野の特性

に応じたセミナー若しくは関係機関と連携したシンポジウム

を毎年度２回程度開催する。 

研究費の不正使用、不正受給及び研究活動の不正行為を防止するた

め、必要に応じ、事業毎に各研究機関における不正防止に対する取組の

状況等を把握し、指導を行う。また、各事業に参画する全ての研究者に

対して、事業説明会や公募要領への記載等の方法により、研究費の不正

使用、不正受給及び研究活動の不正行為については厳格に対応する旨周

知するともに、研究倫理教育に関するプログラムの履修を徹底させる。 

公正な研究活動を推進するため、既に eラーニングとしてサービス提

供済みの研究者向け及び大学院生向け研究倫理教育教材について、利用

者を対象とするアンケートから抽出したニーズを踏まえ、必要に応じて

改修を進める。また、上記 eラーニングの有効活用を目的とした反転学

習を導入するための研究分野横断的なセミナーを行うほか、国立研究開

発法人科学技術振興機構や国立研究開発法人日本医療研究開発機構等

と連携し、シンポジウムを開催する。 

 

 （５）業務の点検・評価の推進 

自己点検評価や外部評価を実施し、その結果を踏

まえて業務運営の改善を図る。 

（５）業務の点検・評価の推進 

毎年度、自己点検評価を実施するとともに、学界や産業界な

どを代表する有識者による外部評価体制を整備し、管理運営や

各事業の実施状況等について、効率及び効果の両面から評価を

行う。また、その結果については、業務運営の改善に反映する。 

（５）業務の点検・評価の推進 

独立行政法人通則法第三十二条の規定に基づき、自己点検評価を実施

するとともに、学界及び産業界を代表する有識者により構成される外部

評価委員会を開催し、管理運営や各事業の実施状況等について外部評価

を行う。 

評価の結果は、ホームページ等において公表するとともに業務運営の

改善に役立てる。 

 

Ⅱ 

業務運営の効率

化に関する事項 

１ 組織の編成及び業務運営 

国の定めた法令等を遵守し、事業に対する研究者

及び国民の信頼性を維持しつつ、機能的・効率的な体

制整備や業務運営の見直しを図り、経費の効率的執

行を推進する。 

効果的かつ効率的な業務運営を実現するため、複

数の部署にまたがる共通的な業務について、一元的

な運営が可能な組織体制を整備する。 

また、法人の行う業務については、既存事業の見直

し等により、効率化を進める。なお、効率化に際して

は、長期的視点に立って推進すべき学術研究を担う

振興会の事業の特性に鑑み事業の継続性に十分留意

する。 

さらに、他のファンディングエージェンシーや大

学等の幅広い関係機関との適切な連携・協力関係を

構築する。 

 

１ 組織の編成及び業務運営 

理事長のリーダーシップにより、中期目標を達成するため、

組織編成と資源配分について機動的・弾力的に運営を行い、業

務の効率化を推進する。その際、効果的かつ効率的な業務運営

を実現するため、複数の部署にまたがる共通的な業務につい

て、一元的な運営が可能な組織体制を整備する。 

また、業務の運営に当たっては、関連する事業を実施してい

る機関との適切な連携・協力関係を構築する。 

１ 組織の編成及び業務運営 

理事長のリーダーシップにより、組織編成と資源配分について機動

的・弾力的に運営を行い、業務の効率化を推進する。 

業務の増大に対応するため、効率的な組織編成及び業務環境の体制を

検討する。 

業務の運営に当たっては、日本学術会議や国立研究開発法人科学技術

振興機構、国立研究開発法人日本医療研究開発機構、独立行政法人日本

学生支援機構、大学等との連携・協力関係を構築する。 

 ２ 一般管理費等の効率化 

効率的な運営の追求及び業務・経費の合理化に努

め、運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加

されるもの、拡充分は除外した上で、一般管理費（人

２ 一般管理費等の効率化 

効率的な運営の追求及び業務・経費の合理化に努め、運営費

交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分

は除外した上で、一般管理費（人件費、公租公課、本部建物借

２ 一般管理費等の効率化 

効率的な運営の追求及び業務・経費の合理化に努め、運営費交付金を

充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、

一般管理費（人件費、公租公課、本部建物借料及び特殊経費を除く。）に
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件費、公租公課、本部建物借料及び特殊経費を除く。）

に関しては、中期目標期間中、毎事業年度、対前年度

比３％以上、その他の事業費（人件費、本部建物借料

及び特殊経費を除く。）については、中期目標期間中、

毎事業年度、対前年度比１％以上の業務の効率化を

図る。 

なお、新規に追加されるものや拡充分は翌年度か

ら効率化を図るものとする。 

また、給与水準については、政府の方針を踏まえ、

国家公務員の給与水準を考慮して厳しく検証を行

い、適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組

状況を公表する。 

 

料及び特殊経費を除く。）に関しては、中期目標期間中、毎事業

年度、対前年度比３％以上、その他の事業費（人件費、本部建

物借料及び特殊経費を除く。）については、中期目標期間中、毎

事業年度、対前年度比１％以上の業務の効率化を図る。 

なお、新規に追加されるものや拡充分は翌年度から効率化を

図るものとする。 

さらに、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交

付金債務残高の発生状況にも留意する。 

また、給与水準については、政府の方針を踏まえ、国家公務

員の給与水準を考慮して厳しく検証を行い、適正化に取り組む

とともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

関しては、中期目標期間中、毎事業年度、対前年度比３％以上、その他

の事業費（人件費、本部建物借料及び特殊経費を除く。）については、中

期目標期間中、毎事業年度、対前年度比１％以上の業務の効率化を図る。 

なお、新規に追加されるものや拡充分は翌年度から効率化を図るもの

とする。 

さらに、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務

残高の発生状況にも留意する。 

また、給与水準については、政府の方針を踏まえ、国家公務員の給与

水準を考慮して厳しく検証を行い、適正化に取り組むとともに、その検

証結果や取組状況を公表する。 

 

 ３ 調達等の合理化 

引き続き「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組を着実に実施し、外部有識者から

なる契約監視委員会を開催することにより契約状況

の点検を徹底する。 

３ 調達等の合理化 

引き続き「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進

について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、毎

年度調達等合理化計画を策定し、調達の現状と要因の分析、重

点的に取り組む分野の設定、調達に関するガバナンスの徹底等

の取組を着実に実施することにより、契約の公正性、透明性を

確保するとともに、外部有識者からなる契約監視委員会を開催

することにより契約状況の点検を徹底する。 

３ 調達等の合理化 

調達案件については原則一般競争によるものとし、随意契約による場

合は、透明性を高めるためその理由等を公表する。 

また、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」

（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、令和２（2020）年度調

達等合理化計画を策定し、調達の現状と要因の分析、重点的に取り組む

分野の設定、調達に関するガバナンスの徹底等の取組を着実に実施する

ことにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等

の合理化に取り組む。なお、調達等合理化計画の策定及び自己評価結果

等については、監事及び外部有識者からなる契約監視委員会を開催する

ことにより契約状況の点検を徹底するとともに、その審議概要をホーム

ページに公開する。 

 

 ４ 業務システムの合理化・効率化 

ICT 等を活用した業務システム整備に取り組む。 

４ 業務システムの合理化・効率化 

情報化統括責任者（CIO）の指揮の下、業務プロセス全般につ

いて不断の見直しを行い、業務・システムに係る最適化の推進、

調達についての精査を行う。 

効率的な業務運営を実現するため、ICT 等を活用した業務シ

ステム整備に取り組む。 

なお、業務の効率化、人件費の効率化等の可能性を検討する

際、研究者等へのサービス低下を招かないように配慮する。 

４ 業務・システムの合理化・効率化 

（１）情報インフラの整備 

（ⅰ）業務システムの開発・改善 

業務基盤システムと電子申請システムを含めた振興会ネットワーク

内の通信について包括的に監視し、セキュリティの強化を図る。 

 

（ⅱ）情報管理システムの活用推進 

振興会内に存在する電子データを管理・監視する方法について、業務

への影響なども考慮しながら検討を進める。 

 

（ⅲ）情報共有化システムの整備 

振興会事業全般の情報共有をより一層推進するため、グループウェア

を積極的に活用する。また、振興会外の関係者との情報共有に係る時間

やコストを削減するため、WEB 会議システムの活用を推進する。 

 

（２）業務運営の配慮事項 

業務の効率化、人件費の効率化等の可能性を検討する際、研究者等へ
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のサービスの低下を招かないよう配慮する。 

Ⅲ 

財務内容の改善

に関する事項 

寄附金等の外部資金や自己収入の確保、予算の効

率的な執行に努め、事業ごとに適正な財務管理の実

現を図る。また、毎年の運営費交付金額の算定に向け

ては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意す

る。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積り含む。）、収支計画及び資金計画 Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

  Ⅳ 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は 78 億円とする。短期借入が想定され

る事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合で

ある。 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は 78 億円とする。短期借入が想定される事態と

しては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合である。 

  Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

重要な財産を譲渡、処分する計画はない。 

 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

重要な財産等を譲渡、処分する計画はない。 

  Ⅵ 剰余金の使途 

振興会の決算において剰余金が発生した時は、広報・情報提

供の充実、調査・研究の充実、情報化の促進に充てる。 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

振興会の決算において剰余金が発生したときは、広報・情報提供の充

実、調査・研究の充実、情報化の促進に充てる。 

Ⅳ 

その他業務運営

に関する重要事

項 

１ 内部統制の充実・強化 

理事長のリーダーシップの下で適切な業務運営を

図るため、規程の整備に加え、理事長の指示が全役職

員に伝達される仕組みを整備・運用するとともに、法

令遵守（コンプライアンス）を徹底する。また、内部

統制が適切に機能しているか継続的に点検・検証し、

必要に応じて規程及び体制の見直しを行う。 

１ 内部統制の充実・強化 

法令等の遵守を徹底しつつ業務を行い、『「独立行政法人の業

務の適正を確保するための体制等の整備」について』（平成 26

年 11 月 28 日総務省行政管理局長通知）に基づき、業務方法書

に定めた事項を着実に運用するとともに、理事長のリーダーシ

ップの下で適切な業務運営を図るための規程を整備する。ま

た、内部監査等により内部統制が適切に運用されているか継続

的に点検・検証し、必要に応じて改善する。 

１ 内部統制の充実・強化 

内部統制の推進に関する職員の理解増進のため、初任者に対する研修

を実施する。また、理事長の指示が全役職員に伝達される仕組みや、職

員から役員に必要な情報が伝達される仕組みを整備・運用し、内部統制

の充実・強化を図る。 

職員の法令遵守（コンプライアンス）に対する意識向上を図るため、

研修等により役職員倫理規定と職員行動規範について役職員に周知す

る。 

さらに、内部監査、監事監査及び会計監査人による法定監査を実施す

ることにより、内部統制の仕組みが適切に運用されているか点検・検証

を行い、必要に応じて改善する。 

 

 ２ 情報セキュリティへの対応 

「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統

一基準群」を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシーを

適時見直すとともに、情報セキュリティ対策を推進

する。また、サイバーセキュリティ戦略本部が実施す

る監査において特定される課題を解決する。 

２ 情報セキュリティの確保 

 「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」

や、サイバーセキュリティ戦略本部が実施する監査において特

定される課題を踏まえ、振興会の情報セキュリティ・ポリシー

を適時見直すとともに、研修の実施やシステム監査の実施等、

情報セキュリティ対策を推進する。 

２ 情報セキュリティの確保 

政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、PDCA サイクルの

構築及び定着を図るため、情報セキュリティ・ポリシーの遵守状況につ

いての評価を行うとともに、その結果を踏まえ、必要に応じた改善を行

う。職員等に対して情報セキュリティに関する意識を高めるために、情

報セキュリティ研修、自己点検及び標的型メール攻撃訓練を実施する。 

さらに、高度化する情報セキュリティ対策に対応するため、外部の専

門家に委託している最高情報セキュリティ責任者（CISO）補佐官の助言

を活用しながら業務を進める。 

災害・事故等の非常時に、情報システムの停止を原因として業務の遂

行ができなくなることを避けるため、情報システムを早期に復旧させ、

継続して利用することを目的とした、情報システム運用継続計画に基づ
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き運用する。また、情報システム運用継続計画について、更に実効性の

高いものにするための改善を行う。 

振興会の保有する個人情報及び特定個人情報等については、日常の取

扱いや監査、及び漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合の対応

に関する保護管理体制を整備し、実施する。 

 

 ３ 施設・設備 

施設・設備の整備については、長期的視点に立って

推進する。 

 

３ 施設・設備に関する計画 

施設・設備に関する計画はない。 

３ 施設・設備に関する計画 

施設・設備に関する計画はない。 

 ４ 人事 

職員の能力と実績を適正かつ厳格に評価し、その

結果を処遇に反映させるとともに、適材適所の人事

配置を行うなど、職員の能力の向上を図る。また、振

興会の業務を継続的かつ発展的に遂行するため、中

長期的な視点で、振興会の核となる職員の育成・充実

を図る。 

４ 人事に関する計画 

振興会の業務を継続的かつ発展的に遂行するため、中長期的

な視点で、以下の取組を実施することにより振興会の核となる

職員の育成・充実を図る。 

① 職員の業績等の人事評価を定期的に実施し、その結果を処

遇、人事配置等に適切かつ具体的に反映することで、人材の効

果的活用や職員の職務遂行能力・方法の向上を図る。 

② 大学をはじめ学術振興に関連する機関との人事交流を促

進して、質の高い人材の確保・育成を図り、職員の意識や能力

に応じた適切な人事配置を行う。 

③ 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現する

ため、国内及び国外研修等を実施し、職員の専門性を高めると

ともに、意識向上を図る。 

４ 人事に関する計画 

（１）人事評定 

職員の業務等の勤務評定を実施し、その結果を処遇、人事配置等に適

切かつ具体的に反映することで、人材の効果的活用や職員の職務遂行能

力・方法の向上を図る。 

 

（２）人事交流 

国立大学法人等との人事交流を行い、質の高い人材の確保・育成を図

り、適切な人事配置を行う。 

 

（３）職員の研修計画 

職員の専門性及び意識の向上を図るため、研修を実施する。また、資

質の向上を図るため、外部で実施される研修に職員を参加させる。 

主な研修： 

① 新任職員語学研修 

② 海外の機関での研修 

③ 情報セキュリティ研修 

④ コンプライアンス研修 

⑤ スキルアップ研修 

⑥ 放送大学科目の履修 

⑦ 会計研修 

 

  ５ 中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、事業を効率的に

実施するため、当該期間が中期目標期間を超える場合で、当該

債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し合理的

と判断されるものについて行う。 

 

５ 中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間中の事業を効率的に実施するために、次期中期目標期間

にわたって債務負担を行うことがある。 

  ６ 積立金の使途 

前期中期目標の期間の最終事業年度における積立金残高の

うち、文部科学大臣の承認を受けた金額については、独立行政

法人日本学術振興会法に定める業務の財源に充てる。 
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